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序

本報告書は、 平成 18 年度に経済産業省資源エネルギー庁から当研究所に委託された、 石

油産業体制等調査研究 （中東湾岸産ガス国の天然ガス及び輸出能力の現状と増強見通しに

関する調査） を と り ま と めた ものであ る。

世界の天然ガス需要は、 アジア地域を始め先行き高い伸びが見込まれてお り 、 供給面で

は、 需要の相当部分につき、 全世界の天然ガス埋蔵量の約 4 割を占める中東湾岸諸国に依

存する こ と が予想されている。

そのよ う な状況下において、 LNG の最大輸入国であ る我が国 と し て、 世界の LNG 需要が

増加し中東湾岸産ガス国への依存度が高ま る こ と が見込まれる なか、 中東湾岸産ガス国の

生産や輸送能力等の現状及び将来見通しや、 我が国の自主開発権益拡大のために中東湾岸

産ガス国の投資環境に係る情報収集を行 う こ と は不可欠であ る。

そ こ で本調査においては、 (1) 中東湾岸の主要な天然ガス生産国の生産 ・ 輸送能力につい

て、 各国ご と に現状を調査する と と もに、 （2） 各産ガス国における外資企業の参入状況や、

（3） 生産 ・ 輸送能力増強計画の内容や実現可能性等について調査を実施し た。

調査にあたっては、 国内外の関係者から貴重な意見をいただき、 また調査の全体を通じ

て、 資源エネルギー庁にはさ まざまなご協力をいただいた。 こ こ に記し て謝意を表する次

第であ る。

　 平成 19 年 3 月

財団法人 　 日本エネルギー経済研究所

理事長 　 内藤正久
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要約





要約
1. カ タール

カ タールは、 天然ガスの活用によ り 、 石油依存経済から脱却する こ と を目指し ているが、

特に世界最大の単一構造ガス田であ る沖合 ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田開発へ、 積極的に

外資を誘致する こ と で、 天然ガス生産能力を飛躍的に拡大させている。

カ タールの確認埋蔵量は、 910.5 兆立方フ ィ ー ト （Tcf） で、 ロ シア、 イ ラ ンに次ぐ世界第

3 位に位置し、 全世界に占める割合は 14.9% であ るが、 この う ち 99% が ノ ース ・ フ ィ ール ド

に埋蔵されている。

カ タールのガス生産目標は明確であ り 、 2005 年末の 52 億 cf/d を 2012 年までに 240 億 cf/

d へ増加させ、 以後 100 年間その生産量を維持する ものであ るが、 現在進行中の能力増強プ

ロ ジ ェ ク ト および ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田の埋蔵量よ り 、 目標達成は確実視されてい

る。

天然ガス ・ プロ ジ ェ ク ト は、 国内需要向けの他、 LNG、 パイプラ イ ン、 Gas-to-Liquid

（GTL） によ る輸出向けに大別される。

輸出向けプロ ジェ ク ト については、 個別の生産目標が明確に示されてお り 、 それぞれ、

LNG ： 7,700 万 t/y （2010 年）、 パイプラ イ ン ： 20 億 cf/d （2007 年）、 GTL ： 40 万 b/d （2011

年） と なっているが、 この う ち GTL は、 建設コ ス ト の高騰で、 プロ ジェ ク ト 1 件が取止め

と なったが、 同じ理由で更に 1 件が取止め と な る可能性も あ り 、 目標は 17 万 b/d へ下方修

正される可能性があ る。

一方、 カ タールはこれら取止め と な る GTL プロ ジェ ク ト 用に割当てていたガス を、 国内

需要向けプロ ジェ ク ト に振 り 向ける計画であ り 、 2012 年までの総生産目標 240 億 cf/d に変

更はない と見られる。

ノース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田の開発プロ ジェ ク ト の現状は、 以下の通 り であ る。

1.　2006 年末現在、操業中のプロジェクト

① 国内需要

･ 第 1 期開発：　1991 年操業開始、能力 9億 cf/d

･ アル・カリージ第1フェーズ：　2006年、8億cf/d　（GTLフィード・ガス　3億cf/dを含む）

② LNG 輸出
8



要約
･ Qatargas I（第 1- 第 3 トレイン）：　1997 年・1999 年、計 1,020 万 t/y（2001 年 -2006

年の間の能力増強を含む）

･ RasGas I（第 1・第 2トレイン）：　1999 年・2000 年、計 660 万 t/y

･ RasGas II（第 3・第 4 トレイン）：　2004 年・2005 年、計 940 万 t/y

2. 　 2007 年以降、 操業開始するプロ ジェ ク ト

① 国内需要

･ アル・カリージ第 2 フェーズ：　2009 年操業開始予定、能力 8億 cf/d

･ バルザン・プロジェクト：　2012 年、15 億 cf/d

② LNG 輸出

･ Qatargas II（第 4・第 5 トレイン）：　2007 年・2008 年、計 1,560 万 t/y

･ Qatargas III（第 6トレイン）：　2009 年、780 万 t/y

･ Qatargas IV（第 7 トレイン）：　2010 年、780 万 t/y

･ RasGas II（第 5 トレイン）：　2007 年、470 万 t/y

･ RasGas III（第 6・第 7トレイン）：　2008 年・2009 年、計 1,560 万 t/y

③ パイプライン輸出

･ ドルフィン・プロジェクト：　2007 年、20 億 cf/d

④ GTL 輸出

･ Oryx GTL（第 1フェーズ）：　2007 年、3.4 万 b/d

･ Pearl GTL（第 1・第 2 フェーズ）：　2010 年・2011 年、計 14 万 b/d

カ タールがこれらのプロ ジェ ク ト を完成させ、 天然ガス生産量 240 億 cf/d を達成する と、

副生される コ ンデンセー ト 、 LPG の生産量も増加する こ と にな り 、 それぞれ現在の 39 万 b/

d から 100 万 b/d へ、 280 万 t/y から 1,600 万 t/y へ急増する と見られる。

これに別途進行中の原油生産能力の増強 （現在の 80 万 b/d から 110 万 b/d） を加え る と、

カ タールの一次エネルギーの総生産量は、 原油換算で 2005 年末の計 250 万 boe/d から計

680 万 boe/d へ増加する こ と にな り 、 OPEC12 カ国中でもサウジア ラ ビアに次ぐ水準 と な る

可能性も あ る。
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一方、 カ タールは 2005 年 4 月、 ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田の埋蔵量を再評価する た

め、 新規開発プロ ジェ ク ト を凍結する 「モラ ト リ アム」 を宣言し、 上記以外の全てのプロ

ジェ ク ト を凍結し た。

「モラ ト リ アム」 の背景には、 開発がかつて計画されていた以上に急速であ る上、 規模も

拡大し た こ と があ り 、 埋蔵への影響 ・ 損傷が危惧されたため と見られる。 また、 期間につ

いては、 当初 3 年間と されていたが、 その後、 4-5 年間に延長された と の情報も あ る上、

「モラ ト リ アム」 解除後は国内供給が優先される ため、 当分、 新規輸出プロ ジェ ク ト はない

と見られる。

以上のよ う に、 カ タールのガス開発プロ ジェ ク ト は概ね順調に進んでいるが、 今後の課

題 と し て、 総額 950 億ド ルにも達する莫大な投資の回収、 供給過剰のマーケ ッ ト における

安定し た LNG の輸出数量 ・ 価格の維持、 欧米向けに偏った LNG 輸出計画の修正 ・ アジア向

け増販、 パイプラ イ ン通過に係わるサウジ と の関係改善、 日本向け LNG 輸出拡大のための

具体的施策などが挙げられる
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2. イ ラ ン

イ ラ ンの 2006 年末時点の天然ガス埋蔵量は 974 兆立方フ ィ ー ト （約 27.6 兆 m3） であ り 、

埋蔵量の 6 割以上を構造性ガスが占めている。 イ ラ ンの埋蔵量はロ シアに次ぎ世界第 2 位

につけてお り 、 世界全体に占める割合は約 16% に上る。

イ ラ ンの天然ガス開発は 1960 年代に開始され、 1979 年の革命 と 1980 年の対イ ラ ク戦争

の勃発を経て生産量は一時落ち込んだものの、 その後徐々に回復し、 2002 年にはサウ スパ

ルス ・ ガス田の生産も開始され、 2005 年には 1577 億 m3/y にまで達し た。 その う ち商業化

量は 60% にあた る 946 億 m3/y、 油田への圧入は 282 億 m3/y （18%）、 フ レア 146 億 m3/y

（9%）、 その他ロ ス 203 億 m3/y （13%） であった。 イ ラ ンでは商業化量の割合が低いこ と が

常々指摘されてお り 、 2000 年の 49% に比べれば改善されてはいる ものの、 低い数値に と ど

ま っている。

イ ラ ンで天然ガス開発を担っているのは、 イ ラ ン国営石油会社 （NIOC） と その複数の子

会社およびイ ラ ン国営ガス会社 （NIGC） であ る。 近年の最大規模の発見は、 1991 年のサウ

スパルス ・ ガス田の発見であ る。

イ ラ ンのエネルギー政策における天然ガスの位置づけ ・ 目標は、 （1） 石油消費の代替、

（2） 油田圧入、 （3） 世界の天然ガス市場における重要な位置の確保、 （4） 石油化学の原料、

の 4 点に集約される。 最初の 2 点は 「外貨獲得資源 と し ての石油の節約」 と い う イ ラ ンの

エネルギー政策の根幹にかかわる ものであ り 、 天然ガスは石油を代替する こ と でよ り 多 く

原油輸出を可能 とする こ と、 およびガス圧入によ り 原油生産能力の維持 ・ 増強を目指すこ

と にプラ イオ リ テ ィ が置かれている。 イ ラ ンの天然ガス生産目標は、 現在の 1577 億 m3/y

から 2010 年には約 5 割増の 2300 億 m3/y、 2020 年には 4000 億 m3/y と設定し ている。

天然ガス開発の上流部門では、 バイバッ ク方式によ る外資の参入を目指し ている。 下流

部門では、 LNG プロ ジ ェ ク ト は NIOC 子会社のイ ラ ン国営ガス輸出会社 （NIGEC） が、 ガ

ス処理施設プロ ジ ェ ク ト は NIGC が、 石化部門は石油省傘下イ ラ ン国営石油化学会社

（NPC） が管轄し ている。 ガス輸出は NIGEC が管轄し ているが、 2005 年の生産量に対する

輸出量の割合は 5% に過ぎず、 現在多数のパイプラ イ ン輸出計画をめぐ る協議が進行中であ

る。

ガス田別には、 サウ スパルス ・ ガス田の開発に最大の重点が置かれている。 サウ スパル

ス ・ ガス田は全 30 フ ェーズの う ちすでに第 1 ～第 5 フ ェーズが生産を開始し ている。 2007
11
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年中旬の生産開始が見込まれている第 6 ～第 8 フ ェーズは油田圧入用であ り 、 第 11 ～第 14

フ ェーズは輸出向け、 それ以外のフ ェーズは国内消費用 と の位置づけであ る。 輸出用各

フ ェーズの う ち第 11 ～第 13 フ ェーズは LNG プロ ジェ ク ト と リ ン ク し てお り 、 第 14 フ ェー

ズは LNG に加え GTL プロ ジェ ク ト を予定し ている。

進捗中の LNG プロ ジェ ク ト は現在 Pars LNG、 NIOC LNG、 Persian LNG の 3 件があ り 、 生

産能力は Pars、 NIOC LNG が各年間 1000 万 ト ン、 Persian LNG が 1600 万 ト ンで、 合計 3600

万 ト ンに上る。

サウ スパルス ・ ガス田は現在第 19 ～第 24 フ ェーズが応札待ちの段階にあ るが、 イ ラ ン

が提示するバイバッ ク方式によ る開発条件の魅力が外資に と っては薄いこ と、 及び核問題

をめぐ り イ ラ ンに課されている各種制裁が、 開発のフ ァ イナン ス ・ 技術面に影響を与えて

いる こ と などによ り 、 契約締結は遅れている。

イ ラ ン国内のガス需要の動向を見る と、 石油代替は着々 と進められてお り 、 2000 年から

2004 年のガス消費の伸び率は平均約 8% と、 石油消費の倍以上の伸びを示し ている。 中でも

発電用需要が増大し てお り 、 2004 年の発電の燃料内訳に天然ガスが占める割合は 76% に

上った。 最終消費の中では、 特に家庭用消費の伸びが著しい。

石化産業に振 り 向け られる天然ガスの総量は、 家庭用消費優先の方針のも と近年減少し

ているが、 NPC は 1997 年に始ま る意欲的な長期設備計画を策定し てお り 、 生産能力を当初

の 1500 万 t/y から 2013 年には 3300 万 t/y に倍増させる こ と を目指し ている。

イ ラ ンの天然ガス政策の全体像を見渡すと、 政策の整合性の欠如が散見される。 天然ガ

ス政策の各重点目標相互間のプラ イオ リ テ ィ が定ま っていないこ と がその一因であろ う と

思われる。 例えば天然ガス輸出 と再圧入のどち ら を優先すべきか と い う 問題、 石油代替の

推進によ る家庭消費の増大と石化産業振興 と のバラ ン ス、 さ らには天然ガス開発における

外資の位置づけなどの問題をめぐ り 、 イ ラ ン国内には意見対立が存在し てお り 、 方向性が

定ま っていない。

さ らにイ ラ ンに対し て現在米国および国連安保理から科されている制裁によ り 、 複数の

輸出プロ ジ ェ ク ト も イ ラ ンを孤立化させよ う とする圧力にさ ら されてお り 、 開発面あ るい

はフ ァ イナン ス ・ 技術面に と ど ま ら ない悪影響が生じ ている。 イ ラ ン政府の策定する天然

ガス開発をめぐ る意欲的な諸政策は、 時に紆余曲折を経ながら徐々に実現に移されて き て

いるが、 国内の意見対立、 及び対イ ラ ン制裁 と い う 制約は、 今後 と も引き続き、 イ ラ ンの

天然ガス開発計画に と っての障害と な ら ざ る を得ないであろ う 。
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3. ア ラブ首長国連邦 （UAE）

UAE の 2006 年末時点の天然ガス確認埋蔵量は 214.4 兆 cf だった。 これは、 ロ シア、 イ ラ

ン、 カ タール、 サウジア ラ ビアに次ぐ世界第 5 位の埋蔵量であ るが、 世界全体の埋蔵量に

占める割合は 3.5% であ り 、 原油 （世界全体の 7.4%） ほどの地位は占めていない。

UAE では、 1970 年代の前半までは原油生産に伴い産出された随伴ガスについて、 国内需

要向け以外の大部分を フ レア し ていた。 しかし、 1976 年にアブダビでガス国有化法が制定

され、 天然ガスが国の所有物 と規定された こ と でガス を容易にフ レアする こ と ができ な く

な り 、 総生産量に占める フ レア リ ングの割合は次第に減少し ていった。

天然ガス を有効利用する ために沖合の天然ガス を LNG、 LPG、 コ ンデンセー ト に加工し

て輸出する ADGAS を 1977 年に設立し、 1978 年には、 陸上の天然ガス を分離し LPG などに

加工する GASCO を設立し た こ と で、 随伴ガス を中心 と し た天然ガスの利用が進み、 1980

年代以降次第に天然ガスの生産量は増加し ていった。

　

1990 年代に入って、 GASCO は 3 つ （OGD-1、 OGD-2、 AGD-1） の陸上ガス開発プロ

ジェ ク ト を実施し、 天然ガス生産量は一段 と増加し た。 現在は OGD-3 および AGD-2 が実

施されてお り 、 両プロ ジ ェ ク ト は 2008 年に完成する予定 と なっている。 また、 2009 年完成

予定の OAG プロ ジ ェ ク ト も実施し てお り 、 これらのプロ ジェ ク ト が完成する こ と でさ らに

生産量は増加する。

　

UAE の 2005 年の天然ガス総生産量は 684.9 億 m3 （66.6 億 cf/d） で、 その う ち商業生産

量は総生産量の 68% にあた る 466.0 億 m3 だった。 以下、 油田への圧入が 159.0 億 m3

（23.2%）、 その他ロ スが 50.6 億 m3 （7.4%） で、 1980 年に 54% を占めていたフ レア リ ングは

9.3 億 m3 と僅かに 1.3% まで減少し た。

UAE の天然ガス輸出は、 1977 年に ADGAS が LNG を輸出し た こ と で開始し た。 その後、

1994 年に東京電力と の長期売買契約が LNG430 万 t/y、 LPG70 万 t/y の 25 年契約に更新さ

れたため、 ADGAS の生産能力は LNG540 万 t/y、 LPG170 万 t/y、 コ ンデンセー ト 53.5 万 t/

y に増強され、 現在に至っている。

ただし、 UAE の天然ガス輸出量は 1994 年に倍増されて以降は増加し ていない。 一方で、

天然ガス商業生産量は年々増加し ている こ と から、 UAE の天然ガス開発の中心は国内需要

向けであ る と いえ る。
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UAE では国内のガス需要の伸びが急激であ る一方で、 発電所などの国内需要向けに使用

される メ タ ンを主成分 とする非随伴ガスの埋蔵量が、 プロパンやブタ ン等を多 く 含む随伴

ガスの埋蔵量と比較し て少ないこ と から、 アブダビの国内ガス ・ プロ ジェ ク ト だけでは需

要を賄 う こ と が困難にな る と見込まれている。 そのため、 UAE は周辺国からのガス輸入プ

ロ ジ ェ ク ト を並行し て進めている。

　

その最大のものがカ タールの ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田からのガス を輸入する 「ド ル

フ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト 」 であ る。 同プロ ジェ ク ト からは 2007 年中の輸入開始が見込まれて

いるが、 カ タールは ノース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田の新規開発を 2010 年前後まで凍結する と

宣言し てお り 、 現状の 20 億 cf/d からの上積みは当面見込めない状況 と なっている。

　 その他、 シ ャルジ ャの民間ガス会社 Dana Gas がイ ラ ンから天然ガス を輸入するプロ

ジェ ク ト が 2007 年中の輸入開始を目標と し ているが、 価格交渉が難航し ている。

　

このよ う な状況から、 アブダビはこれまで開発し て き たガス よ り も硫黄分が多い 「高硫

黄ガス」 の開発に着手する こ と を 2006 年に決定し た。 開発コ ス ト が高いこ とや副産物と し

て大量に生産される硫黄のマーケ ッ ト が限定されている こ と など課題は多いものの、 アブ

ダビは 2011 年以降に国内向けに供給する こ と を目指し ている。

電力向けを中心 と し たガス需要の伸びはアブダビのみな らず、 ド バイ、 シ ャルジ ャ など

UAE 全体の問題と なっている。 特に ド バイでは状況が深刻で、 好調な経済のブレーキ と な

る可能性があ る。 こ のこ と から、 UAE の天然ガス確保は、 国内ガス開発や周辺国からの輸

入に不安があ る中で、 大き な課題と なっている。
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4. オマーン

オマーンの 2006 年末の天然ガス確認埋蔵量は 30 兆 cf だった。 これは、 イ ラ ン、 カ ター

ル、 UAE など と比較する と遥かに少な く 、 世界全体の埋蔵量に占める割合も 0.5% に過ぎな

い。 同様に原油確認埋蔵量も 55 億バレル と少ない。 これは、 中東 OPEC 加盟国の中で最小

のカ タールの約 3 分の 1 であ り 、 また原油生産量の減退が著しい ド バイ を少し上回る程度

であ る。

　

近年衰退傾向にあ る原油 と比較する と、 天然ガスの確認埋蔵量は 1990 年代以降着実に増

加し ている。 1980 年代後半に本格的に開始し たガス田開発によ り 、 1991 年に有望な構造性

ガス田が相次いで発見される と、 その後も 1990 年代を中心に構造性ガス田の発見が続いて

いる。 オマーン中央部には多 く の構造性ガス田が存在し てお り 、 確認埋蔵量に占める非随

伴ガスの割合は約 9 割 と なっている。

　

オマーンの 2004 年の天然ガス総生産量は 275 億 m3 で、 その う ち商業生産量は総生産量

の 59.9% にあた る 172 億 m3 だった。 以下、 油田への圧入が 68 億 m3 （24.7%）、 その他ロ ス

が 27 億 m3 （9.8%）、 フ レア リ ングが 8 億 m3 （2.9%） だった。 尚、 総生産量の う ち非随伴ガ

スは約 7 割 と なっている。

オマーンでガスの国内利用が始ま ったのは、 イバル油 ・ ガス田近郊に Government Gas 

Plant （GGP） が完成し た 1978 年であ る。 同油 ・ ガス田からの随伴ガスおよび非随伴ガスが

処理され、 マスカ ッ ト 近郊の Al Ghubra 発電 ・ 造水施設向けにガスが供給された。

ガスの本格利用が進んだ 1980 年代以降、 1990 年代前半に掛けては天然ガスの商業生産量

は、 なだらかに増加し ていった。 さ らに、 1991 年に、 構造性ガス田が相次いで発見される

と、 商業生産量の増加ペースは加速し ていった。

この新規構造性ガス田からの非随伴ガスの生産量が十分であった こ と から、 オマーン政

府は LNG プロ ジェ ク ト に踏み切った。 1994 年に Oman LNG 社が設立され、 2000 年に 2 ト

レ イ ンによ る LNG 輸出が始ま った。 さ らに、 2005 年 12 月に Qalhat LNG 社によ る第 3 ト レ

イ ンが完成し、 合計能力は約 1,000 万 t/y と なっている。

また、 オマーンはパイプラ イ ンによ るガス輸出を、 2004 年 1 月から UAE 向けに開始し て

いる。 ただし、 カ タール産のガス を UAE を経由し てオマーンに輸入する 「ド ルフ ィ ン ・ プ

ロ ジ ェ ク ト 」 の操業開始後は、 逆に UAE からオマーンへガス を輸入する こ と と なっている。
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オマーンの天然ガス開発は、 2005 年末の LNG 第 3 ト レ イ ンの完成によ ってひ と まず一つ

の区切 り に到達し た と いえ る。 今後は、 経済多角化を目指し てガス関連産業の立ち上げを

進める こ と と な り 、 天然ガスはオマーン経済の一つの柱 と な る こ と が期待されている。

しかし、 も う 一方の経済の柱であ る原油の生産量は、 EOR （増進回収法） を導入する な

どその維持 ・ 回復に努めているにも かかわらず、 こ こ数年減少が続いている。 オマーン政

府は、 原油生産量の維持 ・ 回復を 「第 7 次 5 ヵ年計画 （2006-2010）」 で重要課題と し て取 り

上げてお り 、 油田圧入用 と し ての天然ガス消費量はますます増大する こ と が見込まれる。

従って、 オマーン政府 と し ては、 限られた天然ガス をどのよ う に LNG、 発電 ・ 造水、 産業、

油田圧入などに分配するかを検討し、 適確な戦略を提示する こ と が求められている。
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第 1 章 　 カ タール

1 天然ガス埋蔵量と生産量 ・ 輸出量

1.1 　 埋蔵量の推移

　 カ タールの 2006 年末の天然ガス埋蔵量は、 910.5 兆立方フ ィ ー ト （Tcf、 25.8 兆立方 メ ー

ト ル） で、 ロ シア、 イ ラ ンに次ぐ世界第 3 位に位置し ている （OGJ 2006 年末号）。

　 また、 カ タールの埋蔵量が世界に占める割合は 14.9% であ るが、 上位 3 カ国のみで世界の

埋蔵量の 6 割近 く も占めてお り （図表 1.1 参照）、 4 位以下の国々の埋蔵量を大き く 引き離

し ている。

　 図表 1.2 は、 カ タールの埋蔵量の推移であ るが、 2002 年末の 509 Tcf に対し、 翌 2003 年

末には、 前年比 79% 増と な る 910 Tcf と なった。 これは、 2002 年中に、 世界最大の単一構造

性ガス田であ る沖合 ノース ・ フ ィ ール ド （North Field） ガス田の詳細な探査活動を行った結

果、 二度にわたる埋蔵量の上方修正を行ったためであ り 、 以後 4 年間この水準を維持し て

いる。

図表 1.1　国別の天然ガス埋蔵量 （2006 年末）

（単位：　Tcf）

国名 埋蔵量 シェア

1位  ロシア 1,680 27.5%

2位  イラン 971 15.9%

3位  カタール 911 14.9%

4位  サウジアラビア 242 4.0%

5位  UAE 214 3.5%

6位  米国 193 3.1%

7位  ナイジェリア 185 3.0%

8位  アルジェリア 161 2.6%

9位  ベネズエラ 151 2.5%

10位  イラク 112 1.8%

11位  インドネシア 98 1.6%

12位  ノルウェー 84 1.4%

13位  マレーシア 75 1.2%

14位  トルクメニスタン 71 1.2%

15位  ウズベキスタン 66 1.1%

世界計 6,112 　　　出所：　Oil & Gas Journal 2006年末号
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図表 1.2　カタールの天然ガス埋蔵量（年末）の推移

1.2 　 ガス田の分布状況

　 ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田は、 カ タール半島の北東沖合 80km に位置し、 北端を接する

イ ラ ンのサウ ス ・ パルス ・ ガス田と は海底でつながっている。 面積は 6,000km2 （茨城県な

み） も あ る一方、 水深は 40m と 浅瀬であ る ため、 当初よ り 開発は容易 と見られていた。 埋

蔵量も 900.5 Tcf （25.5 兆 m3） と巨大で、 実にカ タール全体の埋蔵量の 99% を占める （図表

1.3 参照）。

　 なお、 カ タール と イ ラ ンは 1969 年に大陸棚協定を締結し てお り 、 翌 70 年に批准し てい

る。 これによ り 、 両国間の海上境界線が画定されたが、 境界線上にまたがる単一構造の地

下資源開発について も、 相手方政府の了解な しに境界線から 125m 以内での掘削を禁じ る こ

と、 両国政府の協議を通し て開発方法を合意する こ と等も定められた。

　 これについて、 国営カ タール ・ ガス石油会社 （QP、 Qatar Petroleum） の販売部門のハマ

デ ィ ・ アシス タ ン ト ダ イ レ ク ターは、 「イ ラ ン と は定期的に技術者会議を開催し、 意見交換

を行っているので、 両国間に争いはない」 （当研究所 ヒ ア リ ング 2006/12/19） と断言し てい

る （注）。

　 ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田の他にも、 カ タールにはも う 1 つの非随伴ガス田と し て、

半島西部陸上に南北に横たわる ド ハーン （Dukhan） 油田の下層に位置する ク フ （Khuff） 層

（単位：　Tcf）

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年

埋蔵量 393.83 508.54 508.54 910.00 910.00 910.52 910.52

出所：　Oil & Gas Journal各年末号
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があ るが、 埋蔵量は 140 億 m3 に と ど ま る。

　 また、 随伴ガスの埋蔵量は計 2,690 億 m3 であ るが、 その う ち 1,420 億 m3 が ド ハーン油

田、 1,270 億 m3 が東部沖合イ ッ ド ・ アルシ ャルギー （Idd al-Shargi）、 マイ ダン ・ マハザム

（Maydan Makhzam）、 ブル ・ ハニネ （Bul Hanine） の 3 油田に分布し ている （図表 1.4 参照）。

（注） ク ウ ェー ト が 2006 年 1 月、 サウジア ラ ビア と の中立地帯沖合に位置する ド ラ ・ ガス田の
開発を発表し た際、 イ ラ ン石油省は、 「同ガス田は海上境界線を またいでお り 、 ク ウ ェー ト ・
サウ ジ側が一方的に開発を行え るはずはない。 も し、 そのよ う な行動に出た際は、 イ ラ ン側
も開発に着手する」 （DJ 2006/06/24） と 牽制し てお り 、 同ガス田の開発が未だに進んでいな
い現状 と 比べて も、 ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田開発におけ る イ ラ ン と の問題は、 格段に小
さい と考え られる。

図表 1.3　カタールのガス田の分布
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図表 1.4　カタールの天然ガス田と埋蔵量

1.3 　 生産量の推移と生産能力

　 カ タールの天然ガス生産量は、 当初、 随伴ガス生産に限られていたため、 生産が開始さ

れた 1960 年代の 4 億 -5 億 cf/d から一進一退を繰返し ながらの緩やかな上昇であったが、

1980 年代には 6 億 cf/d と なった。

　 しかし、 1991 年 8 月に、 ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田で生産が開始される と、 急激な拡

大局面に入 り 、 生産量は前年の 7 億 cf/d から、 10 億 cf/d へ 48% も増加し た。

また、 LNG 輸出を開始し た 1997 年の生産量が 24 億 cf/d であったのに対し、 2005 年には 52

億 cf/d へと更に倍以上へ増加し ているが、 この間の生産増は、 ほ と んど LNG の生産増によ

る ものであ る （図表 1.5 参照）。

　 図表 1.6 は、 カ タールの天然ガス生産の内訳であ るが、 2005 年の全体 534 億 m3 の う ち、

商業化量 （435 億 m3、 全体の 81%）、 フ レア （3 億 m3、 同 0.6%）、 油ガス田注入 （39 億 m3、

7%）、 その他ロ ス （57 億 m3、 11%） と なっている。

　 一方、 天然ガスの生産能力については、 公表された統計数値はないものの、 2005 年の生

産量 52 億 cf/d に、 2006 年中に生産を開始し た国内需要および GTL フ ィ ード ・ ガス供給用

のプロ ジェ ク ト の能力 8 億 cf/d を加えた計 60 億 cf/d 程度を保有し ている と推定される。

　 図表 1.7 は、 ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田の開発の う ち、 2006 年末までに生産を開始し

たプロ ジェ ク ト の能力を ま と め、 これに油田随伴ガスの生産能力 （推定） を加えた もので

あ るが、 QP 販売部門のア ク テ ィ ブ ・ ダ イ レ ク ターであ る アル ・ ハマデ ィ 氏への ヒ ア リ ング

で、 「おおよそ間違いない」 （2006/12/19） と のコ メ ン ト を得てお り 、 一応の目安にな る と

考え られる。

（単位：　兆ｍ3）

発見年 ガス層 種別 生産開始年 埋蔵量

　陸上ガス田

1940年  Arab C・ D、Uwainat 随伴 1963年 0.142

1960年  Khuff 非随伴 1978年 0.014

　沖合ガス田

　Idd al-Shargi 1960年  Arab C・ D、Uwainat

　Maydan Mahzam 1963年  Arab D、Uwainat 随伴 1979年 0.127

　Bul Hanine 1970年  Arab C

　North Field 1971年  Khuff 非随伴 1991年 25.500

25.783

出所：　Arab Oil & Gas Directory 2006、

          中東協力センター「GCCにおける石油・ガス開発の現状：カタール」（ピエール・シャマス著）

ガス田名

合計

　Dukhan
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図表 1.5　カタールの天然ガス生産量の推移

図表 1.6　カタールの天然ガス生産の内訳
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出所：　OPEC Annual Statistical Bulletinより「10億ｍ3=35.5億cf」にて換算

（単位：　億cf/d）

2005年： 52億cf/d
LNG増産

1997年： 24億cf/d
LNG生産開始

1991年： 10億cf/d
NFガス田生産開始

（単位：　億ｍ3）

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年

商業化量 249 270 295 314 392 435

フレア 3 3 3 3 3

油ガス田注入 45 39 38 36 36 39

その他ロス 37 43 45 48 54 57

総生産量 331 354 381 401 485 534

出所：　OPEC Annual Statistical Bulletin 2004、2005
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図表 1.7　カタールの天然ガス生産能力（2006 年末）

1.4 　 輸出量の推移と輸出能力

　 カ タールは、 パイプラ イ ンによ る天然ガス輸出の他、 ガス を液化し て輸出する LNG およ

び Gas-to-Liquid （GTL） のプロ ジ ェ ク ト を進めてお り 、 そのためのイ ンフ ラ を整備し て き

ているが、 2006 年末時点で輸出が実現し ているのは、 LNG のみであ る。

　 LNG は 1997 年 1 月に第 1 船が中部電力向けに輸出されたのを皮切 り と し、 年々輸出量を

増やし、 2000 年には 1,025 万 t、 2005 年には 1,978 万 t の輸出量を記録し た。 また、 生産能

力について も、 1997 年末の 440 万 t/y から 2005 年末の 2,520 万 t/y へ、 8 年間で約 6 倍へ増

強された （図表 1.8 参照）。

　 なお、 Bloomberg （2006/12/27） によ る と、 2006 年のカ タールの LNG 輸出量は約 2,600 万

t/y と な るのに対し、 イ ン ド ネシアは約 2,260 万 t/y に と ど ま る見込みであ り 、 マレーシア

も イ ン ド ネシア並みと推計される ため、 ついに世界シェ アで ト ッ プの座についた と 報じ て

いる。 カ タールは、 30 年間続いた イ ン ド ネシアの首位の地位を、 10 年間で覆し た こ と にな

る。

上流開発プロジェクト

　油田地帯のガス開発

1963年 　Dukhan油田随伴ガス  国内需要、油・ガ

1978-1979年 　沖合油田随伴ガス  ス田再圧入

　ノース・フィールド・ガス田開発

1991年 　第1期開発  国内需要 9 （注1）

1997-2006年 　Qatargas Ⅰ  LNG （1,020万t/y）

1999年 　RasGas Ⅰ  LNG （660万t/y）

2004-2005年 　RasGas Ⅱ  LNG （940万t/y）

2006年 　AKG-1  国内需要、GTL 8 （注3）

60

出所： （注1）　中東協力センター「GCCにおける石油・ガス開発の現状：　カタール」（ピエール・シャマス著）

（注2）　Simmons Oil Monthly（2006/04/24）、 RasGas HP、 AOG（2005/12/01）

（注3）　2006年11月操業開始、MEES（2006/07/17）、AOG（2006/11/16）

総合計

生産能力操業開始

5

（注2）38

（単位：　億cf/d）
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図表 1.8　カタールの LNG 輸出量と生産能力の推移　(1997 年～ 2005 年）

1.5 　 ガス開発のこれまでの経緯

　 カ タールでは 1963 年に、 始めて ド ハーン油田で随伴ガスの生産が開始された。

　 その後、 同油田深層部の非随伴ガスおよび沖合油田の随伴ガス も それぞれ、 1978 年、

1979 年に生産が開始されたが、 1980 年代まで、 合計 10 億 cf/d 以下の小規模生産を国内向

けにのみ行っていた。

　 この時点で、 既に ノース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田は発見されていた （1971 年） が、 カ ター

ルは人口 10 万人そ こ そ こ の小国でも あ り 、 その開発は先送 り と された。

　 しかし、 1980 年代には、 人口も 30 万人から 40 万人へ と増加し、 それに伴 う 国内需要が

拡大する一方、 既存の随伴ガス生産が頭打ち と なったため、 政府は ノース ・ フ ィ ール ド ・

（単位：　万t/y）

輸出量 生産能力

1997年 209 440

1998年 351 660

1999年 591 1,320

2000年 1,025 1,320

2001年 1,172 1,410

2002年 1,335 1,460

2003年 1,401 1,510

2004年 1,762 2,020

2005年 1,978 2,520

（注）　生産能力は、各年末

（出所）　輸出量：　CEDIGASより「10億ｍ3（気体NG） = 73万トン（LNG）」にて換算

　　　　　生産能力：　Qatar National Bank、Economic Review 2006
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ガス田開発に着手し た。

　 QP の前身 と な る カ タール石油公社 （Qatar General Petroleum Corporation、 QGPC） は、

1982 年、 米 Fluor と開発計画立案に関する契約を締結し、 これに基づき Fluor は、 ガス開発

を 3 つのフ ェーズに分け、 第 1 フ ェーズで国内需要向け、 第 2 フ ェーズでパイプラ イ ンに

よ る輸出用、 第 3 フ ェーズで LNG 輸出用と し て、 各フ ェーズ 8 億 cf/d、 合計 24 億 cf/d の

生産を行 う 計画を立案し た。

　 政府は 1984 年、 こ の計画を承認し、 1987 年に第 1 フ ェーズを着工、 投資額 13 億ド ルで、

天然ガス 9 億 cf/d の上流開発 （アルフ ァ ・ プラ ッ ト フ ォーム等） および処理プラ ン ト を建

設し、 1991 年には メ タ ン、 エタ ン、 プロパンの生産を開始し た。

　 なお、 「第 1 期開発」 に位置づけ られる第 1 フ ェーズは、 「 ノース ・ フ ィ ール ド ・ アル

フ ァ （North Field Alpha）」 プロ ジェ ク ト と も呼ばれている。

　 その後、 第 2 フ ェーズおよび第 3 フ ェーズの開発はま と めて行われる こ と が決定され、

QGPC は、 これを 「第 2 期開発」 と位置づけ、 パイプラ イ ンおよび LNG によ るガス輸出計

画に着手し た。

　 しかし、 実際には LNG 開発が先行し て行われる こ と と な り 、 カ タール最初の LNG プラ ン

ト Qatargas （Qatar Liquefied Gas Company） は、 上流開発 と と もに 1991 年に着工され、 1997

年には初の LNG 輸出を実現し た。 更にその後、 LNG プラ ン ト RasGas （Ras Laffan Liquefied 

Natural Gas Company） も上流開発 と と もに着工され、 1999 年に LNG 輸出を開始し た。

その後も、 LNG プラ ン ト の能力は増強され、 これに伴 う 上流開発によ り 、 2006 年末の LNG

用フ ィ ード ・ ガスの生産能力は、 38 億 cf/d に達し た と見られる。

　 一方、 QGPC は、 LNG 開発以外でも、 国内需要増に対応し ながら、 GTL プラ ン ト 用

フ ィ ード ・ ガス を生産し、 更な るパイプラ イ ンによ るガス輸出を可能にする高度ガス利用

（Enhanced Gas Utilization、 EGU） プロ ジェ ク ト を立ち上げ、 2000 年 5 月には ExxonMobil と

生産分与契約 （Production Sharing Agreement、 PSA） を締結し た。

　 2003 年 3 月に開発がス ター ト し た 「アル ・ カ リ ージ ・ ガス （Al Khaleej Gas、 AKG） プロ

ジェ ク ト 」 は、 EGU の一環であ り 、 第 1 フ ェーズ （AKG-1、 能力 8 億 cf/d） は、 2006 年 11

月に竣工式を行い、 IWPP （Independent Water and Power Project、 独立型発電淡水化プラ ン

ト ） への燃料供給の他、 カ タール最初の GTL プラ ン ト であ る Oryx GTL （能力 3.4 万 b/d）

へのフ ィ ー ド ・ ガス供給を開始し た ものの、 パイプラ イ ンによ る天然ガス輸出は、 近隣諸

国へのパイプラ イ ン敷設が進捗し ていないため、 今日まで実現し ていない。

　 しかし、 EGU と は別に進められていたパイプラ イ ン ・ プロ ジェ ク ト で、 UAE への海底パ

イプラ イ ン 370km を敷設し、 天然ガス を供給する 「ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト 」 だけが、

上流開発 と と もに 2004 年に着工され、 2007 年よ り 25 年間にわた り 、 20 億 cf/d の輸出を開

始する予定 と なっている。
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2 天然ガス政策および生産目標

2.1 　 国家政策全体における天然ガスの位置づけ

　 カ タールは、 1938 年に原油生産を開始し た古 く からの産油国であ るが、 2006 年末の確認

埋蔵量 152 億バーレルが世界全体 （1 兆 2,925 億バーレル、 OGJ 2006 年末号） に占める割合

は 1.2% に過ぎず、 同年生産量 81 万 b/d が世界 （8,524 万 b/d、 IEA） に占める割合も 1% に

も満たない。

　 このため、 カ タールは、 天然ガス活用を促進する こ と で、 石油依存経済から脱却する こ

と を目指し てお り 、 具体的には以下の政策を採用し ている。 いずれも同国における天然ガ

スの位置づけの高さ を示すものであ る。

･ 国内エネルギー需要の充足、工業化促進、経済の多様化のため、天然ガスを活用する。

･ 天然ガスを効率的に採取するため、ノール・フィールド・ガス田の開発に重点を置く。

･ 天然ガス輸出価格を可能な限り高く維持するため、原油価格保持は必要不可欠であり、

これを実現するため、OPEC を支持する。

･ 国家並びにハマド首長の自由主義政策の維持のため、世界の有力エネルギー企業を、国

内産業並びにノース・フィールド・ガス田開発に誘致する。

　 この う ち、 天然資源開発に積極的に外資を導入する政策は、 資源ナシ ョ ナ リ ズムが台頭

する他の中東湾岸産油国 と比べて対照的であ るが、 これはカ タールが、 イ ラ ン、 イ ラ ク、

サウジ等の大国に囲まれた小国であ る上、 ハマ ド首長がハ リ ーフ ァ前首長から クーデター

によ り 権力を奪取し た こ と で、 一時、 前首長を指示する他のア ラブ諸国 と の関係が悪化し、

孤立し た経緯があ る ため と も されている。 即ち、 欧米 メ ジ ャー等の世界の主要エネルギー

企業を積極的に誘致する こ と で、 対外関係強化の一助と し、 自国の安全保障に結びつけよ

う とする意図があ る と見られている。

2.2 　 天然ガスの上流 ・ 下流部門における権益保有の現状

　 図表 1.9、 図表 1.10 及び図表 1.11 は、 カ タールの主な天然ガスの上流 ・ 下流部門プロ

ジェ ク ト における権益構成を ま と めた ものであ るが、 リ ス ク の高い上流部門が外資の手へ

委ねられる動きがあ るのに対し、 下流部門では反対にカ タール資本が依然と し て支配権を

強めている実態が見て取れる。

2.2.1 　 上流部門

　 油田開発に伴い、 現在 4 つの油田にて随伴および構造性ガスの生産を行っているが、 こ

の う ち外資が 100% 権益を保有し ているのは、 沖合イ ッ ド ・ アルシ ャルギー油田のみであ
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り 、 ド ハーン、 マイ ダン ・ マハザム、 ブル ・ ハニネの 3 油田は全て QP が 100% の権益を保

有し ている （図表 1.9 参照）。

　 一方、 ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田開発では、 「第 1 期開発」 （1991 年操業開始） のみが

QP 単独で開発が行われたが、 これを除 く 全てのプロ ジェ ク ト へ外資が参画し ている。

LNG プラ ン ト （Qatargas および RasGas） 向けの上流開発では、 QP が主要な権益を占める

（それぞれ 65%、 63%） が、 メ ジ ャーや日本の商社も出資し ている。

　 一方、 高度ガス利用プロ ジェ ク ト （EGU）、 「アル ・ カ リ ージ ・ ガス ・ プロ ジェ ク ト 」

（AKG-1、 2006 年操業開始） およびその第 2 フ ェーズ と な る AKG-2 （同 2009 年予定） で

は、 ExxonMobil が単独で上流開発を行ってお り 、 また天然ガス をパイプラ イ ンで UAE へ輸

出する 「ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト 」 （2007 年操業開始予定） でも、 UAE 企業、 Total、

Occidental が出資する合弁企業が開発を行ってお り 、 外資 100% によ る上流開発が実現し て

いる （注）。

　 この他にも、 2006 年に着工し た Pearl GTL プロ ジェ ク ト （2010 年操業開始予定） でも、

R/D Shell が単独で上流開発を行っている。

　 このよ う に、 上流部門では、 かつての QP によ る単独開発から、 1990 年代半ばには一部、

外資参入を認める こ と にな り 、 更に 2000 年代には外資 100% によ る開発が主流と なった こ

と が見て取れる。

　 なお、 外資によ る上流開発では、 外資も し く はその合弁企業が QP と開発 ・ 生産分与契約

（Development and Production Sharing Agreement、 DPSA） を締結し ているが、 外資への開放政

策が、 カ タールの天然ガス生産能力の飛躍的な拡大に寄与し ている こ と は明らかであ る。

（注） アル ・ カ リ ージ ・ プロ ジェ ク ト の 2 つのフ ェーズでは、 ExxonMobil が千代田化工に EPC
（詳細設計、 機器調達、 建設） 契約を発注し、 プラ ン ト を建設し ているが、 プラ ン ト の操業に
ついては、 ExxonMobil が RasGas へ委託する こ と で合理化を図っている。
29



第 1 章   カタール
図表 1.9　カタールの天然ガスの上流部門プロジェクトの権益構成

2.2.2 　 下流部門

　 これに対し、 下流部門ではカ タール側が主要な権益を保有し てお り 、 ド ハーンおよび メ

サイード地区のガス処理プラ ン ト 計 6 基では、 いずれも QP が 100% の権益を保有し ている

（図表 1.10 参照）。

　 建設中を含む LNG 生産設備 （計 14 ト レ イ ン、 能力計 7,770 万 t/y） については、 すべて

QP が 60%-70% の権益を保有し てお り 、 GTL 生産設備について も、 すべて QP が 51% の権益

を保有し ている。

　 また、 コ ンデンセー ト ・ リ フ ァ イナ リ ーやヘ リ ウ ム ・ プラ ン ト でも、 カ タール資本が主

要な権益を保有し ている （図表 1.11 参照）。

１．　上流部門

操業開始 備考

 Dukhan油田 1963  QP 100.0%  随伴ガスおよび構造性ガス

 Idd al-Shrgi油田 1964  Occidental 100.0%  随伴ガス

 Mayden Makhzam油田 1965  QP 100.0%  随伴ガス

 Bul Hanine油田 1973  QP 100.0%  随伴ガス

 North Field  構造性ガス

 第1期開発 1991  QP 100.0%  国内需要 （油田再圧入、原燃料）

 QP 65.0%  主にQatargas Ⅰ-Ⅳ LNGプラント用

 Total 20.0%

 ExxonMobil 10.0%

 三井物産 2.5%

 丸紅 2.5%

 QP 63.0%  主にRasGas Ⅰ-Ⅲ LNGプラント用

 ExxonMobil 25.0%

 Koras　（注1） 5.0%

 伊藤忠 4.0%

 LNG Japan　（注2） 3.0%

 AKG-1  GTL用、原燃料

 （Al Khaleej Gas-1）

 UAE Offsets Group 51.0%  パイプライン（UAE向け）輸出用

 Total 24.5%

 Occidental 24.5%

 AKG-2  国内需要、

 （Al Khaleej Gas-2）  パイプライン輸出用 （輸出先未定）

 Pearl GTL 2009  R/D Shell 100.0%  GTL用

 Palm GTL 2010  ExxonMobil 100.0%  GTL用、2007年2月に取止め決定。

 QP 90.0%  国内需要

 ExxonMobil 10.0%

（注1）　Kogas、三星、現代、SK、LG、Daesung、Hnahwaの7社で構成。

（注2）　双日、住友商事の折半出資による合弁会社。

 Barzan （第1フェーズ） 2012

 ExxonMobil 100.0%

 ExxonMobil 100.0%

 Dolphin Project

2005

2007

2009

1996 Qatargas

1999 RasGas

権益構成開発プロジェクト
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図表 1.10　カタールの天然ガスの下流部門プロジェクトの権益構成　（1）
２．　下流部門

２－１．　ガス処理設備

操業開始 備考

 Dukhan地区

 Fahahil 1974  QP 100.0%  ドハーン油田随伴ガス処理用

 Gas Cap Recycling 1998  QP 100.0%  ドハーン油田キャップ・ガス処理用

 Messaid地区

 NGL-1 1974  QP 100.0%

 NGL-2 1980  QP 100.0%  主に沖合油田随伴ガス処理用

 NGL-3 1993  QP 100.0%  ノース・フィールド構造ガス処理用

 NGL-4 2003  QP 100.0%

２－２．　LNG生産設備

操業開始 備考

 Qatargas

 QP 65.0%  能力計1,020万t/y

 Qatargas Ⅰ（第1トレイン） 1996  ExxonMobil 10.0%

　 同　（第2トレイン） 1997  Total 10.0%

 　同　（第3トレイン） 1999  三井物産 7.5%

 丸紅 7.5%

 QP 70.0%  能力780万t/y

 ExxonMobil 30.0%

 QP 65.0%  能力780万t/y

 ExxonMobil 18.3%

 Total 16.7%

 QP 68.5%  能力780万t/y

 ConocoPhillips 30.0%

 三井物産 1.5%

 QP 70.0%  能力780万t/y

 R/D Shell 30.0%

 RasGas

 QP 63.0%  能力計660万t/y

 ExxonMobil 25.0%

 Koras 5.0%

 伊藤忠 4.0%

 LNG Japan 3.0%

 RasGas Ⅱ（第3トレイン） 2004  能力計1,410万t/y

　 同　（第4トレイン） 2005

 　同　（第5トレイン） 2007  ExxonMobil 30.0%

 RasGas Ⅲ（第6トレイン） 2008  QP 70.0%  能力計1,560万t/y

　 同　（第7トレイン） 2009  ExxonMobil 30.0%

2008

2008 Qatargas Ⅳ（第7トレイン）

1999

開発プロジェクト 権益構成

2008

2009 Qatargas Ⅱ（第5トレイン）

開発プロジェクト 権益構成

 Qatargas Ⅱ（第4トレイン）

 Qatargas Ⅲ（第6トレイン）

2000

 RasGas Ⅰ（第1トレイン）

 　同　（第2トレイン）

 QP 70.0%
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図表 1.11　カタールの天然ガスの下流部門プロジェクトの権益構成 （2）

2.3 　 国営会社の実態

　 カ タールの炭化水素開発は、 開発 ・ 生産権益を取得し た Anglo-Persian Oil （現 BP） が

1931 年に油田探鉱に着手し た こ と に始ま るが、 政府は 1973 年、 国営企業によ る油田開発へ

の参入を発表し、 25% の権益を取得し た。

　 政府は 1974 年、 権益保有の受け皿 と し て、 国営 QGPC を設立し、 保有比率を 60% まで引

上げたが、 同年末までに石油資源の完全国有化を実現し た。 これによ り 、 それまで油田の

開発 ・ 生産権益を保有し ていた外資は、 以後、 QGPC と PSA を締結し直すこ と と なった。

その後しばら く の間、 QGPC は独自で石油開発を行ったが、 1988 年に財務 ・ 石油省 （当時）

から、 石油 ・ ガス関連産業を統括し計画 ・ 経営 ・ 管理を行 う 権限を引継いだ後には、 再び

２－３．　GTL生産設備

操業開始 備考

 Oryx GTL

 第1フェーズ 2006  QP 51%  能力計10万b/d

 第2フェーズ 2009  Sasol 49%

 Pearl GTL

 第1フェーズ 2010  QP 51%  能力計14万b/d

 第2フェーズ 2011  R/D Shell 49%

 QP 51%  能力15.4万b/d

 ExxonMobil 49%  2007年2月に取止め決定。

 QP 51%  能力13万b/d、

 Sasol Chevron 49%  モラトリアム政策で、未着工。

 QP 51%  能力12万b/d、

 Marathon Oil 49%  モラトリアム政策で、未着工。

 QP 51%  能力16万b/d、

 ConocoPhillips 49%  モラトリアム政策で、未着工。

２－４．　コンデンセート・リファイナリー

操業開始 備考

 Messaid Refinery 1997  QP 100.0%  能力7.7万b/d

 QP 51.0%  能力14.6万b/d、

 Total 10.0%  QatargasおよびRasGasの副生コンデ

 ExxonMobil 10.0%  ンセートを処理

 出光興産 10.0%

 コスモ石油 10.0%

 三井物産 4.5%

 丸紅 4.5%

２－５．　ヘリウム・プラント

操業開始 備考

 Qatargas Ⅰ 33.3%  能力6.6億cf/d、

 RasGas Ⅰ 33.3%  QatargasおよびRasGasの副生ヘリウ

 RasGas Ⅱ 33.3%  ムを精製

2008 Ras Laffan Refinery

 QP-Sasol Chevron　（仮称） 未定

2005 Ras Laffan Helium

未定

未定

 QP-Marathon Oil　(仮称）

 QP-ConocoPhillips　（仮称）

開発プロジェクト

 Palm GTL 2011

開発プロジェクト 権益構成

権益構成

開発プロジェクト 権益構成
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外資 と の PSA によ る開発で、 原油埋蔵量 ・ 生産量の拡大を目指し た。

　 1987 年に始ま る ノース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田開発は、 「第 1 期開発」 のみが QGPC によ

り 行われ、 その後 1990 年代には外資 と の合弁企業によ り 行われたのに対し、 2000 年以降で

は QGPC が外資 と PSA を締結する よ う になったのも、 こ う し た動きに準じ ている。

　 なお、 QGPC は 2001 年 1 月に、 QP へと改称されたが、 現在、 同社社長は、 ア ッ テ ィ ー

ヤ第 2 副首相兼エネルギー工業相が兼務し ている。

　 また、 カ タールの石油 ・ ガス ・ 工業全般を直接管轄する機関はエネルギー工業省

（Ministry of Energy & Industry） であ るが、 2000 年にカ タール送電水道公社 （Kahramaa、

Qatar General Electricity and Water Corporation） が分離され、 現在の組織と なった。

2.4 　 天然ガスの生産および輸出目標

　 カ タールは、 2010 年までに LNG 生産能力を 7,700 万 t/y とする目標を掲げている他、 ド

ルフ ィ ン ・ プロ ジ ェ ク ト によ る天然ガス輸出 20 億 cf/d （2007 年）、 GTL プロ ジェ ク ト 3 件

で計 39.4 万 b/d （2011 年） の生産能力を達成する目標を発表し ているが、 ア ッ テ ィ ーヤ ・

エネルギー工業相は、 これに発電 ・ 造水 ・ 石化等の国内供給を加えた天然ガス総生産量に

ついて、 「2012 年までに 240 億 cf/d の生産を行い、 また こ の生産レベルを 100 年間維持す

る」 （2005/05/24） と発言し てお り 、 同国の生産目標を明確に示し ている。

　 また、 カ タールは、 このための開発プロ ジ ェ ク ト を着実に進めて き てお り 、 プロ ジェ ク

ト の EPC 契約もほ と んどが締結済みと なってお り 、 目標達成は確実視されている。

　 このア ッ テ ィ ーヤ発言について、 World Gas Intelligence 誌 （WGI、 2005/06/01） は、 「2011

年までに、 LNG 用に約 113 億 cf/d、 GTL 用に 35 億 -40 億 cf/d、 ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト

用に 20 億 cf/d、 発電 ・ 造水 ・ 石化等の国内供給に 50 億 cf/d が必要 と な るので、 カ タール

は天然ガス計 218 億 -223 億 cf/d を生産する こ と にな る。 これを 100 年間継続する と、 ノー

ス ・ フ ィ ール ド ・ ガス田の埋蔵量 900Tcf をほぼ使い尽 く すこ と にな る」 と も分析し ている

（図表 1.12 参照）。
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図表 1.12　カタールの天然ガス生産目標と WGI 誌見通し

3 天然ガス開発の現状と増強計画

　 カ タールの天然ガス供給源は、 ノース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田およびド ハーン油田深部ク

フ層の非随伴ガス、 同油田の随伴ガス （溶解ガスおよびキ ャ ッ プ ・ ガス） および沖合油田

の随伴ガスに大別されるが、 この う ち ド ハーン油田深部の ク フ層の非随伴ガス生産は中断

されている。

3.1 　 ノ ース ・ フ ィ ールド ・ ガス田開発

3.1.1 　 現状と増強計画

　 図表 1.13 は、 各種情報誌等を基に ノース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田で、 現在計画されている

2012 年までの一連のプロ ジェ ク ト によ る能力増強の見通し を ま と めた ものであ る。

　 ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田の開発プロ ジ ェ ク ト は、 国内需要 と輸出用の 2 つに大別さ

れるが、 この う ち輸出用については、 LNG、 パイプラ イ ン、 GTL の 3 種に分類する こ と が

でき る。

　 2006 年までに、 既に国内需要 （14 億 cf/d）、 LNG 輸出用 （38 億 cf/d）、 GTL 輸出用 （3 億

cf/d） で、 計 55 億 cf/d の生産能力を保有し ている と見られるが、 2012 年までに、 それぞれ

45 億 cf/d、 129 億 cf/d、 19 億 cf/d まで増強する他、 2007 年よ り パイプラ イ ン輸出 20 億 cf/

d を開始する こ と で、 合計の生産能力は 213 億 cf/d へ達する と推計される。

　 なお、 図表 11 中、 2007 年 2 月末時点で着工されていないのは、 同月に発表されたばか り

の国内需要向けバルザン ・ プロ ジェ ク ト （能力 15 万 cf/d） のみであ り 、 それ以外のプロ

ジェ ク ト 全てが建設途上にあ る。

達成年

　下流生産

　天然ガス・パイプライン輸出 20 億cf/d 2007年 20 億cf/d

　LNG　（計14トレイン） 7,700 万t/y 2010年 113 億cf/d

　GTL　（計3プラント） 40.0 万b/d 2011年     35-40 億cf/d

　発電・造水・石化等国内需要 2010年 50 億cf/d

　上流生産 240 億cf/d 2012年  218-223 億cf/d

（注1）　World Gas Intelligence（2005/06/1）

（注2）　アッティーヤ・エネルギー工業相は、それぞれ以下の目標数値を発表している。

発電出力：　2010年までに8,000mw （Gulf Times 2005/11/28）

造水能力：　数年以内に3億ガロン/日 （Gulf Times 2005/11/28）

石化能力：　2012年までに2,800万t/y （AOG 2006/11/01）

（注2）

生産量

WGI見通し （注1）

生産量

カタール発表の目標
天然ガス開発プロジェクト
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図表 1.13　ノース・フィールド・ガス田の各年末能力の見通し　（2006 年 -2012 年）

3.1.2 　 開発のモラ ト リ アム宣言

　 一方、 ア ッ テ ィ ーヤ ・ エネルギー工業相は 2005 年 4 月 26 日、 ト リ ニダー ド ・ ト バゴで

開催された 「第 5 回ガス輸出国フ ォーラ ム」 で、 「カ タールは、 天然ガス埋蔵量の再評価を

行 う ため、 未着手の開発プロ ジ ェ ク ト を、 少な く と も 3 年間凍結する」 とする 「新規開発

のモラ ト リ アム」 を宣言し た。

　 同相は、 「カ タールは企業ではな く 、 国家であ る。 こ のため、 生産量をど う やって 100 年

（単位：　億cf/d）

 国内需要

 第1期開発 9 （注1） 9 9 9 9 9 9

 AKG-1 5 （注2） 5 5 5 5 5 5

 AKG-2 16 （注11） 16 16 16

 Barzan 15 （注14）

14 14 14 30 30 30 45

 LNGプロジェクト

 Qatargas Ⅰ（T1-3） 14 （注3） 14 14 14 14 14 14

 Qatargas Ⅱ（T4-5） 14 （注7） 28 （注7） 28 28 28 28

 Qatargas Ⅲ（T6） 14 （注12） 14 14 14

 Qatargas Ⅳ（T7） 14 （注12） 14 14

 RasGas Ⅰ（T1-2） 10 （注4） 10 10 10 10 10 10

 RasGas Ⅱ（T3-5） 14 （注5） 21 （注8） 21 21 21 21 21

 RasGas Ⅲ（T6-7） 14 （注10） 28 （注10） 28 28 28

38 59 87 115 129 129 129

 パイプライン輸出

 Dolphin Project 20 （注9） 20 20 20 20 20

0 20 20 20 20 20 20

 GTLプロジェクト

 Oryx GTL 3 （注6） 3 3 3 3 3 3

 Pearl GTL（T1-2） 8 （注13） 16 （注13） 16

3 3 3 3 11 19 19

55 96 124 168 190 198 213

（注1）　出所：　中東協力センター「GCCにおける石油・ガス開発の現状：　カタール」（ピエール・シャマス著）

（注2）　出所：　PON（2006/06/07）、MEES（2006/07/17）

           能力8億cf/dのうち、Oryx GTL分の3億cf/dを除く5億cf/dのみを記載。

（注3）　出所：　Simmons Oil Monthly（2006/04/24）、第1-第3トレイン（能力計1,020万t/y）

（注4）　出所：　Simmons Oil Monthly（2006/04/24）、第1・第2トレイン（能力計660万t/y）

（注5）　出所：　Simmons Oil Monthly（2006/04/24）、第3・第4トレイン（能力計940万t/y）

（注6）　出所：　PON（2006/06/07）、フィード・ガス3億cf/dの供給をAKG-1より受けている。

（注7）　出所：　Qatargas Web Site（2005/02/27）

           第4トレイン（能力780万t/y）は2007年末、第5トレイン（同780万t/y）は2009年第Ⅲ四半期に稼働開始予定。

（注8）　出所：　中東研究センターにて推計、第5トレイン（能力470万t/y）は2007年3月竣工予定。

（注9）　出所：　PON（2006/09/13）、第1フェーズのみ2007年第Ⅲ四半期に稼働開始予定。

（注10）　出所：　RasGas Web Site（2005/09/22）

            第6トレイン（能力780万t/y）は2008年末、第7トレイン（同780万t/y）は2009年末に稼働開始予定。

（注11）　出所：　DJ（2006/07/10）

（注12）　出所：　Qatargas Web Site（2005/12/21）

            第6トレイン（能力780万t/y）は2009年、第7トレイン（同780万t/y）は2010年末に稼働開始予定。

（注13）　出所：　MEED（2006/07/14-20）、AOG（2007/02/01）

（注14）　出所：　PON（2007/02/21）

小計

小計

総合計

小計

小計

2012年プロジェクト 2010年 2011年2007年2006年まで 2008年 2009年
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間維持するかを真剣に考えなければな ら ない」 と も述べたが、 こ う し た発言の背景には、

天然ガス開発がかつて計画されていた以上に急速であ る上、 規模も拡大し た こ と も あ り 、

ノース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田の埋蔵への影響、 損傷が危惧されたためであ る。

　 この発言が行われた時期よ り 、 モラ ト リ アムは 2007 年末から 2008 年初まで続 く と考え

られ、 この間の新規プロ ジェ ク ト の検討はない と見られたが、 2006 年に入ってから QP 幹

部は、 「2010 年以前に ノース ・ フ ィ ール ド開発を再開する新規プロ ジェ ク ト の交渉は行わな

いこ と を確認する。 2010 年以降、 新規プロ ジェ ク ト が計画されるにし て も、 発電 ・ 淡水化

用を始め とする国内供給が最優先であ り 、 輸出は二の次 と な る」 （QNA 2006/10/18） と発言

し てお り 、 モラ ト リ アムの延長 （注） と国内供給優先の構えを示唆し ている。

　 このモラ ト リ アム宣言によ り 、 仮契約 （Head of Agreement、 HOA） 段階にあったい く つ

かのパイプラ イ ンや GTL プロ ジ ェ ク ト が凍結され、 実質的には開発見送 り と なった と も考

え られているが、 一方で、 当面の生産 ・ 輸出目標 （2.4 項参照） 達成の見通しがつきつつあ

る中、 未着手のプロ ジェ ク ト を見直すこ と には意義があ り 、 モラ ト リ アム宣言によ る軌道

修正は、 カ タールのみでな く 、 ガス消費国に と って も有益な こ と と歓迎する向き も あ る。

（注） 一方、 ア ッ テ ィ ーヤ ・ エネルギー工業相は 2007 年 1 月、 「埋蔵量の調査は 2009 年中に完
了するので、 その後 LNG や GTL 等の新しいプロ ジェ ク ト を検討する」 と述べている。

3.2 　 その他のガス田

　 QGPC は 1960 年、 ド ハーン油田の油層の下に位置する ク フ層で構造性ガス田を発見し、

1978 年 -1994 年の間に計 1.2 Tcf （平均約 2 億 cf/d） の生産を行った実績があ るが、 ノー

ス ・ フ ィ ール ド ・ ガス田の生産が開始された後、 QP はク フ層の開発を中断し た。

　 その後、 QP は 1997 年にも ク フ層で 2 つのガス田を発見し たが、 いずれも緊急時以外の

生産は行わない と し てお り 、 現在は ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田の余剰ガス を注入する な

ど、 戦略備蓄ガス田と し て利用し ている。

　 また、 ド ハーン油田の随伴ガスについて も 1949 年から生産を開始し、 当初、 油田への再

圧入用にのみ使用し ていたが、 ドーハへのパイプラ イ ンが完成し た 1962 年以降は発電用に

も利用される よ う になった。

3.3 　 NGL 回収

3.3.1 　 コ ンデンセー ト 生産

　 カ タールのコ ンデンセー ト 生産量は、 2000 年の 13 万 b/d から 2005 年の 38 万 b/d へ、 3

倍近 く も増加し ているが （図表 1.14 参照）、 こ の う ち油田随伴分は 15 万 b/d 程度と見られ、

残 り 23 万 b/d が ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田からの抽出分と見られる
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　 今後も、 ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田の開発が順調に進み、 天然ガス生産能力が増強さ

れるに伴い、 副生される コ ンデンセー ト も大幅に増加する と予測されるが、 油田随伴分を

加えた合計の生産量は、 2008 年には 82 万 b/d と な り 、 2013 年には 125 万 b/d へ達する と

の見通し も あ る （MEES 2005/08/29）。

図表 1.14　カタールのコンデンセート生産量の推移

3.3.2 　 LPG 生産

　 2005 年のカ タールの LPG 生産量は、 280 万 t/y と推計されるが、 この う ち国内需要に充

て られる 50 万 t/y を除 く 230 万 t/y 程度が輸出された と見られる。

　 しかし、 LPG 生産量も、 ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田開発に伴い急増する見込みであ り 、

2011 年には 1,400 万 t/y を超え る見通しであ るが、 LPG の国内需要は安定し ている ため、

カ タールの LPG 生産増が同国の輸出量に与え る イ ンパク ト は大き く 、 世界市場に与える影

響も小さ く ない。

　 2005 年の全世界の LPG 輸出量では、 サウジが約 30% を占める 1,300 万 t/y を輸出し てお

り 、 圧倒的に高いシェアを確保し てお り 、 このため価格において も同国が主導的な地位を

占め、 毎月発表される CP （コ ン ト ラ ク ト ・ プラ イ ス） は、 アジア向け価格の指標 と も なっ

ている。

　 現在、 日本は LPG の世界最大の消費国であ り 、 サウジはその最大の輸入先 (2006 年は 530

万 t/y) と なっているが、 これがカ タールに と って替わる可能性も十分にあ り 、 新たな価格

構築のプロセスが必要にな る と見られる （注）。

（注） 国営 Saudi Aramco 東京支社のアル ・ アルマスード副支社長は 2007 年 2 月 22 日 -23 日に東

（単位：　b/d）

生産量

2000年 133,000

2001年 150,000

2002年 160,000

2003年 292,000

2004年 361,000

2005年 383,000

出所： 　IEA Oil、Gas、Coal and Electricity Quarterly Statistics

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年
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京で開催された 「LP ガス国際セ ミ ナー 2007」 へ出席し、 「サウ ジの LPG 生産量は、 産油能力
増強によ るガス ・ 石油分離装置の新規稼働 と 天然ガスの増産によ り 、 2006 年の 2,100 万 ト ン
から 2009 年の 2,500 万 ト ンへ 400 万 ト ン増え る。 一方、 内需は、 石化原料の需要急増によ り 、
2006 年の 800 万 ト ンから 2009 年の 1,900 万 ト ンへ倍以上と なる ため、 輸出可能量は 2006 年
の 1,300 万 ト ンから 2009 年の 600 万 ト ンへ激減する」 と の見通し を示し た。

4 国内のガス処理プ ラ ン ト 、 パイプ ラ イ ン

4.1 　 ガス処理プ ラ ン ト の現状と増強計画

　 カ タールは、 半島西部の ド ハーン地区にガス処理プラ ン ト 2 基を保有し、 東部の メ サ

イー ド地区にも 4 基を保有し ている （図表 1.15 参照）。

　 ド ハーン地区では、 随伴ガス をフ ァハ ヒ ール （Fahahil） NGL 回収プラ ン ト で処理し、 メ

タ ン （能力 2.28 億 cf/d） および粗 NGL （4,100t/d） を生産し ている。 メ タ ンはパイプラ イ

ンを通し て国内燃料販売に充て られるが、 粗 NGL は メ サイード の NGL-1 および同 2 ガス処

理プラ ン ト で再処理され、 輸出用 LPG （2,135t/d） と石化用エタ ン （1,350t/d） に分留され

る。

　 また、 ド ハーン油田のキ ャ ッ プ ・ ガスは、 ガス ・ キ ャ ッ プ ・ リ サイ ク リ ング ・ プラ ン ト

で処理され、 油田再圧入用 メ タ ン （能力 8 億 cf/d）、 輸出用コ ンデンセー ト （4 万 b/d）、 粗

NGL （5,600t/d） を生産し ている。 この う ち粗 NGL は、 メ サイード の NGL-4 プラ ン ト で処

理され、 輸出用 LPG （5,048t/d）、 石化用エタ ン （3,897t/f）、 輸出用ラ イ ト ・ ペン タ ン

（369t/y）、 同コ ンデンセー ト （770t/d） に分留される。

　 メ サイー ド には、 沖合 3 油田の随伴ガス処理用の NGL-2 プラ ン ト および、 ノ ース ・

フ ィ ール ド ・ ガス田の非随伴ガス処理用の NGL-3 プラ ン ト があ る。

　 NGL-2 プラ ン ト は、 メ タ ン （能力 3,100t/d） および石化用エタ ン （1,145t/d）、 輸出用

LPG （1,978t/y）、 同コ ンデンセー ト （903t/d） を分留する。 なお、 NGL-2 で生産される メ

タ ンは、 燃料以外にも、 アンモニアや MTBE の原料 と し て も使用されている。

　 ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田からの非随伴ガスは、 一部は ドーハの北約 80km に位置する

ラ ス ・ ラ フ ァ ン工業都市の LNG プラ ン ト （Qatargas および RasGas） や GTL プラ ン ト 用に

処理されるが、 残 り のガス、 コ ンデンセー ト および LNG プラ ン ト からの副生ガスは NGL-3

に送られ、 メ タ ン （能力 9.44 億 cf/d）、 粗 NGL （4,170t/d）、 輸出用コ ンデンセー ト

（3,240t/d） に分留される。 この う ち、 メ タ ンはパイプラ イ ンで ド ハーン地区に送られ、 油

田再圧入に使用されるが、 粗 NGL は、 NGL-4 プラ ン ト で再処理される。

　 なお、 QP はラ ス ・ ラ フ ァ ンに NGL-5 プラ ン ト の建設を計画中と されるが、 操業開始時

期、 能力等詳細は未だ明らかにされていない。
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図表 1.15　カタールの天然ガス処理プラント

4.2 　 国内パイプ ラ イ ンの状況

　 カ タールの国内ガス ・ パイプラ イ ン網は、 年々延長され、 拡充されているが、 こ こ では、

沖合ガス田 ・ 油田から陸上のガス処理設備へ生ガス を結ぶパイプラ イ ン 2 本、 半島東岸の

ラ ス ・ ラ フ ァ ン、 ドーハ、 メ サイード、 西岸の ド ハーンの各産業都市にあ るガス処理設備、

発電 ・ 淡水化プラ ン ト 、 工場等を結ぶ主要パイプラ イ ン 5 本の計 7 本を取上げる （図表

1.16、 図表 1.17 参照）。

　 なお、 メ サイー ド は 1949 年にカ タール初の原油を積出し た港湾都市であ り 、 図表 15 の

地図上では、 「Umm Said」 と記載されている。 現在ではコ ンデンセー ト を輸出する他、 ガス

を燃料 ・ 原料と し て消費する工場群が立並ぶ工業都市にも なっている。

　 以下①～ （7） は個別のパイプラ イ ンを説明し た ものであ るが、 番号は、 図表 1.16 および

＜ドハーン地区＞

プラント 主なガス供給源 製品 供給先・用途 稼動開始

 メタン 2.28 億cf/d  燃料

 粗NGL 4,100 t/d  NGL-1、2

 メタン 8.00 億cf/d  再圧入

 粗NGL 5,600 t/d  NGL-4 1998 QP 100%

 コンデンセート 40,000 b/d  輸出

＜メサイード地区＞

プラント 主なガス供給源 製品 供給先・用途 稼動開始

 エタン 1,350 t/d  石化 （注1）

Fahahil Plant、  プロパン 1,284 t/d 1974/

NGL-3  ブタン 851 t/d  輸出 1980

 コンデンセート 588 t/d

 メタン 3,100 t/d  石化 （注2）

 エタン 1,145 t/d  石化 （注1）

 プロパン 1,079 t/d 1980 QP 100%

 ブタン 899 t/d  輸出

 コンデンセート 903 t/d

 メタン 9.44 億cf/d  再圧入、燃料

 NGL-3  粗NGL 4,170 t/d  NGL-1、4 QP 100%

 コンデンセート 3,240 b/d  輸出

 エタン 3,897 t/d  石化 （注3）

Gas Cap  プロパン 3,032 t/d

Recycling Plant、  ブタン 2,016 t/d 2002 QP 100%

NGL-3  ライト・ペンタン 369 t/d

 コンデンセート 770 t/d

（注1）　Qatar Petrochemical Co.（QAPCO）のエタン・クラッカー原料

（注2）　Qatar Fertilizer Co.（QAFCO）のアンモニア・プラントおよびQatar Fuel Additive Co.（QAFAC）のMTBEプラント原料

（注3）　Qatar Petrochemical Co.（QAPCO）およびQatar Chemical Co.（Q-Chem）のメサイード・エタン・クラッカー原料

出所：　「中東の石油化学産業2006」（DRMI）より作成

QP Fahahil

Dukhan油田
（Arab D層）

Dukhan油田 1974

 NGL-4

North Field
1993/
1997

 NGL-2
沖合油田、

Fahahil Plant

  輸出

生産能力 権益構成

100% NGL-1 QP

 Gas Cap
Recycling

権益構成生産能力

100%
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図表 1.17 上の番号と一致させている。

① ノース・フィールド・ガス田を開発するために建設されたラス・ラファン工業都市は、

沖合ガス田と 80km の海底パイプライン 2 本（天然ガス、コンデンセート各 1 本）で連

結されている。ラス・ラファンに送られたガスとコンデンセートは、更に全長 130km の

パイプライン 2 本で、ドーハの南約 50km に位置するメサイード工業都市へ送られ、ガ

ス処理プラントで精製され、同都市にある石化プラント、製鉄所等で消費される他、輸

出もされている。

② また、カタール半島の東岸沖合に位置するイッド・アルシャルギー、マイダン・マハ

ザム、ブル・ハニネの 3 油田で生産された天然ガスも、120km の海底パイプラインを通

して、メサイードのガス処理プラントへ運ばれる。

③ メサイードで処理された非随伴ガスは、45km のパイプラインを通して、中継分岐点と

なるポイント Bへ送られる。

④ 一方、ドハーン油田の随伴ガスは、同地区内にあるガス処理プラントで処理された後、

一部は油田の再圧入やセメント工場の燃料として同地区で消費される。また、一部は

45km のパイプラインを通して、ポイント B へ送られる。

⑤ ポイント Bヘ集められた上記（3）および（4）のガスは、更に 46km のパイプラインで

ドーハ郊外に位置する発電・淡水化プラントへ運ばれる。

⑥ また、メサイードで処理されたガスは、半島を横断する別のパイプライン 90km でド

ハーン地区へ送られ、油田再圧入に使用される。

⑦ この他、ドハーン地区で処理されたコンデンセート、LPG をメサイードへ運ぶパイプラ

イン 96km も敷設されている。

図表 1.16　カタールの国内ガス・パイプライン

番号 起点 終点 距離（km） 備考

①  North Field （注1）  Messaid （注2） 206  非随伴ガス、コンデンセート

②  沖合3油田 （注3）  Messaid 120  随伴ガス

③  Messad  Point B 45  ドーハ地区 火力発電用

④  Dukhan  Point B 45  ドーハ地区 火力発電用

⑤  Point B  Doha地区 46  ドーハ地区 火力発電用

⑥  Messaid  Dukhan 90  ドハーン油田再圧入用

⑦  Dukhan  Messaid 96  コンデンセート、LPG

出所：　「OPEC Annual Statistic 2005」、「Arab Oil & Gas Directory 2006」、QPヒアリングを基に作成

（注1）　Ras Laffan工業都市経由にて輸送

（注2）　図表1.17上の表記は、「Umm Said」

（注3）　Idd al-Shargi、 Maydan Makzam、 Bul Hanineの3油田
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図表 1.17　主な国内パイプライン
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5 国内ガス需要の現状と見通し

5.1 　 国内需要の推移

　 カ タールの一次エネルギーの消費量は、 2000 年から 2004 年の間、 年率 8.6% の伸びで増

加し て き た （図表 1.18 参照） が、 依然 と し て国内消費量が少ないため、 石油は生産の 82%、

天然ガスは同 59% が輸出され、 石油と天然ガス を合わせる と、 72% が輸出された こ と にな

る。

　 また、 産業用を含む一次エネルギーの消費に占める天然ガスの割合は、 1970 年代初め頃

までは、 ほぼゼロであったが、 2004 年には 78% に達し てお り 、 残 り の 22% が石油と なった

（図表 1.19 参照）。

　 しかし、 カ タールの原油埋蔵量 152 億バーレルは、 湾岸産油国の中ではオマーンに次い

で少ないため、 今後の同国の人口増加および産業の多様化に伴い、 一次エネルギー消費に

占める天然ガスの割合は、 急速に拡大する こ と が確実視されている。

図表 1.18　カタールの一次エネルギー需要の推移

（単位：　万toe）

ガス 石油 合計

2000年 1,061 238 1,299

2001年 851 293 1,144

2002年 1,092 410 1,502

2003年 1,170 398 1,568

2004年 1,415 391 1,806

平均伸び率 （注） 7.5% 13.2% 8.6%

（注） 2000年／2004年

出所： IEA、Energy Balance of Non-OECD Countries
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（単位：　万toe）

ガス 石油
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図表 1.19　カタールの一次エネルギー供給量（2004 年）

5.2 　 用途別の実態と見通し

　 カ タールの発電所の操業は、 天然ガスに大き く 依存し てお り 、 石化 ・ 肥料 ・ 鉄鋼 ・ アル

ミ ・ セ メ ン ト 等を含む産業部門の比率は、 今後更に高ま る見込みであ る。

　 2004 年は、 天然ガス生産量 47 億 cf/d の う ち約 20 億 cf/d が国内で消費されたが、 特に発

電用に 5 億 cf/d （国内天然ガス消費量の 26%）、 産業用に 4 億 cf/d （同 19%）、 その他エネル

ギー （油田再圧入を含む他エネルギーへの転換、 フ レア、 ロ ス等） と し て 8 億 cf/d （同

41%） が消費された他、 非エネルギー需要 と し て も 3 億 cf/d （同 15%） が消費された。 非エ

ネルギー需要の大部分は石化用原料であ る （図表 1.20 参照）。

　 カ タール計画省は、 同国の人口が今後 2010 年まで、 年率 5.3% で増加する と の見通し を明

らかにし ているが、 カ タール送電水道公社は、 これに伴 う 電力 ・ 水需要の増加について、

それぞれ年率 17%、 11% と試算し てお り 、 発電能力については現在の 3,700mw から 2010 年

までに 8,200mw と し、 淡水化能力について も現在の 1 億 8,000 万ガロ ン / 日から 2010 年ま

でに 3 億ガロ ン / 日 とする増強目標を掲げているが、 実際にはこれを超え るプロ ジェ ク ト

が進められている （図表 1.21、 図表 1.22 参照）。

　 また、 天然ガス をベース とする国内産業の多様化および育成を政策 とする カ タールでは、

アル ミ 、 鉄鋼、 石化分野への投資も活発化させているが、 こ の う ち石化分野では、 エチレ

ン生産能力を 2005 年の 103 万 t/y から 2010 年までに 282 万 t/y へ増強するプロ ジ ェ ク ト が

進行し ている （図表 1.23、 図表 1.24 参照）。

　 こ う し た人口増加および国内産業の発達によ り 、 天然ガス需要は 2004 年の 20 億 cf/d か

ら、 2010 年までに 50 億 cf/d を越え る水準にまで増加する と見られている。

（単位：　万toe）

ガス 石油 合計

14,149 3,912 18,060

78% 22% 100%

(注）下段は構成比率

出所：　IEA、Energy Balance of Non-OECD Countries

ガス
78%

石油
22%

ガス 石油
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図表 1.20　カタールの天然ガス用途別構成（2004 年）

（単位：　万toe）

鉄鋼 石化 非鉄 その他 小計 （注2）

367.4 579.9 22.3 230.7 9.9 0.1 263.0 204.6 1,414.9

26.0% 41.0% 1.6% 16.3% 0.7% 0.0% 18.6% 14.5% 100.0%

（注1）　油ガス田再圧入を含む自家消費、フレア、輸送ロス等の他、統計誤差も含む。

（注2）　主に石化原料

（注3）　下段は構成比率

出所：　IEA、Energy Balance of Non-OECD Countries　2003/2004

他への変
換（注1）

非エネル
ギー消費

エネルギー消費

合計産業用
発電用
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図表 1.21　カタールの発電・淡水化プラント能力増強の推移

1.　発電能力増強の推移 （単位：　mw）

2006年 2007年 2008年 2009年 2010年

 Ras Abu Fontas A 750 750 750 750 750

 Al Saliayah 134 134 134 134 134

 Al Wajbah 300 300 300 300 300

 Doha South 66 66 66 66 66

 Ras Abu Fontas B （RAFB） 618 618 618 618 618

 Ras Abu Fontas B1 （RAFB1） 377 377 377 377 377

 Ras Laffan A （RLPC） 750 750 750 750 750

 Ras Laffan B （Q-Power） 680 680 1,305 1,305 1,305

 Ras Laffan Ｃ 1,600 2,600

 Ras Abu Fontas B2 （RAFB2） 567 567 567 567

 Messaid A 1,000 1,000 2,000

 Qatalum （注） 1,350 1,350

3,675 4,242 5,867 8,817 10,817

（注）　アルミニウム精錬所専用の発電所

2.　淡水化能力増強の推移 （単位：　万ガロン/日）

2006年 2007年 2008年 2009年 2010年

 Ras Abu Fontas A 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

 Ras Abu Fontas B （RAFB） 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300

 Ras Abu Fontas B1 （RAFB1） 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

 Ras Laffan A （RLPC） 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

 Ras Laffan B （Q-Power） 1,500 1,500 6,000 6,000 6,000

 Ras Laffan Ｃ 2,000 4,000

 Ras Abu Fontas B2 （RAFB2） 3,000 3,000 3,000 3,000

 Ras Abu Fontas A1 4,500 4,500

15,300 18,300 22,800 29,300 31,300

プロジェクト

合計

合計

プロジェクト
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図表 1.22　カタールの発電・淡水化プロジェクトの権益構成

図表 1.23　カタールのエチレン能力増強の推移

操業開始 備考

 Ras Abu Fontas A 1977  QEWC　（注） 100.0%  能力750mw、4,000万g/d

 Al Saliayah 1980年代  QEWC 100.0%  能力134mw

 Al Wajbah 1980年代  QEWC 100.0%  能力300mw

 Doha South 1980年代  QEWC 100.0%  能力66mw

 Ras Abu Fontas B （RAFB） 1996  QEWC 100.0%  能力618mw、3,300万g/d

 Ras Abu Fontas B1 （RAFB1） 2002  QEWC 100.0%  能力377mw、2,500万g/d

 米AES Corp. 55.0%  能力750mw、4,000万g/d、

 QEWC 25.0%  カタール初のIWPP事業、

 QP 10.0%  BOT方式 （25年間）、

 Kuwati Investment   4社合弁の事業会社名は Ras Laffan

 House  Power Company （RLPC）

 Ras Laffan B （Q-Power）

 第1フェーズ： 能力680mw、1,500万g/d 、

 第2フェーズ： 能力625mw、4,500万g/d、

 英International  BOT方式（25年間）、

 Power  3社合弁の事業会社Qatar Power

 中部電力 5.0%  Company （Q-Power）によるIWPP

 Ras Laffan Ｃ

 QEWC  能力1,600mw、2,000万g/d

 QP  能力1,000mw、2,000万g/d

 第2フェーズ 2010  外資（未定） 40.0%  BOT方式 （25年間）

 Ras Abu Fontas B2 （RAFB2） 2007  QEWC 100.0%  能力567mw、3,000万g/d

 Messaid A  QEWC 40.0%  能力1,000mw （第1フェーズ）、

 第1フェーズ 2008  QP 20.0%  能力1,000mw （第2フェーズ）、

 第2フェーズ 2010  丸紅 40.0%  BOT方式 （25年間）

 Ras Abu Fontas A1 2009  QEWC 100.0%  能力4,500万g/d

 QP 50.0%  能力1,350mw、

 Norsk Hydro 50.0%  アルミニウム精錬所への電力供給用

（注）　カタール発電水道公社（Qatar Electric & Water Company）：　政府（42.74%）、民間（57.26%）で構成。

開発プロジェクト 権益構成

60.0%

10.0%

2004 Ras Laffan A （RLPC）

 第1フェーズ 2006

 第2フェーズ

 QEWC 55.0%

40.0%

2008

2009

2009 Qatalum

 第1フェーズ

（単位：　千t/y）

プロジェクト 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年

 QAPCO 525 720 720 720 720

 Q-Chem 500 500 500 500 800

 Ras Laffan Ethylene 1,300 1,300 1,300

合計 1,025 1,220 2,520 2,520 2,820
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図表 1.24　カタールの石化プロジェクトの権益構成

5.3 　 国内需要向けガス ・ プロジ ェ ク ト の現状と見通し

　 カ タールは現在、 沖合 ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田で、 第 1 期開発 （能力 9 億 cf/d、 1991

年操業開始） およびアル ・ カ リ ージ ・ ガス ・ プロ ジ ェ ク ト の第 1 フ ェーズ （同 5 億 cf/d、

2006 年、 注） で、 国内需要向けに合計 14 億 cf/d の生産能力を保有し ているが、 2006 年に

操業開始 備考

 IQ 75.0%  アンモニア、尿素

 ノルウェーYara 

 International

 Qatar Petrochemical  ＩＱ　（注） 80.0%  エチレン、低密度ポリエチレン （LDPE）、

 （QAPCO）  Total PC 20.0%  硫黄

 IQ 50.0%  MTBE、メタノール

 Qatar Fuel Additives  台湾CPC 20.0%

 （QAFAC）  李長栄化学 15.0%

 カナダInternational

 Octane

 QAFCO 70.0%  フォルムアルデヒド

 Qatar Industrial 

 Manufacturing

 United Develop-

 ment（UDC）

 Qatar Ladies

 Investment

 QP 80.0%  ノルマル・パラフィン、LAB

 UDC 20.0%

 QP 25.5%  二塩化エチレン （EDC）、塩化ビニルモノ

 QAPCO 31.9%  マー （VCM）

 Hydro Polymer 29.7%

 Total PC 12.9%

 QP 51.0%  高密度ポリエチレン （HDPE）

 Chevron Phillips

 Chemical

 QAPCO 63.0%  LDPE

 Total PC 36.0%

 QP 1.0%

 Q-Chem 53.3%  エチレン

 Qatofin 45.7%

 QP 1.0%

 Qatar Holding  エチレン、ポリエチレン （PE）、エチレン

 Intermediate  グリコール （EG）

 Industries  未着工。

 韓国・湖南石化 30.0%

2012  QP 51.0%  エチレン、LDPE、PE、EG

 ExxonMobil 49.0%  未着工。

（注）　Industries Qatar：　2003年4月、民営化政策の一環で、QPが保有する子会社の株式移管の受皿会社として設立。

　　　  IQは、30%をドーハ証券取引市場に上場した。

権益構成

1980

15.0%

25.0%

1999

 Qatar Fertilizers （QAFCO） 1973

事業会社名

2004 Gulf Formaldehyde

15.0%

10.0%

5.0%

2006 LAB Project

2007 Qatar Vinyl （QVC）

70.0%
2010 Messaid Petrochemical

49.0%
 Qatar Chemical （Q-Chem） 2008

2008

 Ras Laffan Petrochemical

2008

 Qatofin

 Ras Laffan Ethylene
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着工し た同 ・ 第 2 フ ェーズによ り 、 能力を 2009 年までに 16 億 cf/d 増強し、 合計 30 億 cf/d

とする計画が進行中であ る。

　 また、 2007 年 2 月には、 新たにバルザン ・ ガス ・ プロ ジェ ク ト の第 1 フ ェーズ （能力 15

億 cf/d、 2012 年操業開始予定） が発表されたが、 今後、 更な る開発フ ェーズが追加される

と見られる。

　 バルザン ・ ガス ・ プロ ジェ ク ト は当初、 ExxonMobil および QP が進める Palm GTL プロ

ジェ ク ト 向けフ ィ ード ・ ガス 18 億 cf/d を供給する ための上流開発と し て、 ExxonMobil が既

に投資額 6 億 ド ルで、 探鉱井 2 本を掘削し ていた。

　 しかし、 2007 年 2 月、 高コ ス ト のため Palm GTL プロ ジェ ク ト が取止めにな る と、 QP は

ExxonMobil と国内需要向けプロ ジェ ク ト と し てバルザン ・ プロ ジ ェ ク ト を進める こ と と し、

両社がそれぞれ 90%、 10% の権益を保有する こ と と なった （図表 1.25 参照）。

（注） アル ・ カ リ ージ ・ ガス ・ プロ ジェ ク ト の第 1 フ ェーズの生産能力は 8 億 cf/d であ るが、 こ
の う ち 3 億 cf/d は Oryx GTL プラ ン ト ヘフ ィ ード ・ ガス と し て供給される ため、 国内需要向
け数量は 5 億 cf/d と なる。

図表 1.25　カタールの国内需要向けガス・プロジェクト

6 LNG プロジ ェ ク ト の現状と見通し

　 ア ッ テ ィ ーヤ ・ エネルギー工業相は 2005 年 4 月、 「数年前、 カ タールは、 2020 年までに

LNG の生産能力を 4,000 万 t/y とする能力増強を計画し たが、 実際の開発はこれよ り はるか

に早いペースで進んでお り 、 現在の見通しでは、 2010 年までに 7,700 万 t/y に達する」 と述

べている。

　 この頃までは、 2015 年、 あ るいは 2020 年に向けた更な る増強計画を臭わす発言も あった

が、 現在では、 「2010 年までの 7,700 万 t/y」 が確定し た目標であ り 、 当面はこ の目標達成

を 1 つの区切 り と し ている。

操業開始 備考

 第1期開発  投資額13億ドル。

 North Field Alpha 1991 9 億cf/d  QP 100%

 Al Khaleej Gas  AKG-1の生産能力8億cf/dのうち

 第1フェーズ （AKG-1） 2006 5 億cf/d  3億cf/dは、Oryx GTLへ供給。

 第2フェーズ （AKG-2） 2009 16 億cf/d  総投資額40億ドル。

 Barzan

 第1フェーズ 2012 15 億cf/d  QP 90%

 第2フェーズ 未定  ExxonMobil 10%

45 億cf/d小計（進行中）

 ExxonMobil 100%

プロジェクト 生産能力 権益構成

未定
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6.1 　 プロジ ェ ク ト の経緯

　 カ タールでは、 QP と外資と の合弁会社 Qatargas および RasGas の 2 社が LNG を生産し て

お り 、 どち ら も ラ ス ・ ラ フ ァ ン工業都市に生産プラ ン ト を保有し ている。

　 Qatar National Bank によ る と、 カ タールの 2006 年末の LNG 生産能力は、 Qatargas I の第

1- 第 3 ト レ イ ン、 RasGasI の第 1- 第 2 ト レ イ ンおよび RasGas II の第 3- 第 4 ト レ イ ンで、

計 2,620 万 t/y に達するが、 これに各社が発表し ている能力増強計画 （Qatargas II-IV の ト レ

イ ン 4 基および RasGas II、 RasGas III の ト レ イ ン計 3 基） を加えた合計 14 ト レ イ ンの生産

能力は 2010 年までに 7,770 万 t/y へ達する （図表 1.26 参照）。

　 能力増強計画の う ち、 2008 年以降に稼働開始するプラ ン ト の生産能力は、 従来の 1 ト レ

イ ン当た り 300 万 -400 万 t/y に対し、 いずれも 780 万 t/y と規模を拡大し てお り 、 生産コ

ス ト の削減を も目指し ている。

　 また、 これらの新規プロ ジェ ク ト に係わる EPC 契約は全て 2005 年末までに締結されてお

り （注）、 建設は 2010 年末までに完了する予定で進められている ため、 ア ッ テ ィ ーヤ ・ エ

ネルギー工業相発言にあ る、 「生産能力を 2010 年までに 7,700 万 t/y とする」 目標達成は、

ほぼ確実視されている。

　 なお、 2 つの LNG 会社のいずれのプロ ジェ ク ト も、 QP が 70% 程度の権益を保有し、 残 り

を メ ジ ャーや日本商社等の外資が出資する合弁会社によ り 進められているが、 両社の間に、

生産 ・ 販売 ・ 政策方針等の点で差はな く 、 あえて違いを指摘すれば、 出資比率しかない と

説明されている。 つま り 、 Qatargas のプロ ジェ ク ト では、 Total が主導し、 ConocoPhillips、

R/D Shell、 ExxonMobil 等、 バラエテ ィ ーに富んだ メ ジ ャーが参加し ているのに対し、

RasGas のプロ ジェ ク ト は、 ExxonMobil カ ラーで統一されている。

　 以下は、 Qatargas および RasGas の各プロ ジェ ク ト の概要であ る。

（注） Qatargas I-IV、 RasGas I-III の LNG プラ ン ト の建設では、 初期のプロ ジェ ク ト であ る
Qatargas I の FEED （基本設計） および RasGas I の EPC を除 く 全ての FEED ・ EPC 契約を千代
田化工 （一部は、 欧州エンジニア リ ング会社と の合弁） が担当し ている。

　 　 なお、 Qatargas I の FEED は、 米 M.W.Kellogg （現 Kellogg Brown & Root） が担当し たが、
RasGas I の EPC は日揮および M.W.Kellogg のチームが担当し ている。
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図表 1.26　カタールの LNG 生産設備

6.1.1 　 Qatargas のプロジ ェ ク ト

　 Qatargas I は 1984 年、 QP、 BP、 Total が設立し た合弁会社 （権益は、 85%、 7.5%、 7.5%）

であ るが、 その後、 丸紅、 三井物産が各 7.5% ずつ株式を取得し たため、 QP の権益は 70% と

なった。 また、 1992 年には BP が離脱し、 Mobil が参加し たが、 この時、 コ ン ソーシアムは

上流部門 と下流部門に分けて事業を推進する こ と と な り 、 上流部門は QP （65%）、 Total

（20%、 オペレーター）、 Mobil （10%）、 丸紅 （2.5%）、 三井物産 （2.5%）、 下流部門は QP

（65%）、 Total （10%）、 Mobil （10%、 オペレーター） と なった。

　 上流 ・ 下流と もに 1991 年に着工され、 1996 年 11 月には第 1 ト レ イ ンが完成し、 翌 1997

１．　Qatargas ２．　RasGas

トレイン （万t/y） トレイン （万t/y）

1 220 1997

2 220 1997

3 220 1999

増強 90 2001

Qatargas Ⅰ 増強 50 2002

（注） 増強 50 2003 小計 660

増強 40 2004 3 470 2004

増強 30 2005 4 470 2005

増強 100 2006 5 470 2007

小計 1,020 小計 1,410

6 780 2008

RasGas Ⅲ 7 780 2009

小計 1,560

3,630

小計 1,560

小計 780

Qatargas Ⅳ

小計 780

4,140

（注）　2001年-2005年の間、デボトルネッキング工事で、能力増強。

出所：　Qatargas Ⅰ、RasGas Ⅰ：　Qatar National Bank、Economic Review 2006

    　    Qatargas Ⅱ：　Qatargas HP（2005/02/27）

          Qatargas Ⅲ、Ⅳ：　Qatargas HP（2005/12/21）

          RasGas Ⅱ・第3-第4トレイン：　Qatar National Bank、Economic Review 2006

          RasGas Ⅱ・第5トレイン：　MEES（2004/07/12）、DJ（2006/12/05）

          RasGas Ⅲ：　RasGas HP（2005/09/22）

Qatargas 合計

Qatargas Ⅱ

Qatargas Ⅲ

事業会社
生産能力

稼動開始

2 330 2000

RasGas 合計

事業会社
生産能力

稼動開始

1

20087805

4 780

330 1999

RasGas Ⅰ

2007

RasGas Ⅱ

7 780 2010

6 780 2009
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年 1 月に中部電力向けに輸出を開始し た。

　 その後、 1999 年に、 第 2 ・ 第 3 ト レ イ ンの運転を開始し、 更に 2001 年からはデボ ト ル

ネ ッ キング工事に着手し、 能力は 2006 年末までに計 1,020 万 t/y に達し た。

　 一方、 2002 年には、 QP （70%） および ExxonMobil （30%） が出資する合弁会社 Qatargas II

が設立され、 現在、 第 4 ・ 第 5 ト レ イ ン （能力は各 780 万 t/y） をそれぞれ 2007 年末、 2008

年第 III 四半期中に完成させるべ く 工事を進めているが、 2005 年には、 Total が第 5 ト レ イ

ンの権益 16.7% を取得する こ と と なった。 これによ り 、 第 5 ト レ イ ンの権益は、 QP が 65%、

ExxonMobil が 18.3% と なった。

　 この他、 Qatargas III （QP および ConocoPhillips が出資、 権益は 70%、 30%、 2003 年設立）、

および Qatargas IV （QP および ExxonMobil が出資、 権益は 70%、 30%、 2005 年設立） は 2005

年 12 月、 それぞれ第 6 ト レ イ ン、 第 7 ト レ イ ンの着工を発表し た。 どち ら も生産能力は

780 万 t/y で、 それぞれ 2009 年、 2010 年末の完成を目指し ている。

　 また、 2005 年 12 月には、 三井物産が Qatargas III の権益の 1.5% 取得を発表し たため、 同

プロ ジェ ク ト における QP の権益は 68.5% と なった。

　 更に、 2005 年 7 月には、 上流開発 （ブラ ボー ・ プラ ッ ト フ ォーム等） と LNG 生産 ト レ イ

ン 3 基の操業を担当する Qatargas I のプロ ジェ ク ト を引継ぐ Qatargas Operating Company が

設立され、 Qatargas 旧 I、 II、 III、 IV の全てのプロ ジェ ク ト を一元管理する と と もに、 将来

の増強計画を も担当する こ と と なった。

　 同社は、 ラ ス ・ ラ フ ァ ンのコ ンデンセー ト 製油所 （2008 年完成予定、 能力 14.6 万 b/d）、

脱硫装置、 コ ンデンセー ト 出荷設備等、 共用設備の操業を行 う と と もに、 今後の LNG 能力

増強計画も担当し てお り 、 幅広いプロ ジェ ク ト を管理する立場よ り 、 「Qatargas」 （ローマ数

字を付さ ない） と呼ばれる一方、 引続き旧社名のま ま 「Qatargas I」 と呼ばれる こ と も あ る。

　 なお、 Qatargas プロ ジェ ク ト の中で、 リ ッチ ・ ガス （C2-C6 成分に富むガス） を生産し

ているのは、 日本向け輸出を行っている Qatargas I のみであ り 、 Qatargas II-IV はすべて

リ ーン ・ ガス （C2-C6 成分が少ない、 水素 リ ッチなガス） と なっている。 こ のため、 日本

の需要家に歓迎されず、 日本向け輸出数量が伸び悩む要因 と なっている と も見られる。

6.1.2 　 RasGas のプロジ ェ ク ト

　 RasGas I は 1993 年 10 月、 QP （70%）、 Mobil （30%、 オペレーター） の権益で設立された

が、 1997 年には伊藤忠商事が 4%、 日商岩井が 3%、 1999 年には韓国ガス公社 （Korea Gas 

Corporation、 Kogas） が 5% の権益を取得し たため、 QP、 Mobil の権益は、 それぞれ 63%、

25% と なった。

　 RasGas I は、 1999 年 5 月に第 1 ト レ イ ンの生産を開始し、 6 月には第 1 船 と な る米国向け

スポ ッ ト 輸出を行ったが、 2000 年には、 第 2 ト レ イ ンの稼動開始によ り 、 能力は計 660 万

t/y と なった。
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　 一方、 2001 年には、 QP （70%）、 ExxonMobil （30%、 オペレーター） が出資する合弁会社

RasGas II が設立され、 第 3- 第 5 ト レ イ ン （能力は各 470 万 t/y、 計 1,410 万 t/y） の建設計

画が明らかに された。 この う ち第 3 ト レ イ ン、 第 4 ト レ イ ンは、 それぞれ 2004 年、 2005 年

に稼動を開始し たが、 第 5 ト レ イ ンは 2007 年 3 月の竣工を予定し ている。

　 RasGas III は、 カ タールの一連の LNG プロ ジェ ク ト で最後と な る第 6 ・ 第 7 ト レ イ ン （能

力は各 780 万 t/y） を建設する ため、 QP （70%）、 ExxonMobil （30%、 オペレーター） が 2005

年設立し た合弁会社であ る。 それぞれ、 2008 年後半、 2009 年後半の運転開始を目指し建設

が進んでいる。

　 また、 RasGas プロ ジェ ク ト でも、 Qatargas 同様、 プロ ジェ ク ト の一元管理を目指し、

RasGas Company が設立され、 上流開発 （チャー リ ー ・ プラ ッ ト フ ォーム等） を含む RasGas 

I のプロ ジェ ク ト を引継いでいるが、 やは り 旧社名のま ま 「RasGas I」 と も呼ばれている。

なお、 RasGas プロ ジ ェ ク ト の中でも、 RasGas I-II の一部で リ ッチ ・ ガス を生産し ているの

を除けば、 全て リ ーン ・ ガス と なっている。

6.2 　 LNG 輸出契約の現状と見通し

　 カ タールの LNG 長期契約の合計数量は 2006 年 11 月現在、 仮契約分を含み 8,040 万 t/y

に達し てお り 、 2010 年までの生産目標 7,770 万 t/y に対し て、 既にオーバー ・ コ ミ ッ ト と

なっている （図表 1.27 参照）。

　 また、 2008 年以降に稼働を開始するプロ ジェ ク ト （Qatargas II-IV および RasGas III） で

は、 米国向けに約 3,000 万 t/y、 欧州向けに約 2,700 万 t/y の LNG が割当て られてお り 、 一

見する と、 日本、 韓国を始め とする アジア向けに始ま ったカ タールの LNG 輸出の軸足が、

欧米へシフ ト し て行 く かのよ う にも見え る。

　 しかし、 QP 幹部は、 「Qatargas II-IV および RasGas III では、 カーゴを他市場へ振 り 向ける

権利が認められてお り 、 米国向けの数量は確定し た訳ではない」 （2006 年 6 月） と述べてお

り 、 米国向け数量が流動的であ る こ と を示唆し ている。

　 プロ ジェ ク ト ご と の契約の現状と見通しは、 以下の通 り であ る。
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図表 1.27　カタールの LNG 長期契約の推移　（1997 年～ 2010 年）

6.2.1 　 Qatargas の長期契約

　 カ タール最初 と な る LNG 輸出契約は、 Qatargas I が 1992 年に中部電力と 締結し た 400 万

t/y （契約期間 ： 1997 年 -2022 年） であ るが、 その後 1994 年にも、 日本の電力 ・ ガス会社

計 7 社向けに 200 万 t/y を輸出する契約を締結し た。

　 また、 2001 年には、 スペイ ン Gas Natural と 2 つの契約 （62 万 t/y、 2001 年 -2009 年およ

（単位：　万t/y）

年末

日本 韓国 台湾 インド 欧州 北米 合計 生産能力

1997年 400 0 0 0 0 0 400 440

1998年 470 0 0 0 0 0 470 660

1999年 583 490 0 0 0 0 1,073 1,320

2000年 600 490 0 0 0 0 1,090 1,320

2001年 600 490 0 0 62 0 1,152 1,410

2002年 600 490 0 0 120 0 1,210 1,460

2003年 600 490 0 0 120 0 1,210 1,510

2004年 600 490 0 250 120 0 1,460 2,020

2005年 600 490 0 500 700 0 2,290 2,520

2006年 600 490 0 500 700 0 2,290 2,620

2007年 600 700 0 500 900 0 2,700 3,870

2008年 600 700 150 500 1,790 780 4,520 5,430

2009年 600 700 300 750 2,315 2,595 7,260 6,990

2010年 600 700 300 750 2,705 2,985 8,040 7,770

（注）　年末生産能力は、図表1.26に基づく。

出所：　CEDIGAS 「LNG Trade and Infrastructure 2004」、AOG（2006/08/16）、Qatargas HP、RasGas HP、

Gas Natural HP、Edison Gas HP、ExxonMobil HP、その他情報誌より作成

輸出相手国

カタールのLNG長期契約の推移 (1997年～2010年）
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び 58 万 t/y、 2002 年 -2007 年） を締結し たが、 両契約と も 2004 年に、 2012 年までの契約

期間の延長で合意し た他、 別途 150 万 t/y を 2005 年 -2025 年にわた り 輸出する契約も締結

された。

　 なお、 建設中のプロ ジ ェ ク ト について も、 Qatargas II は、 ExxonMobil な らびに Total 経由

で欧米向けに 1,560 万 t/y、 Qatargas III は ConocoPhillips 経由で米国向けに 780 万 t/y、

Qatargas IV は R/D Shell 経由で欧米向けに 780 万 t/y をそれぞれ輸出する合意に達し た。 こ

の う ち Total および Conocophillips と は、 売買契約 （Sales and Purchase Agreement、 SPA） を

締結し たが、 ExxonMobil および R/D Shell と は、 HOA に と ど ま っている。

　 一方、 Qatargas I-IV の計 7 ト レ イ ンの生産能力が、 2010 年までに 4,140 万 t/y に達するの

に対し、 これまでに締結された SPA および HOA の合計数量は、 3,990 万 t/y と なってお り 、

おおむねバラ ン ス し ている （図表 1.28 参照）。

　 しかし、 ア ッ テ ィ ーヤ ・ エネルギー工業相は 2006 年 11 月の訪日時に、 「日本向け数量

を、 現在の 600 万 t/y から 500 万 t/y 増量し、 1,100 万 t/y とする交渉を真摯に行っている」

こ と を明らかにし ている。

　 この場合、 Qatargas II および Qatargas IV が、 ExxonMobil と締結し た HOA に基づ く 欧米向

け数量計 1,750 万 t/y の う ちの一部が、 日本向けに転用される可能性が高い。
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図表 1.28　Qatargas の LNG 長期契約一覧

6.2.2 　 RasGas の長期契約

　 RasGas I は Kogas と 1995 年、 および 1997 年に、 それぞれ 240 万 t/y、 250 万 t/y の輸出契

約を締結し た。 契約期間は、 と もに 1999 年よ り 25 年間であ るが、 これに加え 2006 年 11

月、 2007 年よ り 20 年間にわた り 210 万 t/y を輸出する基本合意に達し たため、 韓国向けの

輸出数量は 2007 年以降、 計 700 万 t/y と な る見込みであ る。

　 RasGas II は 1999 年、 イ ン ド Petronet LNG （PPL） 向け 750 万 t/y の契約を締結し、 この

う ち 500 万 t/y については、 2004 年よ り 25 年間にわた り 輸出を行っているが、 残 り 250 万

t/y について も 2006 年の最終合意によ り 、 2009 年よ り 25 年間にわた り 輸出する こ と になっ

た。 これによ り 、 イ ン ド向けの輸出数量は 2009 年以降、 計 750 万 t/y と な り 、 PPL はカ

タール最大の LNG 輸出先 と な る。

数量 契約期間

（万t/y） （年）

 中部電力 400 1997 - 2022  SPA： 1992年5月

 東京ガス 35 1998 - 2022

 大阪ガス 35 1998 - 2022

 東北電力 52 1999 - 2022

 関西電力 29 1999 - 2022  SPA： 1994年12月

 東京電力 20 1999 - 2022

 中国電力 12 1999 - 2022

 東邦ガス 17 2000 - 2022

 Gas Natural 62 2001 - 2012  SPA： 2001年5月

 Gas Natural 58 2002 - 2012  SPA： 2001年5月

 Gas Natural 75 2005 - 2025  SPA： 2004年1月

 Gas Natural 75 2006 - 2026  SPA： 2004年1月

小計 870

 未定（ExxonMobil） 780 2008 - 2033  HOA： 2002年6月

 未定（ExxonMobil） 190 2009 - 2034  HOA： 2002年6月

フランス 185

英国 150

米国 185

メキシコ 70

小計 1,560

Qatargas Ⅲ 米国  未定（ConocoPhillips） 780 2009 - 2034  SPA： 2005年12月

Qatargas Ⅳ 欧米  未定（R/D Shell） 780 2010 - 2035  HOA： 2005年2月

3,990

4,140

150

出所：

Qatargas Ⅰ：　Cedigas 「LNG Trade and Infrastructure 2004」、Gas Natural HP（2001/05/13、2004/01/20）

Qatargas Ⅱ-Ⅳ：　Qatargas HP（2002/07/15、2005/02/27、2005/12/21）、PON（2005/03/01）、AOG（2006/08/16）

供給余力

備考買手輸出先事業会社

2006年7月

英国

2009 - 2034  SPA： 未定（Total）

Qatargas Ⅰ

Qatargas Ⅱ

Qatargas 生産能力

総合計

スペイン

日本
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　 この他にも、 RasGas II は、 スペイ ンの電力会社 Endesa Generacion 向け 80 万 t/y （2005 年

-2025 年）、 イ タ リ アの大手ガス会社 Edison Gas 向け 350 万 t/y （2005 年 -2030 年） および

110 万 t/y （2008 年 -2030 年）、 ベルギー向け 200 万 t/y （2007 年 -2027 年） の欧州向け契約

を締結し、 2005 年にも、 台湾 ・ 中国石油 （CPC） 向け 300 万 t/y （2008 年 -2033 年） の契

約を締結し た。

　 また、 RasGas III は 2003 年、 ExxonMobil と 米国向けに 1,560 万 t/y を輸出する HOA を締

結し たが、 この段階で RasGas I-III の計 7 ト レ イ ンの生産能力 3,630 万 t/y に対し、 420 万 t/

y の供給をオーバー ・ コ ミ ッ ト し た こ と にな る （図表 1.29 参照）。

　 更に、 ア ッ テ ィ ーヤ ・ エネルギー工業相は 2006 年 11 月、 アジア諸国歴訪の途上で、 「韓

国向けに更に 200 万 t/y を輸出する こ と にな るだろ う 」、 「イ ン ド の 120 万 t/y 追加供給要請

を、 好意的に受止めている」 （注）、 「中国向け輸出について も交渉中であ る」 等の発言を

行ってお り 、 RasGas のアジア向け輸出数量を拡大する構えを見せている。

　 従って、 RasGas III の米国向け輸出数量から 700 万 -800 万 t/y 程度が、 アジア向けにシフ

ト される可能性があ る と見られる。

（注） イ ン ド のア イヤール石油相 （当時） は、 「カ タールからの LNG 輸入量を 2015 年までに
2,000 万 t/y と する基本合意に達し た」 と 述べ、 積極的な姿勢を示し たが （Asia Pulse 2005/
04/18）、 現在、 両国間で交渉されているのは、 ア ッ テ ィ ーヤ ・ エネルギー工業相発言にあ る
120 万 t/y 程度と 見られる。
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図表 1.29　RasGas の LNG 長期契約一覧

6.3 　 LNG サプ ラ イ ・ チ ェーンへの出資

　 カ タールは、 ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田での上流開発およびラ ス ・ ラ フ ァ ン工業都市

での液化設備を建設 ・ 操業するのみでな く 、 タ ンカー、 輸出先ター ミ ナル （貯蔵、 再液化

設備） を含む LNG サプラ イ ・ チェーンで権益を保有する方針で、 積極的な投資を行ってい

る。

　 サプラ イ ・ チェーンへの出資目的について、 QP 販売部門のア リ ・ ムハンマ ド ・ アシス タ

ン ト ダ イ レ ク ターは、 「需要家をアシス ト する こ と で、 安定的に販売先を確保でき る」

（2006/12/19） と述べ、 LNG 事業で最大の収益を得る と同時に、 自ら関与する こ と で LNG

の競争力を高める ため と見られる （注）。

（注） Qatargas のアハマ ド ・ フ ラ イ フ ィ COO への ヒ ア リ ングでは、 「LNG を安定的に需要家へ
届け る ため、 サプラ イヤーの義務と し て権益を保有し ている。 また、 その上で個別の事業か
らの収益も十分に得られる と 考えている」 （2006/12/19） と説明し ている。

数量 契約期間

（万t/y） （年）

240 1999 - 2024  SPA： 1995年10月

250 1999 - 2024  SPA： 1997年6月

210 2007 - 2026  HOA： 2006年11月

小計 700

500 2004 - 2029  SPA： 1999年7月

250 2009 - 2034  SPA： 2006年8月

スペイン  Endesa Generacion 80 2005 - 2025  SPA： 2003年7月

350 2005 - 2030  SPA： 2001年6月

110 2008 - 2030  SPA： 2003年11月

ベルギー  Distrigas 200 2007 - 2027  SPA： 2005年3月

台湾  中国石油（CPC） 300 2008 - 2033  SPA： 2005年9月

小計 1,790

 未定（ExxonMobil） 780 2008 - 2033

 未定（ExxonMobil） 780 2009 - 2034

小計 1,560

4,050

3,630

-420
出所：

Kogas ：　Cedigas 「LNG Trade and Infrastructure 2004」、RT（2007/11/16）

Petronet：　Cedigas 「LNG Trade and Infrastructure 2004」、RasGas HP（2006/08/03）

Endesa Generacion：　RasGas HP（2005/04/01）

Edison Gas：　Edison Gas HP（2001/06/25）、ExxonMobil HP（2003/11/20）

Distrigas：　MEES（2005/03/07）

中国石油：　DJ（2005/09/13）、WGI（2005/09/14）

RasGas Ⅲ：　RasGas HP

供給余力

 HOA： 2003年10月米国

インド

RasGas 生産能力

備考事業会社 輸出先 買手

イタリア  Edison Gas

 Petronet

 Kogas

RasGas Ⅲ

総合計

RasGas Ⅰ
韓国

RasGas Ⅱ
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6.3.1 　 輸出先 LNG ター ミ ナルの権益保有

　 カ タールは、 既に欧米で 3 つの LNG ター ミ ナルの建設を進めているが、 これらのプロ

ジェ ク ト では、 いずれも QP が権益を取得し た後、 2006 年 3 月に海外投資部門子会社 と し

て設立された Qatar Petroleum International （QPI） が移管を受け、 2007 年 -2010 年の間の操

業開始を目指し ている。

　 また、 イ ン ド でも ター ミ ナルの権益取得に向けた交渉が継続し ている （図表 1.30 参照）。
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図表 1.30　カタールが権益保有する海外 LNG 受入ターミナル

6.3.1.1  イタリア

　 RasGas II は 2003 年、 Edison Gas が同国北東部ベネ ト 州ロ ビーゴ沖合 15km に建設を予定

し ていた イ ソ ラ ・ デ ・ ポル ト ・ レヴ ァ ンテ （Isola di Port Levante） ター ミ ナル （能力 560 万

t/y） の権益取得に合意し た。 同プロ ジ ェ ク ト は、 かつては北ア ド リ ア （North Adriatic）

受入能力

（万t/y）

 Isola di Porto Levante LNG Terminal　（North Adriatic）

 Qatar Petroleum Int'l 45.0%

 ExxonMobil 45.0%

 Edison Gas 10.0%

560

 South Hook LNG Terminal　（Milford Haven）

 Qatar Petroleum Int'l 67.50%

 ExxonMobil 24.15%

 第2フェーズ 2008年 780  Ｔｏｔａｌ 8.35%

1,560

 Golden Pass LNG Terminal　（Texas州）

 Qatar Petroleum Int'l 70.0%

 ExxonMobil

 ConocoPhillips

1,560

3,680

（注）　インド・ダヘジ・ターミナルの概要

受入能力

（万t/y）

 Petronet LNG、 Dahej LNG Terminal　（Gujarat州）

 IOC 12.5%

 GAIL LTD. 12.5%

 ONGC 12.5%

 Bharat Petroleum Corp. 12.5%

 Gaz de France 10.0%

 アジア開発銀行 5.2%

 Bank、他 34.8%

1,250

出所：

Isola di Porto Levante：　Norway Post（2005/05/05）、DJ（2005/05/02）、MEES（2005/05/09）

South Hook：　Gulf Times（2006/09/01）

Golden Pass：　DJ（2006/08/01）

Petronet LNG：　Petronet LNG HP

小計

小計

国名 操業開始 権益構成LNG受入ターミナル

国名

560

1,560

権益構成

30.0%

小計

小計

合計

LNG受入ターミナル 操業開始

2007年
イタリア

米国

 第1フェーズ 2004年1月

2007年

2008年

780

500

インド

2008年6月 750

英国  第1フェーズ

 第2フェーズ
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ター ミ ナル建設計画と も呼ばれていた ものであ るが、 RasGas II からの輸入には、 基地能力

の 80% に当た る 450 万 t/y が割当て られる予定 と なっている。

　 2005 年に、 QP （後に QPI） および ExxonMobil が各 45% の権益を取得し た こ と によ り 、

Edison Gas の権益は 10% と なった。 また、 同 2005 年には、 ノ ルウ ェーの Aker Kvaerner が

EPC 入札を落札し、 現在、 2007 年中の完成を目指し て工事を進めている。

6.3.1.2  英国

　 Qatargas II は 2002 年、 ExxonMobil および Total と英国向けに 1,000 万 t/y 以上を輸出する

HOA を締結し た後、 英国内の LNG ター ミ ナル建設用地の選定に入ったが、 翌 2003 年には、

ウ ェールズ地方 ミ ルフ ォード ・ ヘブンに LNG ター ミ ナルを 2 つのフ ェーズに分けて建設す

る計画を発表し た。

　 受入能力は、 各フ ェーズ と も 780 万 t/y で、 計 1,560 万 t/y と巨大であ るが、 最新の大型

タ ンカー （Q-Max 型、 LNG 積載容量 26m3） によ る受入れが可能 と な る設備を保有する。

　 2 つのフ ェーズ と も Chicago Bridge & Iron （CB & I） が EPC を担当し、 それぞれ 2004 年、

2005 年に着工し たが、 Qatargas II の第 4、 第 5 ト レ イ ンの稼動開始に合わせた 2007 年、

2008 年に操業を開始する予定であ る。

　 権益比率は当初、 QPI （70%）、 ExxonMobil （30%） であったが、 2006 年に Total も権益取得

に合意し たため、 QPI、 ExxonMobil および Total の権益は、 67.5%、 24.15%、 8.35% と なった。

6.3.1.3  米国

　 ExxonMobil は 2003 年、 QP と RasGas III 設立に関する HOA を締結する と同時に、 メ キシ

コ湾岸に 3 つの LNG ター ミ ナルを建設する計画を明らかにし た。

　 これに対し、 米連邦エネルギー規制委員会 （Federal Energy Regulatory Commission） は

2005 年までに、 テキサス州ポー ト ・ アーサー （Port Arthur） の南 15km に位置する ゴールデ

ン ・ パス （Golden Pass） LNG ター ミ ナル （GPLT、 能力 1,560 万 t/y） および同州 San 

Patricio 郡のヴ ィ ス タ ・ デル ・ ソル （Vista del Sol） LNG ター ミ ナル （同 860 万 t/y） の建設

を許可し た。

　 その後、 ExxonMobil は、 CB & I と GPLT の建設に関する EPC 契約を締結し、 2006 年 9 月

に着工する一方、 「ヴ ィ ス タ ・ デル ・ ソル LNG ター ミ ナルを建設する権利を第 3 者に売却す

る交渉を行っている」 （DJ 2006/09/25） と発表し、 GPLT プロ ジ ェ ク ト のみを進める計画修

正を行った。

　 ExxonMobil は、 カ タール側の権益保有の意向を受け QPI の出資に合意し、 RasGas III の第

6、 第 7 ト レ イ ンの LNG を輸入する ため、 2008 年中の操業開始を目指し ているが、 その後、

ConocoPhillips が出資する Qatargas III からの輸入にも合意し た。

　 このため、 ター ミ ナルの権益比率は、 QPI が 70% と最大シェ ア と な るが、 残 り 30% につい

ては、 ExxonMobil と ConocoPhillips が最終的に合意し た輸入数量見合いで決定する こ と に

なった。
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　 GPLT は、 最新の大型タ ンカー （Q-Flex 型、 LNG 積載容量 21.5 万 m3） によ る受入れが

可能 と な る設備を保有する予定 と なっている。

　 また、 この他にも、 ConocoPhillips は 2009 年以降、 Qatargas III からの LNG を輸入する た

め、 テキサス州フ リ ーポー ト （Freeport） に建設を予定し ている LNG 受入ター ミ ナル （受

入能力は 1,150 万 t/y、 2007 年完成予定） の権益を取得し てお り 、 R/D Shell も 2010 年以降、

Qatargas IV からの輸入に備え、 ジ ョ ージア州エルバ島 （Elba Island） LNG 受入ター ミ ナル と

長期契約を締結し ている。

　 ア ッ テ ィ ーヤ ・ エネルギー工業相は、 この う ち、 エルバ島 LNG ター ミ ナルについて、

「R/D Shell と権益取得について交渉中であ る」 （DJ 2006/06/26） と述べ、 米国で 2 番目 と な

る LNG ター ミ ナルの権益取得の意向を明らかにし たが、 その後の進展は見られていない。

　 なお、 イ タ リ ア、 英国、 米国の既存の LNG 受入能力は、 それぞれ 260 万 t/y、 330 万 t/y、

2,800 万 t/y であ り （図表 1.31 参照）、 2005 年の輸入実績も それぞれ 176 万 t/y、 37 万 t/y、

1,259 万 t/y に と ど ま っている （BP 統計 2006）。

　 一方、 カ タールが これらの国々で権益を保有する ター ミ ナルの能力は、 イ タ リ アが 560

万 t/y、 英国および米国が各 1,560 万 t/y と、 いずれも巨大であ り 、 カ タールが各国におけ

る LNG 需要の増加を見込み、 思い切った先行投資に踏切っている実態も浮かび上がって来

る。
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図表 1.31　イタリア、英、米、インドの LNG ターミナル

6.3.1.4  インド（交渉中）

　 上記の他にも、 カ タールはイ ン ド と も交渉を行っている。

　 Petronet LNG 社 （PPL） は、 イ ン ド の国営ガス GAIL、 国営上流企業 ONGC、 国営石油

IOC、 同 Bharat Petroleum （BPCL） 等が LNG 輸入を目的に設立し た合弁会社であ るが （図

表 1.30 参照）、 2004 年に、 RasGas II よ り LNG を輸入する ため、 西部グジ ャ ラー ト

（Gujarat） 州ダヘジ （Dahej） LNG ター ミ ナル （能力 500 万 t/y） の操業を開始し た。

　 RasGas II および PLL は、 LNG 長期契約を締結し た際、 それぞれ株式の 5-10% ずつを持合

う こ と で基本合意し たが、 その後進展は見られていない。

　 しかし、 ア ッ テ ィ ーヤ ・ エネルギー工業相は、 「ONGC は RasGas II へ出資する こ と にな る

だろ う 」 （2005/09/26） と述べる一方、 イ ン ド側も 「長期安定的に LNG を供給し て く れる

パー ト ナーに、 PLL の権益 7.5-10% を取得し て も ら う 予定だが、 カ タールが最有力候補だ」

（AOG 2006/09/01） と発言し ている こ と から、 交渉は依然と し て継続し ている と見られる。

　 なお、 PPL は、 ダヘジ LNG ター ミ ナルの能力を 2008 年までに計 1,250 万 t/y とする増強

工事を進めている他、 南部ケ ラ ラ （Kerala） 州コチ （Kochi） LNG ター ミ ナル （能力 250 万

t/y） の建設も計画し ている。

（単位：　万t/y）

2005年

輸入実績

イタリア  Panigaglia 1971年 260  Snam

260 176

英国  Isle of Grain 2005年 330  National Grid Transco

330 37

 Everett、MA 1971年 540  Tractebel LNG

 Cove Point、MD 1978年 770  Dominion

 Elba Island、GA 1978年 340  Southern LNG

 Lake Charles、LA 1982年 770  Trunkline LNG

 West Cameron、LA 2005年 380  El Paso Excelerate

2,800 1,259

 Dahej 2004年 500  Petronet

 Hazira 2005年 250  R/D Shell、Total

 Dabhol 2006年 500  Petronet、NTPC、GAIL

1,250 425

出所：

LNG ターミナル概要：　Cedigas 「LNG Trade and Infrastructure 2004」、Federal Energy Regulatory Commission HP、

National Grid Transco HP

2005年輸入実績：　BP統計2006年

小計

小計

小計

米国

インド

小計

国名 操業開始 主な出資者LNG受入ターミナル 受入能力
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6.4 　 LNG タ ン カーの保有

　 LNG サプラ イ ・ チェーンの中で、 輸送費の占める割合は 30-50% と高いため、 これを低 く

抑え る こ と は、 LNG 需要の安定確保のための重要な要素の 1 つ と も なっている。

　 カ タールは、 LNG タ ンカーの権益を保有するのみでな く 、 建造から運航管理、 保守まで

を独自に手掛ける こ と で、 コ ス ト 削減および利益の最大化を目指し ている。

6.4.1 　 海外船会社による LNG タ ン カーの建造 ・ 運航

　 Qatargas I （1997 年操業開始） および RasGas I （同 1999 年） によ る LNG 輸出が開始され

た当初、 LNG タ ンカー運航に関する ノ ウハウ を保有し ないカ タールは、 タ ンカーの新造 ・

運航を全面的に海外船会社に依存せざ る を得なかった。

　 このため、 Qatargas I では、 日本の船会社が LNG タ ンカー 10 隻を建造し運航を担当し

（図表 1.32 参照）、 RasGas I では韓国の船会社が 8 隻の建造 ・ 運航を担当し た （図表 1.33、

図表 1.34 参照）。

　 しかし、 海外船会社のみが出資 ・ 保有する LNG タ ンカーは、 これら 18 隻に、 2006 年に

RasGas II のイ ン ド向け輸出増量分のために新造が決定し た 1 隻を加えた計 19 隻のみであ

り 、 その後の約 70 隻 （今後建造される ものも含む） については、 全てカ タール資本が参入

する こ と と なった。

図表 1.32　Qatargas の LNG タンカー

傭船開始

（年）

 日本海運会社 （注1） 100.0% 10 1996-2000 日本

 JC4 （注2） + Q-Ship

 JC4 80.0%

 Q-Ship 20.0%

計 11

 OSG Nakilat

 米Overseas Shipholding 49.9%

 Nakilat 50.1%

 Pronav Nakilat

 独Pronav 49.9%

 Nakilat 50.1%

 Nakilat 100.0% 6 2008-2009 米国

計 14

Qatargas Ⅲ  Nakilat 100.0% 10 2009 米国

計 10

Qatargas Ⅳ  Nakilat 100.0% 8 2010 欧米

計 8

43

（注1）　日本海運会社：　商船三井、日本郵船、川崎汽船、飯野海運

（注2）　JC4：　商船三井、日本郵船、川崎汽船、三井物産

出所：　各種資料より作成

Qatargas Ⅱ

出資比率
隻数

タンカー保有・運航会社

欧州

2007-2008

2007-20084

Qatargas小計

英国

Qatargas Ⅰ

向先

20041

プロジェクト

欧州

4
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図表 1.33　 RasGas の LNG タンカー

傭船開始

（年）

 韓国SK Shipping 100.0% 3 1999-2000 韓国

 韓国Korea Line 100.0% 1 2000 韓国

 韓国Hanjin Shipping 100.0% 1 2000 韓国

 韓国Hyundai MM 100.0% 2 1999-2000 韓国

 韓国I.S.Carriers 100.0% 1 2003 韓国

計 8

 India LNG Transport No.1、No.2

 日本、インド海運会社 （注1） 85.0%

 Q-Ship 15.0%

 Canartina Shipping

 日本、ベルギー海運会社 （注2） 70.6%

 Q-Ship 29.4%

 Peninsula LNG No.1 - No.3

 日本、ベルギー海運会社 （注2） 70.6%

 Q-Ship 29.4%

 Maersk-Qship

 デンマークA.P. Moller Maersk 75.0%

 Q-Ship 25.0%

 Maran Nakilat

 ギリシャMaran Gas Maritime 70.0%

 Nakilat 30.0%

 Teekay Nakilat

 カナダTeekay Shipping 70.0%

 Nakilat 30.0%

 Peninsula LNG No.4

 日本海運会社、商社 （注3） 70.0%

 Nakilat 30.0%

 India LNG Transport No.3

 日本海運会社 （注4） 51.0%

 Shipping Corporation of India 26.0%

 Petronet 23.0%

 日本郵船、三井物産 （注5） 29.0%

 台湾CPC 45.0%

 Q-Ship 26.0%

計 21

1 2004

2005 欧米

1

インド20091

2007

欧州

欧州

向先

2006-2007

2005-2008

3

プロジェクト

2

RasGas Ⅰ

隻数

2009-2010

米国

2004-2006 欧米

欧米

3

タンカー保有・運航会社

出資比率

台湾

RasGas Ⅱ

4

4

2004-2005 インド2
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図表 1.34　RasGas の LNG タンカー (続き）

6.4.2 　 Qatar Shipping （Q-Ship） による LNG タ ン カー保有の開始

　 Qatar Shipping Company （Q-Ship） は 1992 年、 QP などの国営企業 （39.5%） および民間企

業 ・ 個人 （60.5%） の出資で設立された石油 ・ ガス輸送専門の船会社であ る。

　 RasGas II のイ ン ド向け LNG 輸出の開始に合わせ、 日本およびイ ン ド の船会社が合弁会社

India LNG Transport を設立し、 LNG タ ンカー 2 隻を建造し た際、 Q-Ship も 15% を出資し た。

　 その後、 Q-Ship は、 Qatargas I および RasGas II 向けの計 7 隻で、 20%-29.4% を出資し、 更

に 2006 年には、 RasGas II 向けに日本の船会社が建造する タ ンカー 4 隻について も 26% を出

資する こ と で合意し た。

　 これによ り 、 Q-Ship が出資 ・ 保有する LNG タ ンカーは計 13 隻 と なった。

6.4.3 　 Qatar Gas Transport Company （QGTC、 Nakilat） の設立

　 一方、 7,000 万 t/y を超え る LNG 生産目標が設定される と、 これに合わせた輸送能力の増

強が不可欠 と なったため、 QP は 2004 年、 LNG 輸送専門の船会社 Qatar Gas Transport 

Company （QGTC、 Nakilat） を設立し た。

　 Nakilat はカ タールの民営化促進政策に則 り 、 QP などの国営企業 （50%） および民間企業 ・

個人 （50%） が出資し たが、 設立後間も な く 、 RasGas II 向けに建造中の LNG タ ンカー 8 隻

について 30% を出資する と発表し、 更に Qatargas II 向けの 8 隻、 および RasGas III 向けの 12

隻でも 40%-60% を出資する と し、 海外船会社の出資比率を徐々に引下げた。

傭船開始

（年）

 JC5 Nakilat No.1 - No.8

 JC5（注6） 60.0%

 Nakilat 40.0%

 Teekay Nakilat

 カナダTeekay Shipping 40.0%

 Nakilat 60.0%

 Nakilat 100.0% 1 2009 米国

計 13

42

（注1）　商船三井、日本郵船、川崎汽船、Shipping Corporation of India

（注2）　商船三井、日本郵船、川崎汽船、ベルギーExmar

（注3）　商船三井、日本郵船、川崎汽船、三井物産

（注4）　商船三井、日本郵船、川崎汽船

（注5）　現在は、日本郵船、三井物産が100%権益保有しているが、将来、CPC（45%）、Q-Ship（26%）が権益を保有する

           オプション付き

（注6）　商船三井、日本郵船、川崎汽船、飯野海運、三井物産

出所：　各種資料より作成

米国

RasGas小計

4 2008

RasGas Ⅲ

8 2008 米国

プロジェクト
タンカー保有・運航会社

隻数 向先
出資比率
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　 そ し て Nakilat は 2006 年には、 Qatargas II 向けの 6 隻、 Qatargas III 向けの 10 隻、 RasGas 

III 向けの 1 隻の計 17 隻の建造について 100% 出資で発注し、 2007 年に入ってから も、

Qatargas IV 向け 8 隻を 100 出資で発注し た。

　 Nakilat はこれまで、 計 53 隻のタ ンカーを発注し たが、 今後も、 RasGas III 向けに 1-2 隻

程度を 100% 出資で建造発注する と見られる。

　 なお、 カ タール船会社のみによ る LNG タ ンカーの保有に当た り ネ ッ ク と なっていた運航

管理の ノ ウハウ取得のため、 Nakilat は 2006 年 11 月、 Shell International Trading and Shipping 

Company と LNG タ ンカーの運航管理を行 う 合弁会社設立契約を締結し た。 これによ り 合弁

会社は、 25 年間にわた り 運航管理の委託を受ける と と もに、 Shell は 12 年以内に Nakilat に

運航管理 ノ ウハウ を移管する こ と になっている。

　 図表 1.35 は、 カ タールの LNG 輸出用に就航中も し く は建造中のタ ンカーを、 出資比率別

にま と めたの一覧であ るが、 既に輸出を開始し ている Qatargas I や RasGas I 向けで海外船会

社のみがタ ンカーを保有し ていたのに対し、 RasGas II 向けを境にカ タール資本が 15-30% 程

度参入し、 更に Qatargas II および RasGas III 以降の、 今後稼働を開始するプロ ジ ェ ク ト 向け

では、 30% も し く は 40-60% と な り 、 ついには 100% 保有に至る経緯が見て取れる。

図表 1.35　カタール船会社による LNG タンカーへの出資比率一覧

6.4.4 　 その他の物流コ ス ト の削減策

　 カ タールは、 この他にも物流コ ス ト 削減の一環 と し て、 タ ンカー造船コ ス ト の削減、 フ

レー ト 運賃の低廉化、 保守費用の削減などで、 独自の取組みを行っている。

6.4.4.1  フレート運賃の低廉化

　 カ タールは、 アジア諸国のみな らず、 スエズ運河を経て欧州や米国まで LNG 市場を広げ

ているが、 他の LNG 輸出国に比べて、 輸送距離の点で有利な消費地を多 く 保有し ているわ

外資のみ Q-Ship

（注1）（0%） （15%-30%） （30%） （40%-60%） （100%）

 Qatargas Ⅰ 1997年 10 1 11

 Qatargas Ⅱ 2007年 8 6 14

 Qatargas Ⅲ 2009年 10 10

 Qatargas Ⅳ 2010年 8 8

小計 （隻数） 43

 RasGas Ⅰ 1999年 8 8

 RasGas Ⅱ 2004年 1 12 8 21

 RasGas Ⅲ 2008年 12 1 13

小計 （隻数） 42

合計 （隻数） 19 13 8 20 25 85

（注1）　（　　）内数字%は、カタール船会社の出資比率

（注2）　上記に加え、Nakilatは2007年中に、RasGas Ⅲ向けに1-2隻を発注する見込み。

出所：　各種資料より作成

Nakilat
合計プロジェクト 稼働開始
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けではない。

　 図表 1.36 は、 主要 LNG 生産国から消費国へのおおよその輸送距離を示し た ものであ る

が、 イ ン ド ネシアやマレーシアが、 日本、 韓国、 台湾、 中国等のアジアの大規模消費国に

有利な立地にあ り 、 また、 ト リ ニダー ド ・ ト バゴやアルジェ リ アが、 欧米諸国に近い位置

にあ るのに対し、 カ タールはイ ン ドへの輸送で有利な点を除けば、 いずれも他の LNG 輸出

国 と フ レー ト 運賃で厳しい競争を強いられる こ と にな る。

　 そ こ で、 カ タールはフ レー ト 運賃の低廉化を図る ため、 積載容量の増加によ る コ ス ト 削

減効果を狙っている。

　 Qatargas I、 RasGas I、 RasGas II 向けに既に就航し ている タ ンカー 29 隻、 RasGas II 向けに

建造中の 11 隻が、 従来の標準船型 （LNG 積載容量 14 万 -15 万 m3） であ るのに対し、

Qatargas II-IV、 RasGas III 向けでは、 これまでに Q-Flex 船型 （Qatar-Flexibile の略、 21.5 万

m3） 31 隻、 Q-Max 船型 （26 万 m3） 14 隻が発注され、 1 隻当た り の LNG 積載容量の増加を

図っている （図表 1.37 参照）。

　 Q-Flex 船型の LOA （Length Over All、 全長） は 315m も あ り 、 平均的な原油輸送用の大型

タ ンカー VLCC の LOA 333m に匹敵する大き さ であ るが、 船内に収容する LNG タ ン ク の防

熱技術の進歩等によ り 、 国際標準船型を維持し ながら タ ン ク容量を増加させる こ と に成功

し てお り 、 Q-Max 船型 と も、 スエズ運河の航行が可能 と なっている。

　 なお、 Q-Flex、 Q-Max タ ンカーは、 それぞれ 2004 年、 2006 年から発注が開始されたが、

就航予定はそれぞれ 2007 年、 2009 年から と なってお り 、 特に米国 ・ 英国等、 遠隔地への輸

送でコ ス ト 削減の効果が期待されている。

　 また、 Nakilat は 2007 年中に、 RasGas III 用に更に 1-2 隻程度の LNG タ ンカーを発注する

と見られるが、 いずれも Q-Flex、 Q-Max タ ンカー と な る見込みであ る。
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図表 1.36　主要 LNG 生産国から消費国への輸送距離

図表 1.37　カタール LNG の輸出用タンカーの船型別内訳

6.4.4.2  造船コストの削減

　 LNG タ ンカーの建造費は、 1980 年代に急騰し、 1991 年には当時の標準船型 （12.5 万 m3）

（単位：　km）

トリニダード・

トバゴ

（Ras Laffan） （Bontang） （Bintulu） （Point Fortin） （Arzew） （Withnell Bay）

日本

（袖ヶ浦）

韓国

（仁川）

台湾

（永安）

中国

（広州）

インド

（Dahej）

米国

（Lake Charles）

スペイン

（Barcelona）

ベルギー

（Zebrugge）

イタリア

（Panigaglia）

英国

（Milford Hafen）

出所：　（財）日本エネルギー経済研究所「世界のLNG船市場等に係わる調査」

（注1）　マル印は、5,500kmを目処とした近距離圏内。

（注2）　中東、アジア、オセアニアから米国、欧州諸国へのフローでは、スエズ運河を利用。

（注3）　トリニダード・トバゴからアジアへのフローでは、喜望峰経由。

（注4）　LNG受入基地名は例として記載しており、必ずしも実際のLNGフローに合致するわけではない。
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14,300

17,200

9,300 23,400

14,300700

22,700

18,000 23,900 22,700 4,200

4,900

8,800 7,000

9,400 2,900

2,400 8,400 5,900 18,600

2,200 15,100 5,100

24,700

9,700 2,700 2,400 23,000

17,200 6,700

15,500

マレーシア

11,500 4,400 4,100

アルジェリア オーストラリア

12,100 4,800 4,600 25,300 17,800 6,800

カタール インドネシア

Q-Flex Q-Max 向先

（21万m3） （26万m3） （隻数） （万m3）

就航済 建造中 建造中 建造中

 Qatargas Ⅰ 11 0 0 0 11 160 日本

 Qatargas Ⅱ 0 0 8 6 14 324 欧米

 Qatargas Ⅲ 0 0 7 3 10 225 米国

 Qatargas Ⅳ 0 0 4 4 8 188 欧米

 RasGas Ⅰ 8 0 0 0 8 116 韓国

 RasGas Ⅱ 10 11 0 0 21 305 インド・台湾・欧米

 RasGas Ⅲ 0 0 12 1 13 278 米国

合計（隻数） 29 11 31 14 85 1,595

出所：　各種資料より作成

標準型

（14万-15万m3）

合計
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で 2.8 億ド ルにまで達し たが、 その後、 韓国の造船会社が市場へ参入し た こ と によ る受注競

争の激化や技術の進歩に伴 う 建造コ ス ト の低廉化によ り 急落し、 2001 年には 1.4 億 ド ル と、

最高値時の半値まで下落し た。

　 しかし、 2004 年よ り 新規発注の増加および資材コ ス ト の急騰等の要因によ り 、 LNG タ ン

カーの建造費は、 今日の標準船型 （14 万 -15 万 m3） で 2 億 ド ル前後まで上昇し ている。

　 カ タールの LNG 生産能力の増強計画に基づ く 造船計画では、 当初 70 隻あま り のタ ンカー

を新造し なければな ら ない と され、 従来の国際入札に基づ く 発注では、 造船ヤードおよび

資材の不足によ り 、 更な る建造コ ス ト の暴騰を招 く と考え られた。

　 そ こ で、 ア ッ テ ィ ーヤ ・ エネルギー工業相は 2005 年 3 月、 韓国滞在中に同国造船大手の

大宇造船、 現代重工業、 三星重工業 と独占的発注に関する包括契約を締結し た。 これによ

り 、 造船 3 社は 2007 年 -2012 年の間に約 50 隻を就航させるべ く 、 造船能力の増強にも着

手し た。

　 図表 1.38 は、 カ タールの LNG 輸送用に就航、 も し く は建造中と なっている タ ンカーの造

船所別一覧であ るが、 韓国の造船 3 社への発注数は、 計 69 隻に達し ているが、 この う ち 38

隻が 2005 年の包括造船契約の締結以降に発注された ものであ る。

　 なお、 カ タールの LNG プラ ン ト は 2010 年までに全て完成する計画であ るのに対し、 造船

ド ッ ク が 2012 年まで確保されているのは、 技術的問題等で LNG ト レ イ ンの稼動開始が遅れ

る万が一の事態を想定し ている ため と説明されている。

　 一方、 日本の造船会社への発注は、 Qatargas I の日本向け輸出用に 11 隻が建造された後、

久し く 途絶えていたが、 2006 年に RasGas II の台湾向けに 4 隻が発注された。

　 タ ンカーの積載容量の増加に伴い、 カ タールが新造する タ ンカー数も計 70 隻よ り 下方修

正された と見られるが、 最終的な発注数についての発表は未だ行われていない。

図表 1.38　カタールの LNG タンカーの造船会社別一覧
（単位：　隻）

Ⅰ Ⅰ Ⅱ

標 QF QM QF QM QF QM 標 標 QF QM

  三井造船 4 4

  三菱造船 4 2 6

  川崎造船 3 2 5

  韓進造船 1 1

  大宇造船 3 3 4 2 10 5 27

  現代重工業 4 3 2 3 12

  三星重工業 4 3 1 3 4 3 7 4 1 30

合計 11 8 6 7 3 4 4 8 21 12 1 85

（注）

「標」　・・・・・　標準船型 （LNG積載容量：　14万-15m3）

「QＦ」　・・・・・　Q-Flex船型 （同：　21.5m3）

「QＭ」　・・・・・　Q-Max船型 （同：　26万m3）

出所：　各種資料より作成

合計

RasGasQatargas

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅲ
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6.4.4.3  保守費用の削減

　 Nakilat は 2006 年 3 月、 シンガポール建設大手の Keppel の海洋エンジニア リ ング子会社

であ る Keppel Offshore & Marine と折半出資によ る合弁会社を設立し、 2009 年までにラ ス ・

ラ フ ァ ン港に LNG タ ンカー修理用ド ッ ク を建設する こ と を合意し た。

　 ラ ス ・ ラ フ ァ ン港に寄港する船舶数は、 LNG の輸出能力の増強と と もに増加し、 現在の

年間 2,400 隻から 2010 年までに 4,000 隻へ増加する と の試算も あ る （AOG 2006/04/01、

注）。

　 一方、 現在、 湾岸諸国で船舶用ド ッ ク を保有し ているのはバハレーン と ド バイのみであ

るが、 2009 年以降、 ラ ス ・ ラ フ ァ ン港での船舶修理が可能と な る と 、 メ イ ンテナン スによ

る LNG タ ンカーの不稼動時間やの短縮や、 デビエーシ ョ ンの回避が可能と な る。 また、 一

般の船舶よ り 構造が複雑なため割高 と される LNG タ ンカーの メ イ ンテナン ス を子会社に行

わせる こ と によ る コ ス ト 削減効果も大きい と期待されている。

（注） Qatargas は 4,000 隻の内訳について、 LNG タ ンカー ： 1,000 隻、 GTL ・ LPG ・ 硫黄 ・ コ ンデ
ンセー ト 用船舶 ： 2,000 隻、 その他 ： 1,000 隻と 試算し ている。

7 パイプ ラ イ ン輸出計画の現状と見通し

　 カ タールは当初、 パイプラ イ ンによ る天然ガス輸出について も積極的であ り 、 ノ ース ・

フ ィ ール ド ・ ガス田で生産されるガス を ラ ス ・ ラ フ ァ ン工業都市のガス ・ プラ ン ト で処理

し、 製品ガス を海底パイプラ イ ンで 5 カ国向けに輸出するプロ ジ ェ ク ト を発表し ていた。

また、 この他にも カ タールを起点とするガス ・ パイプラ イ ン網で GCC 諸国を結ぶ構想も

あった （図表 1.39 参照）。

　 しかし、 主に近隣諸国 と の国境線問題等でパイプラ イ ン敷設交渉に時間を要し て し まい、

計画がま と ま ら ない う ちに、 「 ノース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田の開発に関するモラ ト リ アム宣

言」 が発せられたため、 現時点で実現可能 と見られているのは、 UAE 向けの ド ルフ ィ ン ・

プロ ジェ ク ト のみ と なっている。
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図表 1.39　カタールの天然ガス輸出用パイプライン計画

7.1 　 ドルフ ィ ン ・ プロジ ェ ク ト

　 ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト は、 ラ ス ・ ラ フ ァ ンから敷設された海底パイプラ イ ン 370km

をアブダビのタ ウ ィ ーラで UAE 国内のガス ・ パイプラ イ ン網に接続し、 需要家にガス を供

給する計画で、 事業推進会社であ る Dolphin Energy Ltd. （DEL、 アブダビ国営投資会社

Mubadala Development ： 51%、 Total ： 24.5%、 Occidental ： 24.5%） は、 2007 年から天然ガス 20

億 cf/d を 25 年間にわた り 輸入する予定であ る。

　 プロ ジェ ク ト は 1999 年 3 月に、 UAE Offsets Group が QGTC と の合意に基づき FS に着手

し てお り 、 2003 年には DEL が QP と PDSA を締結し、 その後、 投資額 35 億 ド ルで着工し た

が、 2006 年夏にはパイプラ イ ン敷設を完了し た。

　 日揮が EPC を担当し ている ラ ス ・ ラ フ ァ ンのガス処理設備の工事も 90% 方完了し てお り 、

2007 年夏からの稼働開始を予定し ている。

　 一方、 DEL は将来、 パイプラ イ ンをオマーン まで延伸し、 ガスの再輸出を計画し ている

ため、 能力 32 億 cf/d の海底パイプラ イ ンを敷設し てお り 、 既にカ タール側へも、 同プロ

ジェ ク ト の第 2 フ ェーズ と し て 12 億 cf/d の増量交渉の開始を要請し ているが、 カ タールは

これに応じ る構えを見せておらず、 実現は困難と見られている。

　 なお、 2006 年 7 月、 サウジ外務省がアブダビのサウジ大使館を通じ、 当プロ ジェ ク ト に

係わる 35 億ド ルのシンジケー ト ・ ローンを主導し た National Bank of Abu Dhabi に対し、 「サ

ウジは、 領海内を通過するパイプラ イ ンの建設に同意し ていない。 サウジは自国の統治権、

支配権を守る ための必要な行動は全て行 う 」 と の抗議文を送付し ているが、 ア ッ テ ィ ーヤ ・

エネルギー工業相は 9 月、 「若干の遅延はあ るか も しれないが、 プロ ジェ ク ト はほぼ予定通

数量 投資額

（億cf/d） （億ドル）

UAE 20 2007  パイプライン(能力32億cf/d）敷設完了。

オマーン 12 未定  陸上設備も90%完成。

クウェート 10 未定 20  計画中止。

 カタールは最優先課題として取組み中。

 但し、一部報道では、計画中止。

16 未定  計画中止。但し、一部報道では、交渉

18 未定  継続中とあるが、進展はない。

 GCC Gas 未定  計画中止。個別2国間交渉での対応

 Transmission  へ切替え。

出所：

Dolphin Project：　Arab Oil & Gas Directory 2006、PON（2006/09/13）

AKG-1、2：　Arab Oil & Gas Directory 2006、PON（2006/06/07）、MEES（2006/07/17）、DJ（2006/07/10）、

Peninsula（2006/11/25）

GUSA Pipeline、GCC Gas Transmission：　Arab Oil & Gas Directory 2006

GCC諸国間

パキスタン

プロジェクト名 相手国

バハレーン
 AKG-1、2

 Dolphin Project

 GUSA Pipeline

操業開始 現状

35

50

8 未定
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り に進んでいる」 （PON 2006/09/13） と述べ、 サウジ側の抗議を意に介さ ない姿勢を示し て

いる。

7.2 　 モラ ト リ アム宣言によ り、 凍結されたパイプ ラ イ ン ・ プロジ ェ ク ト

　 この他にも、 カ タールは、 ク ウ ェー ト 、 バハレーン、 パキス タ ンへのパイプラ イ ン輸出

の他、 GCC ガス ・ ト ラ ン ス ミ ッ シ ョ ン計画でも、 豊富な天然ガス資源を背景に、 中心的役

割を果たそ う と し たが、 いずれも実現の目処が立つ前に、 開発モラ ト リ アムへ入って し

ま ったため、 実現性は大き く 後退し た。

　 一方、 QP の戦略研究部門のナジ ・ アビ ・ アード役員のよ う に、 「ク ウ ェー ト およびバハ

レーン向けパイプラ イ ン ・ プロ ジェ ク ト は、 2-3 年前に消滅し た。 モラ ト リ アム も少な く と

も 2012 年まで続 く ので、 5-10 年間は何も起き ないだろ う 」 と断言する石油 ・ ガス高官もい

る （Peninsula 2006/11/25）。

7.2.1 　 クウ ェー ト 向けパイプ ラ イ ン計画

　 カ タールは 2000 年 7 月、 ク ウ ェー ト と天然ガス 10 億 cf/d の輸出に関する MOU に締結

し、 同年 5 月に ExxonMobil と締結し た高度ガス利用 （EGU、 Enhanced Gas Utilization） プロ

ジェ ク ト 契約に基づ く ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田開発によ り 生産されるガス を、 海底パ

イプラ イ ンを通し て ク ウ ェー ト のアル ・ ズール火力発電所向けに供給する計画を明らかに

し た。

　 しかし、 2005 年よ り 25 年間にわた り ガス取引を行 う とする両国の強い意向にもかかわら

ず、 サウジが領海内のパイプラ イ ン敷設に合意し なかったため計画は実現し ていない。

サウジは、 「カ タール と の国境線が確定し ていないため、 敷設には合意でき ない」 こ と を表

向きの理由 と し ているが、 実際には 2002 年にカ タールの衛星放送アル ・ ジ ャ ズ ィ ーラがサ

ウジ王室を批判する討論番組を放送し た こ と に端を発する両国間の不仲が原因 と見られて

いる。

　 その後、 国営ク ウ ェー ト 石油 （KPC） のシ ュ ア イル計画 ・ 財務担当役員は 2006 年 4 月、

「近隣諸国からの天然ガス輸入計画は、 長期にわた り 進展がないが、 こ の う ち 1 つは最近、

キ ャ ンセルになった」 （MEES 2006/04/17） と述べたが、 カ タールからのガス輸入断念を正

式に認めた発言 と見られる。

　 また、 ExxonMobil が進める EGU プロ ジェ ク ト は、 アル ・ カ リ ージ ・ ガス ・ プロ ジ ェ ク ト

の第 1 フ ェーズ と し て、 国内需要および Oryx GTL プラ ン ト 向け原料ガス を供給する ための

ガス田開発 と し て実現し、 ク ウ ェー ト 向けパイプラ イ ン除きで、 2006 年 11 月よ り 稼働を開

始し た。

7.2.2 　 バハレーン向けパイプ ラ イ ン計画

　 カ タールは 2002 年 1 月、 バハレーン政府 と天然ガス 5 億 -8 億 cf/d のパイプラ イ ン輸出
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に関する MOU を締結し、 ク ウ ェー ト 向け海底パイプラ イ ンからの分岐ラ イ ン敷設を検討し

たが、 ク ウ ェー ト 向けパイプラ イ ン敷設プロ ジェ ク ト 自体が進まなかった上、 カ タール ・

バハレーン間にもハワール島領有権を巡る政治問題があ り 、 1986 年には紛争を起こ し た経

緯も あ り 、 バハレーン向け輸出計画も停滞し ていた。 その後、 2001 年 3 月には、 ハーグの

国際司法裁判所で国境線が確定し た ものの、 カ タールによ るバハレーン漁船の拿捕等、 両

国間には緊張が続き、 パイプラ イ ン計画も棚上げされていた。

　 しかし、 2006 年 6 月、 両国は同じ理由で棚上げされていた と見られる両国間の連絡橋

（通称 「友好橋」） プロ ジ ェ ク ト の着手を突如発表する と と もに、 航空機の相互乗入れ協定、

第 3 国における大使館の共同設置に関する合意書も締結し、 約 20 年間にわた り 続いたわだ

かま り が完全に払拭された こ と を印象付けた。

　 なお、 ア ッ テ ィ ーヤ ・ エネルギー工業相は 2006 年 2 月、 「ク ウ ェー ト 向けガス輸出計画

は何年もの間、 何の進捗も なかった。 一方、 需要家の長い行列があ り 、 これ以上待たせる

こ と は出来ないので、 ク ウ ェー ト 向けに確保し ておいたガス 10 億 cf/d は、 他へ回すこ と に

する」 （PIW 2006/02/27） と発言し てお り 、 また同年 4 月には、 「カ タールに と り 、 バハレー

ン向けガス輸出こ そ最優先課題になっている」 （Gulf Times 2006/04/03） と も述べているが、

ク ウ ェー ト 向けガス輸出を断念する代わ り にバハレーン向け供給を行 う 計画変更を示唆す

る発言と も見られる。

　 バハレーン連絡橋プロ ジェ ク ト は、 両国間パイプラ イ ン敷設計画を進捗させる好材料と

も見られ、 一部では ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト に次ぐパイプラ イ ン輸出にな るばか り でな

く 、 ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田の開発モラ ト リ アム解除後の最初のガス輸出プロ ジェ ク

ト にな る と の期待も あ る。

7.2.3 　 パキス タ ン向けパイプ ラ イ ン

　 カ タールは 1991 年、 パキス タ ン政府およびシ ャルジ ャの Crescent Petroleum Company 

International （Crescent） が中心 と な る コ ン ソーシアム Gulf South-Asia Gas Corporation

（GUSA） と パキス タ ン向け天然ガス 16 億 cf/d の輸出に関する MOU を締結し た。

　 1996 年にはパイプラ イ ン 1,600km 敷設に関する FS も完了し たが、 価格問題で合意でき

ず、 計画は進展し ていない。 但し、 関係 3 者 と も計画の断念は発表し ておらず、 交渉継続

中の姿勢は崩し ていない。

7.2.4 　 GCC ガス ・ ト ラ ンス ミ ッ シ ョ ン

　 GCC6 カ国石油省の閣僚級会議は 2001 年 7 月、 GCC 諸国間のガス ・ パイプラ イ ン網の事

前 FS の着手に合意し た。

　 カ タールを起点にサウジ、 ク ウ ェー ト へパイプラ イ ンを敷設し、 後にバハレーン、 UAE、

オマーンへも敷設する こ と によ り 、 カ タールの天然ガス を各国へ供給する計画であ るが、

サウジなど既にガス輸入の必要性がな く なっている国に と り 、 国境線問題の方が重要であ
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り 、 総意に基づ く 行動は採 り づら く 、 計画は進展し ていない。

　 そ こ でカ タールは、 「まず近隣諸国へパイプラ イ ンを接続し、 ガス輸出を開始する二国間

プロ ジェ ク ト を先行し、 その後に将来の GCC 諸国ガス網につなげる」 （ア ッ テ ィ ーヤ ・ エ

ネルギー工業相、 Gulf Times 2006/02/14） とする戦術への転換を図 り 、 ド ルフ ィ ン ・ プロ

ジェ ク ト （UAE、 将来はオマーン）、 バハレーンおよびク ウ ェー ト 向けパイプラ イ ン計画を

取上げた と見られるが、 いずれにせよモラ ト リ アム宣言後の動きは停滞し ている。

8 GTL プロジ ェ ク ト の現状と見通し

8.1 　 プロジ ェ ク ト の経緯

　 GTL と は、 天然ガス を水素 と一酸化炭素に分解し た後、 分子構造を組替えて、 硫黄分が

ほぼゼロの軽油などに相当する液体燃料を製造する技術およびその製品であ り 、 カ タール

も LNG に続 く 天然ガス有効利用策と し て注目し ている。

　 ア ッ テ ィ ーヤ ・ エネルギー工業相は、 「GTL 生産で、 世界の首都を目指す」 と宣言し、

2004 年 3 月までに、 カ タールの GTL 生産能力を 「2011 年までに 80.4 万 b/d」 とするプロ

ジェ ク ト 6 件を発表し、 いずれも ラ ス ・ ラ フ ァ ン工業都市にプラ ン ト を建設する と し た

（図表 1.40 参照）。

　 この う ち Oryx GTL プロ ジェ ク ト は 2006 年 6 月に竣工式を行い、 Pearl GTL プロ ジェ ク ト

も、 プラ ン ト 建設コ ス ト の高騰にも かかわらず順調に計画を進めている。 また、 Palm GTL

プロ ジェ ク ト について も、 2007 年 1 月時点では、 コ ス ト 低廉化を図ったのちに着工する と

し ていた。

　 一方、 残 り の 3 件につて、 ア ッ テ ィ ーヤ ・ エネルギー工業相は 2005 年 4 月、 「開発モラ

ト リ アムによ り 、 プロ ジ ェ ク ト を凍結する」 （PON 2005/04/28） と発表し たため、 カ タール

の GTL 生産能力の目標は、 2011 年までの 39.4 万 b/d ど ま り と なった。

　 しかし、 こ の後 2007 年 2 月に Palm GTL プロ ジェ ク ト が、 建設コ ス ト の高騰によ り 取止

める こ と が決定されたため、 2011 年までの目標は 24 万 b/d へ下方修正されたが、 同じ理由

で Pryx GTL プロ ジェ ク ト の第 2 フ ェーズ も取止め と な る可能性も あ り 、 この場合、 目標は

更に下方修正され、 17.4 万 b/d と な る。

　 また、 開発モラ ト リ アムのために凍結された と される GTL プロ ジェ ク ト 3 件について も、

ア ッ テ ィ ーヤ ・ エネルギー工業相は 2006 年 2 月、 「GTL は既に手一杯であ り 、 これ以上取

上げる余裕は無い。 コ ン ト ラ ク ターや物流能力にも問題があ る」 （Gulf Times 2006/02/20）

と述べ、 高コ ス ト と な る GTL プロ ジェ ク ト 自体への懸念を示唆し ている ため、 計画の実現

性を危ぶむ向き も あ る。

　 この他にも、 FS 終了後にプロ ジェ ク ト を中止し た ものも 1 件あ る。

　 なお、 カ タールの GTL プラ ン ト の能力はいずれも、 これまでに建設された中では最大規
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模 と な る R/D Shell のマレーシアの GTL プラ ン ト （能力 1 万 2,500b/d） をはるかに上回る規

模であ り 、 注目を集めている。

図表 1.40　カタールの GTL プロジェクト

8.1.1 　 進行中の GTL プロジ ェ ク ト

8.1.1.1  Oryx GTL

　 QGPC は 1997 年 7 月、 Sasol、 Phillips と MOU を締結し、 GTL プラ ン ト 建設のための合弁

会社設立を発表し たが、 原油価格暴落によ り 、 GTL 燃料の競争力が失われたため、 計画は

一時停滞し た。

　 その後、 2000 年 5 月に、 Phillips が離脱し たため、 2001 年に締結された合弁会社 Oryx 

GTL の設立協定書では、 QGPC （51%）、 Sasol （49%） の権益比率が定められた。

　 油価が再び高騰へと転じ る中、 Oryx GTL は 2003 年、 第 1 フ ェーズ と な るプラ ン ト （能力

１．　2011年までの目標プロジェクト

操業開始 備考

 Oryx GTL  下流設備のみ。

 第1フェーズ （注） 2006 3.4 万b/d  QP 51%  フィードガス3.3億cf/d

 第2フェーズ 2009 6.6 万b/d  Sasol 49%  は、AKG-1より調達。

 Pearl GTL  上流・下流を含む一貫

 第1フェーズ 2010 7.0 万b/d  QP 51%  生産設備。

 第2フェーズ 2011 7.0 万b/d  R/D Shell 49%

 QP 51%  2007年2月に取止めを

 ExxonMobil 49%  決定。

39.4 万b/d

２．　開発モラトリアムにより凍結中のプロジェクト

操業開始 備考

 QP 51%  2004年、MOU締結。

 Sasol Chevron 49%

 QP 51%  2003年、LOI締結。

 Marathon Oil 49%

 QP 51%  2003年、SOI締結。

 ConocoPhillips 49%

41.0 万b/d

80.4 万b/d

（注）　第1フェーズの竣工式は2006年6月に行われたが、その後、ユーティリティー設備の不具合で、稼働開始が遅れており、

　　　　運転開始および製品輸出は2007年3月末を予定している。

出所：

Oryx GTL：　Oryx GTL Press Release（2006/06/06）、DJ（2006/06/06）、PON（2007/01/31）

Pearl GTL：　国営QP Press Release（2006/07/27）、PON（2006/07/28）、AOG（2007/02/01）

Palm GTL：　PON（2007/02/21）

その他：　Arab Oil & Gas Directory 2006

未定

万b/d

万b/d

万b/d

13.0

12.0

16.0

 QP-Marathon Oil　(仮称）

権益構成

権益構成

小計（進行中）

万b/d15.4

未定

未定

 QP-ConocoPhillips　（仮称）

小計（凍結）

合計（進行中 ＋ 凍結）

生産能力

開発プロジェクト 生産能力

開発プロジェクト

2012  Palm GTL

 QP-Sasol Chevron　（仮称）
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3.4 万 b/d） を着工し、 2006 年 3 月よ り 、 段階的な試運転に入った。 同年 6 月には、 ハマ ド

首長、 ソ ニカ ・ 南アフ リ カ鉱業エネルギー相らの列席のも と竣工式を行った。

　 しかし、 Oryx GTL は、 その後、 ユーテ ィ リ テ ィ ー設備に不具合が発生し たため、 稼働開

始を半年遅らせ、 2007 年第 I 四半期からの製品輸出の開始を予定し ている。

　 プラ ン ト は、 ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田で ExxonMobil がアル ・ カ リ ージ ・ ガス ・ プロ

ジェ ク ト の第 1 フ ェーズで生産し た天然ガス 3.3 億 cf/d を原料と し、 硫黄がほぼゼロの軽

油 2.4 万 b/d、 ナフサ 0.9 万 b/d、 LPG0.1 万 b/d を生産する。 投資額は 9.5 億ド ルに達し た

と見られる。

　 また、 Oryx GTL は 2004 年、 更に 10 億ド ルを投資し、 第 2 フ ェーズ と な るプラ ン ト （能

力 5.6 万 b/d） を建設する計画を発表し たが、 コ ン ト ラ ク ター不足によ る更な る建設コ ス ト

の高騰と、 GTL プラ ン ト 稼動の状況を見守 り たい QP 側は、 「第 1 フ ェーズの成功を見極め

てから第 2 フ ェーズに着手し たい」 と の意向を明らかにし た。

　 一方、 Sasol 側は、 「第 1 フ ェーズは 2 年半 -3 年間でペイ ・ ア ウ ト 可能で、 Sasol がこれま

で手掛けたプロ ジ ェ ク ト 中、 最短で投資回収でき る見通しだ。 油価が $15/b になって も、

採算は維持される」 と強気の姿勢で、 第 2 フ ェーズの早期着工への意気込みを見せてお り 、

QP 側の慎重な姿勢 と の温度差を露にし ている。

8.1.1.2  Pearl GTL

　 R/D Shell は 2002 年 2 月、 QP と GTL プラ ン ト 設立趣意書 （Statement of Intent） に調印

し、 2003 年 10 月にはプラ ン ト （能力 14 万 b/d） 建設に関する合意書も締結し た。 その後、

両社は 2006 年 7 月にプロ ジェ ク ト 着手の正式発表を行い、 EPC 契約も締結し たが、 2007 年

2 月には、 ハマ ド首長、 英チャールズ皇太子らの列席のも と、 定礎式を行った。

　 Pearl GTL プロ ジェ ク ト では、 R/D Shell が QP と の DPSA に基づき、 ノース ・ フ ィ ール

ド ・ ガス田を開発し、 天然ガス 16 億 cf/d を生産する と と もに、 ガス処理プラ ン ト 、 GTL 生

産設備を建設する。 なお、 計画は 2 つのフ ェーズに分かれてお り 、 第 1 フ ェーズ （能力 7

万 b/d）、 第 2 フ ェーズ （同 7 万 b/d） のプラ ン ト をそれぞれ 2010 年、 2011 年までに完成さ

せる予定であ る。

　 また、 本プラ ン ト 建設でも、 日揮が FEED を担当する他、 同社、 千代田化工、 東洋エン

ジニア リ ングが一部設備の EPC を担当する等、 日本企業の活躍が目立つ。

なお、 投資額については、 正式発表はないものの、 こ の間の建設 ・ 資材コ ス ト 高騰のため、

当初見積も られた 50 億 ド ルに対し、 120 億 -180 億ド ルに達する と推定される （PON 2006/

07/28）。

8.1.1.3  Palm GTL

　 ExxonMobil は 2001 年 6 月、 QP と GTL プロ ジェ ク ト （当時計画で能力 8 万 b/d） に関す

る MOU に調印し たが、 2004 年 7 月には、 プラ ン ト （能力 15.4 万 b/d） 建設に関する HOA

も締結し、 2011 年中の稼働開始を目指す と発表し た。
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　 その後、 2005 年 4 月に ノース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田の開発モラ ト リ アムが宣言された際、

本プロ ジェ ク ト は対象外 と されたのにもかかわらず、 一向に進展を見せなかった。

これについて、 ExxonMobil のテ ィ ラ ソ ン CEO は、 「プロ ジェ ク ト 着手の是非は建設コ ス ト

にかかっている。 こ の点、 特にカ タール側の見方が厳しい」 （Gulf Times 2006/09/14） と遅

延理由を説明し た。

　 一方、 経済誌 「フ ォーブス」 （8 月号） は、 「ExxonMobil は、 GTL 特許を保有し、 高い技

術を誇る企業であ るが、 パイ ロ ッ ト ・ プラ ン ト からいき な り 能力 15.4 万 b/d の商業プラ ン

ト へス ケール ・ ア ッ プする こ と は困難だ」 と指摘し てお り 、 プロ ジェ ク ト 遅延が同社の

GTL 技術に起因する こ と を示唆し た。

　 事実、 カ タールで進んでいる他の GTL プロ ジェ ク ト 2 件については、 Sasol は、 独自の

フ ィ ッ シ ャー ・ ト ロプシ ュ反応方式で 50 年以上の歴史を保有する GTL メ ーカーの老舗であ

り 、 R/D Shell も 1993 年にシェル ・ プロセスによ る世界初の商業プラ ン ト と な るマレーシア

のビンツル ・ プラ ン ト （能力 1 万 2,500b/d） の操業を開始する などの実績を保有し てお り 、

これらに比べる と ExxonMobil の技術は見劣 り する と の見方も あ る。

　 これに対し、 テ ィ ラ ソ ンは、 「ExxonMobil の GTL 技術について何かコ メ ン ト する とすれ

ば、 それは高い付加価値を持つ製品であ る。 潤滑油ベース ・ オイルの得率の高さ によ り 、

他社の GTL 技術 と の差別化が図られている」 と、 むし ろ技術の優位性をアピールし、 2007

年 1 月にも 「2008 年中に最終投資判断を下し、 2012 年中の完成を目指す」 と発表し た

（WPA 2007/01/29）。

　 しかし、 2007 年 2 月 20 日、 QP および ExxonMobil は、 建設コ ス ト が HOA 締結時の 70 億

ド ルから 100 億ド ル （一部情報では最大 180 億ド ル） へ大幅に上昇し た こ と によ り 、 「Palm 

GTL プロ ジ ェ ク ト を取止める こ と を決定し た」 と発表し た。

8.1.2 　 開発を凍結し た GTL プロジ ェ ク ト

　 この他にも QP は 2003 年、 ConocoPhillips と GTL プラ ン ト 設立趣意書 （Statement of 

Intent） に調印し、 Marathon Oil と も同 （Letter of Intent） に調印し た。 また 2004 年には

Sasol Chevron と MOU を締結し たが、 QP はいずれのプロ ジェ ク ト でも 51% の権益を保有す

る と し ていた。

　 当初の計画では、 QP-ConocoPhillips （仮称） は 2009 年 -2010 年までに能力 16 万 b/d の

GTL プラ ン ト を完成させ、 QP-Marathon Oil （仮称） は同 12 万 b/d、 QP-Sasol Chevron は同

13 万 b/d をそれぞれ完成させる予定であった。

　 しかし、 ア ッ テ ィ ーヤ ・ エネルギー工業相は 2005 年 4 月、 「カ タールは、 ノース ・

フ ィ ール ド ・ ガス田の埋蔵量の再評価を行 う ため、 未着手の GTL プロ ジ ェ ク ト を、 少な く

と も 3 年間凍結する」 と発表し たため、 上記プロ ジ ェ ク ト 3 件 （能力計 41 万 b/d） の開発

は凍結される こ と と なった。
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　 油価高騰が続 く 中、 低公害 ・ 石油代替燃料 と し ての GTL 燃料に注目が集ま る中、 世界各

地で GTL プラ ン ト の建設計画が浮上し ているが、 カ タールのよ う に大量のガス を安価に調

達でき る場所は限られてお り 、 カ タールは依然と し て GTL 開発を進める企業の主戦場 と し

ては最適 と考え られてお り 、 QP と何らかの形で GTL プラ ン ト の設立に合意し た上記の外

資 3 社は、 いずれもプロ ジェ ク ト 再開を要望し続けている。

8.1.3 　 開発を中止し たプロジ ェ ク ト

　 カナダ Ivanhoe Energy は 2001 年よ り カ タールでの GTL プロ ジェ ク ト 参画の意向を明らか

にし、 2003 年 1 月には、 能力 18.5 万 b/d のプラ ン ト 建設で、 日本企業によ る権益取得も計

画されている と発表し た。 しかし、 同年 5 月には、 QP と の交渉打切 り を宣言し、 カ タール

の GTL プロ ジェ ク ト から撤退し た。

9 課題と展望

9.1 　 生産目標達成の見通し

　 カ タールは生産目標達成に向けた投資 ・ 建設計画を着実に実行し て き てお り 、 2012 年ま

でに ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田の生産量約 220 億 cf/d に随伴ガス生産を加え、 約 240 億

cf/d の天然ガス を生産する見込みであ る。

　 この生産量は、 ア ッ テ ィ ーヤ ・ エネルギー工業相が掲げた天然ガス生産量の目標 と一致

する上、 ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田の埋蔵量 911 Tcf を合わせ勘案する と、 同相の 「この

生産レベルを 100 年間維持する」 と のコ ミ ッ ト メ ン ト を も裏付ける ものであ る こ と が判明

する （240 億 cf/d × 365 日 × 100 年間 = 約 880 Tcf）。

　 また、 個別の生産目標について も、 以下の通 り 、 GTL を除き達成する見込みであ る。

･ LNG：　2010 年までに 7,770 万 t/y（Qatargas および RasGas の計 14 トレイン）

･ パイプラインによる輸出：　2007 年までに 20 億 cf/d（ドルフィン・プロジェクト）

･ GTL：　2011 年までの目標 40 万 b/d に対し、17.4 万 b/d（進行中のプロジェクト 2 件、注）

（注） 　 生産能力 17.4 万 b/d は、 取止め と なった Palm GTL プロ ジェ ク ト （能力 15.4 万 b/d） お
よび 2007 年 2 月末現在、 未着工の Oryx GTL プロ ジェ ク ト の第 2 フ ェーズ （能力 6.6 万 b/d）
を除 く 合計 （8.1 参照）。

9.2 　 目標達成がカ タールにもたらすもの

　 カ タールの 2012 年の天然ガスの生産量見込み 240 億 cf/d は、 天然ガス等を石油の価値に

熱量換算し た原油換算 （boe、 barrels of oil equivalent） で、 430 万 boe/d に相当する。
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　 また、 この間の天然ガス増産に伴 う 副生コ ンデンセー ト の増産も看過でき ない数字と な

り 、 2005 年の 39 万 b/d から 2012 年には約 100 万 b/d に達し、 LPG も 2005 年の 280 万 t/y

（約 6 万 boe/d） から 2012 年には 1,600 万 t/y （約 36 万 boe/d） へ と急増する見込みであ る。

　 更に、 沖合アル ・ シ ャ ヒ ーン （Al-Shaheen） 油田におけるデンマーク Maersk によ る能力

増強を中心 とする一連の産油能力増強プロ ジ ェ ク ト によ り 、 カ タールの産油能力は現在の

80 万 b/d から 2012 年の 110 万 b/d へ達する見込みであ る。

　 これら を合計し た原油換算の生産量は、 2005 年の約 250 万 boe/d から 680 万 boe/d に達

し （図表 1.41 参照）、 カ タールは 2012 年までに、 OPEC12 カ国中でサウジに次ぐエネル

ギー大国にな る こ と を意味する。

　 これについて、 ア ッ テ ィ ーヤ ・ エネルギー工業相も、 「カ タールの原油換算の生産量は、

計 600 万 boe/d を超え る こ と にな るが、 これは、 QP が、 国営 Saudi Aramco や Gazprom に次

ぐ世界第 3 位の炭化水素生産企業と な る こ と を意味する」 （2006/01/29） と誇示する発言を

行っている。

　 なお、 カ タールの 2005 年の天然ガス生産量は、 商業化量のみの比較では、 世界第 17 位

に位置し ているが、 2012 年までには 200 億 cf/d 以上へ達する とする と、 現在世界第 1 位、

第 2 位の生産量を誇る ロ シア、 米国に次ぐ カナダ と肩を並べる （あ るいは追い抜 く ） 水準

にまで達する こ と にな り 、 カ タールが一躍世界の ト ッ プ産ガス国の仲間入 り をする こ と に

な る （図表 1.42 参照）。

図表 1.41　カタールの炭化水素資源の供給能力

 天然ガス 52億cf/d （注1） 240億cf/d （注3）

　（原油換算） （92万boe/d） （430万boe/d）

 コンデンセート 39万b/d （注2） 100万b/d （注5）

 LPG 280万t/y （注3） 1,600万t/y （注5）

　（原油換算） （36万boe/d） （36万boe/d）

 原油 80万b/d （注4） 110万b/d （注6）

合計（原油換算） 247万boe/d 676万boe/d

出所：

（注1）　OPEC Annual Statistical Bulletin 2006

（注2）　IEA　Oil、Gas、Coal and Electricity Quarterly Statistics

（注3）　推定

（注4）　IEA Oil Market Report

（注5）　Qatargas アハマド・アル・フライフィCOOへのヒアリング

（注6）　アッティーヤ・エネルギー工業相　（DJ 2006/04/17）

2005年 2012年
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図表 1.42　2005 年の主要天然ガス生産国の生産量（商業化分）

9.3 　 モラ ト リ アムの行方

　 ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田の埋蔵に係わる調査は正に現在行われている最中であ り 、

調査の結果はも と よ り 、 内容、 見通しに関する途中経過の発表も皆無であ る。

　 また、 現在、 2009 年あ るいは 2010 年以降と も言われるモラ ト リ アム解除後の開発計画に

ついて も、 国内需要を優先し た上で、 余裕があればバハレーン向けパイプラ イ ン輸出を行

う と の方針が、 伝え られている数少ない情報 と なっている。

　 しかし、 RasGas のマルワ ン ・ ム ス レ フ氏は、 当研究所の ヒ ア リ ングに対し、 「今後 100 年

間、 安定的な生産を行 う ための調査を行っているが、 安定的と い う 言葉の意味は、 現状維

持 と い う こ と ではない。 安定的に生産量を増加させる状態を維持する と い う 意味であ る」

（2006/12/20） と も述べてお り 、 カ タールの ノース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田に寄せる信頼 と、

楽観的な姿勢を示し ている。

　 事実、 2002 年に行われた再評価では、 埋蔵量を 80% も引上げる結果 と なってお り 、 今回

の調査ではよ り 科学的な方法での回収法も検討課題 と なっている こ と から、 モラ ト リ アム

解除後に埋蔵量が更に増加し、 新たなプロ ジ ェ ク ト 導入の契機 と な る可能性も十分あ る と

考え られる。

　 ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田の埋蔵の調査に関する今後の公式発表が注目される。

9.4 　 今後の課題

　 これまで、 カ タールの天然ガス開発、 LNG 生産能力の増強等が順調に進んでき ている実

態を見て き たが、 急速なプロ ジ ェ ク ト の進行によ る問題点も浮上し て き ている。

9.4.1 　 莫大な投資回収

　 LNG、 GTL、 パイプラ イ ン等を含む天然ガス開発は、 莫大な投資を必要 と し てお り 、 リ ス

国名 生産量

第1位  ロシア 579

第2位  米国 499

第3位  カナダ 179

第4位  英国 85

第5位  アルジェリア 85

第6位  イラン 84

第7位  ノルウェイ 82

第17位  カタール 42

（注）　油アス田注入、フレアー除き

出所：　BP統計2006

200億cf/d以上

2012年
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ク を生む可能性も大きい と されるが、 特にカ タールのガス開発プロ ジェ ク ト の着工時期が、

世界的な資材およびコ ン ト ラ ク ター不足によ る建設コ ス ト の高騰時と重なったため、 その

額は約 950 億 ド ルにも達する。 この う ち、 特に LNG 事業が占める投資額は、 サプラ イ ・

チェーン全体で権益を保有する方針も あ り 、 計 680 億 ド ル と なっている （図表 1.43 参照）。

　 この投資額は、 サウジの 2010 年までの石油 ・ ガス上流 ・ 下流部門全体への投資額 690 億

ド ル （注） にほぼ匹敵する規模であ る こ と から も、 カ タールの LNG 事業の投資額の大き さ

が窺え る。

（注） サウ ジ大手銀行 Smba Financial Group が 2006 年 8 月に発行し た 「The Saudi Economy at 
Mid-Year 2006」 によ るプロ ジェ ク ト 一覧では、 以下の内訳と なっている。

・　産油能力の増強（現在の1,150万b/dから2009年までに1,250万b/dとする）：　200億ドル

・　外資との天然ガス開発：　110 億ドル

・　ジュバイルおよびヤンブーの合弁製油所（パートナーはそれぞれ Total、

ConocoPhillips）：　120 億ドル

・　小規模プロジェクト：　200 億ドル

・　ジュバイル民間製油所（サウジ民間企業 Nama および Petronas の合弁）：　60 億ドル

・合計：　690 億ドル

　 また、 GTL 事業について も、 Oryx GTL のプラ ン ト （下流設備のみ） 建設へ約 10 億ド ル

が投資されたが、 保有する能力は 3.4 万 b/d に過ぎない。 一方、 QP がラ ス ・ ラ フ ァ ン工業

都市に建設を予定し ている コ ンデンセー ト 製油所プロ ジェ ク ト （2008 年完成予定） では、

投資額 8 億ド ルで、 能力 14.6 万 b/d の製油所を建設する こ と になってお り 、 Oryx GTL と比

べる と、 その投資額が 80% であ るのに対し、 生産量は 4.3 倍 と なっている。

　 カ タールが天然ガス開発のために行った巨額な投資を回収する ためには、 プラ ン ト 建設

のみな らず、 運転 ・ 保守でも、 一層のコ ス ト 削減努力が不可欠にな る。
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図表 1.43　主なガス・プロジェクトへの投資額

9.4.2 　 安定し た LNG の輸出数量 ・ 価格の維持

　 カ タールの 2005 年末の LNG 生産能力 2,520 万 t/y が世界に占める シェアは 15% で、 イ ン

ド ネシアに次ぐ世界第 2 位であったが、 2006 年中に実施された Qatargas I のデボ ト ルネ ッ

キングによ る増強 （100 万 t/y） および 2007 年 3 月中に稼働開始を予定し ている RasGas II

の第 5 ト レ イ ン （能力 470 万 t/y） を加える と、 2007 年末の能力は 3,090 万 t/y と な り 、 こ

の時点で能力ベースで も イ ン ド ネシア （Badak 2,230 万 t/y、 Arun 650 万 t/y、 合計 2,880 万

t/y） を抜き、 世界第 1 位 と な る。

　 また、 能力が 2010 年までに 7,770 万 t/y まで増強される と、 世界に占める シェ ア も 26%

プロジェクト 投資額

 LNG  680億ドル  （注1）内訳参照。

 GTL  190億ドル  （注2）内訳参照。

 ドルフィン   35億ドル  （出所）PON（2007/03/01）

 国内需要   53億ドル  （注3）内訳参照。

合計 958億ドル

（注1）　LNGプロジェクトの内訳 （単位：　億ドル）

既存 計画 合計

 沖合・陸上設備 100 280 380

 LNGタンカー 30 170 200

 LNGターミナル 10 60 70

 その他 10 20 30

合計 150 530 680

出所：　MEES（2006/09/18）

（注2）　GTLプロジェクトの内訳 （単位：　億ドル）

投資額

 下流設備のみ。 フィード・ガスは、

 AKG-1より調達。

 Pearl GTL 180  上流・下流の一貫開発。

合計 190

出所：　Oryx GTL（2006/06/06）、AOG（2006/11/16）

（注3）　国内需要プロジェクトの内訳 （単位：　億ドル）

投資額

 第1期開発 13

 AKG-1 10

 AKG-2 30

 Barzan 不明  2007年2月現在、未着工。

合計 53

出所：　中東協力センター「GCCにおける石油・ガス開発の現状：　カタール」

　　　　　（ピエール・シャマス著）、KUNA（2006/11/09）、DJ（2006/07/10）

備考

備考

備考

 Oryx GTL 10
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へ と拡大する と予測される （図表 1.44 参照）。

　 一方、 世界の LNG 需要は、 2005 年の 1 億 3,900 万 t/y から 2010 年の 1 億 8,800 万 t/y へ、

33% 増加する と推定されるが、 LNG 供給能力については、 2005 年末の 1 億 6,800 万 t/y

（MEES 2006/11/06） に対し、 現在建設中または仮契約締結済みの LNG プロ ジェ ク ト が実現

する と、 2010 年までに 2 億 8,900 万 t/y （72% 増） へ達する可能性があ る （図表 1.45 参照）。

LNG 供給能力の拡大に伴い、 世界の LNG 取引における スポ ッ ト 比率 （短期契約を含む）

も、 2005 年の 12% から、 10 年以内に 25-30% へ拡大する と の構造的な変化を予測する向き

も あ る （MEES 2006/10/30）。

　 カ タールが 2010 年以降も安定し た輸出数量を確保し てゆ く ためには、 未だ価格や最終需

要家 と の数量が確定し ていない取引について、 早期に SPA を締結するか、 安定し た需要が

見込まれる アジア向け長期契約へシフ ト する など早い決断が得策 と見られる。

図表 1.44　世界の LNG 生産能力のシェア

　　出所：　MEES（2006/11/06）
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図表 1.45　世界の LNG 需給の見通し

9.4.3 　 サウジ との関係改善

　 ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田が地下でイ ラ ンのサウ ス ・ パルス ・ ガス田とつながってい

る こ と は、 構造上明らかであ るが、 幸いこれまで両国間でガス開発を巡る問題は表面化し

ていない。

　 これは、 両国が 1969 年に締結し た大陸棚協定を尊重し実行し ている上、 技術者レベルで

の会合も定期的に開催し ている ため と考え られる。

　 また、 両国は 2006 年 12 月にも、 イ ラ ンの陸上から沖合にまたがる Mobaraku 油田を共同

開発する合意書にも調印し てお り 、 協力関係は極めて良好 と言え、 両国海上境界線にまた

がるガス田開発の問題も首尾よ く 解決されている と見られる。

　 これに対し、 カ タール と サウジ間の問題ははるかに深刻であ り 、 これまでもサウジの圧

力によ り 、 ク ウ ェー ト へのパイプラ イ ン計画は中止を余儀な く された上、 既にパイプラ イ

ン敷設済みの UAE 向け ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト （2007 年操業開始予定） でもサウ ジ よ り

抗議を受けている。

　 カ タールは天然ガス開発を よ り 柔軟に行 う ためにも、 サウジ と の関係改善が急がれる。

9.4.4 　 日本向け LNG の輸出拡大

　 あてにし ていた米国向け LNG 輸出数量の思惑がはずれつつあ る中、 カ タールは LNG の代

替輸出先 と し て日本を始め とする アジア諸国向けの増量を検討せざ る を得ない と見られる。

　　　出所：　2005年需要および2010年需要・供給能力は（財）日本エネルギー経済研究所、2005年供給能力は

　　　　　　　 MEES（2006/2006/11/06）を基に作成
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一方、 日本の需要家は、 イ ン ド ネシアからの供給の先細 り や、 サハ リ ン ・ プロ ジェ ク ト の

遅延等の不安定要因を抱えてお り 、 相対的に安定し た供給先であ る カ タール と の利害も一

見一致するかのよ う に見られる。

　 しかし、 一般に日本の需要家が一定の燃焼性を確保する ため、 リ ーン ・ ガスの受入に消

極的であ るのに対し、 カ タールは リ ーン ・ ガス主体の LNG 生産を行ってお り 、 双方の思惑

は必ずし も一致し ていない。

　 LNG の性状問題は、 双方に事情があ る こ と で、 容易には解決し難いが、 ス ワ ッ プ取引等

の工夫で解決策を模索するのも 1 つの方法 と考え られる。

　 また、 カ タールが導入を予定し ている Q-Flex や Q-Max タ ンカーの着桟が可能 と な る

LNG 受入ター ミ ナルが日本にないため、 日本の需要家がフ レー ト 運賃低廉化の メ リ ッ ト を

享受でき ない状況にあ る こ と も、 今後の課題 と な る （注）。

（注） 日本の需要家 8 社の う ち、 中部電力、 東京電力、 大阪ガス、 東京ガスの 4 社が、 Q-Flex や
Q-Max タ ンカーによ る LNG 輸入を可能にすべ く 、 LNG 受入ター ミ ナルの増強を行 う と の報
道も あ る （PON 2007/01/02）。
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第 2 章 　 イ ラ ン

1  天然ガス埋蔵量と生産量 ・ 輸出量

1.1 　 埋蔵量の推移

　 イ ラ ンの 2006 年末の天然ガス埋蔵量は 974.00 兆立方フ ィ ー ト （約 27.59 兆 m3） で、 ロ

シアに次ぐ世界第 2 位につけている （Oil & Gas Journal）。 イ ラ ンの埋蔵量が世界に占める割

合は、 約 16% であ る。 天然ガス埋蔵量の 6 割以上が構造性ガスであ り 、 2004 年版 Arab Oil 

and Gas Journal によれば、 2004 年の全埋蔵量 26.5 兆 m3 の う ち、 構造性ガス田の埋蔵量は約

17 兆 m3、 随伴ガスの埋蔵量は約 9.5 兆 m3 であった。

　 イ ラ ンの天然ガスの埋蔵量の推移は図表 2.1 の とお り であ る。 2003 年に埋蔵量が 940 兆

立方フ ィ ー ト へ増加し たのは、 2002 年に至る タブナク （Tabnak）、 デイ、 ホマーなどの新規

ガス田の発見を受け、 石油省が埋蔵量を上方修正し た こ と によ る。 また、 2005 年に埋蔵量

が増加し ているのは、 サウ スパルス ・ ガス田のよ り 詳細な探査活動の結果、 同年、 それま

で 12.5 兆 m3 と されていた埋蔵量が、 13.5 兆 m3 に上方修正された こ と 、 及び、 新たな沖合

ガス田が発見された こ と によ る。

図表 2.1　イランの天然ガス埋蔵量（年末）の推移

（単位：　Tcf）

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年

埋蔵量 812.30 812.30 812.30 940.00 940.00 971.15 974.00

出所：　Oil & Gas Journal各年末号
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1.2 　 ガス田の分布状況 （図表 2.2 参照）

図表 2.2　イランの主要ガス田の分布

　 イ ラ ンのガス田の大半は南部に集中し ている。 サウ スパルス ・ ガス田はペルシア湾の沖

合 100km、 深度約 70m の大陸棚に位置する海底ガス田であ る。 同ガス田の埋蔵量は 13.5 兆

m3 であ り 、 イ ラ ンの全埋蔵量の約 2 分の 1 を占めている。 同ガス田のコ ンデンセー ト の埋

蔵量は、 30 ～ 40 億バレル と推定されている。 サウ スパルス ・ ガス田の南端はカ タールの

出所：International Petroleum Encyclopedia 
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ノース フ ィ ール ド ・ ガス田と接し てお り 、 両ガス田は地質構造的に連続し ている。

　 イ ラ ン第 2 のガス田はサウ スパルス ・ ガス田の北方 80km に位置する ノ ースパルス ・ ガス

田であ り 、 沖合 15km、 深度 2600 ～ 4100m の地点に位置する。 同ガス田の推定埋蔵量は

1.416 兆 m3 であ る。

　 イ ラ ンのその他のガス田 （図表 2.3 参照） は、 比較的規模は小さいものの、 その多 く は南

部に集中し ている。 南部の主なガス田は、 タブナク （埋蔵量 0.85 兆 m3）、 キ ャ ンガーン

（Kangan） （同 0.81 兆 m3）、 ナール （Nar） （同 0.36 兆 m3） などであ り 、 同じ く 南部のアサ

ルーイ ェ （Assaluye） には、 埋蔵量 0.238 兆 m3 のガス田が位置するほか、 石油化学コ ンビ

ナー ト が集中し、 イ ラ ン有数の工業地帯と なっている。

　 イ ラ ン北東部、 ト ルク メ ニス タ ン と の国境付近には、 埋蔵量 0.322 兆 m3 のハーンギー

ラーン （Khangiran） ガス田が位置し ている。 また、 イ ラ ク国境地帯には、 キ ャ ビール ・

クー （Kabir Kouh） ガス田 （埋蔵量 0.16 兆 m3）、 タ ンゲ ・ ビージ ャール （Tang-e Bijar） ガ

ス田 （同 0.14 兆 m3） などがあ る。

　 その他ペルシア湾の沖合には、 対岸の湾岸諸国 と の境界付近に、 い く つかの小規模なガ

ス田が存在し ている。 アブダビのアブ ・ アル ・ ブ クーシ ュ （Abu al-Bukhoosh） ガス田の延

長上にあ るサルマーン （Salman） ガス田は、 0.18 兆 m3 の埋蔵量を有する。 オマーンのブハ

（Bukha） ガス田の延長上に位置するヘンガーム （Hengam） ガス田は、 推定埋蔵量 0.05 兆

m3 であ る。 また、 ク ウ ェー ト と の境界線上に位置する ア ラ シ ュ （Arash、 通称 ド ラ

（Dorra）） ガス田は、 推定 0.14 ～ 0.37 兆 m3 の埋蔵量を有し、 イ ラ ン政府はイ ラ ン側にも開

発権があ る こ と を主張し ている。 ヴ ァ ズ ィ ー リ ・ ハーマーネ石油相は 2006 年 8 月の時点

で、 アーラ シ ュ ・ ガス田についてはク ウ ェー ト と の交渉が必要であ る と繰 り 返し ている。
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図表 2.3　イランの主要天然ガス田と埋蔵量（2004.1.1 時点）

1.3 　 生産量の推移と生産能力

　 イ ラ ンの天然ガス生産量は、 1979 年の革命前、 1977 年にはすでに 567 億 m3/y に達し て

いたが、 その後革命及びイ ラ ン ・ イ ラ ク戦争開始後の混乱を受け、 1981 年には 163 億 m3/y

まで落ち込んだ。 しかしその後徐々に回復し、 1991 年には 579 億 m3/y と革命前のレベルま

で到達、 生産量はその後も徐々に増加し た。 その後 2002 年にはサウ スパルス ・ ガス田の生

産が開始され、 2003 年にはタブナク ・ ガス田の生産も開始された こ と によ り 、 生産量は順

調に増加し、 2005 年には 1577 億 m3/y にまで達し た （図表 2.4 参照）。

（単位：兆m3)

ガス田名 埋蔵量

合計埋蔵量 28.200

随伴ガス 9.500

非随伴ガス 18.700

South Pars 13.500

Nosth Pars 1.416

Tabnak 0.850

Kangan 0.812

Nar 0.364

Khangiran 0.322

Aghar 0.238

Asaluyeh 0.224

South Gashdo 0.208

Sarkhoun 0.179

Kabir Kouh 0.157

Hama 0.133

Dey 0.103

Baba Qir 0.090

Ghordan 0.059

Banbadli 0.045

出所：　Arab Oil & Gas Directory 2006
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図表 2.4　イランの天然ガス生産量の推移

　 イ ラ ンの天然ガス生産量の推移をガス田別に見てみる と、 主要な非随伴ガス田の う ち最

も古 く から天然ガス を生産し ているのは、 南部のキ ャ ンガーン ・ ガス田 と ナール ・ ガス田

であ る （生産能力はそれぞれ 5600 万 m3/d、 4500 万 m3/d）。 1995 年には、 アーガール

（Aghar） と ダーラーン （Dalan） の 2ヶ所の非随伴ガス田で、 新たに生産が開始された （生

産能力はそれぞれ 1700 万 m3/d、 2200 万 m3/d）。 両ガス田からは合計 1.5 万 b/d のコ ンデン

セー ト が生産されている。

　 2000 年には、 フ ァールス地方に散在するガス田 と キ ャ ンガーン ・ ガス田のガス処理施設

をつなぐ総延長 250km のパイプラ イ ンが完成し た こ と で、 生産量は前年比 17% 増加し、

1224 億 m3/y に達し た。 2003 年半ばには、 アサルーイ ェ南部のタブナク ・ ガス田 （生産能

力は天然ガス 4500 万 m3/d、 コ ンデンセー ト 21,000b/d） が、 2000 万 m3/d の生産を開始し

た。

　 他方、 サウ スパルス ・ ガス田は、 まず 2002 年 3 月に、 その第 2 － 3 フ ェーズの生産が開

始され、 2004 年第 1 四半期には第 1 フ ェーズが完成、 生産を開始し た。 2004 年 10 月には、

第 4 － 5 フ ェーズで試行生産が開始され、 2005 年 5 月には正式生産が開始された。 サウ ス

パルス ・ ガス田の各フ ェーズの生産能力は 2600 万～ 2800 万 m3/d であ る ため、 2005 年時点

の年間生産量は、 合計で 450 億 m3/y 前後と推計される。

　 次に、 天然ガス生産量の推移を用途別に見てみる と、 2005 年の総生産量 1577 億 m3/y に

出所：OPEC Annual Statistics各号
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対し、 商業化量は 946 億 m3/y （60%）、 フ レア 146 億 m3/y （9%）、 油ガス田注入 282 億 m3/y

（18%）、 その他ロ ス 203 億 m3/y （13%）、 と なっている （図表 2.5 参照）。

図表 2.5　イランの天然ガス生産の内訳

　 イ ラ ンはその他の湾岸産ガス国と比べ、 商業化量の割合が低いこ と が常々指摘されてい

る。 た しかに 2001 年以降、 総生産量は着々 と増加し ている一方で、 商業化量の割合は 60%

前後を推移し てお り 、 2000 年の 49% と い う 数値に比べればかな り 改善されてはいるが、 低

い数値に と ど ま っている。

　 油ガス田圧入量の割合は、 年々減少しつつあ る。 2000 年には総生産量の 36% が圧入に用

いられていたが、 2005 年の圧入量は 18% であった。 しかし 5.2.4 で後述する よ う に、 イ ラ ン

国内において再圧入の重要性に関する議論は高ま っている。

　 フ レア リ ングの割合は、 一時減少傾向にあった ものの、 サウルパルス ・ ガス田の生産開

始 と と もに再び増加し ている。 2000 年には 126 億 m3/y であったフ レア量は 2001 年には 74

億 m3/y に低下し たが、 2003 年には 133 億 m3/y、 2005 年には 146 億 m3/y と再び増加し た。

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年

商業化量 601 691 750 815 897 946

フレア 126 74 82 133 131 146

油ガス田注入 441 324 300 284 293 282

その他ロス 56 53 78 87 171 203

総生産量 1,224 1,142 1,210 1,319 1,492 1,577

出所：　OPEC Annual Statistical Bulletin 2004、2005

（単位：　億m3）
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　 生産量を随伴ガス ・ 非随伴ガスの割合で見てみる と、 イ ラ ンの場合、 サウ スパルス ・ ガ

ス田の生産開始以前にすでに、 非随伴ガスの割合が 70% 近 く に上った。 サウ スパルス ・ ガ

ス田の生産開始によ って、 非随伴ガスは総生産量の 80% 以上を占める よ う になった。

1.4 　 輸出量の推移と輸出能力

　 イ ラ ンはかつて 1991 年までソ連に天然ガス を輸出し ていたが、 2001 年に ト ルコへのガス

輸出を開始し、 再度天然ガス輸出国 と なった。 しかしその輸出量は非常に少ない （図表 2.6

参照）。 2005 年のイ ラ ンの天然ガス輸出量は 47 億 m3 に上ったが、 これは商業生産量の 5%

を占めるにすぎない。

図表 2.6　イランの天然ガス輸出量・商業生産量の推移

　 イ ラ ンは現在、 ト ルコ と アゼルバイ ジ ャ ンのナ ヒ チェ ヴ ァ ン自治共和国に天然ガス を輸

出し ている。 ト ルコへの輸出契約は 1996 年に締結され、 2001 年 12 月から輸出が開始され

た。 当初、 輸出量は 2002 年には 40 億 m3/y、 2003 年には 50 億 m3/y、 そ し て 2007 年には

100 億 m3/y と徐々に増加する予定であった。 しかし ト ルコは 2002 年半ばに、 「天然ガスの

組成」 が契約と異な る こ と を理由にイ ラ ンからの天然ガス輸入を停止し た。 2003 年 10 月、

（億ｍ３)

輸出量 商業生産量

2001 3.58 691

2002 6.70 750

2003 34.13 815

2004 35.60 897

2005 47.35 946

出所：OPEC Annual Statistical Bulletin 2005
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ト ルコは価格の再交渉を求め、 こ の交渉が妥結し たため、 2003 年の輸出量は 34.1 億 m3 と、

2002 年の輸出量 （6.7 億 m3） の 5 倍以上に増加し た。 しかし 2005 年の ト ルコへの天然ガス

輸出量は 47 億 m3 に留ま ってお り 、 当初の予定輸出量には及んでいない。

　 ナ ヒ チェ ヴ ァ ンへのガス供給は 2005 年に開始され、 供給量は初年度の 7000 万 m3/y から

2009 年には 3.5 億 m3/y に拡大される計画であ る。

1.5 　 ガス開発の経緯 ・ 歴史

　 イ ラ ンで従来から ガス開発を請け負って き たのは、 1965 年に設立された イ ラ ン国営ガス

会社 （National Iranian Gas Company: NIGC） であ る。 NIGC の掘削活動によ り 、 と く に近年に

入 り 、 新規ガス田の発見が相次いでいる。

　 ただし最大規模のサウ スパルス ・ ガス田は 1991 年に、 イ ラ ン国営石油会社 （National 

Iranian Oil Company: NIOC） の子会社であ る イ ラ ン ・ オフシ ョ ア石油会社 （Iranian Offshore 

Oil Company: IOOC） によ り 発見された。 IOOC は、 カ タールの ノ ース フ ィ ール ド ・ ガス田

がイ ラ ンの領海内 40km の区域まで広がっている と の探査結果を受け、 試掘に成功し た。

　 NIGC は 2000 年には、 フ ァールス州南部の山脈地帯でタブナク ・ ガス田を発見し た。 同

ガス田の埋蔵量は推定 8500 億 m3 であ り 、 NIGC は 2003 年半ば、 第 1 フ ェーズ関連設備の

設置を完了し た。

　 2000 年にはこのほか、 タブナク ・ ガス田 と同じ地域に位置する ホマー ・ ガス田 （埋蔵量

1330 億 m3）、 及びデイ ・ ガス田 （1030 億 m3） が発見された。

　 今日のガス開発においては、 サウ スパルス ・ ガス田の開発に最大の重点が置かれている。

イ ラ ンは 1995 年、 仏 Total と のバイバッ ク形式によ る ス ィ ー リ ー （Sirri） 油田開発契約の締

結を皮切 り に、 革命後初めて、 石油 ・ 天然ガス開発への外資導入に踏み切った。 1997 年 11

月、 国内外の関連企業の代表を招き テヘラ ンで開催された 「石油 ・ ガス ・ 国際セ ミ ナー」

の場において、 アーガーザーデ石油相 （当時） は、 11 件の石油 ・ ガス関連の大規模プロ

ジェ ク ト を発表し、 それぞれへの外資の参入を募った。 サウ スパルス ・ ガス田の開発プロ

ジェ ク ト はその筆頭に挙げられ、 1997 年 9 月には Total、 マレーシア国営 Petronas、 露

Gazprom によ る コ ン ソーシアム （権益比率は各 40%、 30%、 30%） らが NIOC と の間で、 第

2 ・ 第 3 フ ェーズの開発契約を締結し た。

　 その後 2000 年 7 月には、 伊 Eni （60%） と NIOC の完全子会社 Nico が所有する Petropars

（40%、 後に Nico に 20% を譲渡） が、 第 4 ・ 第 5 フ ェーズの開発契約に調印し た。 2002 年 9

月には韓国 LG （42%）、 国営エンジニア リ ング企業の石油産業エンジニア リ ング建設会社

（Oil Industries Engineering and Construction: OIEC） およびイ ラ ン ・ オフシ ョ ア ・ エンジニア

リ ング建設会社 （Iran Offshore Engineering Company: IOEC、 NIOC と産業発展革新機構

（Industrial Development and Renovation Organization Of Iran: IDRO） が権益を所有） （合計 58%）

が第 9 ・ 10 フ ェーズ、 10 月には Statoil （40%） と Petropars （60%） が第 6 － 8 フ ェーズの開
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発契約に調印し、 サウ スパルス ・ ガス田の開発契約は次々 と締結されていった。

　 しかし開発プロ ジェ ク ト のバイバッ ク方式には 2000 年に大幅な改正が加え られ、 「報酬 ・

ペナルテ ィ ー」 の導入、 リ ターン率の圧縮などが明らかにな る と、 イ ラ ンにおけるバイ

バッ ク方式での油ガス田開発の、 外資に と っての魅力は薄れた。 バイバッ ク方式の見直し

は現在も なお進行中だが、 未だ決着はついておらず、 ガス開発への外資の参入は停滞気味

であ る （バイバッ ク方式に関し ては、 2.5 参照）。

2 天然ガス政策および生産目標

2.1 　 国家政策全体における天然ガスの位置づけ

　 イ ラ ンのエネルギー政策における天然ガスの位置づけは、 （1） 石油消費の代替、 （2） 油

田圧入、 （3） 世界の天然ガス市場における重要性の確保、 （4） 石油化学の原料、 の 4 点に

集約でき る。 この う ち最初の 2 点は、 「外貨獲得資源 と し ての石油の節約」 と い う イ ラ ンの

エネルギー政策の根幹に関わる ものであ る。 すなわち、 天然ガスには国内の石油消費を可

能な限 り 代替し、 よ り 多 く の原油輸出を可能 とする こ と が期待されている。 また、 天然ガ

ス を油田に圧入し、 原油生産能力の維持 ・ 増強を目指すこ と にも、 プラ イオ リ テ ィ が置か

れている。 これに対し て、 「世界の天然ガス市場で重要な位置を占める こ と」 も、 目標の一

つに置かれている。 天然ガスはまた、 石油化学部門への原燃料 と し て位置づけ られてお り 、

国内の工業化や中小規模産業の育成 ・ 振興の原動力 と し ての役割を果たすこ と が期待され

ている。

　 個別操業計画では、 既述の とお り イ ラ ン全体の非随伴ガス埋蔵量の約 7 割を占めるサウ

スパルス ・ ガス田の開発が当面の優先課題であ る。 同ガス田は 30 段階に分けて開発が推進

されてお り 、 すでに第 1 ～ 5 フ ェーズが、 商業生産に入っている。

2.2 　 天然ガスの上流 ・ 下流部門における権益保有の現状

2.2.1 　 上流部門

　 天然ガスの上流部門の開発については、 1997 年にバイバッ ク方式でサウ スパルス ・ ガス

田第 2 ・ 3 フ ェーズの開発契約が Total、 Petronas、 Gazprom によ る コ ン ソーシアムに付与さ

れて以降、 バイバッ ク方式での外資への開放が一時進んだ。 しかしその後、 徐々にイ ラ ン

側の権益比率が増大し、 第 4 ・ 5 フ ェーズにおける Eni の権益比率は 60%、 第 6 ・ 8 フ ェーズ

における Statoil は 37% （Statoil 社ホームページ、 40% と の報道も あ る）、 第 9 ・ 10 フ ェーズ

における韓国 LG は 42% と、 外資の権益比率は 5 割を切る よ う になった。

　 全体の傾向を見る と、 1998 年にサウ スパルス第 1 フ ェーズ開発のために設立された

Petropars が、 第 4 ・ 5 フ ェーズでは権益の 20% を確保、 その後第 6 － 8 フ ェーズでは権益の
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63% を獲得し ている。 その後第 12 フ ェーズ開発契約を Petropars が単独で受注し ている こ と

からは、 Petropars を自立し たオペレーター企業と な るべ く 育成し よ う とする イ ラ ンの意向

を見て取れる。

　 Petropars は第 12 フ ェーズの開発にあた り 、 外国企業の参入をめざ し イ ギ リ ス、 イ タ リ

ア、 オース ト ラ リ アの企業にアプローチし た と言われている。 しかし最終合意には至ら な

かった。 その後 Petropars は第 17 ・ 18 フ ェーズの権益を、 と もにイ ラ ン企業であ る IOEC 及

び OIEC と と もに取得し ている。

　 近年締結された イ ラ ンの天然ガス上流開発部門に占める外資の割合が低いのは、 イ ラ ン

側の 「国内企業優先」 の方針のみな らず、 外資に不利なバイバッ ク方式 （2.5 参照） が外資

によ り 敬遠された こ と にも よ る もの と見られる。

2.2.2 　 下流部門

　 下流部門に関し ては、 まず現在進行中の LNG プロ ジェ ク ト に関し ては、 天然ガス輸出業

務を管轄する NIOC 子会社のイ ラ ン国営ガス輸出会社 （National Iranian Gas Export Company: 

NIGEC） が主導し ている。 NIGEC は、 イ ラ ン独自の LNG プロ ジ ェ ク ト であ る NIOC LNG プ

ロ ジ ェ ク ト では権益の 100% を保有し、 外資が参入する Pars LNG 及び Persian LNG プロ ジェ

ク ト において も、 と もに正式契約は未締結であ るが、 権益の 50% を確保する見通しであ る。

　 ガス処理設備に関し ては、 サウ スパルス ・ ガス田関連設備以外は全て NIGC が管轄し てい

る。

　 石油化学部門に関し ては、 石油省傘下の国営石油化学 NPC （National Petrochemical 

Company） が権益の 50% 以上を保有するプロ ジェ ク ト が大半であ る。

2.3 　 国営会社の実態 （図表 2.7 を参照）

　 イ ラ ンでは天然ガスの上流部門操業 と輸出業務を NIOC が所管し てお り 、 イ ラ ン国内のガ

ス輸送 ・ 販売業務は NIGC が統括し ている。 NIOC、 NIGC は と もに、 NPC 及び国内の石油

精製販売を担 う イ ラ ン国営精製 ・ 製品販売会社 （National Iranian Oil Refining and Distribution 

Company: NIORDC） と 並ぶ、 イ ラ ン石油省傘下の主要 4 会社の 1 つであ る （図表 2.8 参照）。
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図表 2.7　イランの天然ガス産業関連主要組織一覧
組織名 備考

石油省傘下

NIOC イラン国営石油会社 1948年設立

(National Iranian Oil Company)

NIGC イラン国営ガス会社 1965年設立

(National Iranian Gas Company)

NPC イラン国営石油化学会社 1964年設立

(National Petrochemical Company)

NIORDC イラン国営精製・製品販売会社 1992年設立

(National Iranian Oil Refining and Distribution Company)

NIOC子会社

IOOC イラン・オフショア石油会社 沖合油ガス田の探鉱

(Iran Offshore Oil Operating Co.)

POGC パルス石油ガス会社 1994年設立

(Pars Oil & Gas Co.) サウスパルス・ノースパルスの開発を管轄

Pedec 1994年設立

(Petroleum Engineering and Development Company) 開発段階の管理・監督を担う

Petropars Limited 1998年設立

Nico（下記）の100%保有

Pedco

(Petro-Iran Development Company) サルマーン石油ガス田開発

OIEC 石油産業エンジニアリング建設会社

(Oil Industries Engineering and Construction) サウスパルス第9・10、15･16、17・18フェーズ開発

IOEC イラン・オフショア・エンジニアリング建設会社

(Iranian Offshore Engineering and Construction Company) サウスパルス第9・10、15･16、17・18フェーズ開発

Nico スイス法人、NIOCの資産管理を担う

(Naftiran Intertrade Co.)

NIGEC イラン国営ガス輸出会社 2001年設立

(National Iranian Gas Exporting Company)

その他

IDRO イラン産業発展革新機構 1967年設立

(Industrial Development and Renovation Organization of Iran) サウスパルス第21・22フェーズ開発に関心

出所：イラン石油省およびNIOCホームページ他各種資料をもとに中東研作成
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図表 2.8　イランの石油・天然ガス産業組織図

2.3.1 　 NIOC

　 NIOC は 1951 年、 石油産業の国有化を目的 と し て、 イ ラ ン政府の全額出資によ り 設立さ

れた。 NIOC は対 OPEC 政策や原油価格政策など、 枢要な国家石油戦略シナ リ オを策定する

プロセスに、 石油省上層部と の緊密な連携の下に深 く 関わ り 、 単な る国営石油会社以上の

役割 と責任、 発言力を有する。

2.3.2 　 NIGC

1965 年に設立された NIGC は、 天然ガスの探鉱に加え主に処理 ・ 輸送 ・ 供給を担当し てい

る。 NIGC 設立の契機 と なったのは、 同 1965 年にソ連 と の間で締結された、 開発部門にお

ける相互協力協定であ る。 同協定締結の結果、 イ ラ ンではまず全国各地へのガス ・ パイプ

ラ イ ンの整備と、 ビ ッ ド ボ ラ ン ド （Bidboland） におけるガス精製 ・ 処理プラ ン ト の建設が

開始された。 1967 年にはアフ ワーズのパイプラ イ ン製造所が操業を開始し、 1970 年にはソ

連へのガス輸出が開始された。

　 現在 NIGC の管轄下には、 地域ガス会社 26 社、 天然ガス処理会社 7 社および 8 つの天然

Petroleum Engineering and Development

Iran Offshore Oil Operating Co. (IOOC)                                      Company (Pedec)

　　　　　　　　　　　　　（沖合油ガス田探鉱） Petro-Iran Development Company (Pedco)

Pars Oil & Gas Co. (POGC) Petropars

　　（サウスパルス・ノースパルス開発管轄） Oil Industries Engineering and 

                                 Construction (OIEC)

Khazar Exploration and Production Co. Naftiran Intertrace Co. (Nico)

         　　　　     (KEPCO)（カスピ海域探鉱) Iranian Offshore Engineering and 

National Iranian South Oil Co. (NISOC)                     Construction Company (IOEC)

　　　　　　　　　　　　　　　（陸上油田探鉱） NIGEC (National Iranian Gas Exporting

                                       Company)

出所：各種資料をもとに中東研作成

〔国内地域別探鉱・生産関連企業〕 〔その他主要関連企業〕

NPC NIORDC

石油省

最高エネルギー評議会

(議長：大統領)

NIGC NIOC
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ガス幹線地域が存在する。

2.3.3 　 関連子会社

　 天然ガス開発関係では、 NIOC の子会社と し てパルス石油ガス会社 （Pars Oil and Gas 

Company ： POGC） が、 1994 年、 サウ スパルス ・ ガス田および ノ ースパルス ・ ガス田の開発

プロ ジェ ク ト を管轄する目的で設立された。

1998 年には、 上記 2.2.1 の Petropars 社が、 サウ スパルス ・ ガス田第 1 フ ェーズの開発を イ

ラ ン国内企業に付与する と の経済最高評議会の決定に基づき、 設立された。 Petropars の株

式は当初 NIOC と産業発展革新機構 （IDRO） の年金基金が保有し ていたが、 その後 NIOC

子会社の Naftiran Intertrade Company （Nico、 ス イ ス法人、 NIOC の国際市場向けマーケテ ィ

ング担当） の 100% 保有 と なった。

また、 2001 年には、 LNG を含む天然ガス輸出業務を担 う NIOC 子会社 と し て、 上記 2.2.2

の NIGEC が設立されている。

2.4 　 エネルギー政策の意思決定過程

　 イ ラ ンの基本的なエネルギー政策は大統領を議長 とする最高エネルギー評議会が策定し、

国会の承認を経て発効する こ と になっている。 最高エネルギー評議会は、 国益に即し たエ

ネルギー資源の適正利用、 石油 ・ 天然ガスの生産 ・ 消費の適正化、 環境汚染防止策などエ

ネルギー全般に関わる政策に関する協議、 調整、 決定を行 う 機関 と し て、 2001 年 10 月に設

置された。 最高エネルギー評議会は、 大統領のほか、 副大統領兼原子力エネルギー庁長官、

副大統領兼環境庁長官、 副大統領兼運営計画策定庁長官、 石油大臣、 エネルギー大臣、 経

済財政大臣、 商業大臣、 及び鉱工業大臣らによ り 構成される。

　 個々のエネルギー政策、 指針、 核計画を執行、 実施する責任 と権限については各省庁が

分担し ている。 石油 ・ 天然ガス ・ 石油化学 ・ 肥料の各部門に関し ては石油省が、 電力 ・ 石

炭についてはエネルギー省が、 原子力は原子力エネルギー庁が所管する。

　 国会でエネルギー問題を管轄し ているのはエネルギー委員会であ り 、 石油 ・ 天然ガス事

業に関わる大規模な提案や大型合弁投資案件を審議し、 必要な立法措置を取る。

2.5 　 外資参入の状況

　 1990 年代後半、 イ ラ ン政府は、 石油 ・ ガス上流部門への外資参入の円滑化に向けて 「バ

イバッ ク投資方式」 を導入し た。 バイバッ ク投資方式の中核と な るバイバッ ク契約は、 国

内の天然資源にかかる権益を外国企業に供与する こ と を禁じ る イ ラ ン憲法の規定に抵触し

ない範囲での外資導入を可能 とするサービ ス契約の一形態であ る。

　 このバイバッ ク投資方式の下で NIOC と バイバッ ク契約を締結し た外国企業は、 自らの リ

ス ク で上流部門開発を実施し、 商業生産移行の段階に投資額 （資本費、 銀行手数料、 操業
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コ ス ト ） を所定の期間内に自らが開発し た生産物 （原油、 天然ガス） で回収でき る他、 投

資額の 15 ～ 18% 相当の 「報酬」 を、 生産物によ って支払われる こ と保証される。 契約期間

終了後は、 NIOC に操業が引き継がれる。

　 投資に対する リ ターンが生産物であ る点で生産物分与契約 （Production Sharing Agreement、

PSA） に類似し ているが、 PSA は通常 20 ～ 30 年 と長期間であ るのに対し て、 バイバッ ク契

約は 5 ～ 10 年 と短期間であ る こ と が特徴であ り 、 生産物の長期引取 り を望む外資に と って

は、 不利な方式 と なっている。 契約期間が短期間であ る こ と以外に現行のバイバッ ク方式

で問題視されている点 と し ては、 開発費用の超過分が外国企業の負担 と な る点があげられ

る。

　 2000 年以降採用された改定バイバッ ク方式では、 「ペナルテ ィ ー / 報酬」 条項が追加され

た。 これは、 操業権移管後の NIOC 生産量に基づき外国企業の報酬額が決定される メ カニズ

ムであ り 、 双方合意の目標生産レベルを上回った場合は報酬が上乗せされ、 下回った場合

は減額される と い う 規定であ る。 この改定方式は外国企業には自らの報酬額に影響を与え

る NIOC の操業に一切関与でき ないこ と から不評であ り 、 改定以降、 NIOC と外国企業の交

渉は依然難航し ている。

2.6 　 天然ガス生産 ・ 輸出目標と計画の概況

2.6.1 　 生産目標

　 イ ラ ンの 2005 年の天然ガス生産量は 1577 億 m3/y であったが、 NIOC は 2010 年までの天

然ガスの生産目標を約 5 割増の 2300 億 m3/y、 2020 年の目標生産量を 4000 億 m3/y と設定

し ている。 サウ スパルス ・ ガス田及びそれ以外の非随伴ガス田のさ ら な る開発によ る生産

量増加が見込まれているほか、 随伴ガスに関し て も、 2005 年時点の生産量 380 ～ 400 億

m3/y を 2010 年までに 480 億 m3/y に増加させる こ と が目指されている。 こ の生産増を達成

する ため、 NIOC は 2010 年までに少な く と も 100 億ド ルの投資が必要であ る と見積も って

お り 、 う ち 5 分の 4 はサウ スパルス ・ ガス田に割 り 当て られる。

2.6.2 　 輸出目標

　 輸出目標 と し ては、 イ ラ ンはすでに周辺諸国と の間で天然ガス輸出契約を締結し ている

が、 2006 年初頭、 イ ラ ン政府は改めて、 近隣諸国へのガス ・ パイプラ イ ン輸出計画を積極

的に推進する と の方針を打ち出し ている。 パキス タ ン ・ イ ン ド向けの天然ガス輸出計画、

及びサウ スパルス ・ ガス田の LNG 輸出計画などが、 輸出促進計画の柱 と なっている。
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3 天然ガス開発の現状と増強計画

3.1 　 サウスパルス ・ ガス田開発

　 サウ スパルス ・ ガス田の天然ガス埋蔵量は 13.5 兆 m3 （LNG 換算約 95 億 ト ン） と推定さ

れ、 同ガス田の開発は 110 億ド ル /y、 ガス田の寿命全体で 7,000 億ド ルの収益を生み出す

と予想 （2005 年の輸出ガス価格ベース） されている。

　 サウ スパルス ・ ガス田の開発は、 第 1 次及び第 2 次バイバッ ク ・ プロ ジェ ク ト （第 1 次 ：

1995 年、 第 2 次 ： 1998 年に発表） の対象案件 と され、 外国エネルギー企業各社 と順次契約

されている。 全部で 30 フ ェーズの開発が計画されてお り 、 2006 年末の時点で、 第 18

フ ェーズまでの開発契約が締結されている。

1 フ ェーズあた り 天然ガス 2600 万～ 2800 万 m3/d 及びコ ンデンセー ト 4 万 b/d の生産が見

込まれているほか、 全生産量をカバーする処理設備がアサルーイ ェに建設される こ と に

なっている。 第 1 フ ェーズから第 10 フ ェーズまでの生産分は国内消費 と油田圧入に利用さ

れ、 第 11 フ ェーズから第 14 フ ェーズの生産分は、 LNG プロ ジェ ク ト （一部 GTL） に利用

される こ と になっている。 第 15 フ ェーズから第 18 フ ェーズは国内需要向けであ る。

サウ スパルス ・ ガス田開発のフ ェーズご と の参加企業と その出資比率、 生産規模、 プロ

ジェ ク ト の進捗状況等は、 図表 2.9 の とお り であ る。
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図表 2.9　サウスパルス・ガス田の開発状況一覧

3.1.1 　 第 1 フ ェーズ （国内消費用、 権益 ： Petropars （Petronas））

　 第 1 フ ェーズは紆余曲折を経て、 2004 年 11 月に公式生産を開始し た。 同フ ェーズの生産

能力は、 天然ガス 2800 万 m3/d、 コ ンデンセー ト 8 万 b/d、 硫黄 200t/d であ る。

　 第 1 フ ェーズの開発プロ ジェ ク ト は当初 NIOC 自身が担い、 1992 年 9 月に、 総額 17 億ド

第1フェーズ Petropars(100) 1998年契約

(Petronasが監督) 2004年11月公式生産開始、国内消費向け

生産能力：天然ガス2800万m3/d、コンデンセート8万b/d、

第2・3フェーズ Total（40） 1997年契約（バイバック方式）

Gazprom（30） 2002年3月公式生産開始、国内消費向け

Petronas（30） 2003年NIOCに移管

生産能力：天然ガス5600万m3/d、コンデンセート8万b/d、

第4・5フェーズ Agip Iran BV（60) 2000年契約（バイバック方式)

Petropars（20） 2005年4月公式生産開始、国内消費向け

Nico(20） 生産能力：天然ガス5600万m3/d、コンデンセート8万b/d、

　　　　　プロパン・ブタン100万t/y

第6・8フェーズ Petropars（63) 2000年契約（Statoilは2001年に参加）、油田圧入用

Statoil（37） 生産能力：天然ガス8500万m3/d、コンデンセート12万b/d、

　　　　　LPG3300t/d

プロジェクトは遅延、「2007年半ば完成予定」(2006.1.発表）

第9・10フェーズ LG（42） 2002年Petroparsが受注、LGに再発注、国内消費向け

OIEC/IOEC（58） 生産能力：天然ガス5000万m3/d、コンデンセート8万b/d、

　　　　　LPG105万t/y、エタン100万t/y

2007年生産開始予定

第11フェーズ 未定 Pars LNGプロジェクト（1000万t/y、Total、Petronasが参加予定)とリンク

Totalとの交渉が進行中

生産能力：天然ガス2600万m3/d、

　　　　　コンデンセート4万b/d

第12フェーズ Petropars(100) NIOC LNGプロジェクト（1000万t/y)とリンク

Petroparsは外国企業パートナーを模索するも断念

生産能力：天然ガス2600万m3/d、

　　　　　コンデンセート4万b/d

第13・14フェーズ 未定 Shell、Repsolが仮契約（2006.2.)、CNPCも参入意欲

Persian LNGプロジェクト（700万t/y)とリンク

第14フェーズ産出のガスはGTL生産用

生産能力：5200万m3/d、コンデンセート8万b/d

第15・16フェーズ Khatamolanbia （バイバックではなく)EPC契約での受注、国内消費向け

IOEC 当初契約を受注していたAker Kvaernerは2005年5月に撤退

OIEC その後入札手続きを経ずに左記のコンソーシアムが受注

生産能力：5600万m3/d、コンデンセート8万b/d

第17・18フェーズ Petropars(29) 契約を急いだNIOCがイラン企業の連合体に付与

OIEC(50) 国内消費向け

IOEC(21)

第19・20フェーズ 応札待ち

第21・22フェーズ IDROが関心。パートナーを模索中

第23・24フェーズ 応札待ち

出所：AOG各号及び各種報道をもとに中東研作成

フェーズ
参加企業

（出資比率%）
現状および生産量
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ルでイ タ リ アの掘削会社 Saipem 主導のコ ン ソーシアムに付与された。 しかし同コ ン ソーシ

アムは必要なフ ァ イナン ス を確保する こ と ができず、 1994 年に契約は失効し た。 その後

NIOC は 100% 子会社の Pedec （Petroleum Engineering and Development Company。 1994 年に上

流部門開発を管轄する目的で設立） と、 9 億 ド ルで開発契約を再締結し た。 しかし Pedec も

フ ァ イナン ス を確保する こ と ができず、 プロ ジェ ク ト は 1999 年の完成予定にもかかわら

ず、 1998 年の時点で 2 割も進捗し ていなかった。

　 このよ う な事態を受けて NIOC は 1998 年、 新たに Petropars （2.3.3 参照） を設立、 同社

と の間で第 1 フ ェーズの開発契約 （総額 7.8 億ド ル） を再締結し た。

　 しかし Petropars も ス ケジ ュールどお り に開発を進める こ と ができず、 NIOC は 1999 年、

マレーシア Petronas に、 同プロ ジ ェ ク ト の監督業務を委託し た。 他方国会は同プロ ジェ ク

ト 遂行のための特別フ ァ イナン ス を承認し、 Petropars は Sirri A 油田 と Sirri E 油田 （それぞ

れ 1998 年、 1999 年に操業を開始） から上がる利益を、 サウ スパルス第 1 フ ェーズに回すこ

と が認められた。

　 1999 年以降、 Petropars は掘削業務のみを受け持ち、 2004 年、 予定よ り 5 年遅れて、 第 1

フ ェーズの開発プロ ジェ ク ト は完了し た。

3.1.2 　 第 2 ・ 第 3 フ ェーズ （国内消費用、 Total ・ Petronas ・ Gazprom）

　 第 2 ・ 3 フ ェーズは既述の とお り 、 1997 年 9 月、 仏 Total、 マレーシア国営 Petronas、 露

Gazprom によ る コ ン ソーシアム （権益比率は各 40%、 30%、 30%） によ り 落札され、 2002 年 3

月には生産を開始、 2003 年第二四半期にはバイバッ ク契約に基づき NIOC に移管された。

同フ ェーズの生産能力は、 天然ガス 5700 万 m3/d、 コ ンデンセー ト 8 万 b/d、 硫黄 400t/d

であ る。

　 生産開始までに紆余曲折を経た第 1 フ ェーズ と比較する と、 第 2 ・ 第 3 フ ェーズの開発は

ス ムーズに、 かつ迅速に進んだ。 米国政府は同企業連合体に対し、 イ ラ ンのエネルギー部

門から撤退する よ う 様々な圧力をかけたが、 その試みは失敗し た。

　 設備工事についてはアブダビの National Petroleum Construction Company （NPCC） が、 ア

サルーイ ェのガス処理施設と パイプラ イ ンは、 韓国の Hyundai が受注し た。

　 同フ ェーズの生産は一部予定量を上回るほど順調であ り 、 2002 年末の生産量は、 天然ガ

ス 5400 万 m3/d （国内市場向け）、 コ ンデンセー ト 8.5 万 b/d （輸出向け） に達し た。

　 同プロ ジ ェ ク ト の利益率は 18% であ り 、 コ ン ト ラ ク ターはコ ス ト 回収を含めて、 7 年間で

36.8 億 ド ルを受け取る。 Total の取 り 分は 14.8 億ド ル、 Gazprom と Petronas はそれぞれ 11

億ド ル と なっている。

3.1.3 　 第 4 ・ 第 5 フ ェーズ （国内消費用、 Eni ・ Petropars）

　 第 4 ・ 5 フ ェーズの開発は 2000 年 7 月に Agip Iran BV （出資比率は Eni ： 60%、 Petropars ：

40%） が契約総額 19.3 億ド ルで落札し た。 後に Petropars は出資比率を 20% に引き下げ、
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Nico （NIOC の資産管理子会社、 2.3 参照） が 20% を引き継いだ。 生産開始は 2005 年半ばを

目標 と し ていたが、 2004 年 10 月には 1400 万 m3/d の試行生産を開始し、 2005 年 5 月には

生産量 200 億 m3/y の正式生産の運びと なった。

　 第 4 ・ 5 フ ェーズの生産能力は第 2 ・ 3 フ ェーズに近い天然ガス 5600 万 m3/d、 コ ンデン

セー ト 8 万 b/d で、 上流部門では生産井 24 本が掘削され、 生産プラ ッ ト フ ォームが 2 基設

置された。 2 本のパイプラ イ ン （総延長 105km） の建設は、 Eni と Petropars が担当し た。

　 ガス処理設備の建設は、 韓国の Hyundai Engineering & Construction が受注し た （総額 12 億

ド ル）。 プラ ン ト の生産能力は販売用ガス 200 億 m3/y、 プロパン及びブタ ン 100 万 t/y、 コ

ンデンセー ト 8 万 b/d であ る。

　 コ ン ト ラ ク ターは投資額と決められた利益分を、 生産物の形で 8 年間かけて回収する。

3.1.4 　 第 6 － 8 フ ェーズ （油田圧入用、 Petropars ・ Statoil）

　 第 6 － 8 フ ェーズの開発契約は、 まず 2000 年に契約総額 26.5 億ド ル （推定） で

Petropars が落札 （事業総額は推定 26.5 億ド ル）、 その後 2001 年に、 Statoil が権益 40% およ

びオペレーター資格を取得し、 開発に参加し た。 第 6 － 8 フ ェーズの生産能力は、 天然ガ

ス 8500 万 m3/d （310 億 m3/y）、 コ ンデンセー ト 12 万 b/d、 LPG3300t/d で、 上流部門では

生産井 10 本が掘削され、 生産プラ ッ ト フ ォームが 3 基設置される。 また、 油田圧入のた

め、 ガス処理設備 と Agha-Jari 油田と をつなぐ全長 512km のパイプラ イ ン （IGAT-5） が設

置される。 コ ス ト の回収及び利益率には、 コ ンデンセー ト と LPG の販売対価があて られる。

第 6 － 8 フ ェーズは 2006 年完成予定であったが、 Statoil は 2006 年 1 月、 計画は遅れてお

り 、 2007 年中旬まで生産の目途は立たない と発表し た。

　 設備工事およびパイプラ イ ンはイ ラ ン企業 Sadra （正式名称 ： Iran Marine Industrial） が、

ガス処理施設は、 東洋エンジニア リ ング、 日揮、 イ ラ ンの産業発展革新機構 （IDRO）、 韓

国 ・ 大林産業の 4 社連合が、 2003 年 5 月に受注し た （総額 12 億ド ル）。 プロ ジ ェ ク ト ・

フ ァ イナン スは、 Nico と三井物産が担当し ている。

　 Statoil はプロ ジェ ク ト の遅延を受けて、 第 6 － 8 フ ェーズに同社が保有する権益の帳簿価

格を切 り 下げる こ と を発表し た。 切 り 下げ額は、 税込みで 3.29 億ド ル （税引き後で 2.37 億

ド ル） であ り 、 Statoil は現在、 生産開始の遅れ と コ ス ト ・ オーバーラ ンによ り 生じ た追加コ

ス ト の負担比率について、 Petropars、 Sadra、 NIOC など と協議中であ る。

3.1.5 　 第 9 ・ 第 10 フ ェーズ （国内消費用、 LG ・ IOEC ・ OIEC）

　 第 9 ・ 10 フ ェーズの権益自体は NIOC が保有するが、 その EPC 契約 （設備の設計 ・ 機材

発注 ・ 工事、 総額 18 億 ド ル） は、 2002 年 9 月、 まず Petropars に付与された。 その後

Petropars は同開発契約を、 総額 16 億 ド ルで韓国 ・ LG 主導の企業連合に付与し た。 権益比

率は LG42%、 IOEC と OIEC （1.5 参照） が 58% であ る。 契約にはローカルコ ンテンツ条項が

含まれ、 イ ラ ニアン ・ コ ンテンツ採用比率は最低 51% 以上 と定められた。
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　 同フ ェーズの生産能力は、 天然ガス 5000 万 m3/d、 LPG105 万 t/y、 コ ンデンセー ト  8 万

b/d、 エタ ン 100 万 t/y、 硫黄 400t/y であ り 、 上流部門では生産井 24 本、 生産プラ ッ ト

フ ォーム 2 基が設置される。

　 2005 年 5 月、 総額 2500 万ド ルのプロ ジェ ク ト ・ マネジ メ ン ト 契約が、 パルス石油ガス会

社 （Pars Oil and Gas Company: POGC、 NIOC の完全子会社、 サウ スパルス ・ ガス田の開発を

管轄） と ノ ルウ ェーのエンジニア リ ング会社 Aker Kvaerner 社及びイ ラ ンのエンジニア リ ン

グ会社 Hirbodan と の間で締結された。

　 同プロ ジ ェ ク ト は Deutsche Bank 主導のコ ン ソーシアムによ り 、 17.5 億ド ルの協調融資を

受けている。 コ ン ソーシアムに含まれるのは、 韓国銀行、 BNP Paribas、 Commerzbank、

ING、 Kreditanstalt fuer Wiederaufbau、 Natexis Banques Populaires、 SG Corporate、 Investment 

Banking であ る。

第 9 ・ 第 10 フ ェーズ も第 6 － 8 フ ェーズ と同様、 2007 年の生産開始が見込まれている。

3.1.6 　 第 11 フ ェーズ （Pars LNG 用、 Total （交渉中））

　 第 11 フ ェーズはサウ スパルスで初めての 「輸出向け」 フ ェーズであ り 、 LNG 事業と リ ン

ク し ている。 生産能力は天然ガス 2600 万 m3/d、 コ ンデンセー ト 4 万 b/d、 硫黄 200t/d で

あ り 、 産出されるガスは全て LNG 生産に利用される。 LNG 生産能力は 1000 万 t/y （500 万

t/y × 2 ト レ イ ン） であ る。 同フ ェーズは 2008 年の操業開始が目指されていたが、 2007 年

1 月末現在、 開発契約は未締結であ る。

　 第 11 フ ェーズをめぐ る契約についてはこれまで Total の名前がたびたび取 り 沙汰されて

お り 、 POGC の ト ルカーン総裁は 2006 年 7 月、 第 11 フ ェーズのサービ ス契約をめぐ る

Total と の交渉は最終段階に入っている と述べている。 Total は第 11 フ ェーズから生産され

るガス を利用する LNG プロ ジェ ク ト （Pars LNG） に関する枠組み合意を、 2004 年、 NIGEC 

及び Petronas と締結済みであ る。

　 2006 年 3 月、 仏国営ガス GdF が第 11 フ ェーズの開発と Pars LNG プロ ジェ ク ト への参画

をめぐ り 、 Total/ イ ラ ン政府 と交渉中であ る こ と が報じ られた。

3.1.7 　 第 12 フ ェーズ （NIOC LNG 用、 Petropars）

　 第 12 フ ェーズは NIOC 　 LNG プロ ジェ ク ト と リ ン ク し てお り 、 Petropars と の間で開発契

約が締結されている。 第 12 フ ェーズの生産能力は、 天然ガス 2600 万 m3/d、 コ ンデンセー

ト 4 万 b/d、 硫黄 200t/d であ り 、 LNG1000 万 t/y （500 万 t/y × 2 ト レ イ ン） の生産が計画

されている。 Petropars は同フ ェーズの開発への外国企業の参入を企図し てお り 、 2005 年 5

月の時点では、 ENI、 イ ン ド国営イ ンデ ィ アン ・ オイル （IOC）、 イ ン ド国営石油ガス会社

（ONGC） の海外探鉱子会社 ONGC Videsh、 英 BG などの名が取 り 沙汰されていた。 この う

ち ENI については平均 15% の収益率に対し ENI は 17% を要求、 これに対し Petropars 側は

12% を提示する など相違が見られた一方、 IOC に関し ては第 12 フ ェーズを Petropars と共同
106



第 2 章　イラン
で開発する MoU を締結済みであった。 2007 年 1 月末の時点において、 外国企業と の正式契

約は未締結であ る。 　

3.1.8 　 第 13 ・ 第 14 フ ェーズ （Persian LNG 用、 Shell ・ Repsol 等 （交渉中））

　 第 13 ・ 14 フ ェーズは Persian LNG プロ ジ ェ ク ト と リ ン ク し ている。 それぞれのフ ェーズ

の生産予定量は、 第 12 フ ェーズ と同様、 天然ガス 2600 万 m3/d、 コ ンデンセー ト 4 万 b/d、

硫黄 200t/y であ る。 LNG の生産能力は 1600 万 t/y （当初は 1000 万 t/y を予定）、 さ らに

LPG100 万 t/y が生産される計画であ る。

　 第 13 ・ 14 フ ェーズの開発契約はまだ締結されていないが、 2006 年 2 月、 R/D Shell、 Total

及び Repsol YPF が第 13 フ ェーズ （12 億 ド ル）、 第 14 フ ェーズ （15 億ド ル） の開発に合意

する見込み と報じ られた。 その後 Persian LNG プロ ジェ ク ト については、 2007 年 1 月 28 日、

Shell および Repsol と の間で仮契約が締結された こ と が報じ られた。 権益比率は NIOC50%、

Shell ・ Repsol 各 25% で、 ガス田開発を含めた契約総額は 100 億ド ルに上る。 NIOC の ノ ウザ

リ 総裁によれば、 う ち 43 億ド ルが上流開発にあて られ、 正式契約は 2008 年初頭までに締

結される見通しであ る。

　 他方、 2007 年 1 月、 イ ラ ン政府 と中国 CNPC は、 第 14 フ ェーズの開発に関し最終合意に

向け交渉中であ る こ と が報じ られた。 報道によ る と、 CNPC は 7 年間にわた り 計 36 億 ド ル

を投じ る計画であ る。 う ち 18 億ド ルをガス埋蔵量 3700 億 m3 （LNG 換算約 1300 万 ト ン×

20 年） と推定される同鉱区の探鉱へ、 残 り の 18 億ド ルを生産量 450 万 t/y が見込まれる

LNG 生産施設の建設に投じ る。

3.1.9 　 第 15 ・ 第 16 フ ェーズ （国内消費用、 Khatamolanbia ・ IOEC ・ OIEC）

　 第 15 － 16 フ ェーズの権益は NIOC が保有し、 生産予定量は、 天然ガス 5600 万 m3/d （国

内需要向け）、 LPG100 万 t/y （輸出用）、 コ ンデンセー ト 8 万 b/d、 エタ ン 100 万 t/y、 硫黄

800t/y であ る。 2004 年に実施された入札結果は 2005 年 1 月に発表され、 Aker Kvaerner、

Sadra および革命防衛隊傘下の Khatamolanbia （Ghorb） によ る コ ン ソーシアムが EPC 契約を

落札し た。 しかし 2005 年 5 月末、 Aker Kvaerner は 「プロ ジェ ク ト の権益比率について合意

がな されなかった」 こ と を理由に、 同プロ ジ ェ ク ト から撤退し た。

Aker Kvaerner の撤退を受け、 再度入札が実施される見通しであったが、 2006 年 6 月末、 入

札プロセス を経ずに、 Khatamolanbia、 IOEC、 OIEC によ る コ ン ソーシアム と の間で開発契約

が締結された。 ヴ ァ ズ ィ ー リ ・ ハーマーネ石油相はこ の発注に際し、 「我々は Khatamolanbia

の実力は承知し てお り 、 新たに入札を実施し てプロ ジェ ク ト の実施を さ らに一年近 く 遅ら

せる よ り 、 速やかに同社にプロ ジェ ク ト を発注する方が適当であ る」 と述べた。

3.1.10 　 第 17 ・ 第 18 フ ェーズ （国内消費用、 Petropars ・ OIEC ・ IOEC）

第 17 － 18 フ ェーズの生産能力は天然ガス 5000 万 m3/d であ り 、 国内需要向けであ る。 ま
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た、 エタ ン 100 万 t/y が、 NPC のエチレ ン ・ プラ ン ト の原料に用いられる。 NIOC は 2005

年 6 月、 Petropars、 OIEC、 IOEC によ る コ ン ソーシアム （権益比率は各 29%、 50%、 21%）

と、 事業総額 20 億ド ルの開発契約を締結し た。

3.1.11 　 その他のフ ェーズ

　 2007 年 2 月の時点で、 サウ スパルス ・ ガス田の第 19 から第 24 フ ェーズは応札待ちの段

階にあ る。 第 19 ・ 20 フ ェーズについては、 Shell、 Eni、 Total、 Statoil、 BHP、 Lukoil などが

入札関連書類を購入し ている。 第 21 ・ 22 フ ェーズについては 2006 年始め、 IDRO （産業発

展革新機構） が関心を有し、 外国企業のパー ト ナーを模索中と報じ られた。 第 23 ・ 24

フ ェーズについては 2006 年 7 月、 入札が実施され、 応札期限は 2006 年 11 月末に設定され

た。

3.2 　 その他のガス田 （図表 2.10 参照）

　 サウ スパルス ・ ガス田以外では、 ノ ースパルス、 タ ンゲ ・ ビージ ャール （Tang-e Bijar）、

西アサルーイ ェの 3ヶ所の開発が計画されている。 また、 Pedco （3.1.1 参照） は、 2005 年末

にヘンガーム ・ ガス ・ コ ンデンセー ト 田に試掘井を掘っている。 同ガス田はオマーンでは

西ブハ と呼ばれるガス田の延長上にあ る ため、 その開発が急がれている。 NIOC はまた、 サ

ルマーン油田の下層に位置する ク フ （Khuff） 層の開発について も検討し ている。
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図表 2.10　イランの主要ガス田（拡大図）

3.2.1 　 ノ ースパルス ・ ガス田 （圧入、 LNG 用）

　 ノ ースパルス ・ ガス田は、 サウ スパルス ・ ガス田の北、 キ ャ ンガーンの沖合 15km の地点

に位置するガス田であ り 、 深度は 2600 ～ 4100m、 推定埋蔵量は 1.416 兆 m3 （硫黄分が多い

サワー ・ ガス） であ る。 石油省の発表によれば、 ノ ースパルス ・ ガス田からは天然ガス 36

億立方フ ィ ー ト / 日 （cf/d） の生産が見込まれ、 う ち 12 億 cf/d は油田圧入に利用、 残 り は

LNG 生産に用いられる。 再圧入用のガスはアサルーイ ェから 340km のパイプラ イ ンでアー

ガージ ャ リ ー （AghaJari） 油田まで輸送される。

　 同ガス田をめぐ っては、 NIOC は 1993 年、 Shell に FS を委託し、 同社が総額 20 億 ド ルの

開発契約を締結する と見込まれていたが、 交渉は 1995 年に決裂し た。

　 その後 2005 年 7 月、 ノ ースパルス ・ ガス田の開発プロ ジェ ク ト は Petropars と イ ン ド の

国営 3 社によ る コ ン ソーシアム （IOC、 Bharat Petroleum、 GAIL） に付与する こ と が決定さ

れた。

　 他方、 中国国営 CNOOC は 2006 年 12 月、 NIOC と の間で ノ ースパルス ・ ガス田の開発お

よび LNG プラ ン ト の建設に向けた MoU を締結し た。

3.2.2 　 タ ンゲ ・ ビージャール （Tang-e Bijar） ガス田 （国内消費用）

　 タ ンゲ ・ ビージ ャール ・ ガス田は、 イ ラ ク と の国境付近、 ナフ ト シ ャ フルの南東 60km の
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地点に位置する。 同ガス田の可採埋蔵量は 1400 億 m3 と推定されてお り 、 NIOC は同ガス田

から、 国内消費用の天然ガス 1000 万 m3/d の生産を見込んでいる。

3.2.3 　 西アサルーイ ェ ・ ガス田 （国内消費用）

　 西アサルーイ ェ ・ ガス田はヴ ァ ラーヴ ィ （Varavi） ガス田 と キ ャ ンガーン ・ ガス田の間に

位置し、 可採埋蔵量は推定 480 億～ 1640 億 m3 であ り 、 NIOC は国内マーケ ッ ト 向けに

1400 万 m3/d の生産を計画し ている。 同ガス田に関し ては、 1987 年以降、 新たな掘削は行

われていない。

　 予定では、 同ガス田 と キ ャ ンガーンのガス処理施設がパイプラ イ ンでつながれ、 精製後

のガスはそ こ から幹線パイプラ イ ン IGAT-2 に送 り 込まれる こ と になっている。

3.2.4 　 サルマーン ・ ガス田 （UAE 輸出用）

　 海上ガス田であ るサルマーン ・ ガス田の ク フ貯留層は、 アブダビのアブ ・ アル ・ ブ クー

シ ュガス田の延長上にあ る。 イ ラ ン領海内の埋蔵量は 1800 億 m3 と推定されてお り 、 1400

万～ 2100 万 m3/d の生産が可能と されている。 NIOC は 1995 年 11 月、 同ガス田開発を入札

にかけたが応札者はな く 、 結局独自に開発する方針を打ち出し た。 同ガス田から産出され

る天然ガスに関し ては、 2001 年、 UAE のシ ャルジ ャ向けに、 NIOC と シ ャルジ ャ民間

Crescent Petroleum と の間で供給契約が締結されている。 この契約は現在、 NIGEC が引き継

いでいる。

3.2.5 　 ヘンガーム ・ ガス田 （オマーン輸出用）

ヘンガーム ・ ガス田はオマーンのブハ ・ ガス田の延長であ り 、 埋蔵量は天然ガス 480 億 m3、

コ ンデンセー ト 7800 万バレル と推定されている。

　 ブハ ・ ガス田は 1994 年春に操業を開始し、 その後、 イ ラ ン と オマーンはヘンガーム ・ ガ

ス田の共同開発に向けた協議を開始し た。 1997 年 6 月、 両国は開発の基本プラ ンに合意し、

2000 年、 オマーンはヘンガーム ・ ガス田から天然ガス を輸入する こ と に合意し た。 これ以

降、 協議は中断し ている。

3.2.6 　 ゴルシャーン / フ ェルド ゥース ・ ガス田 （LNG 用）

　 ゴルシ ャーン （Golshan） ガス田はイ ラ ン南西部ブシェールの南東 180km に位置し、 埋蔵

量は 50 兆 cf （LNG 換算約 4700t × 20 年） 超と推定され、 生産量は 7000 万 m3/d （LNG 換

算約 1800 万 t/y） と な る見込みであ る。 フ ェル ド ゥース （Ferdows） ガス田は同じ く ブ

シェールの南東 190km に位置し、 埋蔵量は約 10 兆 cf （同約 950 万 t × 20 年 と推定され、

2500 万 m3/d （同 640 万 t/y） の生産が見込まれる。

　 2007 年 1 月、 イ ラ ン国営通信は、 NIOC がマレーシアの独立系発電事業者 （IPP） であ る

SKS Ventures 社が 1 月 7 日、 両ガス田の開発および LNG プラ ン ト の建設に関する MoU を締
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結し た と報じ た。 投資額は 160 億 ド ルに上る。 NIOC の ノ ウザ リ 総裁によ る と、 投資額 160

億ド ルの う ち 110 億 ド ルは LNG 施設の建設にあて られ、 残 り 50 億ド ルは上流開発に投じ ら

れる。 SKS Ventures は、 生産される LNG の 50% を確保する。

3.2.7 　 ド ラ ・ ガス田開発の問題

ク ウ ェー ト は 2006 年 1 月にイ ラ ン と の海上境界線にまたがる中立地帯沖合に位置する ド

ラ ・ ガス田の開発着手を宣言し、 エネルギー省のアル ・ オウ ン次官は 8 月 24 日、 「海上境

界線問題を討議する ため、 イ ラ ン代表が 9 月に ク ウ ェー ト を訪問する予定」 を伝えた。 ま

た、 「サウジ と共同で、 既にガス探鉱を開始し ている」 こ と も確認し た。

3.2.7.1  これまでの開発の経緯

　 ド ラ （イ ラ ン名はア ラ シ ュ） ガス田は、 1967 年にア ラ ビア石油によ り 発見されたが、 湾

岸戦争後に ク ウ ェー ト が R/D Shell に委託し た地震探査によ る と、 50 億 boe のガス ・ コ ンデ

ンセー ト 埋蔵が見込まれている。

　 2000 年にはイ ラ ンが独断で掘削作業を開始し たが、 ク ウ ェー ト ・ サウジが これに抗議し

たため、 掘削を中止し た経緯も あ る。

　 一方、 ク ウ ェー ト およびサウジは同年 7 月、 ド ラ ・ ガス田周辺の領海画定に合意し、 中

立地帯の資源と し て両国が権益を折半し、 共同開発する こ と と し た。 その後、 2002 年には

ガス田開発の計画策定のための共同技術委員会を設立する など、 着々 と開発の下準備を進

めている。

　 2006 年 9 月に入って、 ク ウ ェー ト 国営 KPC の中立地帯沖合の開発を担当する子会社

Kuwait Gulf Oil Company は、 既存井戸 2 本での掘削を行 う ため、 ク ウ ェー ト 海軍 と の間で、

ガス田周辺地域で、 湾岸戦争時にばら まかれた機雷、 艦船 ・ 砲弾等の残骸を除去する契約

の締結を発表し た。

　 開発着手を急ぐ ク ウ ェー ト の動きに対し、 イ ラ ン側はこれまで、 「ク ウ ェー ト によ る探査

開始は、 一部イ ラ ンに帰属する天然ガス資源の採掘を意味する」 と強硬な姿勢を と って来

た。

3.2.7.2  イランによる共同開発の提案

　 ク ウ ェー ト は当初、 9 月下旬開催のイ ラ ン と の二国間協議で海上境界線問題を解決し、 サ

ウジ と の共同開発に拍車をかける意気込みを見せていたが、 協議終了後、 特段の発表も行

わなかった こ と から、 十分な成果が得られなかった と推測される。

　 これに対し、 イ ラ ン側は、 NIOC の子会社 IOOC のマフムード社長の発言と し て、 「ク

ウ ェー ト と の協議は満足の行 く ものであった。 ア ラ シ ュ ・ ガス田の開発で競争をするので

はな く 、 協調する こ と になった。 開発はイ ラ ン と の共同で行われる こ と にな るだろ う 」 と

伝えた。

　 協議終了後の両国対応に大き な差があ る こ と から、 想定外の共同開発提案に ク ウ ェー ト
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側が苦慮し ている と見る向き も あ る。

3.2.8 　 NGL 回収

　 イ ラ ンでは現在バンダル ・ イマーム周辺で、 2 基の NGL 回収プラ ン ト （NGL1200 と

NGL1300） が稼動し ている。 これら 2 基は と もに 2003 年に操業を開始し、 ギ ャチサーラー

ン （Gachsaran） ガス田の NGL1200 の生産能力は 2.7 万 b/d、 ビービー ・ ハキー メ （Bibi 

Hakimeh） の NGL1300 の生産能力は 2.1 万 b/d であ る。 NGL1200、 NGL1300 と もに、 バン

ダル ・ イマーム石化プラ ン ト に NGL を供給し ている。

　 NIOC はさ らに 5ヶ所に、 新たに NGL 回収プラ ン ト を建設する計画を立てている。 これら

のプラ ン ト では、 マールーン （Marun）、 キ ャ ラ ンジ （Karanj）、 マスジェデ ・ ス レ イマーン

（Masjed-e Suleiman）、 アーガージ ャ リ ー （Agha-Jari）、 ビービー ・ ハキー メ 、 パザーナーン

（Pazanan） 油田から産出される随伴ガスが処理される。 まずアフ ワーズの第 5 ガス集積拠点

付近に NGL2300 の建設が予定されてお り 、 2010 年の完成が目指されている。 NGL2300 は、

マールーン油田のカー ミ ー （Kahmi） 層から産出される 500m3/d の天然ガスから NGL1.5 万

b/d と ド ラ イ ・ ス ウ ィ ー ト ・ ガス 420 万 m3/d を生産する。

4 国内のガス処理プ ラ ン ト 、 パイプ ラ イ ン

4.1 　 ガス処理プ ラ ン ト の現状と増強計画

　 2006 年 2 月の NIGC のキ ャサーイーザーデ総裁の発言によれば、 イ ラ ンは現在約 140 億

cf/d （約 4 億 m3/d、 1420 億 m3/y、 図表 2.11） の天然ガス処理能力を有し、 2007 年 3 月ま

でには能力を さ らに 4,600 万 m3/d 増強し、 国内ガス消費の伸びに備え る予定であ る。
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図表 2.11　イランの天然ガス処理設備

　 2005/6 年 （イ ラ ン暦 1384 年） の消費量は 4.11 億 m3/d に達し てお り 、 国内消費の伸びに

対処する ためには 5,500 万 m3/d の能力増強が必要 と の見通しであ る。 第 4 次五カ年計画終

了時 （2010 年 3 月） までには、 ガス処理能力を さ らに約 200 億 cf/d （約 2100 億 m3/y） 増

強する計画であ り （図表 2.12 参照） 必要投資総額は 30 ～ 40 億ド ル と 見積も られている。

場所 処理能力 操業開始

プラント名 (mcf/d)

Assaluyeh

第1フェーズ 1,000 2004

第2-3フェーズ 2,000 2002

第4-5フェーズ 2,000 2005

（小計) 5,000

Assalueh以外

Parsian 740 2003

Bid Boland 800 1970s

Dalan 1,240 na

Vali Asr 3,710 1990

Marun-4 640 na

Queshm na

Ahwaz 120 1992

Sarkhun (Bandar Abbas) 490 1996

Khangiran 1,240 1990s

（小計) 8,980

合計 13,980

出所：中東の石油化学産業2006（DRMI）、AOG
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図表 2.12　ガス処理設備増強計画

4.1.1 　 サウスパルス関連ガス処理プラ ン ト

　 サウ スパルス ・ ガス田産出のガス を精製するガス処理プラ ン ト は、 アサルーイ ェに建設

されている。 2002 年 3 月にまず 20 億 cf/d （5600 万 m3/d） の処理能力を有する、 第 2 ・ 3

フ ェーズの処理設備が操業を開始し た。 精製された天然ガスは IGAT-3 パイプラ イ ンに送ら

れている。

　 サウ スパルス第 1 フ ェーズの能力 10 億 cf/d （2800 万 m3/d） の処理設備は、 2004 年に操

業を開始し た。 サウ スパルス第 4 ・ 5 フ ェーズの能力はガス 20 億 cf/d （5600 万 m3/d）、

LPG （プロパン ・ ブタ ン） 105 万 t/y であ り 、 2005 年 5 月にはフル稼働を開始し た。

4.1.2 　 その他のガス処理プラ ン ト

　 アサルーイ ェ以外の場所に建設された天然ガス処理設備の一覧を、 図表 2.10 に示す。

ヴ ァ リ ー ・ アスル （Vali Asr） 処理設備は、 キ ャ ンガーン ・ ガス田およびナール ・ ガス田産

出の天然ガス を精製する国内最大規模のガス処理設備であ る。 1990 年の操業開始時点で、

同プラ ン ト の精製能力は 3400 万 m3/d であったが、 その後 1995 年に発注された第 2 フ ェー

場所 処理能力 LPG エタン コンデンセート 操業開始 用途

プラント名 (mcf/d) 百万b/y

Assaluyeh

第6-8フェーズ 2,600 1.2 44 2007 圧入

第9-10フェーズ 2,000 1.0 1.0 29 2007 国内消費

第11フェーズ 2,000 29 Pars LNG

第12フェーズ 2,600 44 NIOC LNG

第13-14フェーズ 2,700 29 Persian LNG

/GTL

第15-16フェーズ 2,000 1.0 1.0 29 国内消費

第17-18フェーズ 2,000 1.0 1.0 29 国内消費

小計 15,900

Assaluyeh以外

Bid Boland II 2,000 1.4 1.3 0.67kt/y 2008 国内消費

（ナフサ）

Parsian Phase 2 1,940 1.4 2008 国内消費

Ilam 350 0.17 2008 国内消費

Kharg 720 1.3 0.78 2.7 2008

Gashou 490 国内消費

小計 5,500

合計 21,400

出所：中東の石油化学産業2006（DRMI）

百万t/y
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ズで 8500 万 m3/d に、 1998 年に完成し た第 3 フ ェーズによ り 、 能力は 1.05 億 m3/d （37.1

億 cf/d） まで増強された。

　 イ ラ ン北部に位置するハーンギーラーン ・ ガス処理設備も、 1990 年代に増強され、 生産

能力は 2100 万 m3/d から 3500 万 m3/d （12.4 億 cf/d） に引き上げられた。 アーガージ ャ

リ ー、 ダーラーン ・ ガス田の開発プロ ジェ ク ト の一環と し て建設されたフ ァールス地方の

ダーラーン処理設備の能力は 3500 万 m3/d （12.4 億 cf/d） であ る。

　 パルス ィ アーン （Parsian） ガス処理設備は、 イ ラ ン政府の第 3 次五カ年計画 （2000 ～

2005 年） に明記された 4 件のガス処理設備建設計画の う ち、 最初に建設された設備であ る。

同設備はタブナク、 ホマー、 シ ュ ジ ャ ノ ル （Shjanol）、 ヴ ァ ラーヴ ィ ・ ガス田産出のガス を

精製する ため、 フ ァールス地方の Lamerd に建設された。 処理能力は天然ガス 2500 万 m3/d

（7.4 億 cf/d）、 コ ンデンセー ト 1.25 万 b/d であ り 、 2003 年に稼動を開始し た。

Sarkhoun-2 プラ ン ト は 1996 年 3 月に操業を開始し、 現在の処理能力は 1400 万 m3/d （4.9

億 cf/d） であ る。

4.1.3 　 ガス処理設備増強計画

　 NIGC の最新の計画では、 パルス ィ アーン ・ ガス処理設備を増強 （能力を倍増） するほ

か、 ビ ッ ド ボ ラ ン ド （フ ェーズ 2、 処理能力 5,700 万 m3/d=20 億 cf/d）、 ガーシ ョ ウ

（Gashou） （バンダル ・ ア ッバース付近、 1400 万 m3/d）、 イーラーム （Ilam） （1000 万 m3/d）

への処理設備の建設が予定されている。 同増強計画にかかる費用は 15 億ド ル と見積も られ

ている （図表 2.12 を参照）。

　 NIGC は 2004 年 2 月、 ビ ッ ド ボ ラ ン ド II のガス処理設備のプロ ジェ ク ト ・ マネジ メ ン ト

契約を Petropars と の間で締結し た。 ビ ッ ド ボ ラ ン ド II はビ ッ ド ボ ラ ン ド I から 14km の地

点に建設が予定されてお り 、 5700 万 m3/d の原料から販売用ガス 4700 万 m3/d、 エタ ン 148

万 t/y、 プロパン ・ ブタ ン 152 万 t/y、 コ ンデンセー ト 83 万 t/y （輸出用） を生産する。 同

時に生産される酸性ガスは、 油田圧入に用いられる。 操業開始は 2009 年半ばが予定されて

いる。

4.2 　 国内パイプ ラ イ ンの状況

　 イ ラ ン国内のガス移送システムの柱 と なっているのは、 かつて ソ連へのガス輸出のため

に建設された、 IGAT （Iranian Gas Trunk-line） -1 及び IGAT-2 と い う 2 本の高圧幹線であ

る。 3 本目の高圧幹線 IGAT-3 は、 アサルーイ ェ と国内ガス供給の分岐点 と なっている イ ス

フ ァハン と を結んでいる。 さ らに、 Sarakhs-Neka-Rasht 幹線が国内北東部に、 アゼルバイ

ジ ャ ン地区の主要 2 幹線が北西部に、 ガス を輸送し ている。

　 国内のガス供給ネ ッ ト ワーク をフ ァールス州にまで行き渡らせる IGAT-4 の建設もすでに

開始されてお り 、 IGAT-5 の建設も計画中であ る。 国内ガス供給パイプラ イ ンは現在延長
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1.5 万 km に及んでお り 、 建設中のものも合わせる と、 高圧幹線延長は 1.8 万 km に達する

（図表 2.13 参照）。

図表 2.13　イランの主要ガス・パイプライン

4.2.1 　 IGAT-1

　 イ ラ ンは 1966 年、 ソ連と の間にガス輸出契約を結び、 1970 年には輸出が開始された。 契

約締結を受けて、 NIGC はビ ッ ド ボ ラ ン ド ・ ガス処理プラ ン ト （アーガージ ャ リ ー、 マー

ルーン、 アフ ワーズ ・ ガス田から生産されるガス を精製） と アゼルバイ ジ ャ ン と の国境地

長さ 直径

(km) (inch)

既存パイプライン

Bid Boland - Qom - Rasht - Astara 1284 40/42 IGAT-1

Kangan - Tabriz - Bazargan 1735 56/40 IGAT-2

Assaluyeh - Kazeroon 241 56 IGAT-3

Bid Boland - Shiraz 275 16

Tabriz - Miyandoab 153 20

Khangiran - Mashad 130 16/36 2 lines

Sarakhs - Neka - Rasht 1178 30/36 2 lines

Sarkhun - Bandar Abbas - Kerman 553 24/20 2 lines

Qeshm - Bandar Abbas 71 12

Shiraz - Fasa 114 16

Boroujerd - Khoramabad 106 16

Mobarakeh - Yazd 319 20/24 2 lines

Khooh Namak - Tehran 113 30/36 2 lines

Saveh - Tehran 121/105 30/36 2 lines

Kordkuy - Neka 84 30

Neizar - Arak - Hamadan 272 30/36

Omideh - Mahshahr 71 30

Kordkuy - Korpedzhe (Turkmenistan) 200

建設/計画中

Assaluyeh - Shahid Montazeri 1361 56 IGAT-4

Assaluyeh - Aghajari 811 56 IGAT-5

Assaluyeh - (Mahshahr) IGAT-6

Assaluyeh - Chabahar IGAT-7

Assaluyeh - Neka IGAT-8

出所：中東の石化産業2006、DRMI

呼称その他パイプライン経路
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点にあ る都市アス タ ラ と を結ぶガス ・ パイプラ イ ン （40/42 イ ンチ、 1260km） の建設を開始

し た。 1975 年には IGAT-1 の第 2 ステージ、 最終ステージの建設も完了し、 輸送能力は当

初の 2800 万 m3/d から 4500 万 m3/d まで増強された。

4.2.2 　 IGAT-2

　 IGAT-1 と並行する第 2 のガス ・ パイプラ イ ン IGAT-2 （56 イ ンチ、 能力 7400 万 m3/d）

の建設は 1978 年に開始された。

　 IGAT-2 の敷設プロ ジェ ク ト を受注し たのはいずれも外国の 3 企業であ る。 キ ャ ンガー

ン ・ イ ス フ ァハン間 （588km） は伊 Saipem、 イ ス フ ァハン ・ コ ム間 （301km） は仏 Spie-

Capag、 コ ム ・ アス タ ラ間の建設は旧ソ連の Soyuz-Zafram が受注し た。

　 IGAT-2 は IGAT-1 と シ ャ フ レ ・ コル ド で分岐し、 キ ャ ンガーン ・ ガス田およびナール ・

ガス田から産出される非随伴ガス をヴ ァ リ ー ・ アスル ・ ガス処理プラ ン ト まで運搬する。

4.2.3 　 IGAT-3

　 第 3 のパイプラ イ ンは、 IGAT-2 のヴ ァ リ ー ・ アスル北部の分岐点にあた る カーズルーン

（Kazeroon） と アサルーイ ェ を結ぶために建設された。 総延長は 780km、 能力は 8500 万 m3/

d であ る。

4.2.4 　 その他国内パイプ ラ イン建設計画

　 図表 2.12 に示し た とお り 、 イ ラ ンでは現在 IGAT-8 までの建設が予定されている （図表

参照）。 2006 年 6 月には、 アサルーイ ェ を基点 と し、 バンダル ・ ア ッバース を経てシース

ターン ・ バルーチス ターンに至る IGAT-7 建設プロ ジ ェ ク ト が、 総額 13 億ド ルで、 NIOC か

ら革命防衛隊傘下の Khatamolambiya 社に発注された。

5 国内ガス需要の現状と見通し

5.1 　 国内需要の推移と現状

　 イ ラ ンの一次エネルギーの消費量は、 2000 年から 2004 年の間、 平均 5.3%/y の伸びで増

加し て き た （図表 2.14）。 この う ち石油消費量の伸び率が平均 3.15% であったのに対し、 ガ

ス消費量の伸び率は平均 7.95% と、 天然ガスによ る石油代替が進んでいる こ と が読み取れ

る。 2.1 で既述の とお り 、 イ ラ ンはよ り 多 く の原油を輸出に振 り 向ける ため、 国内の石油消

費を可能な限 り 天然ガスで代替する よ う 、 これまで着々 と国内ガス配送網の整備を行って

き た。 国内の人口増に伴いエネルギー消費も年々増大し てお り 、 さ らに天然ガス価格が国

家の補助金によ り 低 く おさ え られている こ と も あ り 、 2005 年の消費量は 4.11 億 m3/d に達

し た （4.1 参照）。 2004 年の一次エネルギー供給量は石油換算 145.84 百万 ト ンであ り 、 石油

と天然ガスがほぼ二分する構成 と なっている。 （図表 2.15）。
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図表 2.14　イランの一次エネルギー需要の推移

石油 ガス 石炭 その他(*) 合計

2000年 64.23 52.22 1.156 1.044 118.65

2001年 59.15 58.56 1.062 1.228 120.00

2002年 65.80 61.86 1.143 1.507 130.31

2003年 68.24 67.53 1.107 1.793 138.67

2004年 72.13 70.93 1.050 1.730 145.84

平均伸び率 3.15(%) 7.95(%) 5.3(%)

出所：　IEA、Energy Balance of Non-OECD Countries

(*)その他：再生可能エネルギーを含む

（単位：　百万toe)
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図表 2.15　イランの一次エネルギー供給量（2004 年）

5.2 　 用途別の実態と見通し

　 イ ラ ン国内の天然ガス消費を用途別に見る と、 「最終消費 （民生 ・ 産業用）」 が過半を占

めるが、 最近は発電用の伸びが顕著であ る （図表 2.16 参照）。

（単位：　百万toe)

石油 ガス 石炭 その他 合計

72.13 70.93 1.05 1.73 145.84

49% 49% 1% 1% 100%

（注)下段は構成比率

出所：IEA、Energy Balance of Non-OECD Countries

石油 ガス 石炭 その他

石油49%

ガス49%

石炭1%
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図表 2.16　イランの天然ガス用途別内訳

5.2.1 　 発電用ガス需要

　 イ ラ ンの発電燃料の内訳を見る と、 天然ガスは 2000 年に 72.0% であった ものが 2004 年に

は比率は 75.8% にまで伸びてお り 、 天然ガスの占める割合が徐々に増えている （図表 2.17

参照）。 2004 年のエネルギー省の発表によれば、 イ ラ ンの過去 10 年間の電力消費量は年率

7.5% で増加し て き たが、 今後 10 年間では年率 8.6% での増加が見込まれてお り 、 今後と も発

電能力の大幅な増強が必要と されている。 イ ラ ンでは 2010 年までに発電能力を 53.2GW ま

で高めてい く 計画 と し てお り 、 熱効率及び環境負荷の両面で優れるガス を活用し ながらの

増強が予定されている。

　　　　　　　（単位：　万toe) (%)

2000 2001 2002 2003 2004 2004年の構成比

生産量 5118 5358 6257 6557 6873

輸入量 278 382 446 485 512

輸出量 30 108 289 292

国内供給量 5396 5710 6595 6753 7093 100.00

発電 2017 2115 2334 2560 2742 38.66

その他転換 220 352 454 440 462 6.51

最終消費 3160 3244 3807 3753 3889 54.83

出所：　Energy Balances of non-OECD Countries, IEA
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図表 2.17　イランの発電燃料内訳

5.2.2 　 家庭用ガス需要

　 イ ラ ンの天然ガスの発電用を除 く 消費内訳を見てみる と、 特に家庭用消費の伸びが大き

いこ と がわかる。 イ ラ ンは現在 7000 万人超の人口を抱え、 イ ンフ ラ面でも国内ガス ・ パイ

プラ イ ン網の整備を進めている こ と から、 家庭用の比率が高 く なっている。 天然ガスの家

庭用消費は、 2000 年から 2004 年にかけて年率約 10% の割合で増加し てお り 、 2004 年の家

庭用消費が最終消費分全体に占める割合は、 約 6 割に上った （図表 2.18 参照）。

　 2001 年からは運輸部門で CNG （圧縮天然ガス） の利用が始ま ってお り 、 消費量はまだわ

ずかだが、 ガ ソ リ ンから CNG への転換も徐々に進められてい く 計画であ る。

2000 2001 2002 2003 2004

石油製品(万toe) 754 811 764 630 785

天然ガス(万toe) 2017 2115 2334 2560 2742

水力（万toe) 32 44 70 95 91

発電量(万toe) 1044 1119 1211 1312 1415

天然ガス比率(%) 72.0 71.2 73.7 77.9 75.8

出所：Energy Balance of non-OECD Countries, IEA
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図表 2.18　イランの天然ガスの消費内訳（発電用除き）

5.2.3 　 石油化学用ガス需要

　 イ ラ ンは石油化学産業を経済多様化政策の重点の 1 つに位置づけてお り 、 天然ガス資源

を石油化学製品など付加価値を高めた商品 と し て輸出する こ と によ り 外貨獲得を目指し て

いる。 NPC は 1997/8 年から 2012/13 年までを 5 段階 （フ ェーズ 1 ～ 5） に分け、 生産量を

（万toe)

2000 2001 2002 2003 2004

産業 1413 1333 1473 994 1044

石化産業 418 498 480 266 279

その他 995 834 993 728 765

運輸 0.4 0.4 0.6 0.6

民生 1747 1911 2334 2467 2538

家庭用 1548 1687 2060 2177 2287

業務用 199 225 274 290 251

出所：Energy Balances of Non-OECD Countries, IEA
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当初の 1500 万 t/y から 2013 年には 3300 万 t/y に倍増させる意欲的な石化設備増強計画を

推進し ている （総額 206 億 ド ル）。 同計画の概要は図表 2.19 の とお り であ る。

図表 2.19　NPC の石油設備増強計画

　 他方、 石化産業に振 り 向け られる天然ガスの総量は、 国内消費優先の傾向のも と 、 近年

減少傾向にあ る （図表 2.18 参照）。 ガス田の開発が進み、 上記設備計画が実施に移される こ

と になれば、 石化向けの天然ガスは再び増加する もの と見られる。

　 石化設備計画の中心 と なっているのは、 第 2 次五カ年計画 （1995/96 ～ 1999/00 年） のも

と設置されたバンダル ・ イマーム ・ ホ メ イ ニ石油化学特別経済区 （Bandar Imam 

Petrochemical Special Economic Zone） と、 アサルーイ ェのパルス特別経済 ・ エネルギー区

（Pars Special Economic/Energy Zone） であ る。 それぞれの特別区において、 大規模な計画が

進められてお り （図表 2.20、 21）、 順調に進めば、 石化製品の生産能力は急増する見込みで

あ る。 た と えばエチレ ンは、 2005 年の生産量は 134 万 t/y であ るのに対し、 5 年後に 6 倍に

あた る約 780 万 t/y、 10 年後には 1330 万 t/y への大幅な増強を計画し ている。

フェーズ名 生産能力 投資額 完成年

（万t/y) （100万ドル）

第1＆2フェーズ 641 3,600 2001～2005

第3フェーズ 726 7,300

第4フェーズ 358 4,400

第5フェーズ 183 5,300

合計 1907 20,600

出所：　Arab Oil & Gas Directory 2006
123



第 2 章　イラン
図表 2.20　イラン石油化学部門の設備計画一覧

地区

計画名

バンダル・イマーム石油化学特別経済区における設備計画

第7次オレフィン計画（Marun Petrochemical Co.)

第8次オレフィン計画（Arvand Petrochemical Co.)

第1次、第2次PTA/PET計画（Shahid Tondguyan Petrochemical Co.)

酢酸・酢酸ビニル計画（Fanavaran Petrochemical Co.)

イソシアネート計画（Karoon Petrochemical Co.)

パルス特別経済・エネルギー区における設備計画

第9次オレフィン計画(Arya Sasol Polymer Co.& Pars Petrochemical Co.)

第10次オレフィン計画(Jam Petrochemical Co.)

HDPE計画（Mehr Petrochemical Co.)

第4次芳香族計画（Borzoyeh Petrochemical Co.)

第4次メタノール計画（Zagros Petrochemical Co.）

Assaluyeh第1次アンモニア・尿素計画（Ghadir Urea & Anmonia Petrochemical Co.)

第11次オレフィン計画（Kavian Petrochemical Co.）

第12次オレフィン計画（Persian Gulf Petrochemical Co.）

第6次メタノール計画（Zagros Petrochemical Co.）

Assaluyeh第2次アンモニア・尿素計画（Ghadir Urea & Anmonia Petrochemical Co.)

第14次オレフィン計画

第15次オレフィン計画

その他の地域の設備計画

第5次オレフィン計画（Kharg Petrochemical Co.)

第13次オレフィン計画(Ilam Petrochemical Co.)

第2次メタノール計画(Kharg Petrochemical Co.)

出所：中東の石油化学産業2006（DRMI）
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図表 2.21　イランの石油化学特別経済区

　 上記 2ヶ所の特別区以外でもい く つかの計画があ り 、 た と えばアサルーイ ェから ト ルコ国

境に近いマハーバード まで総延長約 2300km のエチレン ・ パイプラ イ ンを敷設し、 イ ラ ン西

図表 21 イランの石油化学特別経済区 

（１）バンダル・イマーム（Mahshahr）石油化学特別経済区 

 (出所：IranOilGas（1)、(2)とも) 

（２）パルス特別経済・エネルギー区 
125



第 2 章　イラン
部各地に石化プラ ン ト を建設する こ と で、 地域振興の役割を果たすこ と も期待されている

（図表 2.22 参照）。

図表 2.22　イラン西部エチレン・パイプライン・ルート

5.2.4 　 油田圧入の必要性をめぐ る議論

　 「1.3 　 生産量の推移 と生産能力」 で既述の とお り 、 イ ラ ンは 2005 年、 天然ガス生産量の

18% にあたる 282 億 m3/y を、 油ガス田圧入に用いている。 イ ラ ンは産油量の約 8 割を陸上

油田に依存し ている こ と も あ り 、 老朽化が進行する油田へのガス圧入によ る二次回収を図

る こ と で、 産油量の維持に努めている。 そ し て イ ラ ン国内には、 原油生産量の大幅な低下

を回避する ため、 イ ラ ンはよ り 多 く の天然ガス を圧入に用いてい く 必要があ る と主張する

グループが存在し ている。 国会エネルギー委員会の委員長を務めるダーネシ ュヤール議員

（フーゼス ターン州選出） が、 現在イ ラ ン国内の 「ガス輸出反対」 グループを率いている。

　 ダーネシ ュヤール議員の主張は次の とお り であ る。

・　イランは現在 30 の油田に対し、120 億～ 140 億 cf/d のガスを再圧入する必要がある。

・　しかし実際にはわずか 30 億 cf/d しか圧入されておらず、石油生産量の低下が進んでい

る。

出所：NPC ホームページをもとに中東研作成 
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・　生産量の大幅な低下を防ぐには 2010 年までに 200 億 cf/d のガスを圧入する必要があ

り、これはサウスパルス・ガス田の全生産量（20 フェーズ分）にあたる。

　 ガス輸出反対グループによれば、 2010 年時点で求められる国内需要の内訳は以下の とお

り であ る。

・　発電用：70 億 cf/d

・　商業用 /民生用 /CNG 生産：100 億 cf/d

・　工業用 /石油化学部門用：50 億 cf/d

・　再圧入：200 億 cf/d

―――――――――――

合計 ： 420 億 cf/d

　 よ ってサウ スパルス ・ ガス田の生産量が最大になって も、 国内需要を賄 う のがやっ と で

あ り 、 ゆえにガス輸出は認められてはな ら ない、 と ガス輸出反対論者は論じ ている。

6 LNG プロジ ェ ク ト の現状と見通し

6.1 　 プロジ ェ ク ト の経緯、 進捗状況と完成見通し

　 イ ラ ンでは現在 3 件の LNG プロ ジェ ク ト が進捗し ている。 3 件 と は Pars LNG、 NIOC 

LNG、 Persian LNG の各プロ ジェ ク ト であ り 、 それぞれサウ スパルス第 11 フ ェーズ、 第 12

フ ェーズ、 第 13 ・ 第 14 フ ェーズ と リ ン ク し ている （図表 2.23 参照）。 生産量は NIOC、

Pars LNG が各 1000 万 ト ン、 Persian LNG が 1600 万 ト ンで、 合計 3600 万 ト ンに上る。
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図表 2.23　イランの LNG プロジェクトおよび購買契約一覧

6.1.1 　 Pars LNG プロジ ェ ク ト （サウスパルス第 11 フ ェーズ）

　 Pars LNG プロ ジェ ク ト については、 2004 年 2 月に株主協定 （shareholder's agreement） が

Total および Petronas と締結され、 合弁企業 Pars LNG （権益比率は NIGEC50%、 Total30%、

Petronas20%） の設立が合意された。 NIGEC は同年 3 月に、 仏 Technip と FEED （front-end 

engineering and design、 設備等の基本設計） 契約に調印し、 その後 2004 年 12 月に、 NIOC は

総額 20 億 ド ルの Pars LNG プロ ジェ ク ト の実施に関する合意書を、 Tota ・ Petronas と締結し

プロジェクト名

＜進捗中のプロジェクト＞

NIOC LNG NIOC 100% LNG1000万t/y サウスパルス第12フェーズとリンク

（500万t/y FEEDは仏Technipと日揮が担当

×2トレイン) 2007.2.韓国大林産業とKhatamolanbiaLNG貯蔵タンク建設契約を受注

ファイナンス面で問題に直面

　2004.10. SinopecとLNG供給(1000万t/y)MoU締結

　2005.6. インド政府とLNG供給（500万t/y)契約締結

Pars LNG NIOC 50% LNG1000万t/y サウスパルス第11フェーズとリンク

Total 30% （500万t/y 2004.3. TechnipにFEEDを付与

×2トレイン） 2005.12. Petronas、権益比率を20→10%に縮小

（残り10%は未定) CNPCも参入意欲（2007.1.、第14フェーズ開発を交渉中との報道)

　2006.6. CNPCとLNG供給(300万t/y)HoA締結

　2006.7. タイPTTとLNG供給（300万t/y)MoU締結

Persian LNG NIOC 50% LNG1600万t/y サウスパルス第13-14フェーズとリンク、総投資額100億ドル

Shell 25% LPG100万t/y 2007.1. 2008年初頭にはFID実施と発表

液化技術にはShell独自のDMR方式を採用

＜構想段階のプロジェクト＞

Iran LNG NIOC/ LNG800万t/y FSは実施、その後中断

BP/Reliance

North Pars LNG NIOC/CNOOC MoU締結済み。当初900万t/yの生産を計画

ノースパルス・ガス田全4フェーズのうち3フェーズを

LNG用とする計画、総額160億ドル

Qeshm LNG NIOC/LNG Ltd LNG345万t/y 協力協定調印、2010年1Q生産開始との計画

Golshan & NIOC/ 2007.1.　両油田開発とLNGプロジェクトにかかる

Ferdows LNG SKS Ventures MoU締結。総額160億ドル。

LNG売買契約 備考

Pars LNG PTT 300万t/y 2006.7. MoU締結

PetroChina 300万t/y 2006.12. 25年にわたる購買契約HOA締結

インド政府 500万t/y 2005.6. 正式契約締結。2009年供給開始予定。

Yadavaran/LNG Sinopec 1000万t/y Yadavaran油田権益譲渡と引き換えに25年間のLNG購買契約

上流のリターン率未決着

Yadavaran & インド政府 750万t/y Yadavaran油田権益譲渡と引き換えに25年間のLNG購買契約

Jufeyr/LNG 合意失効との報道も

出所：各種資料をもとに中東研究センター作成

現状その他権益比率(%) 生産能力

輸入企業 輸入量

Petronas 10%

Repsol    25%
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た。 LNG 生産能力は年間 1000 万 ト ン （500 万 t/y × 2 ト レ イ ン） であ り 、 2009 年の輸出開

始を目指し ている。 1 基はイ ン ド / 欧州向け、 も う 1 基は他のアジア市場向けの供給に充て

る計画であ る。 プラ ン ト はアサルーイ ェ西方の ト ンバッ ク （Tombak） に建設される （図表

2.24）。

図表 2.24　ガス液化基地トンバック地図

　 2005 年 12 月になって Petronas は、 取引条件への不満から出資比率を 10% に引き下げ、 現

在では残 り 10% は LNG 輸入企業が引き受ける と見込まれているが、 2007 年 1 月末の時点で

未定であ る。

　 2006 年 11 月にテヘラ ンで開催されたエネルギー国際研究所 （International Institute of 

Energy Studies: IIES） セ ミ ナーの場で、 Total の中東副社長は、 イ ラ ン側 と の交渉は最終段階

にあ り 、 「2007 年の早い段階」 に正式契約が締結される見込みと表明し ている。

6.1.2 　 Persian LNG プロジ ェ ク ト （サウスパルス第 13 ・ 14 フ ェーズ）

　 Persian LNG プロ ジ ェ ク ト については、 2004 年 9 月、 NIGEC と Shell および Repsol-YPF

（事業比率は各 50%、 25%、 25%） と の間で、 プロ ジェ ク ト の枠組みに関する合意書が締結さ

れている。 生産能力は LNG1600 万 t/y 及び LPG100 万 t/y であ り 、 プラ ン ト は Pars LNG プ

ロ ジ ェ ク ト と同様 ト ンバッ ク に建設される。

同プロ ジェ ク ト の生産開始予定は 2010 年末から 2010 年初め と されてお り 、 輸出先 と し て

は欧州、 アジアなどが見込まれている。 同プロ ジェ ク ト に関し て も、 日欧のエンジニア リ

ング企業が FEED を実施中であ る。 LNG 技術には Shell 独自の DMR （二重混合冷媒） が利

用される こ と になっている。

　 同プロ ジ ェ ク ト に関し ては、 3.1.8 で既述の とお り 、 2007 年 1 月、 NIOC の ノ ウザ リ 総裁

 
 
出所：NIGEC ホームページ 
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が、 Shell、 Repsol と の間で仮契約が締結された と発表し た。

6.1.3 　 NIOC LNG プロジ ェ ク ト （サウスパルス第 12 フ ェーズ）

　 NIOC LNG プロ ジェ ク ト の生産能力は 1000 万 t/y （2 ト レ イ ン） であ り 、 やは り ト ンバッ

ク に建設が予定されている。 プロ ジェ ク ト の FEED は Technip 社と日揮が担当し、 生産開始

は 2010 年が予定されている。

　 NIOC LNG プロ ジェ ク ト は当初、 NIOC が単独で実施し よ う と試みた。 しかし高いプロ

ジェ ク ト コ ス ト （推定 15 億～ 20 億ド ル） に加え、 NIOC がガスのマーケテ ィ ング ・ ネ ッ ト

ワーク を有し ていなかった こ と などから、 外資の参入が必須と見な され、 NIGEC は 2002 年

末には英 BG と、 2003 年 3 月には伊 Agip と、 NIOC LNG プロ ジェ ク ト にかかるパー ト ナー

シ ッ プ ・ アグ リ ー メ ン ト を締結し た。 BG は LNG をすでに販売ネ ッ ト ワーク及び LNG 輸入

ター ミ ナルを有する イ ン ド及び南ヨーロ ッパ （LNG 輸入ター ミ ナルを建設中） に、 Agip は

ヨーロ ッパ向けに輸出する予定であったが、 と もに正式契約締結には至らず、 2007 年 1 月

時点で、 NIOC LNG は NIOC によ る単独プロ ジェ ク ト のま ま と なっている。

　 LNG ・ LPG の貯蔵タ ン ク及び港湾設備の建設に関し ては、 2007 年 2 月、 韓国大林産業お

よび革命防衛隊傘下 Khatamolanbia が 5 億 ド ルで受注し た。 　

　 LNG 販売先と し ては、 中国 と イ ン ド が予定されている。 2004 年 10 月には中国 Sinopec

（1000 万 t/y） と、 2005 年 1 月にはイ ン ド政府 （750 万 t/y） と LNG 売買に関する MOU を

それぞれ締結し ている。 と もに、 LNG 購入の見返 り にヤダバラ ン （Yadavaran） 油田の権益

付与で合意し ている。

6.1.4 　 その他の LNG プロジ ェ ク ト

　 イ ラ ンではこれ以外にも複数の LNG プロ ジェ ク ト が、 これまで取 り 沙汰されて き た。 BP

およびイ ン ド の Reliance Group は Iran LNG プロ ジェ ク ト を推進し よ う と し ていた （権益は

NIOC50%、 BP ・ Reliance 各 25%、 能力 800 万 t/y）。 また、 BG、 Eni、 伊 Enel を巻き込んだ、

900 万～ 1000 万 t/y （2 ト レ イ ン） のプロ ジェ ク ト も存在し た。 しかし これらのプロ ジェ ク

ト がその後進展し た と い う 情報はない。

　 他方、 サウ スパルス ・ ガス田の北方 80km に位置する ノースパルス ・ ガス田 （可採埋蔵量

50Tcf） については、 第 1 フ ェーズは国内需要向けだが、 第 2 － 4 フ ェーズは LNG 向け と な

る可能性が指摘されている。 ノ ースパルス ・ ガス田の開発に関し ては、 中国 CNOOC が

POGC と交渉中であ る こ と が、 2006 年 11 月に報じ られている。 その他 Petronas 等も同ガス

田に関心を示し ている と の情報も あ る。

　 また 2006 年 11 月には豪州の LNG Ltd. の子会社 LNGIQ は、 NIOC と ゲシ ュ ム島における

LNG プロ ジェ ク ト 向けのガス供給に関する契約締結を発表し た。 ゲシ ュ ム LNG の生産能力

は 345 万 t/y であ り 、 3 フ ェーズに分けて建設する こ と が計画されている （第 1 フ ェーズ

115 万 t/y）。 LNG 販売先と し てはイ ン ド、 ケニアが挙げられている。
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　 さ らに、 3.2.6 で既述の と お り 、 2007 年 1 月にマレーシア SKS がゴルシ ャーン ・ フ ェル

ド ゥース両ガス田開発 と LNG プラ ン ト の建設に関する MoU を締結し た。 以上のよ う に

LNG プロ ジェ ク ト は数多 く 見られるがいずれも構想段階にあ り 、 実行に移される と し て も、

上記 3 件の完成後 と なろ う 。

6.1.5 　 液化技術の入手困難によるプロジ ェ ク ト 延期の可能性

　 イ ラ ンは独自の LNG 技術を持たず、 欧米企業に依存し ている。 そのよ う な中、 米国の対

イ ラ ン制裁によ り 米 GE 及び独 Linde はそれぞれ、 液化プラ ン ト に必要不可欠な冷却用コ ン

プレ ッ サー と液化技術であ る 「混合冷媒カ ス ケード ・ プロセス （MFCP）」 のイ ラ ンへの提

供を拒否し た と見られてお り 、 MFCP を導入する予定であった NIOC LNG プロ ジェ ク ト は

遅延の危機に瀕し ている。

　 他方、 イ ラ ンは Pars LNG プロ ジェ ク ト にはフ ラ ン ス国営石油研究所 （IFP） の 100% 子会

社であ る Axens が開発し た 「Liquefin」 ガス液化プロセス を、 Persian LNG プロ ジェ ク ト に

は、 シェルが開発し た DMR を導入する予定であ る。

6.2 　 長期契約など売買状況、 価格など

　 イ ラ ンは油ガス田の権益を LNG 販売 と リ ン ク させる こ と で、 LNG 輸出計画の実現を目指

そ う と し てお り 、 これまで中国、 イ ン ド などが、 （MoU レベルを含め） 関連の契約を締結し

ている。

6.2.1 　 イ ン ドへの LNG 輸出

　 2005 年 6 月、 NIGEC （イ ラ ン国営ガス輸出会社） は、 イ ン ド石油天然ガス省の傘下にあ

る複数のイ ン ド企業 （国営石油 IOC および Baharat Petroleum、 国営ガス Gail） と、 2009 年

以降 25 年間にわた る 500 万 t/y の LNG 輸出契約を正式に締結し た。 NIOC LNG プロ ジェ ク

ト （能力 900 万 t/y） から生産される LNG があて られる。

　 LNG 輸出契約の見返 り と し ては、 イ ン ド企業がヤダバラ ン油田のシ ェア 10% を獲得する。

また、 ノースパルス ・ ガス田 （可採埋蔵量 50Tcf、 生産見込み 36 億 cf/d） の う ち 1 フ ェー

ズが ONGC Videsh に付与される こ と も合意された。

　 2005 年 1 月に調印された MoU では、 イ ン ド はヤダバラ ン油田のシェ ア 20% 及びジ ュ フ ェ

イル油田のシェア 100% を獲得する こ と が合意されていた。 しかし イ ラ ン側は輸出量を 750

万 t/y に引き上げる こ と をねら ってお り 、 同年 6 月の正式契約ではヤダバラ ンのイ ン ド側

シェ アは と り あえず 10% と定められた。 ジ ュ フ ェ イル油田については、 イ ン ド が 2005 年 12

月までに開発条件を提示する見込み と された。

　 2005 年 1 月時点の発表では、 LNG 輸出価格 （FOB ベース） は最初の 3 年間は $2.97/ 百

万 Btu で固定され、 その後はブレン ト 原油価格 （価格帯 $10-31/b） と リ ン ク させ、 固定価

格 （$1.2 ド ル / 百万 Btu） に変動価格 （ブレ ン ト 価格 （ただし $31/b が上限） の 6.25%） を
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加えた価格フ ォー ミ ュ ラ を規定し ている。

　 と こ ろがその後油価が高騰、 2005 年 10 月、 ヴ ァ ズ ィ ー リ ・ ハーマーネ石油相代行 （当

時） は、 イ ラ ンの最高経済評議会はイ ン ドへの LNG 輸出契約について （価格も含め） 審議

する予定であ る こ と を発表し た。 　

　 2006 年 8 月、 ヴ ァ ズ ィ ー リ ・ ハーマーネ石油相は、 イ ン ドへの LNG 輸出契約については

「経済最高評議会の承認が得られておらず、 未確定であ る」、 と述べた。

6.2.2 　 中国への LNG 輸出

　 2004 年 3 月、 中国の珠海振戎公司 （Zhuhai Zhenrong） は NIGEC と LNG 輸入に関する

MoU を締結し た。 同 MoU によれば、 中国は 2008 年から 250 万 t/y の LNG 輸入を開始し、

2013 年には輸入量を間 500 万 t/y へ拡大する。

　 2004 年 10 月、 Sinopec は、 ヤダバラ ン油田開発プロ ジ ェ ク ト と引き換えに、 1000 万 t/y

の LNG を 25 年間にわた り 購入する こ と で合意し た。 供給開始は 2010 年 と見込まれている。

2006 年 6 月、 CNPC の子会社であ るペ ト ロチャ イナは Pars LNG 社 （NIOC/Total/Petronas

の合弁） と の間で、 2011 年から 25 年間にわた り LNG300 万 t/y を供給する旨の基本合意書

（HOA） を締結し た。

6.2.3 　 タ イへの LNG 輸出

　 2004 年 1 月、 イ ラ ン と タ イの両政府は、 イ ラ ンから タ イへの LNG 輸出に関する FS の実

施、 圧縮天然ガス （CNG） 及び天然ガスに関する技術 ・ 情報交換の支援など資源探鉱 ・ 開

発活動の協力推進を目的 とする MoU を締結し た。 イ ラ ンは 500 万 t/y を 25 年間にわた り タ

イへ供給する見通しであ り 、 タ イにおける LNG ター ミ ナル （1000 ト ン級ター ミ ナル、 約 20

億－ 30 億） への投資も検討中であ る。

　 2006 年 7 月にはタ イ PTT と の間で LNG300 万 t/y の供給 （2011 年開始） に関する MOU

が締結された。 Pars LNG が充て られる見通しであ る。

6.2.4 　 その他

　 LNG 輸出に関し ては他にも、 例えば 2005 年 1 月、 イ ン ド と の LNG 輸出合意の発表に際

し、 NIGEC の Javadi 総裁が、 韓国 と も同様の契約交渉が進行中であ る こ と を示唆し た。

7 パイプ ラ イ ン輸出計画の現状と見通し

　 NIGEC はパイプラ イ ンを通じ た イ ラ ン産ガスの輸出プロ ジェ ク ト を、 「全方位に向けて」

推進中であ る。 南方では UAE、 ク ウ ェー ト 、 オマーンに、 東方ではパキス タ ン ・ イ ン ド に、

北方 ・ 西方ではアゼルバイ ジ ャ ン、 アル メ ニア、 ヨーロ ッパ、 ウ ク ラ イナ、 ト ルコに向け

て、 天然ガス を輸出するパイプラ イ ン ・ プロ ジェ ク ト が計画されている。 それぞれのプロ
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ジェ ク ト 名、 輸出量、 開始年および現状などは、 図表 2.25 の とお り であ る。

図表 2.25　主要ガス輸出プロジェクト（パイプライン）

7.1 　 対 ト ルコ

　 対 ト ルコ ・ ガス供給契約は 1996 年に締結され、 2001 年 12 月、 30 億 m3/y の輸出が開始

された （4.1 参照）。 供給開始予定は当初 1999 年末であったが、 2001 年 7 月末、 2001 年 12

月へ と順次延期、 供給期間も当初 1999 年末からの 22 年間が予定されていたが、 その後、

25 年へ延長された。 これまで対 ト ルコ ・ ガス供給は技術的な問題――天然ガス組成の問題、

価格問題、 爆破によ るパイプラ イ ン破損――などのため複数回停止されたが、 2006 年 10

月、 NIGC のキ ャサーイーザーデ総裁は、 ト ルコには現時点で 2000 万 m3/d （73 億 m3/y）

の天然ガスが輸出されている と発表し た。 2026 年までの対 ト ルコ天然ガス輸出量は、 図表

2.26 の とお り であ る。

プロジェクト 参加企業 輸出先 取引数量 開始年 備　考

トルコ NIGEC トルコ 30億～ 2001 1996年、トルコへのガス供給契約締結。

100億m3/y 2001年12月、輸出開始（30億m3/y）。

2002年6月輸出停止、同11月再開。

供給期間は当初1999年末からの22年間

であったが、その後、25年間へ延長。

ナヒチェヴァン NIGEC ナヒチェヴァン 3.5億m3/y 2005 ガス供給は2005年末開始（7000万m3/y)で、

供給量は2009年までに3.5億m3/yと

拡大される計画。供給期間は25年

アルメニア NIGEC アルメニア 最大23億m3/y 2007 2004年、イラン、アルメニアがパイプラ

イン建設に関する合意書を締結。

パイプラインは2004年着工、2006年完工。

ガス供給は2007年開始予定（11億m3/y）

で、供給量は2019年までに23億m3/yへと

拡大される計画。供給期間は20年間。

UAE NIGEC, シャルジャ、 200億 2005～2007 2003年、UAEへのガス輸出合意書締結。

Crescent Petroleum他 ドバイ ～250億m3/y NIGECによれば、2004年5月央交渉完了。

ガス供給は2005年開始、供給期間は25年

間を予定。

クウェート NIGEC,KPC クウェート 31億m3/y 2008 2005年3月天然ガス輸出と海底パイプライン

建設に関するMoUに調印。供給期間25年。

オマーン NIGEC オマーン 150億 2008 交渉中

～250億m3/y

インド NIGEC インド 315億 2011 2006年3月3国間で枠組み協定調印

～525億m3/y 最終調印は2007年6月までに予定

欧州 NIGEC,OMV, 欧州 51億 2010～2012 調査は完了。参加企業間で協議継続中。

（Nabucco） Iran Gas Europe ～219億m3/y パイプラインは2010年完工

の予定。輸送能力は200億-250億m3/y。

出所：NIGECホームページ、AOG、および各種報道をもとに中東研作成
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図表 2.26　対トルコ天然ガス輸出量の推移（計画）

7.2 　 対アゼルバイジャ ン （ナヒ チ ェヴァ ン）

　 2005 年末、 イ ラ ン政府と アゼルバイ ジ ャ ン政府は、 アゼルバイ ジ ャ ンの天然ガス を イ ラ

ン北部に供給し、 その見返 り にナ ヒ チェ ヴ ァ ンのアゼ リ 人居住地域にイ ラ ン産ガス を供給

する 「天然ガス ・ ス ワ ッ プ」 を正式に開始し た。 ナ ヒ チェ ヴ ァ ンはアル メ ニア と イ ラ ンの

間に存在する アゼルバイ ジ ャ ン共和国の飛び地であ り 、 イ ラ ン と のみ国境を接し ている。

イ ラ ンは国境地点アス タ ラ で 8050 万 m3/y のアゼルバイ ジ ャ ン産ガス を受け入れ、 「ス ワ ッ

プ料金」 と し ての 15% を差し引いた 7000 万 m3/y をナ ヒ チェ ヴ ァ ンに供給する。 NIGEC の

発表によれば、 2005 年から 2024 年に至る ス ワ ッ プ契約の詳細は図表 2.27 の とお り であ る。

図表 2.27　対アゼルバイジャン「天然ガススワップ」計画

7.3 　 対アルメ ニア

7.3.1 　 一連の経緯

　 2004 年 5 月、 イ ラ ン と アル メ ニアの間で、 天然ガス ・ パイプラ イ ン建設に関する合意書

が調印された。 合意書によれば、 イ ラ ンは 2007 年 1 月から 20 年間にわた り 、 アル メ ニア

へ 360 億 m3 のガス を輸出する計画 と し てお り 、 イ ラ ンからのガスは発電用 と し てアル メ ニ

アの Yerevan 火力発電所に供給される。 合意書調印時のアル メ ニアのエネルギー相の発言に

よれば、 イ ラ ン産ガスはアル メ ニアの発電燃料の 20% に相当し、 アル メ ニア国内向け と と

（億m3/y）

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007-2026

輸出量 30 40 50 60 70 90 100

出所：NIGECホームページ

(百万m3/y)

2005 80.5 70

2006 230 200

2007 287.5 250

2008 345 300

2009-2024 402.5 350

出所：NIGECホームページ

アゼルバイジャンからの輸入量 ナヒチェヴァンへの輸出量
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もに、 イ ラ ンに対し て も、 ガス 1m3 あた り 3kW/h の電力が供給される予定と なっている。

　 パイプラ イ ンの当初能力は 11 億 m3/y であ るが、 アル メ ニア国内へ 200km 延長し た後の

2019 年には、 23 億 m3/y へ拡大される見通しであ る。 同パイプラ イ ンのアル メ ニア部分

（約 40km） の建設工事は 2004 年 11 月に開始され、 イ ラ ン部分 （115km） は 2005 年 1 月に

着工し た。 パイプラ イ ンの建設コ ス ト は総額 2.1 ～ 2.2 億 ド ル と推定されてお り 、 イ ラ ンは

アル メ ニア側パイプラ イ ンの建設コ ス ト の一部 （3000 万 ド ル） をアル メ ニアへ融資し、 ア

ル メ ニアはイ ラ ンへの電力供給を通じ て これを返済する こ と になっている。

　 2006 年 10 月、 NIGC のキ ャサーイーザーデ総裁は、 アル メ ニアへのガス輸出は 2007 年初

頭に開始され、 300 万 m3/d から ス ター ト し て最終的には 1000 万 m3/d まで引き上げられる

と発表し た。

7.3.2 　 Gazprom との競合関係

　 イ ラ ンから アル メ ニアへのガス輸出に関し ては、 イ ラ ンに経済制裁を課す米国が難色を

示し、 同地域における影響力の低下を懸念する ロ シア も反対の動き を見せていた。 そのた

めイ ラ ン と アル メ ニアによ る協議が開始されたのは 1992 年だが、 合意書締結に至る までに

12 年の歳月を要し た。 そ し て 2004 年の契約内容にも、 ロ シア Gazprom の圧力 と それへの妥

協が見え隠れし ていた。

　 イ ラ ンは当初アル メ ニアを欧州向けパイプラ イ ンの経路 と位置づけていた。 そのためパ

イプラ イ ンの口径を 1200mm と予定し ていたが、 マーケ ッ ト の一部 （グルジア、 ウ ク ラ イナ

など欧州向けパイプラ イ ンの経由地 と な る国々を含む） を奪われる こ と を嫌 う Gazprom が

アル メ ニアに圧力をかけたため、 口径 700mm に変更された。 その時点でアル メ ニア経由で

の欧州へのガス輸出は棚上げにされたが、 その後、 イ ラ ンから アル メ ニアへの 「第二のパ

イプラ イ ン敷設」 構想が持ち上がる。 しかし欧州へのパイプラ イ ン延長を視野に含めた こ

の第二パイプラ イ ン構想に対し、 Gazprom は再び介入し、 2006 年 4 月、 アル メ ニアの

Razdan-5 火力発電所の権利を取得する こ と によ って、 イ ラ ン産ガスの全量を利用する権利

を確保し、 ヨーロ ッパへのイ ラ ン産ガス供給の道を閉ざ し た。

7.4 　 対クウ ェー ト

　 イ ラ ン と ク ウ ェー ト は 2005 年 3 月、 天然ガス輸出 （3 億 cf/d=31 億 m3/y） と、 これを輸

送する海底パイプラ イ ン建設に関する MoU に調印し た。 パイプラ イ ンは、 サウ スパルス ・

ガス田から ク ウ ェー ト 南部の石油基地があ る ミ ナ ・ アル ・ アハマデ ィ までの 260km を結ぶ。

合意によれば輸出開始は 2007 年の見通しであ り 、 MoU 調印時、 ク ウ ェー ト のアハマ ド ・ エ

ネルギー相は、 ク ウ ェー ト は天然ガス代金 と パイプラ イ ン建設費の合計 と し て、 25 年にわ

た り 79 億 ド ルを支払 う 旨発表し た。 ただしその後の進捗はみられない。
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7.5 　 イ ラ ン ・ パキス タ ン ・ イ ン ド ・ パイプ ラ イ ン （IPI パイプ ラ イ ン）

　 1990 年代半ばよ り 構想されていた IPI パイプラ イ ン ・ プロ ジ ェ ク ト は、 イ ン ド ・ パキス タ

ン関係の悪化で頓挫し ていた。 しかし 2005 年初めの印パ外相会談で、 プロ ジ ェ ク ト 推進に

向けた意見交換がな され、 ガス供給者であ る イ ラ ン も この動き を歓迎し、 三国間の交渉は

進展を見た。 全長 2775km の同パイプラ イ ン ・ プロ ジェ ク ト の予定投資総額は当初 41.6 億

ド ルであったが、 資機材の高騰で 74 億ド ルへと上昇し ている （NIGEC と共同で Pre-FS を

行った BHP Billiton の 2002 年作成のパイプラ イ ン ・ ルー ト （案） については、 図表 2.28 を

参照）。

図表 2.28　イラン・パキスタン・インド・パイプライン・ルート

　 その後 2006 年 3 月に 3 国間で枠組み協定が締結されて以降、 同プロ ジェ ク ト をめぐ る交

渉は政治的論争 と価格問題のため長期化し ていた。 しかし 2007 年 2 月、 イ ラ ン と パキス タ

ンは予備的な輸出合意に到達し、 イ ラ ン と イ ン ド と の間にも同様の合意が成立し た場合、

イ ラ ンはこのガス輸出によ り 年間約 90 億ド ルの収入を得る こ と にな る。 NIGEC はイ ン ドへ

の供給量を 315 億 m3/y から 525 億 m3/y、 供給開始は 2011 年 と発表し ている。

 
（出所）BHP Billiton ホームページ（2002 年 1 月付プレゼンテーション） 
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　 価格フ ォー ミ ュ ラについては、 イ ラ ン側が当初提示し ていた 「ブレン ト 価格の 10%+$1.2/

百万 BTU」 から 「6 カ月平均の JCC （Japan Crude Cocktail ： 原油平均 CIF 価格 （※）） の

6.3%+$1.15/ 百万 BTU」 に変更し、 2007 年 2 月現在、 イ ン ド のデオラ石油大臣は、 「提案さ

れたフ ォー ミ ュ ラに満足し ている」 と述べている。 最終調印は 2007 年 6 月までに予定され

ている。 　

（※） JCC が $30 ～ 70/b で推移し ている こ と が条件

7.6 　 対ヨ ーロ ッパ （ナブ ッ コ ・ パイプ ラ イ ン ・ プロジ ェ ク ト ）

　 イ ラ ンから ヨーロ ッパへのガス輸出に関し ては、 オース ト リ ア OMV が主導する、 ト ルコ

経由のナブ ッ コ （Nabucco） パイプラ イ ン （輸送能力 200 億－ 250 億 m3/y、 総延長 3300km、

総額 46 億ユーロ （約 55 億ド ル）） が計画されている。 2004 年 1 月、 OMV と NIGEC は、 イ

ラ ン産ガス をナブ ッ コ ・ パイプラ イ ンを通じ て ト ルコからオース ト ラ リ アまで輸出する

MoU を締結し た。 NIGEC は輸出量を 51 億 m3/y から 219 億 m3/y と発表し ている。

パイプラ イ ン建設は 2008 年の開始、 2011 年の完成が予定されている。 パイプラ イ ンの経路

は、 現在イ ラ ンから ト ルコ向けのパイプラ イ ンの終着点 と なっているエルズルムを起点と

し、 ブルガ リ ア、 ルーマニア、 ハンガ リ ーを経て、 オース ト リ アの天然ガス供給ハブであ

る Baumgarten an der March を終点 とする ものであ る。 エルズルムにはイ ラ ン （タブ リ ーズ）

からのパイプラ イ ン以外にも、 南コーカサス ・ パイプラ イ ン （バクー ・ ト ビ リ シ ・ エルズ

ルム） 及びイ ラ ク からのパイプラ イ ン も結節される予定であ る。 南コーカサス ・ パイプラ

イ ンの延長上には、 アゼルバイ ジ ャ ン ・ ト ルク メ ニス タ ン ・ カザフ ス タ ンを結ぶ 「 ト ラ ン

ス ・ カ ス ピ海 ・ （海底） パイプラ イ ン」 が建設される予定と なっている （図表 2.29 参照）。

図表 2.29　Nabucco パイプライン完成予定図

 
出所：EU ホームページ 
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　 ナブ ッ コ ・ パイプラ イ ン計画には OMV の他、 ト ルコ Botas、 ブルガ リ ア Bulgargaz、 ハン

ガ リ ー MOL、 ルーマニア Transgaz の 5 社が参画し てお り 、 FS の完了後、 2005 年には出資

比率を各 20% とする Nabucco Gas Pipeline International が設立された。

　 2006 年 1 月、 OMV の Musilek 総裁は、 「EU 諸国のガス需要は飛躍的に増大する こ と が見

込まれ、 ロ シア以外の供給元を確保する こ と が必須であ り 、 イ ラ ンを起点とするナブ ッ コ ・

パイプラ イ ンに関する最終決定は 2007 年末までに行われるであろ う 」、 と の見通し を示し

た。 2006 年 8 月には、 ヴ ァ ズ ィ ー リ ・ ハーマーネ石油相が ト ルコ を訪問し、 ト ルコ経由で

のイ ラ ンから ヨーロ ッパへのガス輸出の実現可能性につき協議し た。

　 また NIGEC 総裁は 2006 年 12 月末、 ス イ ス と の間にガス輸出に係る HOA を締結し た と

発表し、 2007 年 1 月末には、 ヴ ァ ズ ィ ー リ ・ ハーマーネ石油相が、 イ ラ ンは 2012 年から ス

イ ス と オース ト リ アに天然ガス を輸出する MoU を両国 と締結し た と発表し た。

7.7 　 対ウク ラ イナ

　 2005 年 7 月、 イ ラ ンはウ ク ラ イナ と の間で天然ガス 200 億 m3 ～ 300 億 m3/y を供給する

旨の MoU を締結し た。 供給ルー ト に関し ては、 「イ ラ ン→アル メ ニア→グルジア→ロ シア

→ウ ク ラ イナ」、 「イ ラ ン→アル メ ニア→グルジア→黒海→ウ ク ラ イナ」 の二つの選択肢が

あ り 、 今後関係国間で各パイプラ イ ン建設に関する FS 実施に向けた委員会が設置される予

定であ る。 同 MoU 締結時、 ウ ク ラ イナはイ ラ ン産ガスの欧州市場向け販売の際に通過国と

な る こ と に合意し ている。

8 GTL プロジ ェ ク ト について

　 サウ スパルス ・ ガス田の第 14 フ ェーズは LNG に加え GTL プロ ジェ ク ト と も リ ン ク され

る予定であ り 、 過去数年間にわた り 、 南アフ リ カ Sasol がプロ ジェ ク ト への出資を検討し て

いる。 2004 年 7 月には、 GTL と第 14 フ ェーズの上流開発を統合し た計画に関し、 「Sasol と

MoU が締結される」 と報道され、 また、 2004 年 12 月には Sasol と GTL を担当する国営石

化 NPC が GTL 価格につき初期合意に達し た と の報道も見られた。 しかし 2005 年半ばにな

る と、 Sasol 関係者は 「対イ ラ ン投資は米国 ・ イ ラ ン関係の展開次第であ る」 と述べてお り 、

それ以降、 新しい情報はない。

　 他方、 2005 年 11 月、 産業発展革新機構 （IDRO） は、 生産能力 1000b/d の GTL のパイ

ロ ッ ト ・ プラ ン ト 開発プロ ジェ ク ト （総額 IR3200 億 （約 3500 万 ド ル）） を、 イ ラ ンのサル

ヴ石油ガス開発会社 （Sarv Oil and Gas Development Company） に発注し た。
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9 課題と展望

9.1 　 重点目標の達成度

　 イ ラ ンの天然ガス埋蔵量は世界 2 位 と大き く 、 イ ラ ン政府も意欲的な天然ガス開発計画

を策定し ている。 天然ガスに関し ては （1） 国内の石油需要を代替し、 （2） 再圧入によ り 原

油生産能力を維持 ・ 増強し、 （3） 輸出を促進する こ と で世界の天然ガス市場で重要な位置

を占め、 （4） 石油化学部門への原燃料 と し て国内の産業振興の原動力 と な る、 と の目標が

掲げられている。 これらの目標の う ち、 （1） 国内の石油需要の代替に関し ては、 着々 と進

められている。 国内ガス配送網の整備も進み、 補助金によ り 供給価格を低 く 抑え る こ と で、

イ ラ ン国内の天然ガス需要は順調に増加し て き た。 2000 年から 2004 年の間、 イ ラ ンの一次

エネルギー消費量は平均年率 5.3% の割合で増加し たが、 この う ち石油消費量の伸び率が平

均 3.15% であったのに対し、 ガス消費量の伸び率は平均 7.95% と、 石油消費の倍以上の伸び

を示し ている。 これによ り 2004 年の一次エネルギー消費の構成では、 石油 と天然ガスは同

率の 49% を占めるに至っている。

　 （2） の再圧入に関し ては、 2005 年の総生産量 1577 億 m3/y に対し、 油ガス田注入は 282

億 m3/y と 18% を占めている。 油ガス田注入量は 2000 年には 441 億 m3/y であ り 、 総生産量

に占める割合も 2000 年の 36% から 2005 年には 18% と年々低下しつつあ るが、 2007 年に生

産開始が予定されているサウ スパルス ・ ガス田第 6 － 8 フ ェーズ （生産能力 310 億 m3/y）

は 「油田圧入用」 と位置づけ られてお り 、 その割合は再び増加する もの と見られる。 なお、

減衰の著しい陸上油田への再圧入が最優先されるべきであ る とする議論も イ ラ ン国内では

高ま っている。

　 （3） の輸出促進に関し ては、 イ ラ ンは周辺各国 と、 パイプラ イ ン輸出計画につき協議し

ている。 イ ラ ンは現在 ト ルコに 47 億 m3/y （2005 年） およびアゼルバイ ジ ャ ンの飛び地で

あ るナ ヒ チェ ヴ ァ ン自治共和国に 7000 万 m3/y （同） の天然ガス を輸出し ているに過ぎず、

輸出量が全生産量に占める割合はわずか 5% に過ぎない。 これに対し、 イ ラ ンはアル メ ニ

ア、 UAE、 ク ウ ェー ト 、 オマーン、 イ ン ド、 欧州など と の間で天然ガス輸出をめぐ り 数々の

MoU を調印し てお り 、 パイプラ イ ン輸出計画を進めている。 この う ちアル メ ニアに関し て

はすでにパイプラ イ ン も完工し てお り 、 2007 年前半には供給が開始される予定であ る。

　 他方、 対イ ン ド、 あ るいは対欧州パイプラ イ ン輸出計画をめぐ っては、 米国政府あ るい

は国連安保理などによ る対イ ラ ン制裁が暗雲を投げかけている。 イ ラ ンの孤立化をねら う

米国政府などはイ ン ド政府、 あ るいは欧州に対しパイプラ イ ン計画をめぐ り 圧力をかけて

お り 、 計画の実施が危ぶまれている。

　 イ ラ ンは現在 3 件の LNG プロ ジェ ク ト を進めてお り 、 油田権益の譲渡 と組み合わせる こ

と で LNG 供給先を確保し よ う と し ている。 しかし LNG プロ ジェ ク ト 自体が、 米国及び国連

安保理によ る対イ ラ ン制裁が強化される中、 著しい遅延の危機に直面し ている。 外資の参
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入を得て進めよ う と し ている Pars LNG および Persian LNG プロ ジェ ク ト に関し ては、 枠組

み合意からすでに 3 年が経過する中最終契約は締結されておらず、 NIOC によ る単独プロ

ジェ ク ト であ る NIOC LNG に関し て も、 制裁によ り 液化技術が入手困難な こ と などによ り 、

計画は遅延し ている。

　 （4） の石化部門に関し て も、 NPC は 1997 年に始ま る意欲的な長期設備計画を推進し てお

り 、 生産能力を当初の 1500 万 t/y から 2003 年には 3300 万 t/y に倍増させる こ と を目指し

ている。 しかし石化産業に振 り 向け られる天然ガスの総量は、 家庭用消費優先の方針のも

と、 近年減少傾向にあ る。 2000 年には石化産業には 418 万 toe が用いられ、 これは最終消

費 （発電用除き） の 13% に相当し たが、 2004 年には最終消費の 7% にあたる 279 万 toe が用

いられたに過ぎない。

9.2 　 開発計画の進捗度合

　 上記 4 点の目標を達成する ための開発計画に関し ては、 現在イ ラ ンでは全埋蔵量の約 2

分の 1 を占めるサウ スパルス ・ ガス田の開発が中心に進められている。 外資への参入も一

時積極的に進められ、 第 2 ～第 8 フ ェーズに関し ては外資 と の間で、 バイバッ ク方式に基

づ く 開発契約が締結された。

　 それぞれのフ ェーズの開発は、 フ ェーズによ っては紆余曲折によ り 遅延を生じ させなが

ら、 進捗し ている。 第 1 フ ェーズはフ ァ イナン スやプロ ジ ェ ク ト 管理などの問題から予定

よ り 5 年遅れた生産開始の運び と なったが、 Total がオペレーターを務めた第 2 ・ 3 フ ェー

ズ、 及び Eni によ る第 4 ・ 5 フ ェーズに関し ては比較的順調に正式生産に漕ぎ付けた。 第 6

－ 8 フ ェーズに関し ては、 イ ラ ン企業 Sadra によ るオフシ ョ ア部門のプロ ジェ ク ト が遅延

し、 生産開始も 2007 年中旬にずれ込んでいる。

　 サウ スパルス ・ ガス田以外のガス田の開発も徐々に進められてお り 、 相応のガス処理施

設、 パイプラ イ ンの建設も進められている。 ガス生産能力の増強 と リ ン クする各種石化プ

ロ ジ ェ ク ト について も、 着々 と進められている。 全体像を見る と、 例えばガス処理施設が

完成し ている一方生産が開始されていなかった り 、 エチレン ・ プラ ン ト は完成し ているの

にエチレ ンをプラ ン ト に運ぶパイプラ イ ンは未完成であった り と い う 「齟齬」 が散見され

る ものの、 意欲的な諸計画は段階的にも、 徐々に実施に移されている と い う こ と ができ よ

う 。

9.3 　 浮かび上がる問題と今後の課題

　 イ ラ ンの天然ガス開発計画を概観する と、 大き く 分けて 2 点の問題が浮かび上がる。 1 点

目は諸政策の整合性の問題であ り 、 2 点目はイ ラ ンが現在国連制裁下に置かれている と い う

政治的な問題であ る。

　 諸政策の整合性の問題は、 た と えばバイバッ ク方式をめぐ る見解の相違にも現れている。
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バイバッ ク方式は外資には評判が悪 く 、 その改定が求められて久しい。 これに対し イ ラ ン

国内では、 バイバッ ク方式を外資に有利に改定し ない と外資の誘致を図れない と考え る グ

ループ と、 バイバッ ク方式を外資に 「さ らに厳し く 」 改定する必要があ る と考え る グルー

プ と が存在し ている。 2000 年に実施された改定では 「報酬 ・ ペナルテ ィ ー条項」 と い う 外

資に と って厳しい条件が加え られ、 外資のイ ラ ン ・ エネルギー産業への参入に二の足を踏

ませている。

　 また、 天然ガス輸出をめぐ り 国内に存在する深刻な対立も、 「政策の整合性」 に問題を生

じ させている。 天然ガス資源はむし ろ油田圧入に用い、 原油生産能力を維持 ・ 増強するべ

きであ る とする 「天然ガス輸出反対論者」 のグループは、 現在国会内でも力を持ってお り 、

UAE へのガス輸出計画は、 「反対派」 によ り 今の と こ ろ阻止されている。 反対派はガス価格

が不当に低いこ と を指摘し、 天然ガスの有効活用のための圧入 と い う 論陣を張っている。

　 さ らには、 石化産業の振興を目指しつつ実際の と こ ろは補助金政策によ り ガス価格を低

く 抑え る こ と で家庭用ガス需要を増大させ、 家庭用需要の大幅な伸びによ り 石化産業に十

分な天然ガス を供給でき ていないなど と い う 問題も存在し ている。 これらは皆、 国内に存

在する意見対立を背後に持つ政策の整合性の欠如から生まれる問題であ り 、 改善が望まれ

る。

　 2 点目の制裁の問題は、 天然ガス を含むイ ラ ンのエネルギー産業の今後に、 長期的には重

大な影響を及ぼすもの と考え られる。 2006 年 12 月に国連安保理によ り 採択された対イ ラ ン

決議のみな らず、 これに先立ち発動された米国政府によ る様々な対イ ラ ン単独制裁は、 イ

ラ ンにおける様々な開発プロ ジ ェ ク ト の遅延を生んでいる。 開発に不可欠な技術の多 く を

米国企業が保有し利用でき ない と い う 問題の他に、 米国政府によ る金融制裁は、 大規模プ

ロ ジ ェ ク ト のフ ァ イナン スにも困難を生じ させている。 2006 年後半から 2007 年にかけて、

イ ラ ン政府は中国、 マレーシアなど と ガス田開発などに関する MoU を締結し ているが、

フ ァ イナン ス面の問題は解消されていないもの と見られる。

　 イ ラ ンの天然ガス資源の開発および活用は高いポテンシ ャルを有し ている。 今後は天然

ガス開発をめぐ る諸政策の整合性を図 り つつ、 と く に天然ガス開発に不可欠の外資導入を

めぐ る コ ンセンサス を国内で形成し てい く こ と を目指しつつ、 短期的には制裁の制約の中

で、 よ り 長期的には外資の資金力 ・ 技術力を誘致しつつ、 開発を推進し てい く こ と が求め

られよ う 。
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第 ３ 章 　 ア ラブ首長国連邦 （UAE）

1 天然ガスの埋蔵量と生産量 ・ 輸出量 

1.1 　 天然ガス埋蔵量と推移

　 UAE の 2006 年末時点の天然ガス確認埋蔵量は Oil & Gas Journal によ る と 214.4 兆 cf だっ

た。 これは、 ロ シア （1,680.0 兆 cf）、 イ ラ ン （974.0 兆 cf）、 カ タール （910.5 兆 cf）、 サウジ

ア ラ ビア （239.5 兆 cf） に次ぐ世界第 5 位の埋蔵量であ るが、 世界全体の埋蔵量に占める割

合は 3.5% であ り 、 原油 （世界全体の 7.4%） ほどの地位は占めていない。

　 UAE の天然ガス確認埋蔵量は、 1986 年にそれまでの 3 倍に増加し、 翌 1987 年にさ らに 2

倍に増加し、 200 兆 cf を超え る水準に達し た。 ただし、 大規模構造性ガス田であ る ウ ム ・

シ ャ イ フ （Umm Shaif） 油田下部のク フ層が発見されたのは 1979 年であ り 、 その後大規模な

油 ・ ガス田は発見されておらず、 埋蔵量の増加理由は明確にされていない。 1987 年以降は

大き な変化は無 く 、 現在に至っている （図表 3.1）。 尚、 随伴ガス と構造性ガスの埋蔵量の

比率は明らかではない。

図表 3.1　UAE の天然ガス確認埋蔵量の推移

　 首長国別に確認埋蔵量を見てみる と、 7 つの首長国の う ち、 アブダビが 198.5 兆 cf と全体

の 93% を占めている （図表 3.2）。 以下、 シ ャルジ ャ （10.7 兆 cf）、 ド バイ （4.1 兆 cf）、 ラ

ス ・ アル ・ ハイマ （1.2 兆 cf） までが天然ガス保有国であ るが、 フジ ャ イ ラ、 アジ ュマン、

ウ ム ・ アル ・ カ イ ワ イ ンは天然ガスの商業量発見には至っていない。 ただし、 ウ ム ・ アル ・

カ イ ワ イ ンにおいては、 中国中化集団 （Sinochem） の完全子会社 Atlantis がガス田開発を進

出所：Oil & Gas Journal
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めてお り 、 詳細は明らかに されていないものの、 2007 年末にも同首長国初の天然ガスが生

産される可能性があ る。

図表 3.2　天然ガス確認埋蔵量の首長国別推移

1.2 　 ガス田の分布状況

　 アブダビにおける主な構造性ガス田は、 陸上のバブ （Bab） 油田およびアサブ （Asab） 油

田下部のタママ層、 沖合のウ ム ・ シ ャ イ フ油田およびアブ ・ アル ・ ブ クーシ ュ （Abu Al 

Bukhoosh） 油田の ク フ層などが挙げられる。 その他、 アブダビの天然ガス生産量の大部分

を占める随伴ガスは、 陸上のバブ、 ブ ・ ハサ （Bu Hasa）、 アサブおよび沖合のウ ム ・ シ ャ イ

フ、 ザク ム （Zakum） などの油田から生産されている （図表 3.3）。

　 ド バイでは、 陸上のマルガム （Margham） ガス田からの天然ガス を国内で使用し てお り 、

沖合の 4 油田から生産される随伴ガスは、 全て油田に圧入されている。 シ ャルジ ャには陸

上にサジ ャ ア （Saja'a）、 モベイ ド （Moveyeid）、 カハイ フ （Kahaif） の 3 ガス田があ る他、 沖

合のムバラ ク （Mubarak） 油田から随伴ガスが生産されている。 また、 ラ ス ・ アル ・ ハイマ

では非常に小規模ながらサレー （Saleh） ガス田があ る。

（兆cf）
アブダビ ドバイ シャルジャ ラス・アル・ハイマ 合計

2000 196.1 4.1 10.7 1.2 212.1
01 196.1 4.1 10.7 1.2 212.1
02 196.1 4.1 10.7 1.2 212.1
03 196.1 4.1 10.7 1.2 212.1
04 196.1 4.1 10.7 1.2 212.1
05 198.5 4.0 10.7 1.2 214.4
06 198.5 4.0 10.7 1.2 214.4

出所：Oil & Gas Journal
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図表 3.3　UAE の油・ガス田分布図

出所 ： Country Profile (2001), EIU

1.3 　 ガス生産量と推移、 現状の生産能力

　 UAE では、 1970 年代の前半までは原油生産に伴い産出された随伴ガスについて、 国内需

要向け以外の大部分を フ レア し ていた。 しかし、 1976 年にアブダビでガス国有化法が制定

され、 天然ガスが国の所有物 と規定された こ と でガス を容易にフ レアする こ と ができ な く

な り 、 総生産量に占める フ レア リ ングの割合は次第に減少し ていった （図表 3.4）。
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図表 3.4　UAE の天然ガス生産量の推移

　 アブダビでは、 天然ガス を有効利用する ために沖合の天然ガス を LNG、 LPG、 コ ンデン

セー ト に加工し て輸出する Abu Dhabi Gas Liquefaction Company （ADGAS、 出資比率は、 国営

ADNOC ： 70%、 三井物産 ： 15%、 BP ： 10%、 Total ： 5%） を 1977 年に設立し た。 また 1978 年

には、 陸上の天然ガス を分離し LPG などに加工する Abu Dhabi Gas Industries （GASCO、

ADNOC ： 68%、 Total ： 15%、 Shell ： 15%、 Partex ： 2%） を設立し た。 これによ り 、 随伴ガス を

中心 と し た天然ガスの利用が進み、 1980 年代以降次第に天然ガスの生産量は増加し ていっ

た。

　 1990 年代に入って、 GASCO は 3 つの陸上ガス開発プロ ジェ ク ト を実施し、 天然ガス生産

量は一段 と増加し た。 バブ油 ・ ガス田を開発する 2 つの Onshore Gas Development プロ ジェ

ク ト （OGD-1、 OGD-2） およびアサブ油 ・ ガス田を開発する Asab Gas Development プロ

ジェ ク ト （AGD-1） であ る。 1991 年に開始し た OGD-1 は 1996 年に完成し、 次いで開始し

た OGD-2 および AGD-1 は 2001 年に完成し、 天然ガス生産量は大幅に増加し た。 現在は

OGD-3 および AGD-2 が実施されてお り 、 両プロ ジェ ク ト は 2008 年に完成する予定 と なっ

ている。 また、 2009 年完成予定の Offshore Associated Gas プロ ジェ ク ト （OAG） も実施し て

お り 、 これらのプロ ジェ ク ト が完成する こ と で さ らに生産量は増加する。

　 UAE の 2005 年の天然ガス総生産量は 684.9 億 m3 （66.6 億 cf/d） で、 その う ち商業生産量

は総生産量の 68% にあたる 466.0 億 m3 だった （Annual Statistical Bulletin, OPEC）。 以下、 油

田への圧入が 159.0 億 m3 （23.2%）、 その他ロ スが 50.6 億 m3 （7.4%） で、 1980 年に 54% を占

めていたフ レア リ ングは 9.3 億 m3 と僅かに 1.3% まで減少し た。

　 首長国別に生産量を見てみる と、 2004 年の実績でアブダビが全体の 80.7% を占め、 次い

出所：Annual Statisical Bulletin, OPEC
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でシ ャルジ ャが 12.3%、 ド バイが 6.8% と なっている （図表 3.5）。 全生産量の 9 割以上を占め

る原油ほどではないものの、 天然ガスの生産において も アブダビが圧倒的な地位を占めて

いる。

　 さ らに、 2004 年までの各首長国の生産量の伸び率を見てみる と、 アブダビが 2000 年比で

56.2% 増と なっているのに対し、 シ ャルジ ャは 17.6% 減、 ド バイは 8.8% 減 と なっている。

UAE 全体でガス需要が急増し ているにもかかわらずアブダビ以外の首長国のガス生産量が

減少し ている こ と から、 アブダビの占める割合はよ り 一層高ま る傾向にあ る。

図表 3.5　天然ガス生産量の首長国別推移

1.4 　 ガス輸出量と推移、 現状の輸出能力

　 UAE の天然ガス輸出は、 1977 年に ADGAS が LNG を輸出し た こ と で開始し た。 当初の

ADGAS の生産能力は、 LNG が 223 万 t/y、 LPG が 107 万 t/y （プロパン 65 万 t、 ブタ ン 42

万 t） で、 東京電力と LNG200 万 t/y および LPG50 万 t/y、 契約期間 20 年の長期売買契約を

締結し た。 その後、 1994 年に東京電力と の長期売買契約が LNG430 万 t/y、 LPG70 万 t/y の

25 年契約に更新されたため、 ADGAS の生産能力は LNG540 万 t/y、 LPG170 万 t/y、 コ ンデ

ンセー ト 53.5 万 t/y に増強された。

　 UAE の天然ガス輸出量の推移を見てみる と、 LNG 輸出が開始された 1970 年代後半以降

（億ｍ3）
2000 01 02 03 04

総生産量 351.4 448.0 504.0 521.5 549.0
商業生産量 275.4 298.0 344.0 360.0 375.0

再圧入 44.0 117.0 125.0 120.0 132.0
フレア 11.0 5.0 3.0 8.0 7.5

その他ロス 21.0 28.0 32.0 33.5 34.5
総生産量 51.0 52.3 48.5 46.5 46.5

商業生産量 16.0 16.2 14.5 13.5 13.5
再圧入 31.0 29.0 27.0 26.0 26.0
フレア 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他ロス 4.0 7.1 7.0 7.0 7.0
総生産量 102.0 89.0 85.0 84.0 84.0

商業生産量 92.0 79.0 75.0 74.0 74.0
再圧入 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
フレア 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5

その他ロス 8.5 8.5 8.5 8.5 8.5
総生産量 0.9 0.9 0.8 0.8 0.8

商業生産量 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4
再圧入 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
フレア 0.4 0.4 0.2 0.2 0.2

その他ロス 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2
総生産量 505.3 590.2 638.3 652.8 680.3

商業生産量 383.8 393.6 433.9 447.9 462.9
再圧入 75.0 146.0 152.0 146.0 158.0
フレア 12.9 6.9 4.7 9.7 9.2

その他ロス 33.6 43.7 47.7 49.2 50.2
出所：Natural Gas in the World, Cedigaz
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30 億 m3 前後で推移し、 LNG 生産能力が増強された 1994 年以降 70 億 m3 前後の水準に倍増

し ている （図表 3.6）。 その後は大幅な増加は無 く 、 2005 年の実績は 75 億 m3 と なってい

る。

　 このよ う に、 UAE の天然ガス輸出量は 1994 年に倍増されて以降は増加し ていない。 一方

で、 天然ガス商業生産量は年々増加し てお り 、 UAE の天然ガス開発の中心は国内需要向け

であ る と いえ る。

図表 3.6　UAE の天然ガス輸出量・商業生産量の推移

1.5 　 ガス開発のこれまでの経緯 ・ 歴史

　 アブダビでは 1962 年にウ ム ・ シ ャ イ フ油田で原油の生産が開始され、 それに伴 う 随伴ガ

スの生産が開始し た。 次いで、 1963 年にバブ油田、 1965 年にブ ・ ハサ油田、 1967 年にロ

ワー ・ ザク ム （Lower Zakum） 油田でも原油生産が開始し、 次第に天然ガスの生産量は増加

し ていった （図表 3.7）。 当初はこれらの随伴ガスは、 マーケ ッ ト が無 く 国内利用の用途も

限定されていた こ と から大部分はフ レア されていた。

（億ｍ3）

2000 01 02 03 04 05
輸出量 69.50 74.60 71.13 72.97 80.87 74.99
商業生産量 383.80 393.60 433.90 448.00 462.90 466.00
出所：Annual Statistical Bulletin, OPEC

出所：Annual Statistical Bulletin, OPEC0
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図表 3.7　アブダビの油田一覧

　 しかし、 1970 年代に入る と、 アブダビはこれまでフ レア し ていたガス を有効利用する こ

と を念頭に置いたガス政策へ と舵を切った。 1976 年に制定された 「ガス国有化法」 がその

象徴であ り 、 操業会社が容易にフ レアをでき な く なったためガスの利用が促された。

　 ガス国有化法制定前の 1972 年 12 月にアブダビは東京電力 と の間で LNG の長期売買契約

を締結し、 LNG 生産会社 ADGAS （当初の ADNOC の出資比率は 51%） を 1977 年 3 月に設立

し た。 ADGAS の LNG の原料と な るガスは、 沖合のウ ム ・ シ ャ イ フ油田およびロ ワー ・ ザク

ム油田からの随伴ガス並びにウ ム ・ シ ャ イ フのウ ェ イナッ ト （Uweinat） ガス ・ キ ャ ッ プか

らの非随伴ガスが使用された。

　 また、 1978 年 7 月には陸上で生産されたガス を有効利用する こ と を目的に GASCO が設

立された。 GASCO はルワ イ ス （Ruwais） にガス分離プラ ン ト を建設し、 1982 年に生産を開

始し た。 同プラ ン ト では、 陸上のブ ・ ハサ、 バブ、 アサブなどの油田から送られた NGL を

中心 と し たガス を分離し ている。 こ こ で分離されたエタ ン （C2） は石油化学の原料 と な り 、

プロパン （C3）、 ブタ ン （C4） は LPG に加工される。 また、 ペン タ ン ・ プラ ス （C5+） はコ

ンデンセー ト と し て輸出あ るいは国内で精製される。 最終的に分離された メ タ ン （C1） は

発電 ・ 造水施設などの国内需要家向けに供給されている。

　 ADGAS および GASCO の設立によ ってアブダビにおけるガスの有効利用は急激に進み、

1980 年代以降、 フ レア リ ングは大幅に減少し た。

　 1990 年代に入る と、 ADGAS が東京電力 と の契約量を倍増させた他、 GASCO が陸上油 ・

ガス田を開発する 3 つのプロ ジ ェ ク ト （OGD-1 ・ 2、 AGD-1） を実施し た こ と で、 アブダビ

油田名 生産開始 発見年 操業会社

Umm Shaif 1962 1958 ADMA-OPCO

Bab 1963 1954 ADCO

Bu Hasa 1965 1962 ADCO

Lower Zakum 1967 1963 ADMA-OPCO

Mubarraz 1973 1969 ADOC

Asab 1974 1965 ADCO

Abu Al Bukhoosh 1974 1969 TBK

Al Bunduq 1975 1965 BOC

Upper Zakum 1982 1963 ZADCO

Shah 1984 1966 ADCO

Umm Al Dalkh 1985 1968 ZADCO

Satah 1987 1975 ZADCO

Umm Al Anbar 1989 1982 ADOC

Jarn Yaphour 1993 1973 ADCO

出所：「アブダビの石油史」、「Arab Oil & Gas Directory 2006」より作成
150



第 3 章　UAE
の天然ガス開発に次の転機が訪れた。

　 ADGAS は 1990 年に東京電力 と の長期売買契約を更新し、 それまで 200 万 t/y だった

LNG 販売量を、 1994 年から 430 万 t/y に倍増させる契約を締結し た。 これに合わせる ため

に、 既存の第 1 ・ 2 ト レ イ ン （能力 223 万 t/y） に第 3 ト レ イ ン （能力 230 万 t/y） を追加し

た。 こ の第 3 ト レ イ ン用に使用されたのが、 ク フ層からの非随伴ガスであ る。

　 アブダビでウ ム ・ シ ャ イ フ油田の下層に大規模構造性ガス田であ る ク フ層が発見された

のは 1979 年であったが、 ガス利用がそれほど進んでいなかった こ と などから しばら く 開発

は進められなかった。 しかし、 ダス島の第 3 ト レ イ ンの稼動に合わせるべ く 、 1990 年代初

めから ウ ム ・ シ ャ イ フの ク フ層の開発が実施され、 1994 年 9 月にガス生産を開始し た。

　 また、 アブ ・ アル ・ ブ クーシ ュ油田の下層でも ク フ層が発見されてお り 、 こ ち らはウ ム ・

シ ャ イ フ よ り も早い 1992 年に非随伴ガスの生産が開始されている。 アブ ・ アル ・ ブ クー

シ ュで生産された天然ガスは、 ウ ム ・ シ ャ イ フを経由し てダス島に送られ、 LNG の原料 と

し て使用されている。

　 一方の GASCO のガス開発プロ ジェ ク ト は、 1991 年に OGD-1 と し て開始された。 OGD-1

では主と し てバブ油田下層のタママ層の随伴ガスおよび非随伴ガスの開発が実施された。

OGD-1 は 1996 年に完成し アブダビのガス生産量は大き く 増加し たが、 翌 1997 年には

AGD-1 が、 1998 年には OGD-2 が開始され、 アブダビのガス開発はさ らに拡大し ていった。

2001 年に両プロ ジェ ク ト が完成し た後は、 OGD-3、 AGD-2、 OAG などが実施されてお り 、

国内ガス ・ プロ ジ ェ ク ト は目白押しの状況 と なっている。

　 しかし、 UAE 国内のガス需要の伸びが急激であ る こ と に加えて、 発電所などの国内需要

向けに使用される メ タ ンを主成分とする非随伴ガスの埋蔵量が、 プロパンやブタ ン、 ペン

タ ン ・ プラ ス を多 く 含む随伴ガスの埋蔵量 と比較し て少ないこ と から、 アブダビの国内ガ

ス ・ プロ ジ ェ ク ト だけでは需要を賄 う こ と が困難にな る と見込まれている。 そのため、 UAE

は周辺国からのガス輸入プロ ジ ェ ク ト も並行し て進めている。

　 その最大のものがカ タールの ノ ース ・ フ ィ ール ド （North Field） ガス田からのガス を輸入

する 「ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト 」 であ る。 同プロ ジェ ク ト は 1999 年に始動し たプロ ジェ

ク ト で、 20 億 cf/d の ド ラ イ ・ ガス をカ タールから アブダビに輸入し、 ド バイやその他の首

長国、 オマーンに再輸出する。 現在は、 関連施設の建設が最終段階に入ってお り 、 2007 年

中の輸入開始が見込まれている。 ただし、 カ タールは 2005 年 4 月に ノ ース ・ フ ィ ール ド ・

ガス田開発の 「モラ ト リ アム」 を宣言し てお り 、 同ガス田の開発再開は 2010 年あ るいは

2012 年以降に先延ばし されている。 そのため、 ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト のパイプラ イ ン

のガス輸送能力は 32 億 cf/d であ る ものの、 現状の 20 億 cf/d からの上積みは当面見込めな

い状況と なっている。

　 その他、 シ ャルジ ャの民間ガス会社 Dana Gas がイ ラ ンから天然ガス を輸入するプロ ジェ

ク ト も進捗し てお り 2007 年中の輸入開始が見込まれているが、 価格交渉が膠着し てお り 先
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行きは不透明な状況と なっている。

　 このよ う な状況から、 アブダビはこれまで開発し て き た国内ガス よ り も硫黄の濃度が高

い 「高硫黄ガス」 の開発に着手する こ と を 2006 年に決定し た。 開発コ ス ト が高いこ とや副

産物 と し て大量に生産される硫黄のマーケ ッ ト が限定されている こ と など課題は山積であ

る ものの、 アブダビは 2011 年以降に国内市場へ高硫黄ガス を供給する こ と を目指し てい

る。

2 天然ガス政策および生産目標

2.1 　 国家政策全体における天然ガスの位置づけ

　 「1.4 　 ガス輸出量と推移、 現状の輸出能力」 において既述の とお り 、 UAE の天然ガス輸

出量は、 LNG の第 3 ト レ イ ンが完成し た 1994 年以降ほ と んど増加し ていない。 その一方

で、 発電 ・ 造水施設向けを中心 と し た国内のガス需要は顕著な伸びを見せてお り 、 生産量

の増大につながっている。

　 1976 年にアブダビがガス国有化法の制定によ って天然ガス を国の所有物 と位置付け、 そ

の有効利用を図ろ う と し た 1970 年代の国内需要はそれほど大き く なかった。 そのため、 中

東で初めて LNG を輸出し た ADGAS の功績は非常に大きかった と いえ る。 しかし、 1990 年

代以降は国内での天然ガス利用が促進された こ と で国内需要が急激に増大し てお り 、 UAE

における天然ガス開発の最優先事項は国外への輸出ではな く 、 「国内需要への対応」 と なっ

ている。

　 国内需要が大き く 、 輸出へ振 り 向け られる天然ガスが少ないこ と に加えて、 原油埋蔵量

が非常に豊富 （978 億バレルで世界第 6 位、 Oil & Gas Journal） であ る こ と がこ の状況を可能

と し ている。 現在の UAE の原油生産能力は 280 万 b/d であ り 、 近年順調に増強されている。

ADNOC はさ らに 2010 年頃までに 350 万 b/d にまで増強する計画で、 目下の と こ ろ先行き

原油生産量が打ち止めにな る懸念は極めて小さい。 豊富な原油生産量に加えて油価高騰の

恩恵を受け、 2005 年には連邦収支が 20 年ぶ り に黒字化し た。 さ らに、 連邦収支 と は完全に

切 り 離されたアブダビ投資庁 （ADIA） の保有資産が 2500 億ド ル以上に上る と見られる な

ど、 UAE の国家財政は非常に潤っている。

　 このよ う な状況から、 カ タールやオマーンなど原油生産量が少な く 天然ガス輸出に積極

的な周辺国 と は対照的に、 UAE が LNG 等の輸出を拡大する計画は無い。 むし ろ、 石油輸出

収入を最大化する こ と こ そが UAE の炭化水素資源開発における最優先事項 と なっている。

2.2 　 ガス開発 ・ 生産の担い手、 権益保有の現況

　 図表 3.8 にあ る通 り 、 UAE の主な天然ガス関連事業は上流 ・ 下流と もに基本的にはアブ

ダビ国営石油会社 （Abu Dhabi National Oil Company、 ADNOC） が 60% 以上の権益を保有し、
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残 り を外資に開放し ている。

2.2.1 　 上流部門

　 UAE のガス生産は、 原油生産に伴 う 随伴ガスか油田下部に存在するガス層からの非随伴

ガス を中心に行われている。 このため、 ガス生産において も油田操業会社であ る ADCO、

ADMA-OPCO、 ZADCO の 3 社が中心的な存在 と なっている。

　 ADCO は、 アブダビの陸上油田の開発を行ってお り 、 バブ、 ブ ・ ハサ、 アサブなどの主

力油 ・ ガス田を有する。 ADCO の前身は、 1939 年にアブダビの陸上油田開発の権益を取得

し た Trucial Coast Oil Development Company で、 1962 年に社名を Abu Dhabi Petroleum 

Company （ADPC） に変更し ている。 1971 年に ADNOC が設立される と、 ADNOC は 1973 年

に ADPC の権益を取得し た。 翌 1974 年には ADNOC の権益比率を 60% に引き上げ、 現在の

権益比率になっている。 ADPC が社名を ADCO と し たのは 1978 年であ る。

　 一方、 アブダビの沖合油 ・ ガス田開発の権益は、 1953 年に D'Arcy Oil Company が取得し

たが、 1955 年には Total と BP が出資する Abu Dhabi Marine Areas （ADMA） に取って代わら

れた。 ADNOC は、 ADCO と同様に ADMA への出資も 1973 年に開始し、 1974 年に出資比率

を 60% に引き上げて現在に至っている。

　 尚、 ADNOC は ADMA の権益保有分の う ちア ッパー ・ ザク ム油田を開発する こ と を目的

と し た ZADCO と、 ウ ム ・ シ ャ イ フやロ ワー ・ ザク ムなどの油田開発を ADMA から引き継

ぐ ADMA-OPCO を 1977 年に設立し た。 ZADCO の設立当初の権益比率は ADNOC が 88%、

ジ ャパン石油開発 （JODCO） が 12% だったが、 2006 年 3 月に ADNOC の 28% 分を Exxon が

取得する契約を締結し、 ADNOC の権益比率は ADCO や ADMA-OPCO と同様に 60% になっ

ている。

　 外資が 100% の権益を有する Total Abu Al Bukhoosh Oil Company （TBK） は、 油層下部の ク

フ層に非随伴ガス を有する アブ ・ アル ・ ブ クーシ ュ油 ・ ガス田の操業を行っている。 TBK

の権益比率は Total が 75.5%、 国際石油開発 （INPEX） が 24.5% と なっている。 ただし、 ク フ

層のガス開発は TBK の既存の設備を利用し ながら ADNOC が行っている。

2.2.2 　 下流部門

　 下流部門について も ADNOC が 60% 以上の権益を保有し、 残 り を外資に開放し ている。

上流部門で生産された天然ガス を受け入れて処理し ているのは、 ADGAS および GASCO で

あ る。

　 ADGAS は沖合からの天然ガス をダス島で受け入れて処理し、 メ タ ンは LNG と し て、 その

他は LPG やコ ンデンセー ト と し て輸出し ている。 一方の GASCO は陸上からの天然ガス を

ハブシ ャ ン、 バブ、 ブ ・ ハサ、 アサブの 4 つのプラ ン ト で メ タ ン と NGL に分離し、 メ タ ン

はパイプラ イ ンを通じ て国内需要家へ供給されている。 NGL はルワ イ スの分離プラ ン ト に

集められ、 エタ ン、 プロパン、 ブタ ン、 ペン タ ン ・ プラ スに分離された後、 国内の石油化
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学プラ ン ト に供給するか輸出し ている。

　 国内向けの メ タ ンは主に発電 ・ 造水施設で消費される他、 アンモニアの原料 と し て

ADNOC が 66.67% を出資する Fertil （Ruwais Fertilizer Company） などで使用されている。 エ

タ ンは ADNOC が 60% を出資するポ リ エチレン製造会社 Borouge （Abu Dhabi Polymers 

Company） 向けに供給され、 エタ ン ・ ク ラ ッ カーでエチレ ンに加工し たのちポ リ エチレン製

造の原料 と し て使用されている。 また、 コ ンデンセー ト は輸出されている以外にも ADNOC

の完全子会社 TAKREER （Abu Dhabi Oil Refining Company） が保有するルワ イ スのコ ンデン

セー ト ・ リ フ ァ イナ リ ーで使用されている。

図表 3.8　UAE の主な天然ガス関連企業

2.3 　 国営会社の実態、 政府と その関係、 エネルギー政策の意思決定

　 アブダビの石油 ・ ガス部門は、 最高石油評議会 （SPC、 議長 ： ハ リ ーフ ァ首長） が同部門

に関する政策の全ての決定権を持ち、 ADNOC が SPC の決定に従って上流から下流までの

上流部門
会社名 設立 備考
ADCO 1979 ADNOC ： 60.0 Bab（随伴・非随伴）

BP ： 9.5 Bu Hasa（随伴）
R/D Shell： 9.5 Asab（随伴・非随伴）
Total ： 9.5
Exxon ： 9.5
Partex ： 2.0

ADMA-OPCO 1977 ADNOC ： 60.00 Umm Shaif（随伴・非随伴）
BP ： 14.67 Lower Zakum（随伴）
Total ： 13.33
JODCO ： 12.00

ZADCO 1977 ADNOC ： 60.0 Upper Zakum（随伴）
Exxon ： 28.0
JODCO ： 12.0

TBK 1973 Total ： 75.5 Abu Al Bukhoosh（非随伴）
Inpex ： 24.5
Inpex ： 24.5

下流部門
会社名 設立 備考
ADGAS 1977 ADNOC ： 70.0 LNG：530万t/y

三井物産 ： 15.0 LPG：170万t/y
BP ： 10.0
Total ： 5.0

GASCO 1978 ADNOC ： 68.0 Habshan Plant：35億ｃｆ/ｄ
R/D Shell： 15.0 Bab Plant：1.5億cf/d
Total ： 15.0 Bu Hasa Plant：5.4億ｃｆ/ｄ
Partex ： 2.0 Asab Plant：3.06億cf/d

Ruwais Plant：780万t/y（NGL）
TAKREER 1999 ADNOC ： 100.0 コンデンセート：28万b/d

出所：Arab Oil & Gas Directory 2006より作成
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Company)
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実務を執 り 行っている （図表 3.9）。 このため、 ADNOC は上流 ・ 下流 と もに自ら 51% 以上を

出資する外資と の合弁子会社を保有し、 国内の石油 ・ ガス部門を統括し ている。

図表 3.9　アブダビの石油部門の組織図

　 ADNOC は石油 ・ ガス権益にアブダビ自ら乗 り 出すこ と を目的 と し て 1971 年 11 月に設立

された。 既述の とお り ADNOC の設立以前は、 陸上は ADPC が、 沖合は ADMA が全ての権

益を有し ていたため、 アブダビはロ イヤルテ ィ の徴収と い う 形でしか石油収入の恩恵に預

かる こ と ができ なかった。 ADNOC は 1973 年 1 月に ADPC および ADMA の権益の 25% を取

得し、 翌 1974 年 1 月にそれぞれ 60% まで引き上げた。

　 最高石油評議会 （SPC） の設立は 1988 年であ る。 それまでのアブダビの石油政策は石油

鉱物資源省が主導し、 石油相が大き な権限を有し ていた。 しかし、 SPC を設立し て石油 ・

ガス政策の決定権を委譲し、 議長にハ リ ーフ ァ皇太子 （当時、 現首長） を据え る事で、 石

油 ・ ガスの権限は首長家に移る こ と と なった。 これによ り 、 石油鉱物資源省の役割は OPEC

等の対外的な窓口 と し ての機能に限定された。 尚、 石油鉱物資源省は 2004 年 11 月に電力 ・

水利省と統合し、 エネルギー省 と なっている。 現在のアブダビの石油行政は、 ハ リ ーフ ァ

SPC 議長、 ユーセフ ADNOC 総裁、 ハ ミ リ ・ エネルギー相の体制 と なっている。

　 ド バイ など他の首長国には ADNOC のよ う な国営石油会社は無いものの、 石油 ・ ガスに

関する権限は首長家が握っている。

2.4 　 天然ガスの生産および輸出の目標

　 UAE で唯一ガスの輸出を行っている ADGAS の LNG 輸出量は、 1994 年に第 3 ト レ イ ンが

出所：Arab Oil & Gas Directory 2006より作成
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建設され、 生産能力が 540 万 t/y と なって以来増加し ていない。 近年、 第 1 ・ 2 ト レ イ ンを

リ プレース し て生産能力を増加する と の話も聞かれたが現在 LNG の増産計画は無い。

ADGAS のムハンマ ド ・ ラ シ ッ ド ・ アル ・ ザービー氏 （Head of Sales、 LPG/C5, & Sulphur） へ

の ヒ ア リ ングで も 「3 ～ 4 年前までは リ プレースの話はあったが、 現在は無 く なっている」

（2006/12/13） と の話だった。 パイプラ イ ン輸出のプロ ジェ ク ト も無 く 、 UAE のガス輸出は

目下の と こ ろ現状維持 と されている。

　 一方で、 国内ガス需要への対応は UAE が直面する喫緊の課題と なっている。 アブダビ、

ド バイ、 シ ャルジ ャ などの各首長国では電力需要の伸びが顕著で、 その燃料 と な る天然ガ

スの不足が予測されている。 アブダビでは OGD-3 や AGD-2 と いった陸上ガスの開発プロ

ジェ ク ト を実施し ているが、 大幅な生産増は見込めない。 そのため、 アブダビ、 ド バイが

ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト を通じ てカ タールからのガス輸入を決定し ている他、 シ ャル

ジ ャ も イ ラ ンからのガス輸入を画策し ている。

　 加えて、 アブダビではこれまで開発コ ス ト が高いなどの理由から生産が見送られて き た

高硫黄ガスの生産を開始する こ と を 2006 年に決定し た。 ADNOC のモハ メ ド ・ アル ・ ムハ

イルビ氏 （Gas & Sulphur Division Manager、 Marketing & Refining Directorate） への ヒ ア リ ング

では、 「2011 年までは ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト のガスで国内需要は十分に賄え る。 高硫黄

ガスの国内供給が始ま るのは 2011 年以降であ る」 （2006/12/13） と の回答を得てお り 、 既

存のガス田開発プロ グ ラ ムおよび輸入プロ ジ ェ ク ト に加えて、 2011 年を ターゲ ッ ト に高硫

黄ガスの生産を開始し たい意向を持っている。

　 尚、 2006 年 9 月に ADNOC のユーセフ総裁がアブダビの天然ガスについて以下の通 り 発

言し てお り 、 これが現在の ADNOC の目標 と考え られる。

･ 現在 45 億 cf/d の天然ガスを生産しており、2008 年までに 60 億 cf/d に増産する。

･ 高硫黄ガスの開発に着手する。現在、複数の企業と話し合いをしており、プロジェクト

は急速に進行している。

･ LPG の分野でもメジャー・プレーヤーの地位を確保する。現在の 600 万 t/y から 2008 年

までに 1,200 万 t/y に増産する。

3 天然ガス開発の現状と増強計画

3.1 　 アブダビ

　 アブダビの天然ガス開発は随伴ガス を中心に行われて き たが、 1977 年の LNG 輸出開始に

合わせて、 沖合油田の ク フ層からの非随伴ガス開発も始ま った。 さ らに、 国内需要が高

ま った 1990 年代には、 OGD や AGD など陸上油田の非随伴ガス開発プロ ジェ ク ト も開始し
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た。 さ らに 2006 年には、 高硫黄ガス開発の着手を決定し ている。

3.1.1 　 OGD-1、 OGD-2 および AGD-1 （既存プロジ ェ ク ト ）

　 バブ油 ・ ガス田における天然ガス開発を推進する Onshore Gas Development （OGD） プロ

ジェ ク ト は 1991 年に開始し、 OGD-1 および OGD-2 は既に完了し ている。 また、 アサブ

油 ・ ガス田における天然ガス開発を推進する Asab Gas Development （AGD） プロ ジェ ク ト も

並行し て実施されてお り 、 AGD-1 が完成し ている。

　 OGD-1 プロ ジェ ク ト は、 1991 年に開始し 1996 年に完成し た。 総投資額は 13.5 億ド ルで、

以下のプロ ジェ ク ト が実施された。

（1）タママ C層の非随伴ガス開発（ドライガス：4.6 億 cf/d）

（2）タママ F層の非随伴ガス開発

　　（NGL：6.5 億 cf/d、メタン留分を主成分とするリーン・ガス：5.25 億 cf/d）

（3）タママ B層の随伴ガス開発（3.75 億 cf/d）

（4）ハブシャン・ガス精製プラントの拡張（5.4 億 cf/d → 18.65 億 cf/d）

（5）ガス圧入施設の建設（2.8 億 cf/d → 11 億 cf/d へ拡張）

（6）バブ油・ガス田からルワイス・リファイナリーまでのコンデンセート・パイプライン

の敷設

（7）コンデンセート貯蔵・輸送施設の建設

（8）硫黄回収施設の建設（3 基合計能力：600t/d）

　 OGD-1 の EPC （設計 ・ 調達 ・ 建設） 契約は、 1993 年に米 Bechtel および仏 Technip が締

結し た。 上記のプロ ジェ ク ト を通じ て、 NGL の回収量は 130t/d から 5,300t/d に、 硫黄の回

収量は 800t/d から 2,600t/d に増大し た。 コ ンデンセー ト の生産量も 2.2 万 b/d から 13 万

b/d に増強され、 2000 年にルワ イ スのコ ンデンセー ト ・ リ フ ァ イナ リ ー （能力 ： 28 万 b/d）

が完成する までは、 全量が輸出された。 また、 タママ F 層から回収された 5.25 億 cf/d の

リ ーン ・ ガスは、 バブ油田やブ ・ ハサ油田などへの圧入に利用されている。

　 OGD-2 プロ ジェ ク ト は、 1996 年 8 月に Technip と FEED （基本設計） 契約を締結し て開

始し、 2001 年 6 月に完成し た。 OGD-1 同様、 EPC 契約は Bechtel ・ Technip 連合が獲得し、

総投資額 13 億ド ルの契約が 1998 年 4 月に締結された。 OGD-2 では以下のプロ ジェ ク ト が

実施された。

（1）タママ C層（北・南）の開発

（2）タママ D層の開発

（3）タママ層ユニット 6および 7の開発

（4）250km のガス・パイプラインの建設（ハブシャン→マクタおよびルワイス）
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（5）ハブシャン・ガス精製プラントの拡張（18.65 億 cf/d → 30 億 cf/d）

　 OGD-2 の完成によ り 、 バブ油 ・ ガス田からの天然ガスの回収量が 11.3 億 cf/d 追加され、

国内需要家向けのガス 9.5 億 cf/d を生産する こ と が可能と なった。 また、 コ ンデンセー ト

4.5 万 b/d、 NGL400t/d、 硫黄 1,500t/d が合わせて生産されている。

　 AGD-1 プロ ジェ ク ト は、 OGD-2 と ほぼ同時期に実施された。 FEED 契約は、 1996 年に

Pretchard Corporation と締結し ている。 1997 年に締結された EPC 契約は上流 ・ 下流に分割

され、 ADCO が担当する上流部門は独 Mannesmann ・ 米 Flour が獲得し、 ADNOC が担当す

る下流部門は伊 Snamprogetti が獲得し た。 AGD-1 の総投資額は 6.8 億 ド ルで、 2001 年に完

成し ている。 同プロ ジェ ク ト の概要は以下の通 り であ る。

（1）アサブ油・ガス田のタママ F層および G 層の開発（随伴ガス：8.3 億 cf/d）

（2）ガス精製プラントの建設

（3）プロパン、ブタン、硫黄の回収装置の建設

（4）コンデンセート回収ユニットの建設（コンデンセート：10 万 b/d）

（5）アサブからルワイスまでの 200km のコンデンセート・パイプラインの建設

（6）ガス圧入施設の建設

　 AGD-1 の完成によ り 、 アサブ油 ・ ガス田からの随伴ガス回収量は 7.3 億 cf/d から 15.6 億

cf/d に増加し た。 分離された 10 万 b/d のコ ンデンセー ト はルワ イ ス ・ リ フ ァ イナ リ ーに送

られ、 硫黄含有率の高い残留ガスは油田に圧入されている。

3.1.2 　 OGD-3 および AGD-2 （新規プロジ ェ ク ト ）

　 OGD-1、 OGD-2 および AGD-1 の完成後は、 OGD-3 および AGD-2 が GASCO によ って同

時並行で進められている。 両プロ ジェ ク ト と も 2008 年中の完成を予定し てお り 、 その概要

は以下の通 り と なっている。

<OGD-3>

（1）バブ油・ガス田のタママ F層の開発

（2）ハブシャン・ガス精製プラントの拡張（処理能力：13.1 億 cf/d を追加）

<AGD-2>

（1）アサブにガス処理プラントを建設

（2）アサブに NGL 回収プラントを建設

（3）ルワイスのガス分離プラントを増設

　 OGD-3 の完成によ り 、 ハブシ ャ ンのガス処理能力は 13.1 億 cf/d 増加され、 ド ラ イ ・ ガス
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12 億 cf/d、 NGL11,800t/d およびコ ンデンセー ト 13 万 b/d が生産可能 と な る。 また、 AGD-

2 が完成する と、 7.43 億 cf/d のガスが処理され、 NGL4,700t/d およびエタ ン 1,700t/d が生

産可能と な る。

　 Flour によ って 2000 年から実施されていた事業可能性調査 （F/S） の結果を受けて、

OGD-3 および AGD-2 の FEED 契約は 2002 年に Bechtel と締結された。 FEED は 2003 年に

終了し、 EPC 契約に進む段階で GASCO は両プロ ジェ ク ト を以下の 5 つのパッ ケージに分類

し た。

（1）バブ油・ガス田のハブシャン区域におけるガス回収および圧入施設の拡張

（2）ハブシャン・ガス処理プラント（能力 13 億 cf/d）の建設、

　　NGL およびコンデンセート回収施設の建設、

　　ハブシャンからルワイスまでの NGL 輸送パイプラインの建設

（3）アサブにおける NGL およびコンデンセート回収施設の建設

（4）ルワイスの第 3NGL 分離プラントの建設（能力 24,400t/d）

（5）ルワイスに 3 基のコンデンセート貯蔵タンクを建設

　 2004 年 11 月にパッ ケージ （2） の EPC 契約が総投資額 53.5 億 UAE デ ィ ルハム （AED、

14.6 億 ド ル） で Bechtel と締結された。 続いて、 翌 12 月にパッ ケージ （4） を Snamprogetti

と AED14.3 億で締結し、 パッ ケージ （5） を ADNOC が 70% 出資する NPCC （National 

Petroleum Construction Company） と AED2.1 億で締結し た。 また、 NPCC は 2005 年 8 月に

パッ ケージ （1） の EPC 契約について も AED11 億で獲得し ている。 パッ ケージ （3） につい

ては、 2005 年 7 月に Bechtel が獲得し ている。

3.1.3 　 OAG プロジ ェ ク ト

　 Offshore Associated Gas （OAG） プロ ジェ ク ト は、 沖合の随伴ガスの う ちダス島のガス処

理プラ ン ト で処理し きれない分を 200km のパイプラ イ ン （能力 4.7 億 cf/d） で陸上のハブ

シ ャ ン ・ プラ ン ト に輸送し、 処理するプロ ジ ェ ク ト であ る。 アブダビの沖合 と陸上のガス

施設を結ぶ初のプロ ジェ ク ト と し て、 2009 年の完成を予定し ている。

　 Flour によ る FEED が 2006 年 1 月に完了し、 以下の 3 パッ ケージの EPC の入札が行われ

ている。

（1）ダス島のガス関連施設の建設（ADGAS の管轄）

（2）117km の海底パイプラインの建設（GASCO の管轄）

（3）90km の陸上パイプライン、ハブシャンのガス関連施設の建設（GASCO の管轄）

　 パッ ケージ （3） の EPC 契約は 2006 年 9 月に NPCC が獲得し ているが、 （1） と （2） に

ついては契約企業を選定中と なっている。
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3.1.4 　 沖合ク フ層開発プロジ ェ ク ト

　 アブダビ沖合のウ ム ・ シ ャ イ フおよびアブ ・ アル ・ ブ クーシ ュ油田下部の ク フ層は、

1970 年代に発見されていた ものの、 需要が無かった こ と などから当初は開発が進められて

こ なかった。 しかし、 1990 年に ADGAS が東京電力 と の長期売買契約を更新し、 LNG 販売

量を、 1994 年から 430 万 t/y に倍増させる契約を締結し たため、 ク フ層からの非随伴ガス

の開発が開始された。

　 アブ ・ アル ・ ブ クーシ ュの ク フ層開発は、 同油田の 100% の権益を保有する Total Abu Al 

Bukhoosh の施設を使用し て ADNOC によ って進められ、 1992 年に 3.2 億 cf/d の非随伴ガス

の生産が開始された。 アブ ・ アル ・ ブ クーシ ュで生産された非随伴ガスは、 43km の海底パ

イプラ イ ンでウ ム ・ シ ャ イ フに輸送され、 さ らにダス島に輸送された後 LNG に加工されて

いる。

　 続いて 1997 年に ノ ルウ ェーの Kvaerner と FEED 契約を締結し た こ と で、 第 2 期アブ ・ ア

ル ・ ブ クーシ ュ ・ ク フ層開発が開始し た。 2000 年に同プロ ジェ ク ト の主契約を ABB 

Lummus Global および NPCC と締結し、 2004 年に完成し た。 これによ り 、 アブ ・ アル ・ ブ

クーシ ュの非随伴ガスの生産量は、 5.4 億 cf/d と な り 、 全量がダス島に送られている。

　 一方、 ウ ム ・ シ ャ イ フの ク フ層からの非随伴ガスは 1994 年よ り 生産を開始し てお り 、 生

産量は 6 億 cf/d と なっている。 こ ち ら も全量がパイプラ イ ンでダス島に輸送され、 LNG に

加工されている。

3.1.5 　 高硫黄ガス開発プロジ ェ ク ト

　 アブダビではこれまで、 コ ス ト などの問題から硫化水素 （H2S） の含有率が 10% 以下のガ

ス を開発し て き た。 しかし、 国内需要の急激な伸びに対応する ため、 H2S の含有率が 10% ～

30% に達する 「高硫黄ガス （サワー ・ ガス）」 の開発に着手する こ と を 2006 年に決定し た。

　 高硫黄ガス開発プロ ジ ェ ク ト の始ま り は、 1990 年代に遡る。 当時既に、 国内需要の高い

伸びから将来のガス供給不足が懸念されていたため、 陸上のバブおよびシ ャー （Shah）、 沖

合のハイル （Hail） などの油 ・ ガス田での高硫黄ガス開発が検討された。 しかし、 1999 年か

ら始動し た 「ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト 」 によ って安価なカ タール産のガス を入手する こ

と が可能 と なったため、 高硫黄ガス開発は見送られた。

　 しかし、 2005 年 4 月にカ タールが ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田のモラ ト リ アムを宣言し、

12 億 cf/d を追加する予定だった ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト の第 2 フ ェーズは凍結されて し

ま った。 一方で、 アブダビは経済多角化の観点から産業誘致を進めてお り 、 電力需要を中

心 と し たガス需要が今後大幅に増加する こ と が見込まれている。 こ のよ う な状況から、 国

内需要を満たすために高硫黄ガス開発を実施せざ る を得な く なっている。 また、 天然ガス

価格が上昇し ている こ と からプロ ジェ ク ト の収益性が向上し ている こ と も、 高硫黄ガス開

発の推進を後押し し ている。
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　 進める高硫黄ガス開発プロ ジ ェ ク ト の概要は ADNOC が正式に公表し ていないこ と から

不明であ るが、 各種報道 （MEED、 Dow Jones） によ る と ADNOC と外国企業 と で合弁企業を

設立し、 陸上のバブおよびシ ャーから 30 億 cf/d を生産する こ と を目標 と し ている模様であ

る。 現在は事前資格を国際石油企業 （IOC） 13 社に付与し た段階と なっている。 この 13 社

について も公表はされていないが、 MEED は 2006 年 8 月 11 ～ 17 日号において以下の企業

が興味を示し ている と報じ ている。

　 （1） 米 Occidental、 （2） 米 Exxon、 （3） 米 Chevron、 （4） R/D Shell、 （5） 英 BP、 （6） 仏

Total、 （7） Petro-Canada、 （8） JODCO、 （9） 伊 Eni、 （10） 露 Lukoil、 （11） 印 ONGC、 （12）

Sinopec、 （13） CNPC

　 尚、 ADNOC のユーセフ総裁は 2007 年 1 月に同プロ ジェ ク ト について次のよ う に発言し

ている。 「事前資格を付与し た企業の中から 6 カ月以内に契約企業を決定する。 最優先され

るのは自国での消費であ る。 高硫黄ガス を輸出する計画は無 く 、 輸出は現状の LNG に限る。

ガス開発は拡張し てい く が、 油田への圧入や石油化学の原料などで全て消費される」

　 また、 ADNOC のモハ メ ド ・ アル ・ ムハイルビ氏 （Gas & Sulphur Division Manager、

Marketing & Refining Directorate） への ヒ ア リ ングにおいて以下の回答を得ている （2006/12/

13）。

･ アブダビでは高硫黄ガスの開発に着手しているが、全て国内向けに使用される。

･ シャー油田およびバブ油田で開発が行われる。

･ 高硫黄ガスが供給されるのは、2011 年か 2012 年である。

･ 現在のサワーガス開発プロジェクトの進捗状況については、興味のある企業のノミネー

トを募っている段階である。一般的な情報に基づいたものであるが、Exxon、BP、Shell、

Total、Occidental などがノミネートしていると理解している。

3.2 　 シャルジャ

　 アブダビの次に生産量の多いシ ャルジ ャでは、 沖合の 3 ガス田からの非随伴ガス開発が

続け られている。 これまでは ド バイへも輸出をする など国内ガス需給には余裕があったが、

電力需要を中心 と し た国内需要が高ま る一方で生産量も減少しつつあ り 、 需給の逼迫間が

強ま っている。

　 シ ャルジ ャでは、 1978 年に権益を取得し た BP をオペレーターと し て陸上ガス田開発が行

われ、 1980 年にサジ ャ ア、 1982 年にモベイ ド、 そ し て 1992 年にカハイ フの 3 ガス田が発

見されている。 最初の 2 つの油田が発見された後の 1988 年に、 シ ャルジ ャ政府は陸上ガス

田権益の 60% を取得し たため、 BP の権益比率は 40% と なっている。 3 ガス田からは、 5.5 億

cf/d 程度の非随伴ガスが生産されてお り シ ャルジ ャのガス生産の主力 と なっているが、 1990
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年代に生産量は頭打ち と な り 、 生産量は年々減少し ている。 1990 年代以降は新規のガス田

の発見は無い。

　 沖合では、 1970 年にシ ャルジ ャの民間企業 Crescent Petroleum の子会社 Buttes Gas & Oil 

International （BGOI） が権益を取得し、 操業を行っている。 1974 年から ムバラ ク油田の生産

が開始し、 1 億 cf/d 程度の随伴ガスが生産されている。 ムバラ ク油田は、 シ ャルジ ャ、 イ ラ

ン、 ウ ム ・ アル ・ カ イ ワ イ ン、 アジ ュマンの境界にあ る ため、 イ ラ ン （国営石油 NIOC） が

50%、 シ ャルジ ャが 20%、 ウ ム ・ アル ・ カ イ ワ イ ンが 20%、 アジ ュマンの各国 （首長国） が

10% の比率で収益を分配し ている。 BGOI はサジ ャ アのガス処理プラ ン ト 向けのガスの増産

を目指し てお り 、 同油田でのガス生産施設を建設し ている。 尚、 ムバラ ク からサジ ャ アへ

の 80km のパイプラ イ ンは、 三井物産、 丸紅、 伊藤忠によ って建設されている。

　 サジ ャ アのガス精製プラ ン ト は Sharjah LPG Company （Shalco、 シ ャルジ ャ首長国 ： 60%、

BP ： 25%、 伊藤忠 ： 7.5%、 東京貿易 ： 7.5%） によ って運営されている。 同プラ ン ト の能力は

8 億 cf/d で、 プロパンおよびブタ ンは伊藤忠が、 コ ンデンセー ト は BP が取 り 扱っている。

また、 メ タ ンはシ ャルジ ャ電力 ・ 水利庁 （SEWA） やド バイ向けに供給される。

　 Crescent や BP に加えて、 2000 年からは米 Matco がガス田開発を行っているが、 陸上 3

ガス田および沖合油田以外に有力な油田やガス田は発見されていない。 ガス生産量の下落

に歯止めが掛け られないため、 シ ャルジ ャはイ ラ ンからのガス輸入を推進し てお り 、 2001

年に Crescent が NIOC と契約を締結し ている。 ただし、 イ ラ ンからのガス輸入は 2006 年の

開始を見込まれていた ものの、 価格交渉が難航し ている ため未だに開始の目途が立ってい

ない。 その一方で、 国内のガス需要は大幅に増加し てお り 、 1986 年に開始し た ド バイへの

ガス輸出を継続する余裕はな く な り つつあ る と見られる。

3.3 　 ドバイ

　 ド バイの国内ガス需要は、 陸上のマルガム ・ ガス田からの非随伴ガスでは賄いきれず、

アブダビやシ ャルジ ャからのガス輸入に依存し ている。 沖合の 4 油田からは随伴ガスが生

産されている ものの、 全て原油生産量の維持 ・ 増強のために油田に圧入されてお り 、 国内

ガス開発はマルガム ・ ガス田のみと なっている。

　 マルガム ・ ガス田は 1984 年に非随伴ガスの生産を開始し た。 それまでは、 沖合 4 油田の

随伴ガス を国営 Dubai Natural Gas （Dugas、 2000 年に国営 ENOC に吸収合併） がジ ュベル ・

ア リ のガス処理施設で精製し ていた。 ジ ュベル ・ ア リ のガス処理プラ ン ト ではマルガムか

らの非随伴ガスの受入を求めていたが、 当初は将来利用する ために同ガス田からのガスは

全て再圧入されていた。 しかし、 1998 年に 1.5 億 cf/d のガス を Dugas 等に供給する こ と で

合意し、 ジ ュベル ・ ア リ への輸送が開始された。 1992 年には 3 億 cf/d が追加され、 マルガ

ムからのガスは合計 4.5 億 cf/d に達し た。 さ らに、 シ ャルジ ャからのガス輸入も開始され

た こ と から、 1993 年以降、 沖合 4 油田からの随伴ガスは原油生産量維持のため全て油田に
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圧入される こ と と なった。 尚、 マルガム ・ ガス田の全権益は、 ド バイ政府が設立し た Dubai 

Margham Establishment （DME） が 2000 年 12 月に BP から譲 り 受けている。

　 1980 年代に始ま る ド バイの経済発展は、 電力需要を急激に増加させ、 発電燃料 と し ての

天然ガスの需要が急速に拡大し た。 減少しつつあ る自国の生産量では需要が賄いきれな く

なっている ため、 ド バイのガス供給は近隣国からの輸入に頼ら ざ る を得な く なっている。

シ ャルジ ャからは 1986 年にサジ ャ ア ・ ガス田から 1.4 億 cf/d で開始し、 1987 年に 2.5 億

cf/d に引き上げられた。 また、 1992 年からは Crescent のムバラ ク油田からの随伴ガス 1 億

cf/d の輸入を開始し、 現在は合計 3 億 cf/d のガス を輸入し ている。

　 シ ャルジ ャからのガスでは需要が賄えな く なったため、 アブダビからの輸入も 2001 年に

5 億 cf/d で開始し た。 さ らに、 2004 年からは 9 億 cf/d に引き上げられている。 また、 ド ル

フ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト を通じ たカ タールのガス 7 億 cf/d を 2007 年よ り 輸入する予定 と なっ

ている。

　 ド バイのガス輸入は、 Dugas、 Dubai Electricity and Water Authority （DEWA）、 Dubai 

Aluminium Company （Dubal） の国営 3 企業によ って構成される Dubai Supply Authority

（Dusup） が行っている。

4 国内のガス処理プ ラ ン ト 、 パイプ ラ イ ン

4.1 　 ガス処理プ ラ ン ト の現状と増強計画

　 アブダビのガス処理事業を行 う GASCO は、 2001 年に Abu Dhabi Gas Company （Atheer）

を吸収し、 陸上ガス開発を行 う 唯一の会社 と なった。 GASCO が保有するガス処理プラ ン ト

は、 陸上油 ・ ガス田から回収し た天然ガス を メ タ ン、 NGL、 コ ンデンセー ト 、 硫黄に分離す

る 4 つのプラ ン ト （ハブシ ャ ン ・ プラ ン ト 、 バブ ・ プラ ン ト 、 アサブ ・ プラ ン ト 、 ブ ・ ハ

サ ・ プラ ン ト ） および、 その 4 つのプラ ン ト から輸送された NGL をエタ ン、 プロパン、 ブ

タ ン、 ペン タ ン ・ プラ スに分離するルワ イ ス ・ ガス分離プラ ン ト であ る （図表 3.10）。

　 ハブシ ャ ン ・ プラ ン ト は、 油 ・ ガス田に隣接する 4 つのガス処理プラ ン ト で最大のプラ

ン ト であ る。 同プラ ン ト は 1983 年に建設され、 当初の処理能力は 4.5 億 cf/d だった。 1989

年のデボ ト ルネ ッ キング、 1996 年に完成し た OGD-1 および 2001 年に完成し た OGD-2 を

経て、 処理能力は 35 億 cf/d まで拡張し ている。 生産能力は、 メ タ ン 25 億 cf/d、

NGL6,800t/d、 コ ンデンセー ト 23 万 b/d、 硫黄 4,700t/d と なっている。 加えて、 2005 年か

らは 14 万 t/y のエタ ンを生産し ている。 メ タ ンはアブダビ国内で使用される他、 ド バイに

も輸出されている。 また、 NGL およびコ ンデンセー ト はルワ イ スのプラ ン ト に輸送され、

それぞれ処理される。

　 現在進行中の OGD-3 プロ ジェ ク ト では、 ハブシ ャ ンに 13 億 cf/d の新規プラ ン ト を建設

する予定で、 2008 年の完成時には処理能力はさ らに拡大する。 同じ く 、 2008 年の完成を目
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指し て Hubshan Gas Complex Expansion （HGCE） プロ ジ ェ ク ト も実施されている。 同プロ

ジェ ク ト ではハブシ ャ ンに硫黄処理施設などを建設する他、 3.5 億 cf/d のガス処理能力が追

加される予定で、 両プロ ジェ ク ト の完成時には、 ハブシ ャ ン ・ プラ ン ト のガス処理能力は

50 億 cf/d を超え る こ と と な る。

　 尚、 バブ ・ プラ ン ト の処理能力は 1.5 億 cf/d、 アサブ ・ プラ ン ト は 11.3 億 cf/d、 ブ ・ ハ

サ ・ プラ ン ト は 5.4 億 cf/d と なってお り 、 回収された NGL は全てルワ イ スの分離プラ ン ト

に輸送されている。

　 ルワ イ ス ・ ガス分離プラ ン ト では、 4 つの陸上ガス処理プラ ン ト から輸送された NGL を

エタ ン、 プロパン、 ブタ ン、 ペン タ ン ・ プラ スに分離し てお り 、 現在の NGL の処理能力は

23,370t/d と なっている。 生産量は、 エタ ンが 79 万 t/y、 LPG が 540 万 t/y、 ペン タ ン ・ プ

ラ スが 212 万 t/y と なっている。

　 現在は OGD-3 や AGD-2 の完成によ って増加する NGL を処理する ため能力 24,400t/d

（生産能力は、 エタ ン 170 万 t/y、 LPG550 万 t/y、 ペン タ ン ・ プラ ス 200 万 t/y） の第 3 ト レ

イ ンの建設を進めている。 同 ト レ イ ン建設の EPC 契約は 2005 年に Snamprogetti と締結し て

お り 、 2008 年の完成を予定し ている。

図表 3.10　アブダビのガス処理施設・パイプライン

出所 ： Abu Dhabi Water & Electricity Company 　 よ り 作成
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4.2 　 国内パイプ ラ イ ンの状況

　 アブダビ国内には 1,800km にも及ぶガス ・ パイプラ イ ンが敷設されてお り 、 油 ・ ガス田

から精製プラ ン ト や発電 ・ 造水施設を結んでいる他、 東部マ ク タの中継地点へも結ばれて

いる。 マ ク タ中継点からは、 アブダビ市街地やアブダビ第 2 の都市アル ・ ア イ ンなどへガ

スが送られている他、 ド バイのジ ュベル ・ ア リ への輸出も行われている。 以下は、 アブダ

ビの主要な 7 本のパイプラ イ ンであ り 、 図 3.10 の地図上に示し た番号に対応し ている。

①　UAE 最大のハブシャン・ガス処理プラントで回収されたメタンをマクタ中継地点へ輸送

する 81km のパイプライン。マクタからは、アブダビ市街地やドバイへ輸送される。

②　①と同様にバブ、アサブ、ブ・ハサなどのガス処理プラントで回収されたメタンをバ

ブからマクタ中継点へ輸送する 83km のパイプライン。

③　ハブシャン、バブ、アサブ、ブ・ハサで回収された NGL をルワイスに輸送する 68km の

パイプライン。ルワイスに集められた NGL は、エタン、プロパン、ブタンおよびペンタ

ン・プラスに分離され、ルワイスから輸出されるか石油化学プラントの原料として使用

される。

④　マクタ中継地点とタウィーラを結ぶパイプライン。33km のパイプラインが 2 本敷設さ

れている。タウィーラには、Taweelah A1、Taweelah A2 および Taweelah B の 3 つの発

電・造水施設があり、燃料としてのガス需要が非常に大きい。

⑤　マクタ中継地点とアル・アインを結ぶ 100km のパイプライン。アル・アインからは北

部首長国へのパイプラインが敷設されている他、オマーンとの輸出入の中継地点となっ

ている。

⑥　マクタ中継地点からドバイのジュベル・アリへの 112km のパイプラインは 2001 年に完

成し、アブダビからドバイへのガス輸出が行われている。輸送能力は 9億 cf/d である。

⑦　アル・アインからフジャイラの Qidfa 発電・造水施設への 182km のパイプライン。Qidfa

発電・造水施設へは、現在のところオマーンから輸入したガスを輸送しているが、ドル

フィン・プロジェクトが開始次第、カタールのガスを輸送することとなる。

5 国内ガス需要の現状と見通し

5.1 　 国内需要の推移と見通し

　 UAE の天然ガス生産量は、 「1.3 　 ガス生産量 と推移、 現状の生産能力」 で既述の とお り 、

2005 年においては総生産量 684.9 億 m3、 その う ち商業生産量は総生産量の 68% の 466.0 億

m3、 油田への圧入が 159.0 億 m3 （23.2%）、 その他ロ スが 50.6 億 m3 （7.4%）、 フ レア リ ング

が 9.3 億 m3 （1.3%） だった。 1980 年に 54% を占めていたフ レア リ ングが 1.3% まで減少し た

一方で、 1983 年までゼロだった油田への圧入は年々増加し てお り 、 近年では 2 割以上にま

で高ま っている。

　 UAE は LNG 輸出能力を 1994 年以来拡張し ていないが、 国内の天然ガス消費量が年々増
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加し ている ため、 商業生産量も大き く 増加し ている （図表 3.11）。 特に、 アブダビやド バイ

では電力需要を中心と し たガス需要が高 く 、 消費量は年々拡大する傾向にあ る。 　 アブダ

ビの電力および水を発電事業者から購入し、 配電 ・ 配給会社に売却する Abu Dhabi Water & 

Electricity Company （ADWEC） は、 国内需要の見込みを作成する こ と を義務付け られてお り

2020 年までの見込みを公開し ている。 それによ る と、 最大電力は 2005 年実績で 4,455MW

だったが、 2010 年には 8,652MW と倍増し、 その後も 2015 年に 12,998MW、 2020 年に

14,226MW と着実に増加し てい く （図表 3.12）。 同様に天然ガス を燃焼し て生産し ている水

の需要も 2005 年に日量 5.97 億ガロ ン （g/d） だったのが、 2010 年に 7.77 億 g/d、 2015 年に

8.81 億 g/d、 2020 年に 9.57 億 g/d と 増加し てい く 見込み と なっている （図表 3.13）。

　 このよ う な見込みの中で、 ガス生産量が増加し ているのはアブダビのみで、 ド バイや

シ ャルジ ャでは生産量の低下に歯止めが掛け られな く なっている。 このため、 ド バイはア

ブダビおよびシ ャルジ ャからのガス輸入を行ってお り 、 シ ャルジ ャ も イ ラ ンからのガス輸

入を画策し ている。 アブダビのガス輸出量は 2004 年の実績で 125.8 億 m3 だった。 こ の う

ち LNG での輸出量が 75 億 m3 程度あ り 、 50 億 m3 程度が ド バイ などへ輸出された。 シ ャル

ジ ャは 40 億 m3 を ド バイ向けに輸出し ている。 これらによ り ド バイは 82 億 m3 を輸入し、

消費量に占める輸入量の割合は 85.8% にも達し ている。

　 一方で、 天然ガスが豊富なアブダビでも将来のガス不足が見込まれてお り 、 カ タールか

らの輸入や高硫黄ガス開発などを開始せざ る を得ない状況 と なっている。
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図表 3.11　首長国別天然ガス消費量
（億ｍ3）

アブダビ 商業生産量 輸出量 輸入量 消費量
2000 275.4 69.5 0.0 205.9
01 298.0 88.6 0.0 209.4
02 344.0 119.5 0.0 224.5
03 360.0 119.1 0.0 240.9
04 375.0 125.8 0.0 249.2
05 382.0 123.4 0.0 258.6

ドバイ 商業生産量 輸出量 輸入量 消費量
2000 16.0 0.0 44.0 60.0
01 16.2 0.0 47.8 64.0
02 14.5 0.0 78.0 92.5
03 13.5 0.0 78.0 91.5
04 13.5 0.0 82.0 95.5
05 13.5 0.0 82.0 95.5

シャルジャ 商業生産量 輸出量 輸入量 消費量
2000 92.0 54.0 0.0 38.0
01 79.0 40.0 0.0 39.0
02 75.0 40.0 0.0 35.0
03 74.0 40.0 0.0 34.0
04 74.0 40.0 0.0 34.0
05 70.0 40.0 0.0 30.0

ラス・アル・ハイマ 商業生産量 輸出量 輸入量 消費量
2000 0.4 0.0 10.0 10.4
01 0.4 0.0 10.0 10.4
02 0.4 0.0 10.0 10.4
03 0.4 0.0 12.0 12.4
04 0.4 0.0 12.0 12.4
05 0.0 0.0 24.0 24.0

合計 商業生産量 輸出量 輸入量 消費量
2000 383.8 123.5 54.0 314.3
01 393.6 128.6 57.8 322.8
02 433.9 159.5 88.0 362.4
03 447.9 159.1 90.0 378.8
04 462.9 165.8 94.0 391.1
05 465.5 163.4 106.0 408.1

出所：Natural Gas in the World, Cedigaz（2005年は推定）
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図表 3.12　アブダビの電力需要の見込み

図表 3.13　アブダビの水需要の見込み

5.2 　 用途別の実態と見通し

　 商業生産量の 2004 年実績を用途別に見てみる と、 発電用が最も大き く 全体の 49.15% を占

めていた （図表 3.14）。 次いで最終消費 （産業用） が 33.35%、 輸出 （首長国間は除 く ） が
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15.91% と なっている。

　 商業用生産量の大部分を発電用燃料および石油化学を中心と し た産業で使用し ている こ

と にな るが、 発電用需要の伸びは特に顕著であ る。 2004 年の発電用消費は 2000 年比 52.8%

増 と なっている。 こ の間の、 産業用消費の伸び率は 19% 増だった （図表 3.15）。

図表 3.14　UAE の天然ガス用途別内訳

　 UAE の発電の燃料内訳を見てみる と、 97.5% が天然ガス発電で、 1.5% が石油と なっている

（図表 3.15）。 つま り 、 UAE では発電需要の伸びがそのま ま天然ガス需要の伸び と なってい

る。

　 また、 UAE の発電効率は 25% 前後 と なっている。 日本の火力発電所の発電効率は 40% 前

後 と なってお り （電気事業連合会 「電気事業便覧」）、 アブダビの発電効率には改善の余地

があ る。 電力需要が今後も伸び続ける こ と が見込まれ、 発電所の建設が続け られる中で、

天然ガス消費量抑制の観点から も最新技術の導入などによ る発電効率の改善が必要 と され

ている。

（億ｍ3） （％）
2000 01 02 03 04 04年比率

生産量 354.42 364.95 386.01 398.46 412.69 100.00
輸出 62.89 62.98 63.60 63.60 65.65 15.91
発電 132.73 147.57 164.08 182.43 202.83 49.15

その他転換 43.22 6.30 6.37 6.37 6.57 1.59
最終消費（産業） 115.57 148.09 151.95 146.05 137.63 33.35
※その他転換には、自家消費、輸送ロス、統計誤差等が含まれる
出所：Energy Balances of non-OECD Countries, IEA
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図表 3.15　UAE の発電燃料内訳および発電効率

　 アブダビでは、 効率的に最新技術の発電システムを導入する ために、 1998 年 3 月にそれ

までの水利 ・ 電力局 （Water & Electricity Department） をアブダビ水利 ・ 電力庁 （ADWEA）

へ組織変更し、 IWPP （Independent Water and Power Producer ： 独立造水発電事業者） 方式の

導入を開始し た。 現在アブダビには IWPP が 5 社あ るが、 いずれも ADWEA が 60% 出資し、

残 り の 40% を外資に開放し ている （図表 3.16）。 また、 2006 年には第 6 の IWPP 企業の設立

に向けて入札が実施され、 シンガポールの Sembcorp が落札し ている。

これらの IWPP において、 ADWEA は外資企業 と BOO （建設 ・ 所有 ・ 運営） 方式の契約を締

結し てお り 、 発電 ・ 造水施設の完成後も外資企業がそのま ま運営を行 う 。 生産された電力

および水は、 ADWEA 傘下企業の Abu Dhabi Water & Electricity Company （ADWEC） と の長期

売買契約に基づいて同社に売却される。

2000 01 02 03 04
石油（Mtoe） 1.073 1.127 0.150 0.464 0.475

天然ガス（Mtoe） 11.947 13.283 14.769 16.421 18.257
発電量（Mtoe) 3.321 3.486 4.006 4.260 4.508

天然ガス比率（％） 91.8 92.2 99.0 97.3 97.5
発電効率（％） 25.5 24.2 26.9 25.2 24.1

出所：Energy Balances of non-OECD Countries, IEA
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図表 3.16　アブダビの IWPP

　 産業用の中心 と なっている石油化学でも、 原料 と な るガスの使用量の増加が見込まれて

いる。

　 エチレ ン 60 万 t/y、 ポ リ エチレ ン 58 万 t/y の能力を持つ Borouge は、 「Borouge2」 プロ

ジェ ク ト と し て能力拡張を計画し ている。 同プロ ジ ェ ク ト は、 2010 年までに以下の設備を

建設し、 完成後の生産能力をエチレン 200 万 t/y、 ポ リ エチレン 112 万 t/y、 ポ リ プロ ピ レ

ン 80 万 t/y とする計画と なっている。

（1）エタン・クラッカー（140 万 t/y）

（2）オレフィン・コンバージョン・ユニット（75.2 万 t/y）

（3）ポリエチレン・ユニット（54 万 t/y）

（4）ポリプロピレン・ユニット（80 万 t/y）

　 UAE では、 石油化学以外の産業について も経済の多角化の観点から、 多額の投資計画を

持ってお り 、 産業用ガスの消費量の増加が見込まれている。

IWPP企業 発電・造水施設 契約年 稼動年 発電（MW) 造水（Mg/d)

Taweelah A2 1998年 2001年 710 50 ADWEA ： 60%

CMS ： 40%

Taweelah A1 2000年 2003年 1,350 84 ADWEA ： 60%

Total ： 20%

Tractebel ： 20%

Shuweihat 2001年 2004年 1,500 100 ADWEA ： 60%

CMS ： 20%

International Powe： 20%

Umm Al Nar 2003年 2006年 2,400 160 ADWEA ： 60%

International Powe： 20%

東京電力 ： 14%

三井物産 ： 6%

Taweelah B 2005年 2008年 2,000 160 ADWEA ： 60%

丸紅 ： 14%

Powertek ： 10%

BTU ： 10%

日揮 ： 6%

Fujairah 2006年 850 100 ADWEA ： 60%

Sembcorp ： 40%

出所：ADWEA
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　 アブダビ政府は Zonescorp （Higher Corporation for Specialized Economic Zones） を設立し、

産業誘致を促進し ている。 Zonescorp が管轄する経済特区 「ICAD （Industrial City of Abu 

Dhabi）」 では外資 100% 企業の設立が認められてお り 、 ICADI および ICADII に進出する企業

へはガスが供給される。 同社は、 その他に 「産業誘致地区」 の設置を発表し てお り 、 2006

年の発表時には 「7 年以内の完成を目指し て金属、 化学、 石油化学、 食品加工、 建設資材、

材木および家具、 自動車などの産業を誘致する」 と説明し た。

　 また UAE の主力製造業であ る アル ミ ニウ ムの拡大も予定されている。 ド バイの Dubal

（Dubai Aluminium Company） が 76.1 万 t/y から 86.1t/y まで能力を拡張し た他、 アブダビ国

営 Mubadala Development と Dubal は折半出資で 2010 年までにアブダビの Taweelah に 120 万

t/y の精錬所を建設する こ と で合意し た。 また、 アブダビ国営 General Holding Corporation

（GHC） は資源大手 Rio Tinto のアル ミ ニウ ム部門子会社 Comalco Aluminium と、 アブダビに

55 万～ 60 万 t/y の精錬所を建設する こ と で合意し ている。

6 LNG プロジ ェ ク ト の現状と見通し

　 アブダビは中東地域で最も早い 1977 年に LNG の輸出を開始し た。 その後 1994 年に能力

を 540 万 t/y に倍増させて以来、 生産量は増加し ていない。 また、 その生産量のほ と んどを

長期売買契約を締結する東京電力に売却し ている。 現在の生産能力はカ タール （約 2,500 万

t/y） やオマーン （約 1,000 万 t/y） などガス輸出に積極的な後発の周辺国に抜か され、 中東

地域では第 3 位と なっている。

6.1 　 LNG プロジ ェ ク ト の経緯

　 アブダビの LNG プロ ジ ェ ク ト は、 それまでフ レア し ていたガス を有効利用する必要性か

ら、 当時のザーイ ド首長およびハ リ ーフ ァ皇太子 （現首長、 SPC 議長） の指示によ って

1960 年代末に開始し た。

　 1972 年に東京電力 と LNG200 万 t/y、 LPG50 万 t/y、 契約期間 20 年の長期売買契約を締結

し て販売先を確保する と、 1973 年 10 月に ADNOC が 20% のシェアを持つ ADGAS がバ

ミ ューダに登録された。 その後 ADNOC のシェアは 1975 年 12 月に 51% に引き上げられ、

1977 年に ADGAS はアブダビに設立された。 ADNOC のシェ アは 1997 年に 70% に引き上げ

られてお り 、 パー ト ナー企業の出資比率は、 三井物産が 15%、 BP が 10%、 Total が 5% と なっ

ている。

　 ADGAS の LNG ト レ イ ンは、 ダス島に建設された。 1977 年に完成し た第 1 ・ 2 ト レ イ ンの

能力は合計で、 LNG が 223 万 t/y、 LPG が 107 万 t/y、 ペン タ ン ・ プラ スが 32 万 t/y だっ

た。 1977 年 4 月 29 日に東京電力向けの初出荷が行われ、 袖ヶ浦基地に 5 月 14 日に到着し

た。
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　 東京電力 と の契約は 1990 年 10 月に 1994 年から 2019 年までの 25 年契約に更新された。

更新された契約では、 LNG が 430 万 t/y、 LPG が 70 万 t/y に引き上げられたため、 ダス島

に LNG230 万 t/y および LPG25t/y の能力を持つ第 3 ト レ イ ンを建設し た。 その後、 デボ ト

ルネ ッ キングなどを行い現在の生産能力は、 LNG が 540 万 t/y、 LPG が 170 万 t/y、 ペン タ

ン ・ プラ スが 53.5 万 t/y と なっている。

　 今後の能力増強の見込みは、 「2.4 　 天然ガスの生産および輸出の目標」 において既述の通

り だが、 当面は現状維持 と なっている。 LNG ト レ イ ンの リ プレースや新設の計画も現在は

凍結されている。 国内需要の伸びが顕著であ る こ と に加えて、 カ タールやイ ラ ンからのガ

ス輸入の将来見通しが明る く ないこ と から、 現在は LNG 輸出の増産は検討し ていない模様

であ る。

6.2 　 LNG 輸出契約の現状と見通し

　 1977 年の LNG 輸出開始以来、 長期売買契約は東京電力のみ と締結し て き た。 現在

ADGAS は、 1990 年に更新され 2019 年まで続 く 現在の契約 （LNG ： 430 万 t/y、 LPG ： 70 万

t/y） を維持する こ と を事業の最大の目的と し てお り 、 LNG の増産計画も無いこ と から東京

電力以外 と長期売買契約を締結する見込みは無い。

　 スポ ッ ト あ るいは中期契約での LNG 輸出は 1990 年代から行われている。 1995 年 1 月に

は初めて ヨーロ ッパ向けの LNG 輸出が行われた他、 1995 年および 1996 年には中部電力向

けに輸出が行われた。 また、 BP と 2002 年 1 月から 2005 年 12 月まで LNG を 75 万 t/y 輸出

する中期契約を締結し た。

　 これまで行われたスポ ッ ト によ る輸出先は、 Gaz de France （仏）、 Distrigaz （ベルギー）、

Enagas （スペイ ン）、 Edison （伊）、 Kogas （韓）、 Duke Energy （米）、 Enron （米） など と なっ

ている。

　 尚、 近年の UAE の LNG の輸出先を国別に見てみる と、 東京電力 と 430 万 t/y の長期売買

契約を締結し ている こ と から、 大部分が日本向け と なっている （図表 3.17）。 BP の中期契

約によ ってスペイ ン向けに輸出された他、 韓国や台湾などがスポ ッ ト で購入し た実績も あ

るが、 近年はほぼ全量が日本 （東京電力） 向け と なっている。
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図表 3.17　UAE の LNG 輸出量の推移

6.3 　 LNG タ ン カー

　 ADGAS が使用する LNG タ ンカーは、 ADNOC の子会社 National Gas Shipping Company

（NGSCO） が保有し ている。 同社は 1993 年に設立され、 東京電力 と の長期売買契約更新後

の 1994 年から 1997 年の間に 8 隻の LNG タ ンカー （容量 ： 13.5 万 m3 × 8） を購入し、 管理

を行っている。 NGSCO の出資比率は ADGAS と同じで、 ADNOC が 70%、 三井物産が 15%、

BP が 10%、 Total が 5% と なっている。 アブダビでは当面 LNG 輸出を増加させる計画が無い

こ と から、 LNG タ ンカーを追加する予定は無い。

7 ドルフ ィ ン ・ プロジ ェ ク ト などガス ・ パイプ ラ イ ン輸入

　 UAE では顕著な国内需要の伸びに自国の生産量だけでは対応でき な く な る こ と が予想さ

れてお り 、 天然ガス を豊富に有し輸出に積極的な周辺国から ガス を輸入するプロ ジェ ク ト

を推進し ている。

　 現在は、 カ タールの ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田から 20 億 cf/d のガス をアブダビ、 ド バ

イ などに輸入する 「ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト 」 およびイ ラ ンのサルマン ・ ガス田から 5

億 cf/d のガス をシ ャルジ ャに輸入するプロ ジェ ク ト が進捗し てお り 、 両プロ ジ ェ ク ト と も

（万ｔ）
日本 韓国 台湾 スペイン 米国 合計

2000 459.90 24.09 0.00 17.52 5.84 507.35
01 502.97 12.41 0.00 1.46 0.00 516.84
02 432.89 23.36 0.00 65.70 0.00 521.95
03 501.51 0.00 0.00 17.52 0.00 519.03
04 511.00 5.84 17.52 11.68 0.00 546.04
05 492.75 5.84 0.00 22.63 0.00 521.22

出所：Natural Gas in the World, Cedigaz
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に 2007 年中の輸入開始を目指し ている。

7.1 　 ドルフ ィ ン ・ プロジ ェ ク ト

　 ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト は、 カ タールの ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田で生産されたガ

ス を ラ ス ・ ラ フ ァ ンで精製し、 370km の海底パイプラ イ ンを通じ てアブダビのタ ウ ィ ーラに

送るプロ ジ ェ ク ト であ る。 タ ウ ィ ーラで受けた 20 億 cf/d のガスは、 陸上パイプラ イ ンを通

じ、 アブダビ、 ド バイ、 フジ ャ イ ラ、 オマーンなどの需要家に供給される （図表 3.18）。

図表 3.18　ドルフィン・プロジェクト概要図

出所 ： Dolphin Energy

7.1.1 　 ドルフ ィ ン ・ プロジ ェ ク ト の経緯

　 ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト は、 1999 年 3 月にアブダビ国営投資会社 UAE Offsets Group

（会長 ： ムハンマ ド ・ アブダビ皇太子） によ って設立された Dolphin Energy Ltd. （DEL） に

よ って推進されている。 2000 年 3 月に Total および Enron の DEL への出資が決定し、 出資

比率はアブダビ国営投資会社 Mubadala Development が 51%、 Total が 24.5%、 Enron が 24.5%

と なった。 Enron が破綻し たため、 2002 年 3 月に Enron 分の 24.5% を Occidental が 3.1 億ド

ルで取得し、 現在に至っている。

　 DEL は、 2001 年 12 月にカ タール国営 Qatar Petroleum （QP） と ノース ・ フ ィ ール ド ・ ガ

ス田からの 20 億 cf/d のガス を 25 年間にわたって輸入する こ と で合意し、 Development and 

Production Sharing Agreement （DPSA） および Export Pipeline Agreement （EPA） を締結し た。

両契約はカ タールのハマ ド首長が承認し 2002 年 5 月に首長国令を公布し ている。

　 また、 オマーン と の契約が 2003 年 2 月に締結された。 同契約は、 オマーンのガス をア

ル ・ ア イ ンで受け入れ、 Union Water & Electricity Company （UWEC） が保有する フジ ャ イ ラ
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の Qidfa 発電 ・ 造水施設に供給する ものであ る。 DEL は、 オマーンのガス 1.35 億 cf/d を

2003 年第 4 四半期から 3.5 ～ 5 年間にわたって輸入する こ と で合意し、 Oman Oil Company

（OOC） および UWEC と それぞれ Gas Purchase and Sales Agreement （GPSA） を締結し た。

GCC 域内初のガス取引 と な るオマーンからの輸入は、 2004 年 1 月に開始し ている。

　 2003 年 10 月には、 ADWEA および UWEC と 25 年間の長期契約を締結し、 2004 年 10 月

には、 ラ ス ・ アル ・ ハイマ と短期契約を締結し た。 ラ ス ・ アル ・ ハイマ と の契約は、 2005

年 3 月から 2007 年 7 月までの 2 年 5 カ月間、 4,000cf/d を供給する契約であ る。

　 さ らに、 2005 年 3 月に ド バイのガス供給を管轄する Dubai Supply Authority （DUSUP） と

25 年間の長期契約を締結し た。 DUSUP と の契約は、 2007 年から 7 億 cf/d をジ ュベル ・ ア

リ に供給する契約 と なっている。 また、 同年 9 月には OOC と 2008 年から 25 年間にわたっ

て 2 億 cf/d を供給する契約を締結し、 DEL はカ タールから輸入する 20 億 cf/d のガスの供

給先の確保を完了し た。

7.1.2 　 ドルフ ィ ン ・ プロジ ェ ク ト の概要

　 ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト のガスは ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田で生産され、 ラ ス ・ ラ

フ ァ ンで精製される。 ラ ス ・ ラ フ ァ ンの ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト ・ プラ ン ト では、 パイ

プラ イ ンで輸送された天然ガスからエタ ン、 プロパン、 ブタ ン、 コ ンデンセー ト および硫

黄を分離し、 メ タ ンを主成分 とする リ ーン ・ ガス を生産する。 ノ ース ・ フ ィ ール ド のガス

生産プラ ッ ト フ ォームの EPC 契約は UAE の J Ray McDermott が締結し、 ラ ス ・ ラ フ ァ ンの

ガス精製プラ ン ト の EPC 契約は日揮が締結し ている。

　 ラ ス ・ ラ フ ァ ンで生産された リ ーン ・ ガスは、 ラ ス ・ ラ フ ァ ン と アブダビのタ ウ ィ ーラ

を結ぶ 370km の海底パイプラ イ ン （能力 ： 32 億 cf/d） を通じ て輸送される。 海底パイプラ

イ ンの EPC 契約は 2004 年 3 月にイ タ リ アの Saipem と 締結し、 建設工事は 2006 年夏に完了

し ている。 尚、 パイプラ イ ン建設のためのパイプは三井物産が調達し た。 タ ウ ィ ーラのガ

ス受入施設は、 Technip （Abu Dhabi） & Al Jaber Engineering Services Consortium が建設し てい

る。

　 DEL がこれまで締結し た長期ガス供給契約は以下の通 り であ る。 合計 18.59 億 cf/d の契

約を確保し てお り 、 カ タールからの 20 億 cf/d の供給には問題がない。

（1）ADWEA：2007 年から 25 年間。7.88 億 cf/d。

（2）UWEC：2007 年から 25 年間。1.41 億 cf/d。

（3）DUSUP：2007 年から 25 年間。7.30 億 cf/d。

（4）OOC：2008 年から 25 年間。2.00 億 cf/d。

　 35 億ド ルにも上る ド ルフ ィ ン ・ プロ ジ ェ ク ト のフ ァ イナン スは、 最終的に 2005 年 9 月に
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19 社で構成する普通金融 24.5 億 ド ル と 14 社で構成する イ ス ラ ム金融 10 億 ド ルのシンジ

ケー ト と締結し た。 シンジケー ト に参加する金融機関は次の通 り と なっている。

< 普通金融 >

　　（1）National Bank of Abu Dhabi、（2）Abu Dhabi Commercial Bank、（3）Barclay's

Capital、（4）First Gulf Bank、（5）HSBC、（6）Bayerische Landesbank、（7）Caylon、

（8）Export Development Canada、（9）Royal Bank of Scotland、（10）Societe General、

（11）Qatar National Bank、（12）Wesdeoutsche Landesbank、（13）ABC Banking、（14）

Arab Bank、（15）BNP Paribas、（16）Lloyd's TSB、（17）Standard Chartard Bank、（18）

東京三菱銀行（当時）、（19）三井住友銀行

< イスラム金融 >

　　（1）ABN Amro Bank、（2）BNP Paribas、（3）Citigroup、（4）Dubai Islamic Bank、（5）

Gulf International Bank、（6）HSBC Amanah、（7）Barclays Bank、（8）Natexis Banques

Popilaire、（9）Societe Generale、（10）West LB、（11）Export Development Canada、

（12）Sanpaolo IMI、（13）China Construction Bank、（14）Commercial Bank of Qatar

　 なお、 2007 年 2 月 27 日に Occidental が米証券取引委員会 （SEC） 似提出し た年次報告書

には、 ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト のプロ ジェ ク ト 総額はおよそ 48 億 ド ルに達し ている と記

載されている。 ただし、 48 億ド ルには既存のプロ ジェ ク ト に加えて UAE 国内のガス配給シ

ステムおよびアル ・ ア イ ンから フジ ャ イ ラへのパイプラ イ ンの建設 ・ 運営への投資額が含

まれている。

7.1.3 　 ドルフ ィ ン ・ プロジ ェ ク ト の課題

　 2006 年 7 月にはサウジア ラ ビアが ド ルフ ィ ン ・ プロ ジ ェ ク ト に対し て 「サウジ領海を通

過するパイプラ イ ンの建設をサウジの同意無しに行 う こ と はでき ない」 と の抗議の文書を

アブダビのサウジ大使館を通じ てシンジケー ト ・ ローンを主導する National Bank of Abu 

Dhabi に送付し、 プロ ジェ ク ト に対する反対の意思を示し た。

　 これに対し て DEL は 「UAE およびカ タールの領海を完全に通過するパイプラ イ ンの建設

に関し ていかな る国からのいかな る抗議も受け取っていない。 DEL は 2004 年に UAE およ

びカ タール当局からパイプラ イ ン建設に必要な承認を受け取ってお り 、 今後数週間で建設

工事は完了する」 と の声明を発表する など、 UAE、 カ タール と もにサウジの抗議への対抗措

置は と っていない。

　 サウジ と カ タールは以前よ り 確執があ る と されてお り 、 カ タールから ク ウ ェー ト にパイ

プラ イ ンを敷設する計画はサウジの了解を得られずに頓挫し ている。 また、 UAE もサウジ

と の間に国境問題を抱えてお り 、 サウジが今後再び領海の問題を主張する可能性も あ る。

　 ただ、 サウジの抗議問題はプロ ジェ ク ト の進捗には大き な影響を与えていないよ う であ

る。 2006 年 11 月には DEL のサーイ グ CEO が 「施設建設の最終段階に到達し てお り 、 2007
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年の夏に稼動する見込みであ る」 と述べているほか、 カ タールのア ッ テ ィ ーヤ ・ エネル

ギー工業相も 2007 年 2 月 5 日に 「ド ルフ ィ ンは 2007 年 7 月までに UAE、 オマーンへのガ

ス供給を開始する」 と し てお り 、 2007 年中に供給開始する可能性は高い と いえ る。

　 ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト のフ ェーズ 1 であ る 20 億 cf/d のガス輸入が完成間近 と なって

いる一方で、 パイプラ イ ンの最大能力であ る 32 億 cf/d まで輸出量を拡大する フ ェーズ 2

は、 カ タールのア ッ テ ィ ーヤ ・ エネルギー工業相が 2005 年 4 月に宣言し た ノ ース ・ フ ィ ー

ル ド ・ ガス田開発の 「モラ ト リ アム」 の影響によ って凍結されている。

　 アブダビは、 32 億 cf/d までの増加に加えて将来的には 60 億 cf/d まで増加させたい と の

意向を示し ている ものの、 カ タールの 「モラ ト リ アム」 は少な く と も 2010 年まで続 く 見込

み と なってお り 、 アブダビの思惑通 り の輸入量の増加は当面は難しい状況と なっている。

　 また、 カ タールが輸出量増加に難色を示し ている も う 一つの理由と し て、 UAE が提示し

ている価格が低すぎ る こ と が挙げられる。 DEL のサーイ グ CEO は、 2006 年 5 月 1 日にアブ

ダビで開催された第 14 回中東石油ガス会議の席上で、 「ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト によ る

最終需要家への販売価格は $1.30/mmBTU ～ $1.40/mmBTU であ り 、 これはカ タールからの

輸入価格に輸送費を上乗せし た水準であ る」 と述べている。 この金額を も と にし たカ ター

ルから アブダビへの販売価格は低い水準に と ど ま ってお り 、 世界的にガス価格が上昇し て

いる中では、 カ タールが輸出量を増加する メ リ ッ ト が小さ く なっている。 

7.2 　 シャルジャによる イ ラ ンからの輸入

　 DEL がカ タールから ガス輸入を進める一方、 シ ャルジ ャの Crescent Petroleum （シ ャル

ジ ャの民間石油 ・ ガス会社） も イ ラ ンからのガス輸入を進めている。

　 Crescent は 2001 年に、 イ ラ ン国営 NIOC （National Iranian Oil Company） と イ ラ ンのガス

をシ ャルジ ャに輸入する契約を締結し た。 現在この契約は、 NIOC のガス輸出を取 り 扱 う 部

門であ る NIGEC （National Iranian Gas Export Company） が引き継いでいる。 これによ り 、 イ

ラ ン沖合のサルマン油田 （アブダビのアブ ・ アル ・ ブ クーシ ュ油田とつながっている） か

らパイプラ イ ンを通じ てシ ャルジ ャのサジ ャ ア受入施設 （処理能力 ： 6 億 cf/d） に 5 億 cf/d

のガス を 25 年間輸入する こ と が決定し た。 サルマン油田からのパイプラ イ ンは、 ムバラ ク

油田を経由し てサジ ャ アに到達するが、 サルマンから ムバラ ク までの 140km のパイプラ イ

ンは完成し ている。 ムバラ ク からサジ ャ アの 108km のパイプラ イ ンについて も完成は間近

と なっている模様であ る。

　 また、 Crescent は 2005 年 7 月に民間ガス供給会社 Dana Gas を設立し た。 Dana Gas は、

Crescent や GCC 各国からの 300 を超える個人や機関によ って 65.67% が出資され、 残 り は

IPO によ って公開されている。 サルマンのガス受入施設は Dana Gas の 100% 子会社 Saj Gas

が建設し、 2005 年 11 月に完成し ている。 また、 需要家への供給は Dana Gas が 35% を出資

する Crescent National Gas Corporation （CNGC） が行 う が、 同社はこれまでに、 連邦電力 ・
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水利庁 （FEWA、 北部小首長国へ供給）、 シ ャルジ ャ電力 ・ 水利庁 （SEWA）、 Dubai Natural 

Gas Company （DUGAS）、 Oman Chemicals and Pharmaceuticals と契約を締結し ている。

　 イ ラ ンから シ ャルジ ャへのガス輸入は 2006 年中にも開始する と の見込みだったが、 こ こ

に来て イ ラ ン側が契約価格が不当に安い と し て契約価格の見直し を要求し てお り 、 供給開

始が遅れている。 イ ラ ン側の主張は 「契約価格の算定に当たって契約当時の原油価格 $18/b

が基準と なってお り 、 現在の油価の水準からは安すぎ る。 また、 最初の 7 年間の価格が固

定されている こ と も問題であ る」 と い う ものであ る。 これに対し て、 Crescent は、 「契約は

7 年間の専門家交渉を経て 2001 年に締結された ものであ り 、 両者に と って最終的で国際的

履行義務を負 う べき ものであ る」 と反論し ている。

　 現在も価格交渉は継続し てお り 、 2007 年 1 月にも イ ラ ンのヴ ァ ズ ィ リ ・ ハーマーネ石油

相が、 「契約を修正する ために交渉を継続し ている。 しかし、 最終結論には達し ていない」

と述べている。

　 尚、 NIGEC のマジ ド ・ ザマーニ氏 （General Manager LNG Marketing & Sales） への ヒ ア リ ン

グでも シ ャルジ ャ向けガス輸出の現状について次のよ う な回答を得ている （2006/12/9）。

･ 施設の建設については、ほとんど完成している。

･ 価格の問題から折り合いがついていない。

･ 初期の 7年間の価格が固定されていることも価格の問題の 1 つである。

8 課題と展望

8.1 　 国内ガス開発の課題

　 アブダビの国内ガス開発の成否は、 ガス不足に直面する UAE の将来を左右する こ と と な

る。 そのため、 OGD-3 や AGD-2 などに加えて高硫黄ガス開発の成功は必須であ る。

　 しかし、 高硫黄ガスはこれまで課題 と されていた コ ス ト の問題以上に副産物 と し て生産

される硫黄の処理をど う するか と い う こ と が、 大き な課題 と なっている。 肥料や石膏にす

るか、 あ るいはそのま ま輸出する などの選択肢を取ら ざ る を得ないが、 限 り あ る硫黄の

マーケ ッ ト をいかに確保でき るか と い う こ と が、 高硫黄ガス開発の成否を握っている と い

え る。

　 また、 これまで ド バイにガス輸出を し ていたシ ャルジ ャでは、 生産量が減少し ている一

方で自国のガス需要が伸びている こ と も あ り 、 ガス輸出の余力が無 く な り つつあ る。 こ の

こ と は、 今後も経済拡大が見込まれる ド バイに と っては非常に深刻で、 ド バイのガス供給

源はこれまでのアブダビ以外には、 ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト を通じ たカ タールのガス し

か無 く なっている。 ド バイは、 ド ルフ ィ ン ・ プロ ジ ェ ク ト によ ってガス を確保でき ない場
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合には、 発電用の燃料の確保が難し く な る と い う 不安を抱えざ る を得な く なっている。

8.2 　 周辺国からのガス輸入の課題

　 ド バイは、 ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト に頼ら ざ る を得ない状況 と なっているが、 同プロ

ジェ ク ト から長期的に安定的にガス輸入を し、 その上輸入量を増加させる こ と ができ る保

証は無い。 ド ルフ ィ ン ・ プロ ジ ェ ク ト はその開始時期が 2007 年夏にまで延期されている状

態であ り 、 また、 サウジア ラ ビアが介入の姿勢を示し た事は同プロ ジェ ク ト の今後の拡張

にも影響を与え る可能性があ る。

　 加えて、 カ タールが ノ ース ・ フ ィ ール ド ・ ガス田開発を凍結する 「モラ ト リ アム」 を

行ってお り 、 少な く と も 2010 年以前に開発が再開する可能性は低い。 また、 開発が再開さ

れた と し て も、 カ タールは国内需要向けを最優先 と考えてお り 、 12 億 cf/d を追加する ド ル

フ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト のフ ェーズ 2 がどの時点で実施されるのか、 あ るいはフ ェーズ 1 で

終了 と な るのか不明であ る。

　 も う 一方のシ ャルジ ャによ る イ ラ ンからのガス輸入も価格交渉が難航し てお り 、 開始時

期が定ま ら ない状態が続いている。 また、 開始された と し て も シ ャルジ ャ国内のガス需要

が増加し ている こ と から ド バイへ十分に供給されるかは分から ない。

8.3 　 今後の見通し

　 上述のよ う な状況から見る と、 アブダビが LNG 輸出を拡大する可能性は非常に低 く なっ

ている と考え られる。 また、 新たなガス供給源であ る高硫黄ガスは全てアブダビで消費さ

れる と し てお り 、 ド バイ など周辺国へのパイプラ イ ン輸出を増量する余地も少ない。

　 その一方で、 電力需要を中心 と し たガス需要の伸びはアブダビのみな らず、 ド バイ、

シ ャルジ ャ など UAE 国内全体の問題と なっている。 特に ド バイでは状況が深刻で、 好調な

経済のブレーキ と な る可能性があ る。

　 今後は、 日本など先進国の技術を導入し、 低い発電効率を改善する こ と でガス消費量の

拡大を抑制する こ と は可能であ る。 また、 政府財政で補填せざ る を得ないほど安価な電気

料金を改定し、 消費電力そのものの抑制も検討し なければな ら ない。 その上で、 ガスが不

足する事態に直面し た場合には、 ガス を燃料 と し た発電から重油などを燃料 と し た発電へ

と切 り 換え る こ と も考え られる。

　 UAE の天然ガス確保は、 国内ガス開発や周辺国からの輸入に不安があ る中で、 電力確保

と一体と なった非常に大き な課題と なっている。
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第 ４ 章 　 オマーン

1 天然ガスの埋蔵量と生産量 ・ 輸出量 

1.1 　 天然ガス埋蔵量と推移

オマーンの 2006 年末の天然ガス確認埋蔵量は、 Oil & Gas Journal によ る と 30 兆 cf だっ

た。 これは、 イ ラ ンの 974 兆 cf、 カ タールの 910 兆 cf、 UAE の 214 兆 cf など と比較する と

遥かに少な く 、 世界全体の埋蔵量に占める割合も 0.5% に過ぎない。 同様に原油確認埋蔵量

も 55 億バレル と少ない。 これは、 中東 OPEC 加盟国の中で最小のカ タール （152 億バレル）

の約 3 分の 1 であ り 、 また原油生産量の減退が著しい ド バイ （40 億バレル） を少し上回る

程度であ る。

しかし、 近年衰退傾向にあ る原油と比較する と、 天然ガスの確認埋蔵量は 1990 年代以降

着実に増加し ている。 1980 年代後半に本格的に開始し たガス田開発によ り 、 1991 年に有望

な構造性ガス田が相次いで発見された。 その後も 1990 年代を中心に構造性ガス田の発見が

続いた こ と から、 現在の確認埋蔵量は 1991 年の約 3 倍と なっている （図表 4.1）。

尚、 オマーン中央部には多 く の構造性ガス田が存在し てお り 、 確認埋蔵量に占める非随

伴ガスの割合は約 9 割 と なっている （Arab Oil & Gas Directory 2006）。

図表 4.1　オマーンの天然ガス確認埋蔵量の推移

出所：Oil & Gas Journal
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1.2 　 ガス田の分布状況

オマーンの主なガス田は、 油田 と同様に中央部に集中し ている。 1962 年に発見されたオ

マーン最大のイバル （Yibal） 油田の下層に構造性ガス田が存在し、 オマーンの国内向けガ

ス生産の大部分を担っている。 また、 イバル油田の北西に位置するルク ワ イル （Lekhwair）

油田の下層にも構造性ガス田があ り こ ち ら も国内向けに使用されている （図表 4.2）。

1991 年には、 サイ フ ・ ラ ウル （Saih Rawl） ガス田、 サイ フ ・ ニハイ ダ （Saih Nihayda） ガ

ス田、 バ リ ク （Barik） ガス田、 マブルーク （Mabrouk） ガス田などの構造性ガス田が相次い

で発見された。 さ らに、 カ ウサー （Kauther） ガス田、 ハッザン （Khazzan） ガス田などの構

造性ガス田も発見されている。 これらの新規構造性ガス田の う ちサイ フ ・ ラ ウル ・ ガス田

およびバ リ ク ・ ガス田からの非随伴ガスは、 オマーン東部のカルハッ ト にあ る Oman LNG

社の第 1 ・ 第 2 ト レ イ ンへ供給されている。 同様に Qalhat LNG 社が操業する第 3 ト レ イ ン

向けのガスは、 サイ フ ・ ニハイ ダ ・ ガス田から供給されている。

また、 オマーン北部の飛び地のムサンダム半島沖合でも ガス田が発見されている。 1980

年代にブハ （Bukha） ガス田がホルムズ海峡で発見され、 1994 年に生産を開始し ている。 ま

た、 その西方に西ブハ （West Bukha） ガス田があ るが、 これはイ ラ ン と の国境に位置し、 イ

ラ ン側のヘンジ ャ ム （Henjam） ガス田 とつながった構造と なっている。 そのため、 オマー

ン と イ ラ ンの両国は、 同ガス田を共同開発する こ と で 1997 年に合意し ているが、 現在の と

こ ろ開発は進んでいない。
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図表 4.2　オマーンの油・ガス田分布図

出所 ： PDO （Annual Report 2002）
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1.3 　 ガス生産量と推移、 現状の生産能力

オマーンでガス生産を行っているのは、 オマーン政府が 60% を出資し R/D Shell が操業を

行 う Petroleum Development Oman （PDO、 出資比率は、 オマーン政府 ： 60%、 Shell ： 34%、

Total ： 4%、 Partex1 ： 2%） であ る。 PDO はオマーン中央部の大部分を占める巨大な第 6 鉱区

の権益を有し てお り 、 オマーンのガス生産量のほぼ全量を担っている。 また、 原油の生産

量において も 9 割以上を占めている。 尚、 原油と は違い、 全ての非随伴ガスの所有権はオ

マーン政府にあ る ため、 PDO はオマーン政府に代わって天然ガス開発を行 う と い う 立場に

あ る。

オマーンで本格的なガス利用が始ま ったのは、 イバル油 ・ ガス田近郊に Government Gas 

Plant （GGP） が完成し た 1978 年であ る。 GGP でイバル油 ・ ガス田からの随伴ガスおよび非

随伴ガス を処理し、 マス カ ッ ト 近郊の Al Ghubra 発電 ・ 造水施設向けにガスが供給された。

ガス供給用のパイプラ イ ンは、 同じ く 1978 年に完成し た GGP と マス カ ッ ト を結ぶ 331km

の Government Gas System （GGS） が使用されている。 尚、 GGP、 GGS と もに PDO によ って

建設され、 所有、 運営まで同社が行って き たが、 GGS については 2002 年に国営 Oman Gas 

Company （OGC、 オマーン政府 ： 80%、 国営のエネルギー部門投資会社 Oman Oil Company ：

20%） に所有権が移転し ている。

ガスの本格利用が開始し た 1980 年代以降、 1990 年代前半に掛けてはオマーンの天然ガス

商業生産量は、 なだらかに増加し ていった。 さ らに、 1991 年に、 サイ フ ・ ラ ウル ・ ガス田、

サイ フ ・ ニハイ ダ ・ ガス田、 バ リ ク ・ ガス田、 マブルーク ・ ガス田などの構造性ガス田が

相次いで発見される と、 商業生産量の増加ペースは加速し ていった。

この新規構造ガス田からの非随伴ガスの生産量が十分であった こ と から、 オマーン政府

は LNG 輸出 　 の開始を決断し、 1994 年に Oman LNG （オマーン政府 ： 51%、 Shell ： 30%、

Total ： 5.54%、 Korea LNG2 ： 5%、 三菱商事 ： 2.77%、 三井物産 ： 2.77%、 伊藤忠商事 ： 0.92%）

を設立し た。 Oman LNG は能力 330 万 t/y の LNG ト レ イ ンを 2 基建設し、 2000 年に LNG 輸

出を開始し た。 LNG 輸出が開始し た こ と で、 2000 年以降、 オマーンの天然ガス商業生産量

は急激に増加し ている （図表 4.3）。 さ らに、 2005 年 12 月に LNG の第 3 ト レ イ ンが完成し、

Qalhat LNG （オマーン政府 ： 46.84%、 Oman LNG ： 36.8%、 スペイ ン Union Fenosa Gas ：

7.36%、 三菱商事 ： 3%、 伊藤忠商事 ： 3%、 大阪ガス ： 3%） によ って LNG 輸出が開始し てお

り 、 今後さ らに商業生産量は増加する。

また、 オマーンはパイプラ イ ンによ るガス輸出を 2004 年に開始し ている。 これは、 カ

タールから UAE にガス を輸入する 「ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト 」 を推進する UAE の

1.  中東の石油開発の先駆者と し て有名なアル メ ニア人グルベンキ ャ ンの資産会社。 グルベンキ ャ ンは

PDO を設立し た 「イ ラ ク石油」 に 5% を出資する など 「Mr. Five Percent」 の異名を持つ。 1938 年に設立
し た Participations and Explorations Corporation が 1998 年にケ イマン島法人 Partex Oil and Gas と な り 現在
に至っている。

2.  出資比率は、 Kogas ： 1.2%、 Samsung ： 1%、 Hyundai ： 1%、 Daewoo ： 1%、 Yukong ： 0.8%
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Dolphin Energy Ltd. （DEL、 アブダビ国営投資会社 Mubadala Development ： 51%、 Total ：

24.5%、 Occidental ： 24.5%） と オマーンが締結し た契約によ る もので、 2004 年 1 月からオ

マーン産のガス 1.25 億 cf/d を ド ルフ ィ ン ・ プロ ジ ェ ク ト が開始する までの 3.5 ～ 5 年にわ

たって輸出する。 ド ルフ ィ ン ・ プロ ジ ェ ク ト の開始後は、 逆に UAE からオマーンへガス を

輸入する こ と と なっている。

図表 4.3　図表 4.3　オマーンの天然ガス商業生産量の推移

オマーンの天然ガス総生産量の最新データは 2004 年の 275 億 m3 であ り 、 2000 年比 77%

増 と なっている （図表 4.4）。 この内訳を見てみる と 、 商業生産量は総生産量の 59.9% にあた

る 172 億 m3 だった。 以下、 油田への圧入が 68 億 m3 （24.7%）、 その他ロ スが 27 億 m3

（9.8%）、 フ レア リ ングが 8 億 m3 （2.9%） だった。 尚、 オマーン中央銀行の 「Annual Report 

2005」 によ る と、 総生産量の う ち非随伴ガスは約 70% と なっている。

LNG 輸出の開始に伴って、 商業生産量が 2000 年の約 2 倍 と急激に増加し ているほか、 油

田への圧入も 2000 年比で約 2 倍 と大幅に増加し ている。 オマーンでは近年原油生産量の減

少が著し く 、 EOR （増進回収法） によ る原油生産量の維持 ・ 回復を目指し てお り 、 油田への

圧入が増加する要因と なっている。

ルム ヒ 石油 ・ ガス相が 2006 年 4 月に 「今後 5 年間 （2006 ～ 2010 年） で 100 億 ド ルを石

油 ・ ガス部門に投じ、 原油生産量を現在の 78 万 b/d から 90 万 b/d に回復させる」 と の計

画を表明し ている こ と から、 今後も油田圧入用のガスが増加する こ と は確実であ る。 尚、

同相は天然ガスの生産量について も 2010 年までに 「7,000 万～ 8,000 万 m3/d まで倍増させ

出所：Annual Statistical Bulletin, OPEC

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

1
9
8
0

1
9
8
1

1
9
8
2

1
9
8
3

1
9
8
4

1
9
8
5

1
9
8
6

1
9
8
7

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

（億m3）
188



第 4 章  オマーン
る」 と し ている。

図表 4.4　オマーンの天然ガス生産量の内訳

1.4 　 ガス輸出量と推移、 現状の輸出能力

オマーンの天然ガス輸出は、 2000 年 4 月に Oman LNG が Kogas 向けに LNG を輸出し た こ

と で開始し た。 当初の Oman LNG の生産能力は、 330 万 t/y の LNG ト レ イ ン 2 基で合計 660

万 t/y だった。 Kogas と 410 万 t/y、 大阪ガス と 70 万 t/y をそれぞれ 25 年間販売する長期

売買契約を締結し たほか、 米 Enron がイ ン ド に設立し た Dabhol Power Company 向けに 160

万 t/y を 20 年間販売する予定だった。 しかし、 Enron の破綻によ って Dabhol Power 向けは

白紙 と なったため、 Kogas、 大阪ガス向け以外はスポ ッ ト で輸出し ている。

さ らに、 オマーン政府は 2002 年 5 月に第 3 ト レ イ ンの建設を決定し、 同 ト レ イ ンの運営

を行 う Qalhat LNG を 2003 年に設立し た。 第 3 ト レ イ ンの能力は第 1 ・ 2 ト レ イ ン と同じ

330 万 t/y で、 2005 年 12 月に完成し ている。 これによ ってオマーンの LNG 生産能力は 990

万 t/y （実際の生産能力は 1,000 万 t/y を超えている模様） と なった。

また、 2004 年 1 月からはアブダビの DEL と の契約によ って、 アブダビ首長国のアル ・ ア

（億ｍ3）
2000 01 02 03 04

総生産量 155.0 206.8 216.5 249.0 275.0
商業生産量 83.9 139.7 150.0 158.0 172.0

再圧入 33.5 32.4 30.5 56.0 68.0
フレアリング 12.8 9.7 9.0 8.0 8.0
その他ロス 24.8 25.0 27.0 27.0 27.0

出所：Natural Gas in the World, Cedigaz
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イ ンで両国のパイプラ イ ンを接続し、 UAE 向けにガス輸出を行っている。 契約期間は 3.5

～ 5 年間と短期のもので、 ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト の稼動開始によ ってカ タールのガス

が UAE に輸入される よ う にな る と同契約は終了し、 逆に UAE から オマーンにガスが輸入さ

れる予定 と なっている。

オマーンの天然ガス輸出量は、 LNG 輸出が開始し た 2000 年に 27.1 億 m3 と な り 、 LNG 輸

出が本格化し た 2001 年には 74.3 億 m3 と約 3 倍になった。 その後も UAE への輸出開始など

によ り 輸出量は増加し続け、 2005 年は 106 億 m3 と なっている （図表 4.5）。 2006 年には

Qalhat LNG 分が加わる ため、 さ らに輸出量は増加する こ と と な る。

尚、 商業生産量も 2000 年以降急激に増加し ているが、 この増加の大部分は輸出によ る も

のであ る。 LNG 輸出が開始し た こ と で、 現在のオマーンの天然ガス開発の中心は LNG プロ

ジェ ク ト の維持 ・ 拡大 と なっている。

図表 4.5　オマーンの天然ガス輸出量・商業生産量の推移

1.5 　 ガス開発のこれまでの経緯 ・ 歴史

オマーンのガス生産の大部分は PDO によ って行われている。 PDO は 1937 年に Iraq 

Petroleum によ って Petroleum Development （Oman and Dhofar） Limited （Shell ： 23.75%、 BP ：

23.75%、 Total ： 23.75%、 ExxonMobil ： 23.75%、 Partex ： 5%） と し て設立され、 オマーン政府

から 75 年間の開発権を取得し た。 しかし、 開発が思 う よ う に進まなかった こ と から 1960

年に BP、 Total、 Exxon の 3 社が撤退し、 Shell （85%） と Partex （15%） が残った。 Shell はそ

の後も開発を継続し、 1962 年にオマーン最大のイバル油 ・ ガス田を発見する と、 次々 と油

出所：Annual Statistical Bulletin, OPEC
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田を発見し、 1967 年 7 月 27 日に ミ ナ ・ アル ・ フ ァハル （Mina Al Fahal） 港からオマーン初

の原油輸出を行 う に至った。

Total は初の原油輸出が行われる 1 カ月前に復帰し、 社名を Petroleum Development Oman

（Shell ： 85%、 Total ： 10%、 Partex ： 5%） と し た。 その後、 1974 年にオマーン政府が 60% を出

資し、 現在の出資比率 （オマーン政府 ： 60%、 Shell ： 34%、 Total ： 4%、 Partex ： 2%） と なって

いる。 ただし、 オマーン政府は開発技術などを有し ていなかった こ と から、 Shell はオペ

レーター と し ての立場を維持し ている。

イバル油 ・ ガス田周辺からの随伴 ・ 非随伴ガス を有効利用する こ と を目的に、 PDO は

1978 年 5 月にガス処理施設 「Government Gas Plant （GGP）」 を イバルに建設し た。 こ の当時

の天然ガスの利用は全て国内向けで、 GGP で処理されたガスは PDO が建設し た 331km のガ

ス ・ パイプラ イ ン 「Government Gas System （GGS）」 を通じ てマス カ ッ ト 近郊の Al Ghubra

発電 ・ 造水施設に供給された。 こ の 1978 年の GGP および GGS の完成によ ってオマーンの

ガス利用が開始し た。

1991 年にサイ フ ・ ラ ウル ・ ガス田、 サイ フ ・ ニハイ ダ ・ ガス田、 バ リ ク ・ ガス田、 マブ

ルーク ・ ガス田などの構造性ガス田が PDO によ って発見され、 十分な量の非随伴ガスの生

産が可能であ る こ と が確認される と、 オマーン政府は LNG プロ ジェ ク ト の開始を決断し、

1994 年に Oman LNG を設立し た。 同社は 2000 年に LNG 輸出を開始し、 オマーンのガス開

発の中心は国内向けから LNG 輸出向けへと変遷し ていった。 この LNG 輸出のために PDO

はガス処理施設 Central Processing Plant （CPP、 能力 4,000 万 m3/d） をサイ フ ・ ラ ウルに建

設し、 同時にサイ フ ・ ラ ウルから LNG プラ ン ト のあ る カルハッ ト までの 350km を結ぶパイ

プラ イ ンを建設し た。

Qalhat LNG 用の第 3 ト レ イ ンが 2005 年 12 月に完成し、 LNG 輸出量はさ らに増加し てい

る。 PDO はサイ フ ・ ニハイ ダ ・ ガス田からの天然ガス を Qalhat LNG 向けのガスに供給する

ため、 Saih Nihayda Gas Plant （SNGP） を建設し、 2005 年 3 月に完成し ている。 また、 PDO

がカ ウサー ・ ガス田にも第 4 のガス処理プラ ン ト の建設を計画し ているほか、 オマーン政

府は第 4LNG ト レ イ ン建設の検討も行っている模様であ る。

PDO は現在、 サイ フ ・ ラ ウル、 バ リ ク、 カ ウサー、 サイ フ ・ ニハイ ダなどのガス田の調

査を行っているほか、 ハバン （Haban） ガス田周辺のガス田群の調査も行ってお り 、 さ ら な

る生産量の増加を目指し ている。

上記の通 り 、 オマーンのガス開発の中心は、 有力な油田やガス田のほ と んどが存在する

巨大な第 6 鉱区の権益を有する PDO であ るが、 PDO 以外にも数社が僅かながら ガス開発お

よび生産を行っている。

ホルムズ海峡に存在するブハ ・ ガス田は、 豪 Novus によ って 1994 年から天然ガスの生産

が開始し ている。 同ガス田からの天然ガスは、 UAE のラ ス ・ アル ・ ハイマ首長国にあ る

Khor Khwair ガス処理施設で精製された後、 ド ラ イ ・ ガスが同首長国の Ras Al Khaima Gas 
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Commission （Rakgas） 向けに供給されている。

1976 年に仏 Elf によ って発見された西ブハ ・ ガス田は同社が 1984 年に撤退し て以来開発

が進んでいない。 同ガス田は、 イ ラ ンのヘンジ ャ ム ・ ガス田とつながっている こ と から、

オマーン、 イ ラ ン両国は 1997 年に共同開発する こ と で合意し た。 さ らに、 2001 年には生産

されたガスの配分比率をオマーン 20%、 イ ラ ン 80% とする こ と が決められている。

また、 2006 年に入って タ イ国営 PTT の上流部門子会社 PTTEP が、 2002 年に権益を取得

し た第 44 鉱区においてガス生産を開始する と発表し た。 2007 年 2 月 11 日に天然ガス 140

万 m3/d、 コ ンデンセー ト 4,000b/d の生産が開始し てお り 、 将来的には天然ガス 280 万～

330 万 m3/d、 コ ンデンセー ト 1 万 b/d にまで増産し たい と し ている。

2 天然ガス政策および生産目標

2.1 　 国家政策全体における天然ガスの位置づけ

オマーンは石油依存経済からの脱却を目指し て経済の多角化を図っているが、 石油部門

が経済全体に占める割合は依然 と し て大きい。 2005 年の名目 GDP に占める石油部門の比率

は 49%、 輸出に占める比率は 84.2%、 政府歳入に占める比率は 79% だった （Annual Report 

2005, Central Bank of Oman）。

このこ と から、 オマーン経済に と って原油および天然ガスの生産量の維持、 拡大は非常

に重要であ るが、 原油生産量は 1999 年の 90 万 b/d をピーク に急激に生産量を減少させて

いる （図表 4.6）。 原油価格の上昇によ って、 石油輸出収入は増加し ている ものの、 原油生

産量の回復を図る と同時に、 原油以外の収入源を確保する こ と が急務 と なっている。

このよ う な中で、 オマーンは 2000 年に LNG 輸出が開始し た天然ガス部門を、 今後の経

済発展の柱の一つに据え よ う と し ている。 2005 年の名目 GDP に占める天然ガス部門の比率

は 3.6% と まだ低いが、 その金額は 2002 年の 1.678 億オマーン ・ リ ヤルから 4.216 億オマー

ン ・ リ ヤル （約 11 億ド ル） へ 2.5 倍になっている。 2006 年からは Qalhat LNG の第 3LNG ト

レ イ ン も稼動し ている こ と から、 今後さ らに天然ガス部門が拡大する こ と は確実であ る。

一方で、 原油生産量の維持 ・ 回復のための油田へのガス圧入も増大し ている。 圧入に使

用されたガスの量は、 2004 年には 2000 年比で倍増し てお り 、 総生産量に占める比率も約

25% と なっている。 ルム ヒ 石油 ・ ガス相が 2010 年までに原油生産量を 90 万 b/d まで回復さ

せる計画を表明し てお り 、 油田への圧入に使用される天然ガスの量も増加する こ と が見込

まれる。

また、 経済多角化を目指し て、 肥料、 アル ミ ニウ ム、 セ メ ン ト 、 石油化学など、 ガス を

原料あ るいは燃料 と し た産業を育成する計画が多数あ る。 これら、 ガスに関連し た産業の

プロ ジェ ク ト は具体的に進行し てお り 、 マス カ ッ ト 北方のソハール （Sohar） 工業団地内に

順次建設される予定と なっている。
192



第 4 章  オマーン
このよ う に、 原油生産量の維持 ・ 回復のための油田への圧入、 LNG 輸出、 天然ガス関連

産業などでの天然ガス消費量のさ ら な る増大が見込まれている。 ルム ヒ 石油 ・ ガス相は、

天然ガスの生産量を 2010 年までに倍増させる と し てお り 、 天然ガス開発はオマーン経済の

中心にな り つつあ る。

図表 4.6　オマーンの原油生産量の推移

2.2 　 ガス開発 ・ 生産の担い手、 権益保有の現況

図表 4.7 にあ る通 り 、 オマーン政府は直接権益に参加するか、 政府 100% 出資の Oman Oil 

Company （OOC、 国内外のエネルギー部門への投資を目的に 1992 年に設立） を通じ て上

流 ・ 下流の各種プロ ジェ ク ト に権益を有し ている。

出所：Annual Statistical Bulletin, OPEC
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図表 4.7　オマーンの主な天然ガス関連企業

オマーンの天然ガス部門は、 同国のガス生産量の大部分を占める PDO が圧倒的なポジ

シ ョ ンを有する。 PDO にはオマーン政府が 60% を出資し ている ものの、 34% を出資する

Shell が操業を行ってお り 、 実質的には Shell の会社だ と いえ る。 ただし、 原油 と違ってオ

マーンの非随伴ガスは全て国の所有物 と定められている こ と から、 PDO はオマーン政府に

代わってガス開発を行 う と い う 立場にあ る。

こ こ でい う ガス開発と は、 ガス田開発などの上流部門のみな らず、 ガス処理施設やガス ・

パイプラ イ ンの建設 ・ 運営などの下流部門まで含まれている。 そのため、 PDO は国内需要

向けガス開発と し て、 まず 1978 年にイバル油･ガス田近郊に 「Government Gas Plant

（GGP）」 を建設し、 併せて同プラ ン ト から マス カ ッ ト 近郊の Al Ghubra 発電 ・ 造水施設まで

の 331km のガス ・ パイプラ イ ン 「Government Gas System」 を建設し た。

また、 PDO は 1990 年代以降、 LNG プロ ジェ ク ト 向けのガス開発にも力を注いでいる。

1994 年に Oman LNG が立ち上が り 、 LNG 輸出プロ ジェ ク ト が本格始動する と 、 1999 年にサ

イ フ ・ ラ ウルおよびバ リ ク ・ ガス田にそれぞれ 2,000 万 m3/d のガス集積施設を建設し、 サ

イ フ ・ ラ ウルにガス処理施設 「Central Processing Plant （CPP）」 を建設し た。 また、 CPP か

ら LNG ト レ イ ンがあ る カルハッ ト までの 355km のガス ・ パイプラ イ ンを併せて建設し た。

さ らに、 第 3LNG ト レ イ ンの Qalhat LNG が立ち上がる と、 サイ フ ・ ニハイ ダ ・ ガス田の

開発を開始し、 2005 年に 「Saih Nihayda Gas Plant （SNGP）」 および SNGP から カルハッ ト ま

での 250km のガス ・ パイプラ イ ンを建設し た。

上流部門
会社名 設立 備考
PDO 1937 オマーン政府 ： 60.0

R/D Shell ： 34.0
Total ： 4.0 2005年の商業生産量：4,310万m3/d。

Partex ： 2.0
下流部門
会社名 設立 備考
Oman LNG 1992 オマーン政府 ： 51.00 LNG生産能力：330万t/y×2基

R/D Shell ： 30.00 ＜長期売買契約＞

Total ： 5.54 Kogas：410万t/y

Korea LNG ： 5.00 大阪ガス：66万t/y

三菱商事 ： 2.77 伊藤忠商事：70万t/y

三井物産 ： 2.77 ＜Korea LNGの内訳＞

Partex ： 2.00
伊藤忠商事 ： 0.92

Qalhat LNG 2003 オマーン政府 ： 46.84 LNG生産能力：330万t/y

Oman LNG ： 36.80 ＜長期売買契約＞

Union Fenosa Gas ： 7.36 Union Fenosa Gas：165万t/y

三菱商事 ： 3.00 三菱商事：80万t/y

伊藤忠商事 ： 3.00 大阪ガス：80万t/y

大阪ガス ： 3.00
OGC 2000 オマーン政府 ： 80.00

（Oman Gas Company） Oman Oil Company(OOC) ： 20.00

出所：「Arab Oil ＆ Gas Directory 2006」、「中東の石油化学産業 2006」、各社Websiteより作成

権益比率（％）

(Petroleum Development
Oman)

2002年1月よりガス・パイプライン「GGS」を
所有・運営（それまではPDOが所有）

オマーン最大の第6鉱区の権益を有
し、ほぼ全てのガス田開発を担当。

Kogas：1.2％、Samsung：1％、Hyundai：
1％、Daewoo：1％、Yukong：0.8％

権益比率（％）
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このよ う に PDO はオマーンのガス開発の中心的存在であ り 、 生産、 精製、 供給までを政

府に代わって担当し ている。

2.3 　 国営会社の実態、 政府と その関係、 エネルギー政策の意思決定

オマーンには、 カ タールやイ ラ ン、 UAE などのよ う な国営石油会社は無 く 、 石油 ・ ガス

省を中心 と し たオマーン政府が石油部門を統括し ている。

オマーン政府は、 オマーンでほぼ独占的な巨大鉱区の権益を保有する PDO に 60% 出資す

る こ と で炭化水素資源を支配し ている。

PDO は 「1.5 　 ガス開発のこれまでの経緯 ・ 歴史」 で既述の通 り 、 1937 年に Iraq 

Petroleum によ って Petroleum Development （Oman and Dhofar） Limited と し て設立され、 1967

年に PDO と な り 現在に至っている。 PDO は 1956 年に掘削を開始し た ものの目立った成果

が得られなかった こ と から 1960 年に BP、 ExxonMobil、 Total が撤退し、 Shell （85%） および

Partex （15%） の 2 社の時代を経て 1967 年に Total を含めた 3 社体制 （Shell ： 85%、 Total ：

10%、 Partex ： 5%） と なった。

1970 年代に入って、 オイル ・ ブームが到来し たためオマーン政府は自ら炭化水素資源の

権益を保有する こ と を決断し、 1974 年 1 月に PDO の 25% を取得し た。 さ らに同年 6 月にオ

マーン政府の出資比率を 60% に引き上げ、 現在の出資比率 と なっている。 尚、 PDO の第 6

鉱区の利権は 2012 年まで と なっていたが、 2004 年 12 月に現在の権益比率を維持し たま ま

での 2044 年までの延長で合意し ている。

PDO の社長は Shell のジ ョ ン ・ マルコルム （John Malcolm） が務めている。 一方、 12 名の

取締役委員は、 ルム ヒ 石油 ・ ガス相を筆頭 と し たオマーン政府関係者が 7 名を占め、 続い

て Shell が 3 名、 Total および Partex が 1 名ずつ と なっている。

オマーンの石油 ・ ガス部門は、 1997 年に就任し たルム ヒ 石油 ・ ガス相が多 く の権限を

握っているが、 同国ではカブース国王が首相および外務相、 財務相、 国防相を兼務する な

ど絶対的な権力を有し てお り 、 石油 ・ ガス部門において も最終的な決定権は国王にあ る。

2.4 　 天然ガスの生産および輸出の目標

オマーンの経済政策は、 1995 年に発表された 2020 年までの長期計画 「Vision 2020」 を

ベース と し、 5 年ご と に策定される 「5ヵ 年計画」 に基づいている。

「Vision 2020」 によ る と、 名目 GDP に占める石油部門の比率が 2020 年には 10% を切る と

し ているのに対し、 当時 1% に満たなかったガス部門の比率は 10% 程度まで上昇する と見込

んでいる。 また、 2006 年から 2010 年までの 「第 7 次 5 ヵ年計画」 においては、 原油生産量

（コ ンデンセー ト 含み） を 5 年平均で 82.7 万 b/d にまで回復させる と し ている。

尚、 2006 年 4 月 9 日にルム ヒ 石油 ・ ガス相は 「第 7 次 5 ヵ年計画」 の期間 と重な る 2010

年までの目標を次のよ う に述べてお り 、 これがオマーンの現在の目標 と考え られる （Arab 
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Oil & Gas, 2006/5/1）。

･ 2010 年までの 5年間で石油・ガス部門に 100 億ドルを投資する。

･ 原油生産量は、2010 年に現在の 78 万 b/d から 90 万 b/d に回復させる。

･ 天然ガス生産量は、2010 年に 7,000 万～ 8,000 万 m3/d まで倍増させる。

3 天然ガス開発の現状と増強計画

オマーンの天然ガス開発は、 これまで国内全ての非随伴ガスの所有権を有するオマーン

政府に代わって PDO が開発する と い う 形を取って き た。 国内の天然ガス埋蔵量の大部分を

有する PDO が今後も天然ガス開発の中心であ る事は間違いないが、 近年では Shell 以外の

外資企業にガス田鉱区権益を付与し生産分与契約の締結を行 う 事例が増加し てお り 、 オ

マーン政府は生産量拡大計画の目標に向けて、 よ り 効果的なガス開発の方策を模索し てい

る。

3.1 　 PDO のガス開発計画

2010 年までの目標を達成する上で中心と な るのはやは り PDO であ る。 PDO のマルコル

ム社長も 「第 7 次 5 ヵ年計画」 に合わせて開発を行 う と し ている。

PDO は 「Hydrocarbon Maturation」 と 称し たプロ ジ ェ ク ト を炭化水素資源開発の中心に据

えている。 これは、 国内全ての油 ・ ガス田の調査を行い、 短期 ・ 中期 ・ 長期において安定

的に炭化水素資源を開発する こ と を目的と し たプロ ジェ ク ト であ る。

同プロ ジェ ク ト によ って、 2005 年にはサイ フ ・ ラ ウル、 バ リ クおよびカ ウサー ・ ガス田

の調査が行われた他、 サイ フ ・ ニハイ ダ ・ ガス田やハバン ・ ガス田周辺のガス田群の調査

も開始し ている。

3.2 　 PDO 以外との生産分与契約

オマーン政府は、 PDO 以外にも ガス田開発の権益を付与し てお り 、 生産分与契約を締結

する など し ている。

2002 年に第 44 鉱区の権益を取得し て開発を進めて き た タ イ国営 PTTEP は、 2007 年 2 月

11 日よ り シ ャ ム ス ・ ガス田にて天然ガス 140 万 m3/d、 コ ンデンセー ト 4,000b/d の生産を

開始し た。 生産量は今後、 天然ガスが 280 ～ 330 万 m3/d、 コ ンデンセー ト が 10,000b/d ま

で増加する見込み と なっている。

2006 年 4 月 30 日には、 英国ガス BG が第 60 鉱区の権益を取得し、 オマーン政府と生産

分与契約を締結し た。 同鉱区はも と も と第 6 鉱区の一部で、 PDO が権益を放棄し た鉱区で

あ る。 1998 年にアブ ・ ブタバル （Abu Butabul） ガス田が発見されている。 BG は今後、 地震
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探鉱や掘削などによ って正確な埋蔵量の評価を行い、 5 年間で 1.5 億ド ルの投資を行 う と し

ている。

さ らに、 2007 年 1 月 22 日には、 BP がオマーン中央部の 2,800km2 の鉱区の権益を取得

し、 オマーン政府 と生産分与契約を締結し た。 同鉱区には、 1993 年に発見されたハッ ザ

ン ・ ガス田およびマカレム （Makarem） ガス田が存在し てお り 、 オマーンの天然ガス生産量

の増大が期待されている。

両ガス田はその構造の複雑性から これまで開発が進められて こ なかった。 そのため、 BP

は当面はガス田の調査を行いガス層の構造の理解を進める と し ている。 また 2010 年頃に初

期段階の生産を開始し たい と し ている。 ルム ヒ 石油 ・ ガス相は 「BP は最初の 6 年間に 7 億

ド ルを投資する。 最新技術が開発の鍵を握ってお り 、 結果を楽しみにし ている」 と し てお

り 、 2010 年までの段階での生産開始を期待し ている。

4 国内のガス処理プ ラ ン ト 、 パイプ ラ イ ン

4.1 　 ガス処理プ ラ ン ト の現状と増強計画

「2.2 　 ガス開発 ・ 生産の担い手、 権益保有の現況」 で既述の通 り 、 オマーンでは PDO が

オマーン政府に代わって上流から下流までのガス開発事業を行っている。 オマーンにはこ

れまで Government Gas Plant （GGP）、 Central Processing Plant （CPP）、 Saih Nihayda Gas Plant

（SNGP） が建設されているが、 いずれも PDO が所有 ・ 運営し ている。

ただし、 近年はガス権益を外資企業に付与し て生産分与契約を締結する事例も出て き て

お り 、 2007 年 2 月 11 日に開所式が行われた Shams Central Processing Plant は、 タ イ国営

PTTEP が所有 ・ 運営する （図表 4.8）。
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図表 4.8　オマーンのガス処理施設・パイプライン

出所 ： 「Annual Report 2000 ～ 2005, PDO」、 「Arab Oil & Gas Directory 2006」 を基に作成
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GGP は、 1978 年にイバル油 ・ ガス田近郊に建設されたオマーン最初のガス処理プラ ン ト

であ る。 処理能力は 2,300 万 m3/d で、 イバル油 ・ ガス田やルク ワ イル油 ・ ガス田などから

の随伴ガスおよび非随伴ガス を処理し、 発電 ・ 造水施設や産業用などの国内需要向けのガ

ス を精製し ている。

1999 年にサイ フ ・ ラ ウルに建設された CPP は、 Oman LNG の第 1 ・ 第 2 ト レ イ ン向けの

ガス を精製し ている。 処理能力は 4,000 万 m3/d で、 サイ フ ・ ラ ウル ・ ガス田およびバ リ

ク ・ ガス田からの非随伴ガス を処理する。

また、 2005 年に完成し た SNGP は、 サイ フ ・ ニハイ ダにあった 220 万 m3/d のガス処理施

設を リ プレース し た もので、 能力は 2,000 万 m3/d と なっている。 サイ フ ・ ニハイ ダ ・ ガス

田からの非随伴ガス を処理し、 Qalhat LNG の第 3 ト レ イ ン向けのガス を精製し ている。

PDO はさ らに、 2008 年の完成を目指し てカ ウサー ・ ガス田近郊に第 4 のガス処理プラ ン

ト を建設し ている。

4.2 　 国内パイプ ラ イ ンの状況

オマーンでは 1978 年に Government Gas System （GGS） を建設し た PDO がガス ・ パイプ

ラ イ ンの建設から運営までを担ってお り 、 カルハッ ト の 3 つの LNG ト レ イ ン向けのパイプ

ラ イ ンなど も所有し ている。 ただし、 GGS の所有 ・ 運営は 2002 年 1 月に国営 Oman Gas 

Company （OGC、 オマーン政府 ： 80%、 OOC ： 20%） に移譲されている。 OGC はオマーン国

内のガス ・ パイプラ イ ンを国が直接管理する こ と を目的に設立されてお り 、 GGS 以外にも

GGP 近郊のフ ァ フ ド から オマーン北のソハール工業団地までのパイプラ イ ンや、 サイ フ ・

ラ ウル ・ ガス田からオマーン南のサラーラ工業団地までのパイプラ イ ンを建設し ている。

　 以下はオマーンの主要な 7 本のガス ・ パイプラ イ ンであ り 、 図表 4.8 の地図上に示し た番

号に対応し ている。

①　1978 年に PDO が建設。GGP からマスカット近郊の Al Gubra 発電・造水施設を結ぶ 331km

のパイプライン。2002 年 1 月より OGC の管轄。

②　①とともに GGS を形成するパイプライン。GGP からマスカット近郊のムラヤット

（Murayat）を経由してソハールまで結ぶ。2002 年 1 月より OGC の管轄。

③　サイフ・ラウルの CPP からカルハットを結ぶ 355km のパイプライン。Oman LNG の第 1・

2トレイン向けのガスを供給する。1999 年に完成し、PDO が管轄している。

④　サイフ・ニハイダの SNGP からカルハットまでの 250km のパイプライン。Qalhat LNG の

第 3トレイン向けのガスを供給する。2005 年に完成し、PDO が管轄している。

⑤　South Oman Gas Line（SOGL）。サイフ・ニハイダからオマーン南のマーマル（Marmal）

を結ぶ 670km のパイプライン。カルン・アラム（Qarn Alam）周辺の随伴ガスおよび非

随伴ガスを輸送し、油田への圧入や発電に使用する。PDO の管轄。
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⑥　サイフ・ニハイダとオマーン南のサラーラ工業地区を結ぶ 676km のパイプライン。OGC

が建設し、2002 年に完成している。

⑦　GGP近郊のファフドとオマーン北のソハール工業団地を結ぶ305kmのパイプライン。OGC

が建設し、2002 年に完成している。同パイプラインは、マフダ（Mahda）で分岐して UAE

のアル・アインで両国のパイプラインが接続されている。2004 年 1 月からドルフィン・

プロジェクトを推進する DEL との契約により、フジャイラ首長国の Qidfa 発電・造水施

設向けにガスを供給しているが、ドルフィン・プロジェクトの開始後は逆にカタールの

ガスがアル・アインを経由してオマーンに供給される。

5 国内ガス需要の現状と見通し

5.1 　 国内需要の推移と見通し

オマーンの天然ガス生産量は、 「1.3 　 ガス生産量 と推移、 現状の生産能力」 で既述の通

り 、 2004 年においては総生産量 275.0 億 m3 で、 その う ち商業生産量は総生産量の 59.9% に

あた る 172 億 m3、 油田への圧入が 68 億 m3 （24.7%）、 その他ロ スが 27 億 m3 （9.8%）、 フ レ

ア リ ングが 8 億 m3 （2.9%） だった。 LNG 輸出の開始に伴って、 商業生産量が 2000 年の約 2

倍 と急激に増加し ているほか、 減少を続ける原油生産量を維持 ・ 回復する必要性から、 油

田への圧入も 2000 年比で約 2 倍になっている。

2000 年以降、 LNG 輸出が軌道に乗る と と もに輸出向けガス需要が増加し ていったが、

LNG プロ ジェ ク ト は Qalhat の第 3 ト レ イ ン まで と なってお り 、 第 4 ト レ イ ン以降のプロ

ジェ ク ト は始動し ていない。 この こ と から輸出用のガス需要は当面は安定的に推移する と

見込まれる。 しかし、 オマーンでは経済多角化の観点から様々な産業の育成を行ってお り 、

「2.2 　 ガス開発 ・ 生産の担い手、 権益保有の現況」 で既述のよ う にガス関連産業のプロ ジェ

ク ト が多数進行し ている。 このこ と から産業用のガス需要は増加が見込まれる。 　

加えて、 産業部門が成長する こ と によ り 、 電力 ・ 水の需要も拡大する こ と が見込まれる。

オマーンでは発電燃料の 8 割を天然ガスで賄ってお り 、 電力需要の増大はガス需要の増大

に直接つながって く る。 オマーンで電力 ・ ガス を調達する Oman Power and Water 

Procurement （OPOC） が 2007 年 1 月に発表し た 2007 年から 2013 年までの見込みによ る

と、 最大電力は 2006 年の 2,544MW から 2013 年には 4,634MW と倍増し、 電力使用量も

2006 年の 11,757GWh から 2013 年には 21,806GWh へ と倍増する （図表 4.9）。 同様に水の需

要も 2006 年の 0.86 億 m3/y から 2013 年には 1.97 億 m3/y に達する見込みと なっている （図

表 4.10）。

このよ う に各分野でのガス需要は今後も増大する傾向と なってお り 、 天然ガス生産量の

増大は非常に重要な課題 と なっている。
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図表 4.9　オマーンの電力需要の見込み

図表 4.10　オマーンの水需要の見込み

5.2 　 用途別の実態と見通し

5.2.1 　 用途別内訳

商業生産量の 2004 年実績を用途別に見てみる と、 輸出が最も大き く 全体の 52.67% を占め

ていた （図表 4.11）。 次いでその他転換が 24.05%、 発電が 21.32%、 最終消費 （産業） が

出所：OPWP　（OPWP's 7-YEAE STATEMENT For The Years 2007-2013）
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1.95% と なっている。 2002 年以降、 最終消費が減少し、 その他転換が増加し ているが、 これ

は最終消費に加算されていた産業部門の不特定分がその他転換に加算されたためだ とみら

れる。

LNG プロ ジェ ク ト の立ち上げによ って 2004 年の 「輸出」 は 2000 年比で 3.7 倍と なって

いる。 また、 「発電」 も堅調に伸びてお り 2000 年比で 43% 増 と なっている。 一方、 主に産

業で使用されている 「その他転換」 と 「最終消費」 の合計は、 ほぼ横ばい と なっている。

図表 4.11　オマーンの天然ガス用途別内訳

5.2.2 　 発電向け消費

オマーンの発電の燃料内訳を見てみる と、 82.8% が天然ガスで、 17.2% が石油 と なってい

る （図表 4.12）。 8 割以上を天然ガス発電が占めている こ と から、 発電需要の伸びは天然ガ

ス需要に大き く 影響を与え る こ と と な る。

また、 オマーンの発電効率は 25% 前後 と なっている。 日本の火力発電所の発電は 40% 前

後 と なってお り （電気事業連合会 「電気事業便覧」）、 オマーンの発電効率には改善の余地

があ る。 オマーンは油田への圧入、 産業、 LNG など多様な用途で天然ガスが必要 と されて

お り 、 天然ガスの最大限の有効利用を図る必要があ る。 そのため、 天然ガス消費量抑制の

（億ｍ3） （％）
2000 01 02 03 04 04年比率

生産量 97.78 147.24 159.60 175.12 178.23 100.00
輸出 25.56 77.90 76.15 84.70 93.88 52.67
発電 26.62 29.17 31.41 33.79 38.00 21.32

その他転換 14.39 17.28 45.31 48.86 42.87 24.05
最終消費（産業） 31.22 22.87 6.73 7.78 3.47 1.95
※その他転換には、自家消費、輸送ロス、統計誤差等が含まれる

出所：Energy Balances of Non-OECD Countries, IEA
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観点から も最新技術の導入などによ る発電効率の改善は必須であ る。

図表 4.12　オマーンの発電燃料内訳および発電効率

オマーンは、 最新技術の導入などを目的に、 1994 年から発電事業の民営化を進めてお り 、

既存発電所の民営化あ るいは、 IPP （Independent Power Producer ： 独立発電事業者） や IWPP

（Independent Water Power Producer ： 独立発電造水施設） によ る新規発電 ・ 造水施設の建設

のいずれかの実施し ている （図表 4.13）。

オマーン政府は IWPP には出資せず、 BOOT （建設 ・ 所有 ・ 運営 ・ 移転） 方式の契約を締

結し、 稼動開始から 15 年～ 20 年後にオマーン政府に所有権が移転する こ と と なっている。

尚、 電力および水は電力 ・ 水購入契約 （PWPA） に基づき、 Oman Power and Water 

Procurement （OPWP） に売却される。

2009 年夏の稼動開始を目指し て、 サラーラに IWPP によ る発電 ・ 造水施設 （発電 ：

400MW、 造水 ： 0.15 億ガロ ン /d） を建設する計画が進行し てお り 、 増大する電力 ・ 水需要

に対応する ため、 今後も同様のプロ ジ ェ ク ト が多数実施される と考え られる。

2000 01 02 03 04
石油（Mtoe） 0.599 0.592 0.640 0.663 0.712

天然ガス（Mtoe） 2.396 2.626 2.827 3.041 3.420
発電量（Mtoe) 0.784 0.837 0.888 0.921 0.989

天然ガス比率（％） 80.0 81.6 81.5 82.1 82.8
発電効率（％） 26.2 26.0 25.6 24.9 23.9

出所：Energy Balances of Non-OECD Countries, IEA
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図表 4.13　オマーンの IPP および IWPP

5.2.3 　 化学向けその他消費

ガス関連産業の育成はオマーンの経済多角化の一つの柱 と位置づけ られてお り 、 今後大

き く 成長する こ と が見込まれている。

イ ン ド企業 と の合弁肥料製造企業 「Oman India Fertilizer Company （Omifco）」 のアンモニ

ア ・ 尿素プラ ン ト は 2005 年に完成し、 既に生産が開始し ている。 その他、 オマーンの民間

企業によ る アンモニア ・ 尿素プラ ン ト や Oman Methanol Company などによ る 2 つの メ タ

ノール ・ プラ ン ト 、 Oman Polypropylene （OPP） によ るポ リ プロ ピ レ ン ・ プラ ン ト 、 Oman 

Petrochemicals Industries （OPIC） によ るエチレ ン ・ プラ ン ト などのガス を原料 と し たプラ ン

ト の建設計画が多数あ る。 また、 SAC （Sohar Aluminium Company） が能力 32.5 万 t/y のアル

ミ ニウ ム精錬所の建設を計画し ている。 これら計画中のプロ ジェ ク ト は、 それぞれ 2007 年

～ 2010 年の完成予定と なってお り 、 国内ガス需要が増加する こ と が見込まれている （図表

4.14）。

各プラ ン ト は、 マス カ ッ ト 北方の ソハール （Sohar） 工業団地、 カルハッ ト 南方のスール

（Sur） 工業団地およびオマーン南端に位置するサラーラ （Salala） 工業団地などに建設され

てお り 、 各工業団地へはオマーン中央部のガス処理施設からのガス ・ パイプラ イ ンが敷設

されている。

発電・造水施設 形態 契約年 稼動年 発電（MW)
造水（億

ガロン/d）
出資企業

Al Manah IPP 1994 1996 280 - United Power Company

（Tractebelが主導）

Al Kamil IPP 2000 2002 275 - Al Khamil Power Company

(National Power：100％）

Barka IWPP 2000 2003 427 0.2 AES Corporation

Multitech

Salala IPP 2001 2003 196 - Dhofar Power Company

Sohar IWPP 2004 2006 585 0.33 Sohar Power Company

（Tractebelら6企業連合）

Barka Ⅱ IWPP 2006 2008 0.3 SMN Power Holding Co.

出所：「Arab Oil & Gas Directory 2006」、OPWPのWebsiteを基に作成

（Suez-Tractebel、
Mubadala、National Trading
の3社連合）

(PSEG Global：81％、Omani
Founder Group：19％）

550～
700
204



第 4 章  オマーン
図表 4.14　オマーンの天然ガス関連産業

6 LNG プロジ ェ ク ト の現状と見通し

オマーンは 1991 年に構造性ガス田が相次いで発見され、 LNG プロ ジ ェ ク ト の実施に踏み

切 り 、 2000 年 4 月に第 1 ・ 2 ト レ イ ンから輸出を開始し た。 また、 2005 年末には第 3 ト レ

イ ンが完成し、 合計生産能力は約 1,000 万 t/y に達し ている。

2000 年代に入って、 原油生産量の減少が続いてお り 、 オマーンは LNG 輸出を拡大する こ

と で原油輸出の減少を補いたい考えであ る。 現状では 1,000 万 t/y の生産量の維持が眼前の

目標ではあ るが、 第 4 ト レ イ ンの建設も視野に入れている模様であ る （Country Analysis 

Briefs, EIA）。

6.1 　 LNG プロジ ェ ク ト の経緯

オマーンの LNG プロ ジェ ク ト は、 1991 年にサイ フ ・ ラ ウル ・ ガス田、 サイ フ ・ ニハイ

ダ ・ ガス田、 バ リ ク ・ ガス田、 マブルーク ・ ガス田などの構造性ガス田が相次いで発見さ

れた こ と を き っかけに始ま った。

オマーン政府は 1992 年に Sell と覚書 （MoU） を締結し て事業化調査に乗 り 出し た。 そし

て、 1993 年に株主間協定 （Shareholder’ s Agreement） を締結し、 1994 年に Oman LNG を設

会社名 設立 備考
Omifco 2002 OOC ： 50.0 2005年稼動

Indian Farmers Fertilizer ： 25.0 原料ガス：400万m3/d

Krishak Bharati ： 25.0 アンモニア：25万t/y

尿素：165万t/y

SIUCI 2004 Suhail Bahwan Group ： 100.0 2008年稼動予定

(オマーンの民間企業） アンモニア：2,000t/d

尿素：3,500t/d

OMC 2003 Oman Methanol Holding ： 50.0 2007年稼動予定

Methanol Holding(Trinidad) ： 30.0 メタノール：3,000t/d

Ferrostaal Methanol Holding ： 20.0
Salalah Methanol 2005 OOC ： 30.0 2008年稼動予定

Mubadala Development ： 30.0 メタノール：3,000t/d

Resources ： 30.0
Vitol ： 10.0

OPP 2002 OOC ： 60.0 2007年稼動開始

Gulf Investment Co. ： 20.0 ポリプロピレン：34万t/y

LG International ： 20.0
OPIC 2004 オマーン政府 ： 25.0 2010年稼動予定

OOC ： 25.0 エチレン：100万t/y

Dow Chemical ： 50.0

SAC 2005 OOC ： 40.0 2008年稼動予定

ADWEA ： 40.0 アルミニウム：32.5万t/y

Alcan ： 20.0
出所：「Arab Oil ＆ Gas Directory 2006」、「中東の石油化学産業 2006」、各社Websiteより作成

（Oman Polypropylene）

権益比率（％）

（Sohar Aluminium
Company）

（Oman Petrochemicals
Industries）

（Oman India Fertilizer
Company）

（Sohar International Urea
and Chemical Industries)

（Oman Methanol
Company）
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立し た。 Oman LNG への出資比率は、 オマーン政府が 51%、 Shell が 30%、 Total が 5.54%、

Partex が 2%、 三菱商事が 2.77%、 三井物産が 2.77%、 伊藤忠商事が 0.92%、 Korea LNG が 5%

（Kogas ： 1.2%、 Samsung ： 1%、 Hyundai ： 1%、 Daewoo ： 1%、 Yukong ： 0.8%） と なっている。

1996 年 10 月に Kogas と長期売買契約 （410 万 t/y を 2000 年から 25 年間） を締結しプロ

ジェ ク ト 実施の目途が立つと、 同年 11 月に千代田化工建設 と Foster Wheeler の合弁会社

Chiyoda-Foster Wheeler と LNG ト レ イ ン建設の EPC （設計 ・ 調達 ・ 建設） 契約を締結し た。

同契約は、 総投資額 12 億ド ルで、 能力 330 万 t/y の LNG ト レ イ ン 2 基をカルハッ ト に建設

する と い う 内容であ る。

能力が 660 万 t/y と な る こ と から、 Oman LNG は Kogas 以外 と の長期売買契約を進め、

1998 年 10 月に大阪ガス と契約 （66 万 t/y を 2000 年から 25 年間） を締結し た。 さ らに同年

12 月には、 Enron がイ ン ド に設立し た Dabhol Power Company と長期売買契約 （160 万 t/y を

2002 年から 20 年間） を締結し、 合計 636 万 t/y 分の契約を確保し たが、 Enron が 2001 年

12 月に破綻し たため Dabhol Power Company と の長期売買契約は白紙 と なって し ま った。 こ

のため Oman LNG は 160 万 t/y 以上の新たな契約を締結せざ る を得な く な り 、 多様な短期契

約を締結する こ と と な る。 また、 後に Qalhat LNG が従来よ り も柔軟な契約条件での契約を

締結し た事は、 買主確保を優先し た結果だ と考え られる。 Oman LNG の初出荷は、 2000 年 4

月に Kogas 向けに行われた。 また、 大阪ガス向けには同年の 10 月に出荷された。

第 3 ト レ イ ンの建設計画がこ の頃立ち上が り 、 Chiyoda-Foster Wheeler が 2000 年 10 月に

基本設計 （FEED） 契約を、 2002 年 5 月に EPC 契約を受注し た。 総投資額 7 億 ド ルの第 3

ト レ イ ンは 2005 年 12 月に完成し、 Qalhat LNG によ って Union Fenosa Gas のウエルバ

（Huelva） 基地向けに初出荷された。

オマーン第 2 の LNG 生産会社であ る Qalhat LNG は、 2003 年に設立された。 2004 年 9 月

に合意し た従来の出資比率は、 オマーン政府が 55.84%、 Oman LNG が 36.8%、 Union Fenosa 

Gas が 7.36% だったが、 2006 年 5 月に三菱商事、 伊藤忠商事および大阪ガスの日本企業 3 社

が 3% ずつ、 合計 9% をオマーン政府から取得し たため、 オマーン政府の出資比率は 46.84%

と なっている。 ただし、 オマーン政府の出資比率は Oman LNG によ る間接出資分も含める

と約 66% であ り 、 過半数を維持し ている。

Qalhat LNG は 2002 年 5 月に Union Fenosa Gas と長期売買契約 （2006 年から 165 万 t/y を

20 年間） を締結し ているほか、 2004 年 6 月に三菱商事 （2006 年から 80 万 t/y を 15 年間）、

伊藤忠商事 （2006 年から 70 万 t/y を 20 年間）、 大阪ガス （2009 年から 80 万 t/y を 17 年

間） の日本企業 3 社と も長期売買契約を締結し ている。 尚、 伊藤忠商事分の 70 万 t/y は

Oman LNG からの出荷に切 り 替え られてお り 、 Qalhat LNG は合計 325 万 t/y の契約を確保し

ている。
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6.2 　 LNG 輸出契約の現状と見通し

6.2.1 　 長期契約

Oman LNG は、 1996 年に Kogas 向けに 2000 年から LNG410 万 t/y を 25 年間にわたって販

売する こ と で合意し、 オマーン初であ り 最大の長期売買契約 （SPA） を締結し た。 　 続い

て、 1998 年 10 月に大阪ガス と長期売買契約 （66 万 t/y を 2000 年から 25 年間） を締結し、

同年 12 月に Enron がイ ン ド に設立し た Dabhol Power Company と長期売買契約 （160 万 t/y

を 2002 年から 20 年間） を締結し た。 しかし、 Enron が 2001 年 12 月に破綻し たため Dabhol 

Power Company と の長期売買契約は白紙 と なっている。

また、 Qalhat LNG が 2004 年 6 月に三菱商事、 伊藤忠商事、 大阪ガス と締結し た契約の う

ち、 伊藤忠商事 と締結し た 2006 年から 70 万 t/y を 20 年間にわたって販売する契約につい

て、 Qalhat LNG の設備容量を超過する こ と から Oman LNG と の契約に切 り 替え られている。

一方、 2005 年 12 月に出荷を開始し た Qalhat LNG の長期契約は、 2002 年 5 月に Union 

Fenosa Gas と締結し た契約 （2006 年から 165 万 t/y を 20 年間） が最大であ る。 その他に

は、 上述の三菱商事 （2006 年から 80 万 t/y を 15 年間） および大阪ガス （2009 年から 80 万

t/y を 17 年間） と の契約があ り 、 ほぼ設備容量分の契約締結が完了し ている （図表 4.15）。

尚、 三菱商事および伊藤忠商事が 2004 年に LNG の長期売買契約を締結し た事は、 従来

の電力 ・ ガス会社などのよ う な需要家ではな く 、 売主と買主を仲介する中間企業が直接

LNG の購入を行 う と い う 点で特筆すべき ものであ る。

伊藤忠商事の契約分は、 2005 年 12 月に中国電力と長期契約を締結し、 2006 年 4 月よ り

15 年間にわたって 70 万 t/y を同社の水島基地向けに供給する こ と が決定し ている。 一方の

三菱商事の契約分は、 よ り 柔軟性のあ る契約内容 と なっている。 同社は Qalhat LNG の LNG

を販売するにあたって、 2006 年 3 月に東京電力 と折半出資でセル ト 社を設立し、 両者によ

る共同購入 ・ 販売の形態を と る こ と と なった。

セル ト 社は三菱商事からオマーン産の LNG を購入し、 需給動向を勘案し た上で東京電力

に販売するか三菱商事が使用権を持つ米国 （テキサス州） のフ リ ーポー ト （Freeport） LNG

基地向けに投入するかを決定する。 三菱商事は 2005 年 1 月にフ リ ーポー ト 基地の 2009 年 1

月から 17 年間の使用権を取得し ている。

尚、 セル ト 社は 2006 年 8 月および 10 月にロ シアの Gazprom と契約を締結し、 それぞれ

中部電力および Kogas にオマーン産 LNG を販売し ている。
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図表 4.15　オマーンの LNG 長期契約一覧

6.2.2 　 短期契約

Oman LNG の Dabhol Power Company 向けの 160 万 t/y の長期売買契約が、 Enron の破綻に

よ って白紙 と なって し ま った こ と から、 オマーンは短期契約によ って販路を確保せざ る を

得な く なった。 そのため、 図表 4.16 にあ る とお り 大阪ガスおよび Kogas が長期契約を締結

し ている日本、 韓国以外にも台湾、 イ ン ド、 スペイ ン、 フ ラ ン ス、 ベルギー、 米国、 プエ

ル ト リ コ など販売先は多様であ る。

近年のスポ ッ ト によ る LNG の販売先を見てみる と、 スペイ ン向けが 2004 年に 89.4 万 t、

2005 年に 62.79 万 t と最も多い （図表 4.17）。 次いで日本向けが多いが、 特に火力発電用の

燃料需要が高ま った 2003 年および 2004 年の輸入量が多 く なっている。

中期契約も締結し てお り 、 2002 年 3 月に Shell Western と 5 年間の契約を締結し た他、

2003 年 11 月には BP と 2004 年から 6 年間にわたって合計 360 万 t を販売する こ と で合意し

た。 BP は主にスペイ ン向けに販売し ている。

売主 輸出先 買主 数量（万t/y） 購入開始 契約年数

Oman LNG 韓国 Kogas 410 2000 25

（660万t/y） 日本 大阪ガス 66 2000 25

日本 伊藤忠商事 70 2006 20

小計 546

Qalhat LNG スペイン Union Fenosa 165 2006 20

（330万t/y） 日本 三菱商事 80 2006 15（+5）

日本 大阪ガス 80 2009 17

小計 325

871

990

119

出所：Oman LNGのWebsiteおよび各社プレスリリースを基に作成

合計

生産能力

余剰能力
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図表 4.16　オマーンの LNG 輸出量の推移

図表 4.17　オマーンの LNG スポット販売実績

（万ｔ）
日本 韓国 台湾 インド スペインフランスベルギー 米国 プエルトリコ 合計

2000 5.84 156.95 0.00 0.00 14.60 0.00 0.00 20.44 0.00 197.83
01 60.59 386.90 0.00 0.00 66.43 0.00 0.00 24.82 3.65 542.39
02 78.84 400.04 0.00 0.00 66.43 39.42 11.68 6.57 0.00 602.98
03 157.68 473.77 0.00 0.00 23.36 0.00 0.00 17.52 0.00 672.33
04 104.39 438.00 11.68 0.00 85.41 5.84 0.00 19.71 0.00 665.03
05 91.25 432.89 11.68 5.84 120.45 5.84 0.00 5.11 0.00 673.06

出所：Natural Gas in the World, Cedigaz
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（万ｔ）
日本 韓国 台湾 インド スペイン フランスポルトガル 米国 合計

2004 55.05 42.46 12.27 0.00 89.40 6.00 0.46 18.73 224.37
2005 17.40 18.27 11.63 5.68 62.79 6.00 5.45 4.85 132.09

出所：The LNG Industry 2004および2005, GIIGNL
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6.3 　 LNG タ ン カー

オマーン政府は海運事業にも力を入れてお り 、 LNG 船の建造 ・ 所有を順次進めている。

オマーンは、 2001 年 11 月に LNG 船 Lakshmi （Sohar LNG に名称を変更） を保有する

Greenfield Holding Company （GHC、 当初の出資比率は、 商船三井 ： 60%、 Enron ： 20%、

Shipping Corporation of India ： 20%） への資本参加 と い う 形で初めて LNG 船を保有し た。 出資

比率は、 オマーン政府が 40%、 商船三井 40%、 イ ン ド国営 Shipping Corporation of India が 20%

と された。 GHC は、 も と も と イ ン ド の Dabhol Power Company 向けの LNG 船を運航する こ

と を目的に設立し た会社だったが、 Enron が破綻し資本を撤退し た こ と から商船三井がオ

マーン政府に資本参加を呼びかけ、 オマーンの LNG 船保有が実現し た。 商船三井は 2002 年

に第 2 船 「Muscat LNG」 の建造でオマーン政府 と合意し （三井物産が資本参加）、 2003 年 5

月に 「国営海運業の育成支援に係わる包括的業務提携契約」 を締結する など、 オマーン政

府と緊密な関係を築いている。

オマーン政府は 2003 年に Oman Shipping Company （OSC、 オマーン財務省 ： 80%、 OOC ：

20%） を設立し、 LNG 船事業に本格的に参入し た。 OSC は 2004 年にさ らに 4 隻の LNG 船の

建造 ・ 所有について商船三井ら日本企業と合意し、 現在合計 6 隻の LNG 船を所有し ている

（図表 4.18）。

図表 4.18　オマーンの LNG 船一覧

7 課題と展望

1978 年に天然ガスの国内利用が始ま り 、 1991 年の構造性ガス田の発見によ って加速し た

船名 出資企業 建造企業 竣工年 タンク方式 容量（ｍ3）

Sohar LNG OSC 三菱重工 2001 モス 137,000

商船三井

Muscat LNG OSC 川崎造船 2004 モス 145,000

商船三井

三井物産

Nizwa LNG OSC 川崎造船 2005 モス 145,000

商船三井

三菱商事

Salala LNG OSC 三星重工 2005 メンブレン 147,000

商船三井

Ibri LNG OSC 三菱重工 2006 モス 145,000

商船三井

伊藤忠商事

Ibra LNG OSC 三星重工 2006 メンブレン 147,000

商船三井
出所：商船三井プレスリリース、「The LNG Industry 2005, GNIINL」を基に作成
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オマーンの天然ガス開発は、 2005 年末の LNG 第 3 ト レ イ ンの完成によ ってひ と まず一つの

区切 り に到達し た と いえ る。 今後は、 経済多角化を目指し てガス関連産業の立ち上げを進

める こ と と な り 、 天然ガスはオマーン経済の一つの柱と な る こ と が期待されている。

しかし ながら、 オマーンの天然ガス確認埋蔵量は 30 兆 cf と、 カ タール、 イ ラ ン、 UAE な

ど と比較し て圧倒的に少な く 、 今後安定的に天然ガスが供給されるかど う か と い う 不安が

つき ま と う 。 LNG の長期契約は 2025 年まで続き、 ガス関連プラ ン ト は 2010 年までに次々

と立ち上げられる。 また、 天然ガス を主な燃料と し て生産する電力や水の需要も、 経済発

展や人口増加を背景に今後も増大する こ と が見込まれている。

さ らに、 も う 一方の経済の柱であ る原油の生産量は、 EOR （増進回収法） を導入する な

どその維持 ・ 回復に努めているにも かかわらず、 こ こ数年減少が続いている。 原油生産量

の減少は経済への直接的な悪影響のみな らず、 油田への圧入需要 と し ての天然ガスの消費

の増加を招 く こ と から、 天然ガス生産にも悪影響をおよぼすこ と と な る。

オマーン政府は天然ガス確認埋蔵量の積み増し を期待し、 Shell 以外の外資企業にガス田

権益を付与する などガス田の開発を積極的に行っているが、 新規ガスの発見に過剰に期待

する事はでき ない。 また、 2008 年からは 「ド ルフ ィ ン ・ プロ ジェ ク ト 」 によ ってカ タール

産のガスが輸入される こ と にな るが、 同プロ ジェ ク ト はこれ以上の拡張計画を凍結し てお

り 、 こ ち ら も多 く を期待する こ と はでき ない。

オマーン政府はこのよ う な状況の中で、 限られた天然ガス をどのよ う に LNG、 発電 ・ 造

水、 産業、 油田圧入などに分配するかを検討する こ と が必要と なっている。 発電について

は IWPP によ って日本など先進国の最新技術を導入する こ と で、 低い発電効率を改善し需要

増を相殺する事は可能であ るが、 他部門については消費量を抑制する余地は限られている。

特に、 原油生産量の維持 ・ 回復は、 「第 7 次 5 カ年計画 （2006-2010）」 で重要課題 と し て

取 り 上げられている こ と から も、 油田圧入需要と し ての天然ガス消費量はますます増大す

る こ と が見込まれる。 今後、 天然ガスの需給が均衡点に近づ く 過程で、 「原油増産」 と 「天

然ガスの有効利用」 と い う 二律背反のジレンマに陥る こ と も考え られ、 オマーン政府によ

る適確な戦略の提示が求められる。
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